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序

序

まちづ くりは トラブルか ら始 まる。視 覚的 にはそ うであ る。 ある朝、デ ィーゼル ・エ

ンジンの轟音 で夢 を破 られ る。 ク レー ン車 ・ダンプカー ・パ ワーシ ョベル ・コンクリー

トミキサーの集 結 に動転す る。頭 に血が上 り、理性 を失 う。

役所 に電話 を入れて も、応答が ない。 それ もそのはず 、 日曜の朝である。 びっ くり仲

間の近所 の人達が集 ま り工事人か ら事情 を聴 こうとするが、知 らない分か らないの一点

張 り。 と りつ く島 もない。一時間 もすれば 「着工完了」 。緒 戦の完敗 。あ とは、 「絶対

反対」の鉢巻組 と 「お上頼 り」の訴訟組 、それ に腰 を引 く君 子組。

開発 と同義語化 した まちづ くりを見 る と、良い開発 ・悪い開発 ・どうで もよい開発 の

3つ に分 け られ る。良い開発 とは、その地域 の住民 が望 み、環境 も改善 され、そ の上、

地域の経 済に活力 を与 える とい うものだ と思 う(A型)。 反対 に、悪い開発 とは、その

地域の住 民に嫌 われ、環境 も破 壊 し、地域 の経 済 も衰退 させ て しまう、そういう もので

はないだろ うか(C型)。 この2つ の どち らに も入 らないのが、 どうで もよい開発だ と

いえよう(B型)。 やや誇張 していえば、住民 はA型 を望 み、開発業者 はC型 を目指 し、

行政はB型 に落 ち着 きやすい。 この3つ の型は、先進資本主 義諸 国が、この50年 間で経

験 した ものであ る。

まちなみは全体 と して調和 が必要である。そ こに加 え られる開発 の手 には、 この調和

を崩 さない配慮 が必 要であ る。 もっとも、一見雑然 として調和 なぞ何処 にもなさそ うな

街 も少 な くない。その ような場合 には、思 い切 ったニューモデルの建築 も、将来への種

をま く意 味があ りえ よう。10年 後 、あるいは20年 後、か つての住民 が訪 れた時、いい街

にな りま したね と、感 心 され、時には戻 って きたい、 とい うような讃美 の声 が洩 れ るよ

うになれば、 その開発 はA型 だったこ とになる。

難 しいのはこ こであ る。開発 の計画の段 階ではC型 に見 えて も、結果 においてA型 に

なる!反 対 した人 も じくじたる開発、 一一一これがあ りうる と思 う。 これを事前 に理解

す る方法 はない ものか。結 果良ければ全 て良 し!と うそぶ くわけに も行 くまい。何 故な

ら、それでは結 果 を見 ずに反対 され、つぶ されて しまう計画 を救 えないか らだ。 そこに

住民参加 の役割が浮上す る。 もともとA型 かC型 かの評価 は住 民が行 う。そ うであれば、

その住民 が、初 めか ら計 画に関わるのが 良いに決 まってい る。 これが住民参加 の本 来の

意味である。 しか し、住民参加 と言 って も、 いろい ろな形 と内容が考 えられる。単純 に

見て、直接参加 と間接参加 があろ う。 しか し、 もう一つ、受働 型 と能働 型がある。

かつては、受働 型 で且 つ間接型 だった。 それが今 日で は逆 転 した。能働型 で且 つ直接

型の時代 が始 まった。 まちづ くりに対 す る住 民の地位 が最終の レベル に近づ き始 めた。

公益信託 は、 それ を制度的 に支 える為 に登場 した。まだ未成 年者だが、間 もな く成人

に達 しよう。1994年7月15日 の進歩充夢 がその象徴 たる成 人式 にな り得れば と願 ってい る。

本 書は過去2年 間、(財)ト ラス ト60を バ ックに続け られた、 まちづ くり公益信 託研 究

会の真剣 な研 究 の成果で ある。
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第1部 まちづ くり公益信託の位相

第1部

まちづ くり公益信託の位相
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第1章 まちづ くりにおける国家型 と信託 ・財団

第1章 まちづ くりにおける国家型 と信託 ・財団

都市計画の権原を国家が独占していた時代がある。各国家間の軍事的競合が激 しい時

代、都市は有機化 した城である。中国でははっきりと、都市のことを城市 と呼んでいる。

北京の城壁 は6頭 の馬車が並走できることで知 られていたが、十数年前、全て取 り壊 さ

れ、車道 となった。 しかし、西安では復元された。独仏 も似ている。南仏 力ルカッソン

ヌの城壁 は、ほぼ完全な形を残 している。アッピア街道に通 じるローマの城門は、その

名残を止めている。

都市は常に戦場になることを想定 して計画されてきた。都市計画は国家主権の枢要な
一部であ り

、計画高権 とも言われる。宮本武蔵のまちづ くりも有名である。最近まで建

築法規は警察法の枠内に在 った。

まちづ くりを住民自身が行えば、住みよいまちが出来るのは当然である。多少のエゴ

も許されよう。経済 も程 よく循環する。太陽と緑、水 と空気に恵まれる、住みよいまち

の理想図が描き易い。 しか しそのためには、何 よりも平和が必要である。今 日、先進資

本主義国で、住民主体のまちづ くりが一斉に広がった背景には、もう二度 と大戦 はない

という人々の楽天的な予感があるように思われる。

1.ま ちづ くりにおける国家型

上記のように、まちづ くりにおける国家の リー ドは、平和世界の拡大 とともに、次第

に住民の意向を反映するものになりつつある。そのきっかけは、1968年 のフランスにお

ける5月 革命ではないかと思う。

当時私は、家族 とともにフランスに住 んでいたが、各大学における学生のスローガン

はparUcipa加nで あった。パ リではカルチェ ・ラタンで銃撃戦まであり、私は一時、イタ

リアのベネツィアに避難 したが、 ドゴール大統領が学生の要求を丸呑みし、事態は収まっ

た。この時から、 「参加」は東欧を除 く全 ヨーロッパの合言葉 となり、大学の運営にお

ける学生 自治会の参加、企業の役員への労組の参加、そ して都市計画における住民の参

加が保障されるに至ったのである。参加 といっても傍聴型ではない。決定への参画であ

る。単に意見 を述べ得る日本的公聴会方式ではない。

この様な決定参加型は、同時に住民自身の責任 も要求されることになる。思い付きの

言いっ放 しは許 されない。実際には、地方自治体の性格 によって、各国ごとの特色が出

る。首長が民選か官命かである。自治の伝統がある独仏では、いずれにせ よ、参加の哲

学は支持され易い。仮に首長が官命の場合にも、官すなわち中央政府が参加型になって

いれば、官命首長 と住民の摩擦 は起 こりにくい。5月 革命の時、私は急にルソーの社会

契約論を想起 した。参加はその実践であろう。国家型と言っても、中央政府が参加型に

なりさえすれば、住民サービスは徹底 し、まちづ くりにおける民意の反映は高まる。現

在の独仏はその水準に在 る。
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第1章 まちづ くりにおける国家型と信託 ・財団

2.ま ちづ くりにおける信託 ・財団

国家による都市計画の独 占が続けば、まちづ くりは国家目的に集約され、住民の意向

は無視されよう。それにも拘わらず、住みよいまちづ くりを住民が目指そうとすれば、

国家目的と対立 し、権力による弾圧 を招来する。命賭けの運動 とな り易い。ロustは信頼

と言 う意味だが、私の感 じではフランス語のsolidadteに 近い。信頼 して連帯 し、少 しで

も人間的な都市空間を生みだそ う!こ れがナシ ョナル ・トラス トの始まりではないだろ

うか。権力の介入を招かぬ よう、慎重な組織 ・行動が必要だったに違いない。この組織

を法人にすれば、財団(法 人)と なる。そうしなければ信託である。前者は ドイツ型、

後者はイギリス型である。前者は責任の主体が明確で、基金の管理 も目が届 く。相応の

事務所やスタッフも持てよう。反対に後者はフレキシブルである。要するにグループで

ある。厳密な組織でもないから国家の介入 もない。止めたい時はいつでも止められる。

これがメリットであろう。 しか しその反面、基金の管理がルーズになり易い。大 きな企

画が立てにくい(大 きい計画は国家の手中に在 る)。 これが難点である。これを改善す

ることは不可欠である。

第1に 、基金の管理 を銀行に依頼する(公 益信託)。

第2に 、大きな計画 にも参加出来る道 を開く(ま ちづ くり基本法制定)。

第3に 、基金 に公財政の協力 を義務付ける(基 金 と非課税)。

↓



第2章 市民によるまちづ くり活動 と組織 ・団体

第2章 市 民 に よる ま ちづ く り活動 と組 織 ・団体
一 日本 の ナ シ ョナ ル ・トラス ト運動 との 関連 で 一

1は じめに

1.「 まち」 とまちづ くり

今 日において、わが国の大部分の人々は、 「まち」に住んで生活 している。 「まち」

は、生産お よび消費の場であり、そこには人が集中し、生産および消費のための構築物

が集積 している。すなわち、生産活動 ・消費活動のための建物や施設、人々の生活の本

拠である住宅、および道路 ・鉄道 ・上下水道等の社会資本が 「まち」を構成 している。

これらの構成要素は、今 日生活するうえで何 らかの経済的有用性が承認された人工物で

ある。 しかし、 「まち」 を構成 しているのは、これらのいわゆる 「人工的(経 済的)環

境」部分だけではなく、緑 ・河川 ・湖沼などの自然環境や伝統的な建築物などの歴史的

文化的環境 もまた 「まち」の重要な構成要素である。

今 日では、コミュニティ(地 域における人々の間のあたたかなつなが り)と ともにア

メニティ(地 域における住民の精神的な快適さ ・やすらぎ)や 「景観」が、都市に住む

者にとって重要なものとして意識されている。このことは、 「まち」を構成する自然環

境や歴史的文化的環境のあり方に大いに関係がある。すなわち、近年、 「人工的(経 済

的)環 境」部分により自然環境部分や歴史的文化的環境部分が徐々に、または急激に侵

食 されていることを経験 して、人々は、アメニティや景観が 「まち」にとって重要なも

のであるということを意識 してきているのである。

「まち」は、全体的には、人によってつ くられる人工的空間である。自然環境も 「まち」

にあっては古来の姿がそのままの形で維持 されていることは少なく、その多 くがここ数

十年程の間に変化 したり変化 させれらた りして人工的空間のなかに組み込まれた 「自然」

である。また、全 く新たに人工的につ くられた 「自然」 もある。その意味で、 「まち」

は、常に人の手によってつ くられてきたものであ り、将来 も、つねにつ くり続けられて

い くものである。

「まちづ くり」の成否は、 「人工的(経 済的)環 境」部分の整序だけにかかっている

のではな く、 「自然」や 「歴史」 ・ 「文化」 といった環境部分を、 「人工的(経 済的)

環境」部分 と調和 させて、いかに巧みに 「まち」 という人工的空間の中に組み込んでい
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第2章 市民によるまちづ くり活動 と組織 ・団体

くか とい うことにかかっている。 この ような 「まちづ くり」 を具体 的 にどの ように行 う

か は、国 ・地域 によ り、また、 時代 によ り異 なってい る。例 えば、 ヨーロッパの諸都市

とわが 国のそれ とは歴 史的に異 なって きた し、また、 わが国 において も時代 によ り地域

に より異 なって きた。

2.ま ちづ くりの主体

以上でみてきたように 「まちづ くり」は人の手でおこなわれるが、それでは、 「まち

づ くり」はどのような主体によっておこなわれるのか。今 日のわが国においては、基本

的に、行政が 「まちづ くり」の主たる担い手であり、 「まちづ くり」の最終的責任者で

もあるといえよう。行政が 「まち」全体 を見渡せる地位 にあ り、 「まちづ くり」のため

の財源 と組織 とを有 しているからである。行政は、都市計画法、建築基準法、都市再開

発法、国土総合開発法、国土利用計画法、生産緑地法、都市緑地保全法、文化財保護法

などの法律や各 自治体の条例 に基づいて、 「まちづ くり」を具体的に実施 しなければな

らない。

しか し、行政が 「まちづ くり」の主たる担い手であるといっても、 「まちづ くり」は、

本来、その 「まち」に暮らす市民のために行われるものであり、市民 を無視 したかたち

で行政が 「まちづくり」を行うことがあってはならない。先に掲げた現行の 「まちづ く

り」に関する法は、必ず しも市民のための 「まちづ くり」が行政によって実施されるこ

とを保障する体系および構造にはなっていない。1992年 の都市計画法の大改正によって、

この点が どの程度実現されたかについては議論があるところである。

一般的にみた場合に
、わが国のこれまでの 「まちづ くり」は、法の不備、経済的有効

利用に力点 を置 く企業や行政、および 「まちづ くり」に対 して関心のない市民の存在な

どによって、必ず しも成功をおさめてきた とはいいがたい。その最大の責任 は、法の不

備の改善に努めず、また、経済的有効利用に力点を置 く企業や個人の行動を規制できな

かった行政にあろう。

しか し、個別的にみた場合には、 「自然」や 「歴史」 ・ 「文化」 といった環境部分を

「人工的(経 済的)環 境」部分 と調和させて 「まちづ くり」を成功 させつつある地域も

み られる。そこでは、行政がリーダーシップを取ったところもあるが、その多 くは、そ

の地域の市民が行政を突 き動か し、また、行政 と協力をしているのである(後 述のナショ

ナル ・トラス ト運動の事例参照)。

自然のままにしておいて、 「まち」ができるのではない。人が 「まち」 をつ くるので

与



第2章 市民によるまちづくり活動と組織 ・団体

ある。 しか し、専 ら行政に任せたままで美 しいあるいは快い 「まち」ができるのでない

ことは、わが国のこれまでの経験か ら実証済みである。美 しい快い 「まち」をつ くるに

は、行政と共に、それを突 き動か し、または独自に運動を展開する市民が必要である。

そ して、そのような市民の意思は、 「まちづ くり」団体 というかたちで一つの理念のも

とに組織化 されることによってより強力なものとなる。

そこで、本稿では、このような市民による 「まちづ くり」団体のあ り方について考察

してみたい。そのために、まず最初に、地域の自然環境ない し歴史的文化的環境の保全

をめざしているわが国でのナショナル ・トラス ト運動の展開を概観 して、そこでの 「ま

ちづ くり」団体の組織の現状を探ることにする。本来ならば、行政の 「都市計画」に直

接対抗ない し対応する形の、市民による 「まちづ くり」団体 を考察すべきであろう。 し

か し、わが国においては、このような総合的かつ創造的な運動はいまだ未成熟であるよ

うに思われる。わが国における市民による 「まちづ くり」 と関連する運動 といわれるも

のの主流は、なお、マンション等の建設反対運動にみられるような個別具体的な 「住民

運動」であると思われる(こ のような運動 も住民の 「まちづ くり」のひとつの意思表示

として意義はあると思われる)。 そこで、ここ20年ほどの間に各地で自然環境ないし歴

史的環境の保全に限定されたものではあるが、特定の目的 をもって市民の側から継続的、

積極的に 「まちづ くり」にかかわっている地域のナショナル ・トラス ト運動団体を取 り

上げることにした。

そのうえで、現行の制度のもとで、市民の意思を最 も有効に発揮できるような 「まち

づ くり」団体 ・組織のあ り方をやや一般化 して考える。そ して最後に、公益信託の活用

の可能性について検討を加 える。

皿 日本 のナ シ ョナル ・トラス ト運動 と地域 の組 織 ・団体

1.日 本 にお けるナシ ョナル ・トラス トの特徴 と先駆 的運動

(1)日 本 のナシ ョナル ・トラス トの特徴

日本 にお けるナ シ ョナル ・トラス ト運動 は、ここ30年 ほ どの間 に主 にイギ リスのナシ ョ

ナル ・トラス トにヒン トを得 て展 開 して きた。そこには、破壊 の危機 にあ る歴史的環境

や 自然環境 を市民に よる募金 に よって地主 か ら買 い取るな どして保全 しようとい う基本

理念 におい ては共通する ところがあるが、 イギ リスの もの とは異 なる点 もみ られる。 日

本 のナシ ョナル ・トラス ト運動 は、全 国的規模 で、全 国民の遺産 とい うべ き歴史的名勝
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や自然的景勝地の保全 をめざす ものとして展開してきたわけではない。 どちらか という

と、その地域にある身近な自然環境や歴史的 ・文化的環境を地域の市民だけでなく広 く

国民か ら寄金を募って保全 しようというものである。その意味では、国民 レベルの自然

環境 ・歴史的文化的環境の保全運動 というよりも、地域の市民レベルの 「まちづ くり」

運動 という側面 を有 しているといえよう。

それでは、次に、このようなわが国のナショナル ・トラス ト運動の展開を具体的にみ

てい くことにしよう(以 下のナショナル ・トラス トに関する記述は、木原啓吉 『ナショ

ナル ・トラス ト』三省堂 ・1992年、同 『暮 しの環境を守る』朝 日新聞社 ・1992年、社団

法人 日本ナショナル ・トラス ト協会 『ナシ ョナル ・トラス ト・ガイ ドブック』1992年 を

参照 したが、個々の引用の注記は省略 した)。

(2)日 本のナシ ョナル ・トラス トの先駆的運動

イ.鎌 倉御谷の保存運動

わが国のナショナル ・トラス ト運動のさきがけをなしたのは、1964年(昭 和39年)の

鎌倉市の市民による 「財団法人鎌倉風致保存会」の運動であるといわれている。この運

動の発端は、同年、鎌倉の鶴岡八幡宮の裏山にある御谷(お やつ ・都市計画法上は風致

地区)が 不動産業者によって宅地造成の計画対象地 となり、行政(鎌 倉市お よび神奈川

県知事)に そのための手続きがなされたことによる。行政としては、業者の申請が現行

法上合法である以上、これを認めざるをえない状態であった。 しか し、 もしこのような

開発が認められると、若宮大路から鶴岡八幡宮の社殿をのぞむ、古都鎌倉の景観が破壊

されて しまうということで、鎌倉市在住の文化人(作 家の大仏次郎氏ら)や 財界人が中

心 となって、開発対象地の買取 り運動がおこり、前記 「財団法人鎌倉風致保存会」 を設

立 して、1966年(昭 和41年)に は御谷の開発予定地の山林の一部1.5ヘ クタールを1500万

円で買い取ることに成功 した。同財団の募金運動は、1964年(昭 和39年)か ら1968年

(昭和43年)ま での約4年 間で総額3137万 余円を集めた(内 訳は、個人が64件336万 余円、

団体法人分が700万 余円、鎌倉市から2100万 円)。 なお、1966年(昭 和41年)に は古都保

存法が制定され、同法によって、同財団の買取 り候補地の一部が 「特別保護地区」に指

定され、国により買い上げられたり、現状変更がきび しく規制されることになった。

この運動は、古都鎌倉 という 「まち」において、古都の自然および歴史的景観の保存

を文化人が中心 となって呼掛けをして、行政の積極的協力 を得て、財団法人を設立 し、

短期間で多額の募金を集めるとともに、保全のための法律の制定を導 きだしたものであっ

た。

ロ.天 神崎の海浜の自然保全運動
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和歌山県田辺市での天神崎の海浜保全運動は、鎌倉御谷の保存運動が 「古都鎌倉」 を

背景として文化人の呼掛けと行政の積極的な協力によって、即刻、 「財団法人」 を設立

することによって運動を展開したの とは対照的であった。天神崎の運動は、1974年(昭

和49年)に 同地が別荘地 として不動産業者より和歌山県知事 に対 し開発許可申請が出さ

れたことに端を発する。別荘予定地は、県立自然公園の区域内ではあるが、海辺の岩礁

部が第二種特別地域、陸の部分が第三種特別地域に指定 されているため、法的には(条

例上)開 発許可申請が認められて しまうことになる。そこで、同年、天神崎の近 くに住

む市民が 「天神崎の自然 を大切にする会」 を組織 して署名を集め県知事 と田辺市長に陳

情 ・請願をするとともに、 さらに、 「熱意表明募金」 により同地を買い取る運動 を進め

た。同募金は、1974年(昭 和49年)か ら1976年(昭 和51年)ま でで393万 余円が集まり、

これにより天神崎の東側の岩山の山林2390平 方メートルを350万 円で買い上げた(第 一次

買取 り)。 その後、1978年(昭 和53年)に は、募金のほか一部の市民が個人的に銀行か

ら融資を受けるなどして岬の中央部の湿原と山林6176平 方メー トルを5000万 円で買い取っ

た(第 二次買取 り)。 市民の献身的な運動と行政への働 きかけにより、1982年 度(昭 和

57年度)に は県 と市の双方の予算に買取 り資金が計上されることにな り、また、全国各

地からも募金が集ま り始め、同年度後半の半年間で4000万 円が寄せ られるに至った(そ

れまでの7年 間での募金総額は2400万 円)。 第一次、第二次買取 りに加えて、1983年

(昭和58年)に は自然観察施設をつ くる予定地の1024平 方メー トルを買取 り(第 三次買

取 り)、1985年(昭 和60年)に は25969平 方メー トル(第 四次買取 り〉を、1988年(昭 和

63年)に は3752平 方メートル(第 五次買取 り)を 入手 した(こ の時点までの入手は買い

上げ計画全域13万 平方メー トルの34.3パーセン トにあたる。なお、運動が始まってから

1992年3月 までの募金総額は延べ4万6000人 か らの3億7300万 円に達する)。

天神崎保全の市民による運動は任意団体としてスター トしたが、その後、行政を巻 き

込むなど運動の広が りのなかで、多額の募金の管理、大口の募金の受付け、税制上の優

遇 といった点か ら財 団法人化が準備 され、1986年(昭 和61年)に 財団法人 「天神崎の自

然を大切にする会」が設立認可された。そ して、1987年(昭 和62年)に は、税制上の優

遇が得 られる自然環境保全法人の第1号 認可団体 となった。

ハ.知 床の自然保全運動

知床の自然を保全 しようということで募金型で土地買取 り運動を行ない、わが国のナ

シ ョナル ・トラス トの代表的活動 とされている 「知床国立公園内100平 方メー トル運動」

は、市民の団体が行 った活動ではな くて、自治体が行 ったものである(ま た、この運動

は、 「まちづ くり」運動というよりも 「大自然保護」のための国民的規模での運動 とい
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う性格を有するものであろう)。 しかし、ここでは、後述の公益信託による 「まちづ く

り」 との関連から、その概略を示すことにする。

「知床国立公 園内100平 方メー トル運動」の対象 となった地域は、国立公 園の第三種地

区内にあ り、もともとは入植地であったが厳 しい気候等のため農業の継続が断念された

離農地であった。開拓地450ヘ クタールの一部は不動産業者の手に渡 り始めたが、対象地

120ヘ クタールの土地所有者は、斜里町の勧告に従って不動産業者 に売却せず、国立公園

の乱開発に抵抗 してきた人々であった。斜里町としても、この者たちを何 とか救済 した

いと考え、最終的には、市町村振興基金から4000万 円の低利の融資をうけ、とりあえず

これで対象地120ヘ クタールを買取 り、その借金 を返済するために全国から寄金を募るこ

とにしたのである。募金の方法は、 「知床で夢 を買いませんか」 というキャッチフレー

ズのもとに、対象地を100平 方メー トル単位に して1口8000円 で募金者に形式上分譲する

ことにした。 しかし、分譲 した土地は分筆せずに所有権登記名義は斜里町のままとし、

町が一括管理 して植林 して、将来的にも伐採することなく原生の姿にかえす ことにした。

この運動は、マスコミで大きく取 り上げられたこともあり、大きな反響 を呼び、1977年

(昭和52年)か ら1980年(昭 和55年)ま での間に、はじめの目標である120ヘ クタール分

の土地取得費(融 資金返済分)と 植林事業費9600万 円を集めた。その後、町は、買取 り

対象地を拡大 して、1992年(平 成4年)3月 末 までに全国の約4万 人から約4億 の募金

を集め、買上予定面積471ヘ クタールの約81パ ーセン トにあたる合計383ヘ クタールの土

地を買い上げることに成功 した。

知床斜里町の運動における今 日の課題のひとつは、全国から寄せ られる募金の管理 と

そのための人件費 ・事務費の負担および植林地の将来にむけての維持 ・管理に関する点

である。植林地は、全国の不特定多数の人々か ら委託 を受けて管理している財産なので、

本来は、町の事務お よび財政から独立 して保全がはかられていくのが望 ましいというの

である。町当局は、公益信託などの利用 を考えているらしいが、自治省がこれには難色

を示 しているとのことである。この点については、後に触れることにする。

2.地 域 のナ シ ョナル ・トラス トの現状 と組織 ・団体

(1)ナ シ ョナル ・トラス トの現状

以上の先 駆的な運動 につづいて、 ナシ ョナル ・トラス ト運動 は、その後 も各地 で 自然

環境や歴史的文化的環境 を保全 する運動 として展 開 していった。そ して、1983年(昭 和

58年)に は、各地の ナシ ョナル ・トラス ト間の相互 の情報交換 などの連絡 組織 と して、

任意 団体 である 「ナシ ョナル ・トラス トを進め る全 国の会」が結成 された。同会 は、そ
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の後、毎年1回 、全国大会 を開催 したが、1992年 には、環境庁の許可を得て、社団法人

「日本ナショナル ・トラス ト協会」 となった。 しか し、運動の主体は、従来どお り各地

の組織 ・団体であり、現在、同社団法人の会員 となっている各地の組織 ・団体は30余 り

ある(具 体的な組織 ・団体名については後述(2)参 照。その他、同社団法人の正式な会

員とはなっていないが、 これらの組織 ・団体と同様な活動をしているものも多 くある)。

これら各地の組織 ・団体は、一般的にいうと、その地域の貴重で身近な自然環境ない

し歴史的文化的環境 を保全することによって、 「まちづ くり」を市民の手で行おうとす

る(一 部の組織 ・団体においては、行政が市民 と協力 してこれを行おうとする)と いう

点で共通するものがある。2、3の ものを除いては、必ず しも遠方から観光客が訪れる

ような自然環境や歴史的文化的環境ではない(も っとも、この ような運動 と共にマスコ

ミ等で紹介されたために、観光地となったところもある)。

このような各地の運動は、広 く募金を集める点ではほぼ共通 しているが、先の先駆的

なナシ ョナル ・トラス ト運動のように、環境を保全する方法 として必ず しも土地の買取

りだけを進めているわけではない。土地の賃借や地主 との環境保全契約の締結によって

当該環境 を保全 しているところもあるし、また、当該地域での観察会や実習 ・学習会な

どを定期的に開催 しているところもある。このような意味で、当該地域の環境の保全や

活用を通 じて、 さまざまな方法で 「まちづ くり」 を行 っている。

(2)運 動の主体

すでに述べたように、日本におけるナショナル ・トラス ト運動は、各地域においてそ

れぞれの団体が独 自に 「まちづ くり」を行っているが、 「まちづ くり」の担い手たる各

団体ないし組織 は、どのようなものであろうか。これを法的観点から分類すると、任意

団体(組 合ない し権利能力なき社団または財団)、 自治体、公益法人(社 団または財団)

および公益信託の4つ にわけることができる。各団体の活動の実例や法的な相違は、後

に述べ ることに して、上記 「社団法人ナシ ョナル ・トラス ト協会」の会員 となっている

団体 を中心に、その名称を次に示 しておこう(1992年10月 現在のものである)。

①任意団体

このような団体 としては、 「霧多布湿原ファンクラブ」(北 海道浜中町)、 「トラス

トサルン釧路」(北 海道釧路市)、 「トトロのふるさと基金」(東 京都 ・埼玉県狭 山丘

陵)、 「川越蔵の会」(埼 玉県川越市)、 「小網代の森保全運動」(神 奈川県三浦市)、

「稲村が崎古戦場 ・市民の会」(神 奈川県鎌倉市)、 「大平宿 を残す会」(長 野県飯 田

市)、 「信太の森のシリブカガシを守る会」(大 阪府和泉市)、 「エコシステム」(熊

本県阿蘇郡)、 「美々津の歴史的町並みを守る会」(宮 崎県 日向市)な どがある。
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② 自治体

自治体が運動 をすすめているものとしては、前述の北海道斜里町の 「しれとこ100㎡ 運

動」(知 床国立公園内開拓地跡地)が ある。

③公益法人

このような団体のうち、財団法人としては、 「小清水 自然 を語る会」(自 然環境保全

法人、北海道小清水町)、 「前田一歩園財団」(北 海道阿寒町)、 「足利市民文化財団」

(栃木県足利市)、 「埼玉県生態系保護協会」(埼 玉県 「見沼田んぼラン ドトラス ト」、

「上尾 ・桶川ラン ドトラス ト」)、 「佐倉緑の銀行」(千 葉県佐倉市)、 「せたがや ト

ラス ト協会」(東 京都世田谷区)、 「みどりのまち ・かながわ県民会議」(神 奈川県

「葛葉緑地」、 「泉の森」、 「片瀬 ・川名緑地」 「大崎緑地」)、 「鎌倉風致保存会」

(神奈川県鎌倉市)、 「柿田川みどりの トラス ト」(静 岡県清水市)、 「妻篭 を愛する

会」(長 野県木曾郡)、 「大阪みどりの トラス ト協会」(自 然環境保全法人、大阪府)、

「天神崎の自然を大切にする会」(和 歌山県田辺市)な どがある。

なお、財団法人日本野鳥の会は、全国に72の支部がある(1992年10月10日 現在)が 、

「鶴居 ・伊藤タンチ ョウサンクチュアリ」(北 海道鶴居町)、 「ウ トナイ湖サンクチュ

アリ」(北 海道苫小牧市)、 「オオセッカ村づ くり」(青 森県三沢市)に おいては、相

対的に独立 してナシ ョナル ・トラス ト運動を行っているようである。また、財団法人日

本ナショナル ・トラス ト(旧 名称 ・観光資源保護財団)は 、昭和43年 に設立された運輸

省所管の財団法人であるが、 「天心遺跡記念公園」(茨 城県北茨城市)、 「大井川鉄道

トラス トトレイン」(静 岡県金谷町)、 「奥飛騨 ・白川郷」(岐 阜県大野郡)な どにお

いて広汎な活動 を展開している。

以上の財団法人 としての団体ではな くて、社団法人として活動 している団体 として

は、 「トンボと自然を考える会」(高 知県中村市)な どがある。

④公益信託

このような団体 としては、 「遠藤基金 ・三多摩環境保全基金」(東 京都)や 「函館色

彩まちづ くり基金」(函 館市)な どがある(な お、両団体 とも 「社団法人ナショナル ・

トラス ト協会」の会員ではない)。

一12.



第2章 市民によるまちづ くり活動と組織 ・団体

図表2-1主 なまちづ くりの担い手であ る社団法 人ナ シ ョナ ル トラス ト協 会会員

①任意団体

②自治体

③公益法人

(財団法人)

霧多布湿原 ファンクラブ

トラス トサル ン釧路

トトロのふ るさと基金

川越蔵の会

小網代の森保全運動

稲村が崎古戦場 ・市民の会

大平宿を残す会

信太の森のシリブカガシを守る会

エ コシステム

美々津の歴史的町並みを守る会

しれ とこ100㎡ 運動

小清水自然を語る会

前田一歩園財団

足利市民文化財団

埼玉県生態系保護協会

見沼田んぼラン ドトラス ト

上尾 ・桶川ラン ドトラス ト

佐倉緑の銀行

せたがや トラス ト協会

みどりのまち ・かながわ県民会議

葛葉緑地 泉の森

片瀬 ・川名緑地 大崎緑地

鎌倉風致保存会

柿 田川 み どりの トラス ト

妻篭を愛する会

大阪みどりの トラス ト協会

天神崎の自然を大切 にする会

日本野鳥の会

鶴居伊藤 タンチ ョウサ ンクチ ュア リ

ウ トナイ湖サ ンクチ ュア リ

オオセ ッカ村 づ くり

北海道浜中町

北海道釧路市

東京都 ・埼玉県狭山丘陵

埼玉県川越市

神奈川県三浦市

神奈川県鎌倉市

長野県飯田市

大阪府和泉市

熊本県阿蘇郡

宮崎県日向市

北海道斜里町

北海道小清水町

北海道阿寒町

栃木県足利市

埼玉県

千葉県佐倉市

東京都世田谷区

神奈川県

神奈川県鎌倉市

静岡県清水市

長野県木曾郡

大阪府(自 然環境保全法人)

和歌山県田辺市

北海道鶴居町

北海道苫小牧市

青森県三沢市
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第2章 市民によるまちづくり活動と組織 ・団体

③公益法人

(社団法人)

④公益信託

財団法人日本 ナショナル ・トラス ト

(旧名称 ・観光資源保護財団)

天心遺跡記念公園

大井川鉄道 トラス トトレイン

奥飛騨 ・白川郷

トンボと自然 を考える会

茨城県北茨城市

静岡県金谷町

岐阜県大野郡

高知県中村市

社団法人ナショナル ・トラス ト協会非会員

遠藤基金 ・三多摩環境保全基金

函館色彩まちづ くり基金

東京都

函館市

皿 まちづ くり団体 ・組織の種類 と法的意味

すでに述べたように、市民によるまちづ くり団体ないし組織は、法的には、任意団体、

公益法人たる団体および公益信託たる組織の3つ に分けられる。まちづ くりの担い手た

る集団の性格や目的などに応 じて、団体 ・組織の法的形態が選択 されうる。ここでは、

これ ら3者 のそれぞれについて、代表的な団体 ・組織の活動の概略を紹介するとともに、

各団体 ・組織が有する法的性格 を一般的な形で述べたうえで、特に、市民の意思が法制

度上 どの ように当該団体 ・組織の活動 となって 「まちづ くり」に反映するかについて考

察 を加えることにする。

1.任 意団体(組 合、権利能力なき社団 ・財団)

(1)任 意団体の活動の事例および特色

市民による 「まちづ くり」団体のうち、任意団体 とは、当該団体が行政から法人(公

益法人)と しての許可 を得ていないものをいう。このような団体の数が全国にどれ くら

いあるかについての統計的資料は存在 しないと思われるが、かなりの数の団体が存在す

るものと思われる(こ のような団体 は、絶えず成立する一方で絶えず消滅 し、また、

「まちづ くり」団体の目的や性格等 も多様であ りうるので、その実数の把握は困難 と考

えられる)。

「社団法人ナショナル ・トラス ト協会」に属 している団体のうち、前掲 「トトロのふ

るさと基金」 も任意団体である。同団体は、東京の都心から約40キ ロのところにある狭
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第2章 市民によるまちづ くり活動と組織 ・団体

山丘陵の自然(雑 木林)を 開発から守ろうと1990年(平 成2年)に 発足 した。その後、ア

ニメーション 「となりの トトロ」のキャラクターの使用許可 を無償で得たこと等により

爆発的な反響があ り、1年 足らずの間に約1万 人から合計1億 円以上の基金が寄せられ、

1991年8月 には、 「トトロの森1号 地」の買取 りを達成 した。

ところで、任意の 「まちづ くり」団体には、公益法人の前段階の もの(な い し公益法

人化を望んでいるもの)と 現時点では公益法人 となることを予定 していないものとがあ

る。現時点で公益法人となることを予定 していないと思われる 「まちづ くり」団体 を、

上記のナショナル ・トラス ト諸団体 についてみた場合、一般的に、その団体の構成員

(ないし会員)が 少なかった り、団体の財産が比較的少額であった りする場合が多い。

また、当該 「まちづ くり」活動 にそれ程資金 を必要 しなかったり、あるいは、当初の目

的のかなりの部分がすでに達成 された場合などもある。

(2)任 意団体の法的性格 と課題

構成員(な い し会員)が 少な く、団体の既存財産も少ない場合で、将来的にもこのよ

うな状態が継続することが想定されるような団体は、一般的に、法人格 を取得する必要

はない。これに対 し、構成員(な いし会員)が 多いか、または団体の既存財産が多 くあ

り、また、将来的にも多額の活動資金を得 ようとする場合には、法人格 を取得 した方が

好都合である。 ところで、任意団体の うち、公益法人の許可を受ける前段階の団体、あ

るいは実質的にみた場合には公益法人 と変わらない団体 については、法律学上 「権利能

力なき社団」 または 「権利能力なき財団」 と呼ばれ、公法上は(例 えば、登記手続や税

制等の面で)、 公益法人として扱われることはないが、私法上では(当 該団体 と第三者

との取引等の面で)、 基本的に民法上の法人に準 じて扱われる(裁 判所の判決も同様)。

このような 「権利能力なき社団」または 「権利能力なき財団」ではない一般的な任意

団体は、法的には 「組合」 として扱われ、民法の組合に関する規定(667条 ～688条)に

よって法律関係が処理される。

「組合」 としての 「まちづ くり」団体は、数人の当事者が出資 して 「まちづ くり」に関

する共同事業 を営む約束 をすれば、それだけで成立する(民 法667条)。 構成員各自が

出資義務 を負 うが、これは共同事業のための会費の支払いでよく、また、それに代えて

労務の提供でも足 りる。当事者間で約束 される共同事業の内容については制約はなく、

「まちづ くり」団体にあっては、どのような 「まちづくり」活動でも(例 えば、地域の

緑化活動 ・ゴミ回収運動や自然観察会など)共 同事業の内容とすることができる。この

点で、構成員たる市民がその合意によりさえすれば(組 合の意思決定は基本的には組合

員の過半数で行う(民 法670条1項))、 団体についての何の制約 もなく、 自由に 「まち
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づ くり」活動が展開できる。

しかし、その団体自体が法人格をもたない(個 々の組合員=構 成員が権利 ・義務の最

終的な帰着点となる)こ とから、大きな財産の取引や管理(た とえば土地の取得や管理)

など、大規模な安定 した事業の遂行にとっては一般的に適するものではない。 したがっ

て、たとえば、上記の 「トトロのふるさと基金」 についても、多 くの寄金を集めて土地

を取得することはで きたが、任意団体 たる組合のままでは、団体名義で登記することが

できず(組 合の代表者名義で登記せざるを得ない)、 法的外観上はそれを団体の財産 と

することはできない。それを団体の財産 とし、将来にわたって当初の目的(自 然の保全)

を貫 くためには、公益法人化が必要 となる。 しかし、後に述べるように、当該団体が公

益法人となるためには行政上の許可を得なければなれず、そのための様々な制約がある。

なお、 「トトロのふるさと基金」のような場合において、組合 として取得 した土地を県

や市町村 の関係 自治体に寄付等 をおこなって自治体に管理を委ねることも考えられるが、

その場合には、組合員(な いし当該組合に寄金をな した一般市民)の 意思が十分に生か

されるような工夫が必要 となる(公 益信託の活用の可能性については後に述べる)。

2.公 益法人(社 団法人、財団法人)

(1)公 益法人の性格および活動の実態

公益法人は、人の集団である社団法人 と財産の集合体である財団法人とに分けられるが、

共に主務官庁の許可が必要な公益 ・非営利 を目的とした団体である点で共通 している

(民法34条)。 法人格 を取得すると、それ自体が独立の権利 ・義務の主体 となる。主務

官庁の許可を得るためには、その目的とする 「まちづ くり」 についての公益性(主 務官

庁が要求する 「公益性」)が 必要とされるとともに、その団体が持続的に公益活動をし

うるために、団体がある程度の基本的財産を有 していることが要求される。

公益法人の実態をみると、行政主導型ないし行政事務補完型のもの と、市民主導型のも

の とがみられる。この点を 「社団法人ナショナル ・トラス ト協会」に属 している団体に

ついてみると、前者の代表的なもの としては、 「せたがや トラス ト協会」、 「みどりの

まち ・かながわ県民会議」、 「埼玉県生態系保護協会」などがあり、後者の代表的なも

のとしては、 「天神崎の自然 を大切にする会」や 「柿田川みどりの トラス ト」などがあ

る。そのほとんどは財団法人であり、市民主導型の財団法人の場合には、前述 した 「天

神崎の自然を大切にす る会」に典型的にみられるように、任意の 「まちづ くり」団体か

ら出発 して、任意団体 として募金により広 く市民から資金を集めて保全すべ き財産を取

得 し、その後に、取得財産および募金による基金をもとに寄付行為(民 法39条)を な し
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て財団法人化するという過程 をたどるのが一般的である(た だ し、 「前田一歩園財団」

のように一人の篤志家の寄付行為により財 団が設立される場合 もある)。 次では、この

市民 ・募金型の団体についてのみ言及する。

(2)市 民 ・募金型の財団法人の法的性格 と活性化の課題

市民 ・募金型の任意団体の場合 においては、その団体が掲げる 「まちづ くり」のため

の募金が集まり、その額が相当な額になった り、あるいは募金によって不動産等の財産

を取得 したときには、募金の趣 旨を生かした形での財産の安定的 ・継続的管理が必要 と

なってくる。また、将来にわた りさらに広範な募金活動により公益 的 「まちづ くり」活

動 を展開してい くためには、受け皿 となるべ きしっかりとした団体 が必要である。ここ

に、構成員である各市民 とは法的に独立 して存在することができ、構成員の入れ替わ り

とは無関係 に存続 しうる団体が要請される。市民 ・募金型の 「まちづ くり」団体の財団

法人化(な いし社団法人化)は 、このような理由により一般的になされる。

ところで、財団法人は、寄付行為に基づ く財産の集合体である。母体 となった任意の

「まちづ くり」団体が財団法人化されると、法的には、母体たる 「まちづ くり」団体 と

は別の存在 となり、そこには、 「まちづ くり」を熱心に推進 した市民は構成員 としては

存在 しないことになる。財産の集合体である財団にあっては構成員は存在せず、ただ寄

付行為 に基づ く業務を執行する理事のみが存在する。 したがって、財団法人化された

「まちづ くり」団体は、安定的ではあるが、後向きで静的な 「まちづ くり」団体 となっ

て しまう可能性を構造的に宿 している。

そこで、従前の任意団体の精神(そ れは財団法人の根本規則である寄付行為に規定さ

れる)を 受け継いで、なお活発な 「まちづ くり」活動を展開するためには、寄付行為

(それには、財団の目的や理事の任免 に関する事項等が規定される。)の 作成に工夫を

な し、また、適切な理事 を据えて従前の市民の情熱 を存続させることはもちろんである

が、場合によっては、母体 となった 「まちづ くり」団体 をなお任意団体 として存続させ

て、財団の活動をさまざまの面で支援するとともに、見守っていく必要 もあろう(そ の

場合には、財団法人とこのような任意団体 との適切な協力のあ り方が問題となる)。

3.公 益信託

(1)公 益信託の性格 と活動の事例

公益信託とは、委託者 より受託者にその対象たる財産権 を移転 し、形式上受託者名義

に移 したうえで、受託者がその名義を用いて、あらか じめ委託者が設定 した公益の目的

に適合するように財産管理 をなす ものである(信 託法1条 、66条)。
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「まちづ くり」のために公益信託が利用 されるようになったのは、信託法が1922年(大

正11年)に 制定されてから半世紀以上経過 した1983年(昭 和58年)の 千葉県の 「佐倉街

づ くり文化振興臼井基金」が最初であるといわれている(田 中實 『公益信託の現代的展

開』勤草書房1985年 。なお、他の分野での公益信託の最初の成立は1977年 とのことであ

る)。 その後、今 日に至るまで全国で30件程発足 したが、そのほとんどは公的団体や行

政が設立したものとのことである(日 本経済新聞1993年10月3日 の記事 「文化を支える」)

。市民主導型の 「まちづ くり」公益信託はまだ少ないが、ここでは、前掲の 「遠藤基金 ・

三多摩環境保全基金」(東 京都)と 「函館色彩まちづ くり基金」(函 館市)を 簡単に紹

介する。

「遠藤基金 ・三多摩環境保全基金」は、個人が退職金の一部1000万 円を信託銀行に委

託 し、その利子を毎年、地域の自然保護運動にたずさわっている団体や個人に助成する

目的で1981年(昭 和56年)12月 に発足 した もので(主 務官庁である東京都知事の許可は

翌1982年1月)、 環境保護運動 を助成する公益信託としては最初の ものであった(そ の

詳細については、前掲の木原啓吉 『ナシ ョナル ・トラス ト』187頁 以下参照)。

「遠藤基金」は、環境保全 という 「まちづ くり」のために個人が委託者 となって設立

した公益信託であるが、 「函館色彩まちづ くり基金」は、市民からなる任意団体が委託

者 となったものである。同基金は、色彩 を中心 として函館の昔の町並みを調査 していた

「元町倶楽部」が、ある財団の研究 コンクールで研究奨励金2000万 円の助成を受けたこ

とをきっかけとして、この2000万 円を出資 して 「まちづ くり」公益信託を1993年 に設立

(北海道知事 より許可も同年)し たものである。2000万 円という原資の運用益(利 率 を

3%と した場合 に年間60万 円ほど)だ けではなく、市民や企業から募金 を集めて活動資金

とし、地域の歴史的建造物の保存や各種のまちづ くり運動を資金面で支援 していくもの

である。

(2)公 益信託の法的性格

公益信託は、一定の財産を活用 して公益活動 をするという点で、前述の財団法人と共

通するが、法的構成において財団法人と次の点で異なる。

すなわち、財団法人においては、出資された一定の財産を基礎 として寄付行為により

法人の組織 を設立 し、これをもって財産の帰属主体 とし、理事がその法人の機関 として

公益活動を行うのに対 し、公益信託では、出資 された一定の財産 を対象 とする委託者 と

受託者間の信託契約に基づき、受託者が信託財産の帰属主体 として契約内容たる公益活

動を行 うことになる。なお、一般に、公益信託の場合の方が少額の原資金で も主務官庁

の許可 を得ることができるのが実状である。
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公益信託の対象 となる財産は、金銭はもとより、動産でも不動産でもよい(信 託法14

条参照)。 信託財産は、受託者の名義に属 し、受託者の管理に服するが、受託者 自身の

固有財産および他の信託財産 とは区別され、特定の公益 目的のみに適するように管理さ

れる(同4条)。 不動産については、特別の登記手続がなされることによって信託財産

である旨の対抗力 を生ずる(同3条1項 、不動産登記法110条 ノ5)。

公益 目的のための財産の拠出者である委託者 は、個人でも法人で もよく、信託設定後

も、なお特別の利害関係人 として、信託管理人の選任申立(信 託法8条1項)、 信託財産

に対する執行の異議申立(同16条2項)、 管理方法変更の申立(同23条)、 受託者解任

の申立(同47条)な どの関与権が認められている。受託者 も、個人でも法人でもよい

(今日は、受託者の多 くは信託銀行がなっている)。 公法人や自治体なども信託法上は

受託者 となれると解される(田 中 ・前掲書104頁 、165頁 以下)。 公益信託の受益者は、

不特定多数の者(公 衆、地域の市民一般)で ある。このような不特定多数の受益者の利

益 を保全するために、実務上、当初の信託行為において信託管理人が指定 されるのが一

般的である(信 託法8条 参照)。 また、信託管理人のほか、公益信託の活動のために受

託者に代わって実質的な運営に関わる運営委員会が設けられることが多い(岩 田恒男

「公益信託に関する実務」田中實編 『公益信託の理論 と実務』93頁 以下)。

IVむ す びにか えて

1.ま ちづ くり団体 ・組織 の必要性

今 日の 日本においては様々な分野でボランタリーな市民活動がなされている。これは、

人間の一面である利他心に根ざ しながらも日本が経済的に 「豊か」 になり人々に 「ゆと

り」がでてきた結果でもある。他方、これは、今 日の日本において、行政に期待で きな

い 「社会的貧困部分」がなお多 く存在することの表れでもある。 「まちづ くり」 にあっ

ても、このことは例外ではない。行政に期待できない 「まちづ くり」の部門が存在する

ことや、行政による 「まちづ くり」がかえって地域のためになっていないことなどの理

由から、今 日、各地で 「まちづ くり」に関連する市民運動や市民活動がおこっている。

このような市民による 「まちづ くり」が、広範かつ持続的に活動するためには、 しっか

りした団体 ・組織 または 「装置」が必要である。単なる市民の情熱だけでは、運動が空

回 りしたり、長続きせず散発的で終わって しまうことにもなりかねない。
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各地で 「まちづ くり」に関連する市民運動や市民活動がおこっている一方で、今 日に

おいては、自分の住 む地域で直接的に 「まちづ くり」運動に携わっているわけではない

が、自然環境や歴史的環境の保全を含めた 「まちづ くり」に関心を示 し、さまざまな情

報を通 じて知 りえた遠隔地の 「まちづくり」運動 に対 し資金面等の協力 をすることによっ

て間接的に 「まちづ くり」に参加する市民が多数存在する事実もみられる。このことは、

すでに述べた、知床、天神崎、柿田川、 「トトロの森」などのナショナル ・トラス ト運

動で実証済みである。 このような広範な市民の資金面での協力 ・熱意を吸収するために

も、その受け皿 としての しっかりとした団体 ・組織ない し 「装置」が必要 となる。

本稿 では、以 上のような観点か ら、ナシ ョナル ・トラス ト運動を中心に、わが国の

「まちづ くり」 団体 ・組織の現状およびあ り方についてみてきたが、最後に、今後の、

市民による 「まちづ くり」の 「装置」 としての公益信託の可能性 と課題 について述べ る

ことにしたい。

2.市 民 による 「まちづ くり」 の 「装置」 としての公益信 託

「まちづ くり」の精神 と理念 を具体的な形で実現 し、長期的に持続 し発展させてい く

ためには、 しっかりした団体ない し組織が必要 となることはすでに述べたが、 しかし、

市民による 「まちづ くり」の基本は、まちを見つめる地域の市民 ・住民の存在が基本で

ある。これがなければ、いくらりっぱな 「まちづ くり」団体 ・組織を設立しても、それ

は形骸化 したものになる。その意味では、市民の集合体である任意団体(組 合)が 、常

に、 「まちづ くり」の出発点であ り、 「まちづ くり」の理念 と精神において中心的地位

を占めていなければならない。この点に関 しては、すでに公益法人(財 団法人)に つい

て述べたところであるが、公益信託についても同様なことがいえる。

公益信託においては、委託者の財産が受託者に移転 し、受託者がその信託財産 をもっ

て一切の公益活動を行うことになる。このことか ら、 「まちづ くり」公益信託の制度自

体は、これにより特定の市民が直接に自分たちで 「まちづ くり」運動を展開 してい くた

めの装置ではなく、特定の市民の 「まちづ くり」の思いが託されてはいるが、あ くまで

も受託者によって行われる不特定多数の一般市民のための 「まちづくり」の装置である。

今日ある 「まちづ くり」公益信託 も、このような意味で、 「市民による 『まちづ くり』」

公益信託ではな く、 「市民のための 『まちづ くり』」公益信託 となっている。

筆者は、先に掲げた 「函館色彩 まちづ くり基金」のような 「市民のための 『まちづ く

り』」公益信託の存在意義は大きく、今後 も、さらにこのような 「まちづ くり」公益信
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託が多 く成立 されることを期待するものであるが、なおそれと並んで、 「市民による

『まちづ くり』」公益信託を提唱 したい。

「市民による 『まちづ くり』」公益信託は、信託制度 を利用するが、基本的には、市

民からなる任意団体(組 合)が その目的たる一定の 「まちづ くり」活動を信託設定後に

おいても自ら持続的に行うものである。ただその財産管理の側面についてのみ信託契約

に基づいて受託者 に任せるのである。そ して、これは、主 として日本各地のナショナル ・

トラス ト運動において今後、利用 しうるものと考える。すなわち、市民からなる任意団

体が、自然環境 ・歴史的環境の保全を目的 として、広 く寄金 を募って保全すべき土地 ・

建物を買い取るという 「まちづ くり」運動を展開するが、その募金の管理および取得不

動産の管理については受託者にその名義を移転 して委せるのである。

ナショナル ・トラス ト運動において、信託制度を利用すべ きだとする理由は、次の点

にある。第1に 、寄金によって土地や建物を取得 した場合に、現行の法制度のもとでは、

ナシ ョナル ・トラス ト団体が法人でない限 り、取得 した土地や建物の所有名義 をナシ ョ

ナル ・トラス ト団体の代表者などの個人名義とするか複数の者の共有名義とせ ざるを得

ない。これは、外観上、名義人 となった個人や共有者の固有の財産 と区別することがで

きず、また、相続等において問題を生 じさせる可能性がある。この点で、いったんは個

人や複数の者の名義 とすることになろうが、これを信託財産の目的 として受託者に所有

権 を移転 してその名義 としておけば、これらの心配がなく、当該ナシ ョナル ・トラス ト

の財産であることが、より明確 となる。第2に 、 しっか りした受託者が存在することに

より、その後において寄金を募 りやすいという利点 もでてこよう(特 に、企業や行政に

よる大口の寄金については、このことがいえるのではないだろうか。なお、信託設定後

の寄金は、当初信託財産に対する追加寄付 ということになろう。)。 第3に 、上の2つ

のこととの関連で、ナショナル ・トラス ト団体が必ず しも財団法人等の法人格を取得す

る必要がなくなる。公益法人になるためには、前述のように、ある程度の基本財産が必

要であり、また、法人格を取得 した場合には、その法人を維持するための経費が必要 と

なる。また、その設立時および設立後において行政の監督を受 けるために、市民による

活力が阻害されるおそれがない とはいえない。

ところで、ナショナル ・トラス ト団体によるこのような信託の利用においては、必ず

しも公益信託である必要はないかもしれない。 しかし、上記の3点 との関連を考える と、

公益信託である方が望ましいであろう。信託財産の受益者は、不特定多数の公衆である

し、その受益の内容(公 衆が自然環境または歴史的環境の保全 ・利用によって利益 を受

けるという受益)も 公益なのであるから、いくつかの乗 り越えなければならない課題
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(受託者が行いうる公益活動 とは何か、受託者 に信託財産たる自然環境や歴史的環境の

管理能力があるか、信託財産の管理について委託者と受託者 とはどのような関係 に立つ

か、といった問題など)も あると思われるが、基本的には、このような信託についても

公益信託 として許可されるべ きであろう。また、受託者については、現状ではそのほと

んどが信託銀行であるが、公益信託についての行政上の許可の面において、信託銀行 よ

りもその地域により密着 をしている地方銀行などを受託者 として認めるとともに、市町

村などの自治体を受託者 として認めるべきであろう(基 本的には自治体が受託者 となる

ことが望ましい)。 自治体が公益信託の受託者 として認められることによって、前述 し

た 「トトロのふるさと基金」や 「知床100㎡ 運動」が抱えている問題が解決しうるように

思われる。

以上で、いまだ未熟な ものではあるが、 「市民による 『まちづ くり』」公益備託につ

いて提唱した。 「市民による 『まちづ くり』」公益信託の活用によって、ナショナル ・

トラス ト運動 を含む、各地の市民による 「まちづ くり」活動がいっそう活発になること

が期待できよう。最後 に一言述べると、市民による 「まちづ くり」活動に対 して、行政

による資金面での補助(任 意団体および公益法人や公益信託に対する補助)が いっそう

望まれる(な お、環境基本法26条 は、国は、民間の団体が自発的に行う環境の保全に関

する活動が促進されるように、必要な措置 を講ずるものとする、と規定 している)。
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第3章 都市計画制度 とまちづ くりへの住民参加 ・住民 自治

1は じめに

平成4年6月19日 に成立 した改正都市計画法は実に22年ぶ りの大改正であった。従来

のわが国の都市計画制度は、広域のマスタープランあるいは土地利用計画 とその実施手

段 としての用途地域制が主たるものであ り、例外的に地区計画制度が利用されるシステ

ムであった。 ドイツにおけるFプ ラン、実施段階でのBプ ランをフレームとしてみてみ

ると、わが国では、Bプ ランが例外的なものにすぎず、 したがってFプ ランそのものも、

たんに指導的な意味合いしかな く、その実施手段が極めて弱体であったことが特徴的で

あった。改正都市計画法はこうした制度的な欠陥を改善 しようどするもので、市町村マ

スタープランの制度を導入 したほか、用途地域の見直 し、地区計画の推進方策、 白地地

区、都市計画区域外での規制措置の強化 を行っている。

以下では、まず市町村マスタープランの意義および住民自治についてふれたいと思 う。

またそれらとの関連で、参加デモクラシーの問題について分析 し、住民自治の実効性確

保のための方策について述べることとする。都市計画制度は技術的な体系であるととも

に、その策定過程、執行過程は現代のデモクラシーの問題 とも深く関わっているか らで

ある。また制度の評価 もどのようなデモクラシー観 をもつかによって大きく左右される。

したがって、ここではやや迂遠な感 じもあるが、こうした原理的な問題 についても述べ

ることとしたい(改 正都市計画法の概要については本稿末のコメント参照)。

n市 町村 マス タープ ランの策定 の義務 づけ

1.ま ちづ くりの計画的誘導

改正都市計画法では、その18条 の2で市町村マス タープランを策定することを市町村 に

義務づけた。市町村マスタープラン(法 律上の文言 としては 「基本方針」 という)は 、

わが国の都市計画が用途地域制を中心にし、例外的に地区計画などを使 うという従来の

制度を反省 し、文字どお り、まちづ くりが計画的に誘導できるよう制度システムを変え

ようとす るものである。ただ開発不 自由の原則、建築不 自由の原則を一挙 に実現す るこ

とは困難であることから、マスタープランというかたちでこれを段階的に誘導 しようと
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す る ものであ る。いわば ソフ トランデ ィングのための方策 といえ よう。 したがって、不

十分 なが ら、 この市 町村 マス タープランが全 国津々浦 々策定 される ようになれば、 わが

国にで も 「計画 なければ開発 な し」の原則 が実現す る ようにな り、 そう した意 味では画

期 的な制度 といえよう。

2.都 市の成長管理の原則

改正都市計画法によれば、市町村マスタープランは地方自治法を根拠 とする市町村の

「基本構想」(実 際は基本構想にとどまらず、総合計画を策定 しているところやこれに

基づ く基本計画、実施計画等が体系化されているところも多い)お よび都道府県の定め

る 「整備、開発、保全の方針」(以 下、 「整開保」 という)に 即 して定めることとされ

ている。この市町村マスタープランの特徴の一つは、その範囲が 「近隣住区」にちかい

小学校区一つないし二つであ り、その地区の将来像 を明らかにすることとされているこ

とである。ここでいう将来像 とは 「人口、土地利用、整備方針、誘導手法など」であ り、

それが将来的には地区計画に ドッキングすることがねらわれている。

都市計画に際 して、計画人口をどのように扱 うかはきわめて困難な問題であり、都市

の成長管理に関わるもの として、従来、重大な関心がもたれてきた ものである。開発を

優先する論者は人口抑制につながる 「計画人口」論には反対であ り、これに対 し、主と

して先進的自治体では計画人口問題は 「人口抑制」を帰結するところの、開発の抑制に

つながる論理 として援用されていた。宅地開発指導要綱において 「人口抑制」や計画人

口をうたうことに対 して、強力な反対論があったの もこうした文脈からである。今回の

市町村マスタープランは、 こうした争いに決着をつけて、計画区域の人口をどのように

するかを基本的に住民の意向や自治体の意向に委ねたものである。これによっていわゆ

る 「計画人口」問題は住民、自治体の意思決定によることにな り、開発 自由の原則はそ

のかぎりで、大幅な制限が行われることになった。その限 りで、改正法は都市の成長管

理の原則を掲げたともいえよう。

3.市 町村マスタープランの公表

また改正法によれば、市町村マスタープランはその公表が義務づけられ、都道府県知

事に 「通知」することとなっている。都市計画決定は原則 として都道府県知事の承認を

うけることとなっているが、マスタープランは市町村が 自主的に策定するものであると

ころから、承認ではなく、 「通知」 ということになっているものである。ここでも(あ

るいは法的には)、 市町村 自治体の主体性が肯定された意義は大 きいというべきであろ
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う。むろん、都道府県は 「整開保」をつ うじて(お そらくは従来の都道府県の開発の方

針があるので、 「整開保」よりは詳細で図面化された都市マスタープランとか都道府県

マスタープランが策定されるであろう) 、市町村 との 「調整」 を行 うことにな り、また

個々の市町村マスタープランについても 「調整」過程 を通 じて、関与 して くることにな

るのであるから、市町村のマスタープランが都道府県知事の 「通知」 されるといっても、

実際上は 「調整」済みの結果の 「通知」 となる公算も強い。そうした意味で、この 「通

知」の制度が形骸化する可能性 もある。 しか し、市町村 と都道府県 とが、市町村マスタ

ープランについて調整がつかない場合
、合意が出来ない場合、あるいは困難 となった場

合は、法律上は都道府県 よりは市町村の判断が優先 されるのであるから、その権限を認

めた意義はきわめて大きいというべ きである。この点は強調 しても強調 しすぎというこ

とはないであろう。本来のあ り方は市町村にもっと実質的な権限も認めるべきであるが、

今回はその第一歩というべきである。

さらにこうして策定された市町村マスタープランは、市町村の都市計画を拘束するこ

とにな り、たんなる目標ではなく、実質的にマスタープランを担保するものとなってい

る。 この点は緑のマスタープランよりは数段強力なものといえるであろう。

なお改正都市計画法の文言上は明示 されていないが、白地地区、都市計画区域外にお

いても、マスタープランが策定することができる旨の国会答弁がなされている。 したがっ

て、こうした地域を有する自治体は積極的にマスタープランを策定すべ きであろう。マ

スタープランの策定には時間がかかるであろうが、す くなくとも数年後には、マスター

プランも策定せずに開発指導要綱 により指導をおこなっているような自治体がな くなる

ことを期待 したい(む ろんマスタープランが策定されても指導要綱は内容の改正はなさ

れるが、存続はするであろう)。

皿 市町村 マス タープ ランにおける 「住 民参加」

1.住 民参加の方法

市町村マスタープランについては、公聴会など住民参加のための措置 をとることが法

律上も明示されている。 しか もその参加のあ り方については建設省 もモデルを示す こと

な く、それこそ各 自治体の自主性に任されている。自治体によっては地区協議会のよう

な組織 を設けて、マスタープランを策定する自治体 も出てこよう。そ してこうした自治

体では計画策定にむけた条例なども制定 されてい くことになると思われる。これに対 し、
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従前の如 く、形式的な審議会等ですます自治体 もあるとお もわれるが、こうした自治体

の場合は地区計画までに発展 させることは極めて困難になることが予想され、マスター

プランの機能を生か しきれていないことになろう。

2.「 住民参加」 と 「住民自治」

市町村マスタープランにおける住民参加については、議論の筋道として二つほど注意

すべ き点がある。ひとつはマスタープランの策定が果 して住民 「参加」 にとどまるもの

であるかどうか、 「住民自治」まで要求 しているのではないか ということである。いま

ひとつは、住民参加 にしろ住民 自治にしろ、これに消極的な自治体が多いが、そもそも

住民をこうしたマスタープランに参加させることの必要性なり、正当性はどこにあるか

という問題である。

第一の問題は、市町村マスタープランにおける 「住民参加」の意味をどのように捉え

るのかという問題である。従来、自治体行政について住民参加が必要であることは種々

の局面で強調されたし、また一定程度、それが実現されたところも多い。しかし、その

建て前はともか く、住民参加の内実についてはほとんど論究されていないことが一般 的

であるし、また実証的な研究 も多 くない(住 民参加の分類 として 「住民自治」にふれる

にとどまっている)。 しか し、 よく考えてみると 「住民参加」 と 「住民自治」とは性格

がまるで異なっているのであって、住民参加の延長上に 「住民自治」を展望するのは一

つの政治理論的な切口で しかないことに留意すべきである。まず挙げられるのは、住民

参加の場合は住民には計画についての決定権限がないことである。住民参加については、

参加の態様 も程度 も千差万別あ りえるであろうが、最終的な決定権限が与えられていな

いことは共通しているのである。決定の主体はあ くまで行政機関の長か議会 ということ

であ り、住民の主体性は原則的に認められていないわけである。

これに対 し、住民自治の場合は、意思決定の主体が住民にあることになる。この場合、

重要なことは、住民主体 といった政治スローガンとして抽象的に捉えられた住民ではな

く、計画区域に住む具体的な住民による意思決定が行われることである。つまり住民 自

治 とは、その地域に具体的生活 をしている、固有名詞をもった住民が近隣の人たちと討

論 し、研究 し、 自ら意思決定をすることなのである。

3.自 治体政府の役割

ところで、ここであえて住民参加 と住民 自治が次元を異にするほどちがうといったの

は、意思決定を誰が行 うかということが、 じつは自治体政府のあ り方をも規定するから
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である。住民参加の延長上に住民自治を展望する多 くの政治理論は、住民 自治が自治体

やひいては国のあり方まで もかえるような、システムの変化 をともなうところまで意識

していないように思われる。おそらく住民 自治 といっても公民館の住民管理 とか、コミュ

ティ施設の住民委託などがイメージされているからであろう。こうした住民管理 とか住

民委託は、実際のところ、一部のリーダー的な住民によって担われていることが多 く、

「住民自治」 といっても 「強められた住民参加」的な意味あい しかないか らである(公

の施設の住民委託は法的な規制や予算制約 もあってあまり自主性が働 く余地が大きくな

い)。

「住民自治」の本質的要素は、当該地域 に住む住民の利害が相対立するすることを前

提 に、それを調整する過程にある。それを自治体の行政担当者が行 うのではなく、住民

自ら行うところにあるのである。 したがって、住民がみずからの利害をみずから調整す

るという過程 を直接に含まないものは 「住民参加」ではあ りえても、 「住民自治」では

あ りえないことになる。

住民自治がこのようなものであるとす ると、 自治体政府の役割はこうした住民の自主

的決定を支援する行政でなければならな くなる。財政的な援助のみならず、専門的知識

の面でも、また重要な情報についても(多 分に加工が必要であろうが)支 援するシステ

ムが確立されていなければならない。そ して自治体政府がこうした 「支援型システム」

へ組替えされることによって、住民 自治は真に生 きたものとなっていくであろう。

4.住 民自治に基づ く個別の利害調整

市町村マスタープランに即して考えると、この計画策定において重要なことは、計画

区域が非常に小 さいこと、個々の生活者たる住民に直接の利害関係があること、 しかも

全員の利害が関係 していることである。 ここに行政の担当者が関与するとすると、それ

は個々の権利者の利害調整 ということになるが、行政の関わ り方は通常、 もっと一般的

なものであるから、この調整には当然限界があることになる。つまり自治体政府の役割

は通例、一般的な公益の増進にあるから、個別の利害調整には向かないのである。した

がって、本質的に行政的決定をすることは困難であることになる。市町村マスタープラ

ンのような小地域の将来計画を策定 を強権的に行 うことは不可能であるし、行政側は原

案す ら作成できない可能性があるのである。また議会も事情は同様であ り、いやむしろ

利害が直接的であればあるほど、タッチした くないということになろう。住民自治 とい

うことが前面に出ざるを得ないというのは、こうしたコンテクス トがあるからである。

いずれにしても、改正都市計画法における市町村マスタープランは、たんなる 「住民参
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加」ではな く、 「住民自治」に基づ くものでなければならない。少なくとも住民 自治の

系列のなかで、取 り扱 うことをしなければ、この計画は、逆 に自治体行政に相当重い負

担 を残すことになろう。

ところで、こうして住民自治が重要ということになるが、それは現代の民主主義 との

関連ではいかなる意味、いかなる機能を有 しているのであろうか。市町村マスタープラ

ンという計画を対象にした場合でも、何故 に住民自治まで行かなければならないか、そ

れを正当化 し、根拠づけるものはいったい何なのか。ここでは原理的な問題が提起され

ていることになる。

IV住 民参加 ・住民 自治の原理論一参加民主主義の理論 一

1.現 代の民主主義理論の二つの潮流

そこで、ここではやや原理的な問題にたちかえって、住民参加や住民 自治が現代の民

主主義理論の下でいかなる位置づけをもっているかとい うことを取 り上げてみたい*1)。

民主主義といえば代議制民主主義、代表民主主義と理解 されるが、なぜ 住民参加や住民

自治なのかとい うことである。住民参加が主張されて久 しいが、いったいいかなる根拠

で住民参加や住 民自治が正当化されていた のか。代表民主主義ではなぜ ダメなのか。 こ

れをもういちど整理することによって住民参加、住民自治の原理をもう一度確認 してお

きたいのである。

問題は民主主義 とはいったい何か、ということである。まず現代の民主主義理論の中

ではふたつの大 きな潮流があることに注意 しなければならない。ひ とつ はリーダーない

し政治的エ リー トがいかに多 くの投票を獲 得するかの競争こそがデモクラシーの本質で

あるとする考え方である(競 争的民主主義)。 これによれば 「選挙」こそ民主主義の第

一義的な要素であ り、この選挙 をめぐって リーダー達が競争するところに民主主義が成

立するとするものである。い まひとつは参加民主主義 といわれるもので、デモクラシー

においては選挙民 による問題の決定こそが重要であり、ふつうの市民が政策決定に参加

すことがノーマルでかつ正当であると主張するものである。

2.競 争的民主主義

競争的民主主義 といわれる現代の代表民主制理論は、民主主義を、 リーダー達が人民

の投票 を求めて競争的戦いを行 うことによって、政治的決定をおこない、ものごとを決
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定する力 を獲得する制度装置であるとする ものである。いいかえれば人民の役割は、政

府を作 りまたは交代 させることにあるのであって、個々の政治的決定に参与することで

はないとするわけである。この見解は大規模で しかも価値 の多様化の下 にある現代社会

の政治理論として確かに妥当な見解である。

3.政 治的無関心の機能

ところで注意すべ きは、現代の代表民主制を強調する理論のもうひとつの根拠として、

政治的無関心の役割 を強調す る立場があることである。それによれば、平均的市民は政

治に関心がな く、また政治に参加 しようとするものではない。む しろ少数の リーダー と

多 くの政治的無関心 こそが体系 としての民主主義を安定させているとす る。政治的無関

心こそが社会の中の不一致や変化のシ ョックをやわらげ、社会 を安定させる機能を有 す

るとするわけである。いわば制限された参加 と政治的無関心が異質な構成をもつ政治社

会では統合的機能を果たす というものである。

4.代 表民主主義の理論

こうして、現代 の代表民主主義の理論は、競争的民主主義 と政治的無関心の機能を根

拠 として主張されている。参加の側面から重要な問題を提起 しているのは政治的無関心

の機能を積極的に評価する考 え方である。競争的民主主義 の考え方は、 リーダーの競 争

によって市民の要求がより満足 に近づ くテーゼを出してい るが、それは必ず しも参加の

要求と矛盾 しないか らである。これに対 し、政治的無関心 の機能論は、参加民主主義の

主張 と真っ向か ら矛盾することになる。参加を強調する側 からいえば、 こうした考え方

は 「参加の行 き過 ぎ」が政治の安定を阻害 するという理論 に基づ くのであるが、それが

必ずしも実証的でない と反駁するのである。そして政治的無関心層が権威主義的、反 自

由主義的な態度 をとりやすい こと、政治的エリー トのほうがより自由主義的であるとは

いえないことを批判 している。さらにこの ような政治理論 の前提 として、民主主義の条

件が調ってお り、誰 も政治か ら疎外 されないことが前提 とされるが、歴史的にみて、 こ

うした条件が調ったことはなかったとしている。ここではなぜ人々が政治に無関心なの

か、無関心が果たす機能は結局何なのかが問われているといえよう。

5.参 加民主主義の理論一 「発達理論」

以上の ような代表民主制の理論に対 して、参加民主主義の理論は主 として 「発達理論」

を根拠に主張されている。この考え方によると、民主主義 は政治の機能 としてたんに良
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い政府を作 るとい うことだけでなく、 「人間教育ない しは人間改革」的側面をもつもの

であるとされている。つま り人間は参加の過程をとお して、自由に目覚 めると同時に、

その過程 によって自己の利益 とは異なる 「公益の存在」にめざめ、他者 との協同の重要

性 を知ることに よって、 「公 民」 となると考えるわけである。参加民主 主義の理論に よ

れば、政治的無 関心は人間の本来的な性格ではなく、原因は社会や政治的な条件にある

のであって、こ うした条件が調えば、参加 は同時に教育的機能をはた し、個人の人格 的

表現が参加によってあらわになるとする。 こうして参加民主主義の理論 は、たんに政治

的なものだけでな く、人間のあ り方、個人 のあ り方、その背後にある社 会的、文化的な

改革をめざすもの として主張されているところにその特徴がある。

6.参 加 と規模

もっとも古来か らいわれているように、参加の問題は 「規模」の問題 から免れてい る

わけではない。 い くら参加といっても国家的規模や国際的 な規模での参加に限界がある

ことは、いうまでもないからである。そこで、最近の政治理論は、政治 の基礎単位では

参加民主主義、 国家 レベルでは競争的民主主義(代 議制)と 和解型代議 制、国際 レベ ル

では和解型代議 制という区別 をしている。和解型代議制とは社会が多極 的構・造をもち、

個人は自己の集 団に対する忠誠心が強 く、 たとえば国全体 としては弱い合意 しか存在 し

ない場合である。多党化が固定 しているような社会ではこうした和解型の代議制(一 方

のリーダー と他 方のリーダー との合意)に よって合意を調達しないかぎ り、政治的決定

は不可能になる。いずれにせ よ、こうした最近の政治理論からすると、基礎的な単位 で

は参加民主主義 が、住民参加 とか住民自治が最も適合的な制度 として主張されているこ

とになる。住民参加や住民 自治はこうして 「発達理論」に よって基礎づ けられることに

なる。

問題はどの程度の規模が適切であるかということであるが、少な くとも人口が8000人

以下がもっとも参加率が高い とされており、 コミュニティ規模 というこ とになる。こう

した規模で参加の条件が調えば、まさに 「住民 自治」が可能ということになる。

V住 民参加 ・住民 自治の条件

1.理 念 としての草の根民主主義

住民参加は現代のデモクラシーを再構築 し、都市における人間的生活を復権する重要
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な契機 とな るもので ある。 「発達理論」が 人間教 育、人 間改革 を内蔵 している こ とは前

述の とお りであ る。 こ うした考 え方は しば しば 「草の 根民 主主 義」(グ ラス ・ルー ツ

grassroots)と よばれ るが、 いまま で議論 して きた住 民参加 は こう した草 の根 レベルの デ

モ クラシーであ った といえ よ う。 しか しこ う した住 民参加 につ いて も批 判 がない わけ で

はない。草の根 の参加が呼 びかけ られ てい るにも関わ らず、 それがgrassroo鱈 まで浸透 せ

ず、grasstopsで 停止 してい る例が 多いか らであ る。つ ま り、 理念 と しては草 の根 レベ ル

のデモ クラシー が いわれて も、実際 は地域 の有力者 や一部 の リー ダーに運動 が牛 耳 られ

て しまい、末端 の住 民 までお よばない こと もあるか らで あ る。 こうした こ とか ら、住 民

参加 とい って も結局、別の形 での リーダー 間競争 に過 ぎず 、政治的エ リー トの権力 闘 争

との見方 もある。 これに対 し、参加民主主義 を標倍 す る理 論家たちは、 先 に述べ た とお

り、条件 が整わ ないため にそ うした結 果 を招 くことに なっ てい るとして、住民参 加に つ

い ての基本 的 な条件 につ いて論究 してい る。それは次の ような条件 であ る。

2.計 画の早期段階での住民参加

第一は問題領域 に住民参加の気風を作 り、同時にリーダーを醸成することである。 そ

のためには政策原案の作成に参加させる必 要がある。その手法はたとえば原案を複数用

意 し、これについての意見を広 く求めることである。住民参加の場合、公聴会が開催 さ

れることも多いが、たいてい基本的な政策は行政内部で決定済みであ り、そうした変 更

をともなう意見 はたとえ正論であって も、通 りに くい構造 となっている。 したがって住

民に政策案を提示するときは、つねに代替案 を示すべ きであ り、できれ ばその各案につ

いての評価、 とくにそのコス ト面での言及 が望ま しい。さらに住民への関心を呼び起 こ

すには、世論調査、意向調査 を行うことが有効であることが多い。たんに政策に対す る

住民の反応 をはかるためだけでなく、 リーダー発見やその育成のために有効であるこ と

も多い。こうした観点か らは世論調査 も意 向調査 もサンプル数は大きい ほどよい。 もっ

とも世論調査や意向調査 に対 して、議会が積極的に反対 をすることがあ るし、消極的 に

も協力的でない ことを認識 してお くべきである。議員 にしてみれば、世論調査や意向調

査の結果に議会が しばられるおそれがあ り、また、それが しばしば行政側の議会に対 す

るコン トロール手段 として使われることを警戒するからである。極端 な反応の場合 には、

世論や住民の意向の把握は自分たちが行 うべ き職分であるとし、行政側 が議会の権能 を

侵害 している、あるいはその恐れがあると主張する場合 もある。ましてその調査が リー

ダーの発見 ・育成のため となるならば、議員の他にいかなる意味で政治的リーダーが必

要なのかを追求 されるであろう。 したがってこうした調査 を行う場合は、議員の役割 、
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調査の結果の資料の使い方等 について十分、準備が必要である。これらは 「素案の投 げ

込み」と調査 とに定式化 される。

3.メ デイエーターの育成

第二は自治体が住民の声 を組織化するために、メディエ一夕ーを配置することである。

まちづ くりに市民参加の気風 をつ くり、地域の計画をつ くりだ して行 くには、まず、市

民に関心 を呼び起こす必要があるが、その ために行われなければならない作業としては

計画の早期の段階での市民参加 とともに、 こうした市民参加を促進するためのメディエ

一夕ーの育成が必要である。通常、計画の策定段階ではニーズ調査 をは じめとする各種

の調査がおこなわれるが、その際、重要なことはたんに市民の意識を数量的に調査す る

だけでな く、調査の趣旨を具体的に説明し、また市民の質問にも応えられるような調査

者が必要である。市民はこう したインタビューを通 じて自己の関心を呼び覚まされ、積

極的に参加の契機を持つことになる可能性 があるからである(こ うした世論調査のあ り

方を参加的ポー リングと呼ぶ ことがある)。 参加的ポーリングの調査者 として自治体 の

職員が配置されたこともあるが、こうした場合は職員の教 育、研修 としての機能をも合

わせ持つことになる。ただ、 こうした新規の施策のために職員 を配置す る場合には、現

在の自治体職員 のルーティンワークの実際からみると、そ うした訓練を受けていない こ

とも含めて、かな り慎重 に対応すべ きである。む しろ懇談会や協議会、審議会などある

程度の受け皿 を準備 したうえで、そこでの報告や意見に反映するという目的で、行政内

部で浮き上がる ことを防止す ることが必要である。職員がこうした市民参加のために突

出 しないためには、通常の指揮監督とは別 の横断的な組織 による、あるいは外部からの

サポー トが必要である。

4.commnitydevelopmentofficerの 役 割

次 に重 要なの は、 メデ ィエ・一ター と してcommnitydevelopmentof五cer(以 下 、CDO

とい う)を 置 く場合 であ る。 イギ リス な どで は議会 制民主 主義が新 たな極面 を迎 えて い

る とい う認識 か ら住 民参加が新 たな位置づ けがな されてい るが、そ こで は地域問題 に影

響力 を もつ積 極 的 な 少 数者 に よる コ ミュニ テ ィ ・フ ォー ラム の形成 とと もにsilent

majorityの 声 を吸い上げ るため にCDOを 積極 的に配置すべ きであ るとされている。CDO

は声 な き市民 に情報 を提 供 し、その反応 をキ ャッチ して、 市民 の自律的 な組織 を育成 す

ることを目的 と して活動す る者 であ る。 また既存 の組織 との連絡調整や ネ ッ トワーク化

を図 ることに よ り、 「自前 の福祉」 の視点 に立った コミュニティを育成 す ることにそ の
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主眼がおかれる。CDOは 地域連絡員 として、一時期わが国にでもさか んに行われたこと

があったが、その際はコミュテイの育成 よりも 「市民参加」にウエイ トが置かれたため、

市民の 自主的な決定組織が根付かなかった恨みがある。今 日の社会状況 は、こうした状

況 と異なり、マスタープランや高齢者保健福祉計画のボランティア組織 のように、行 政

のあり方が 「支援型」にならざるをえない ところにきている。 したがって、こう した状

況においてこそ、CDOの 役割は極めて大き くなる可能性がある。この関連で従来 のCDO

には職員が配置 されていたが、今 日では御用聞き風のCDOで はなく専門的な知識 と技術

をもつCDOが 必要であ ることにも注意する必要がある。というのは、 まちづ くりにしろ

福祉ボランティアにしろ、特定の目的 を持 った機能的なコミュニティを育成 していくに

は、ジェネラルな知識と経験 を持つ自治体の職員 よりは、その分野での専門知識 と技術、

経験 を有 してい る者 による教育なり、指導が決定的に重要な要素となるか らである。 自

治体における専門技術職員の地位の低 さについては検討 を要すべき場面が多いが、それ

はともか くとして、専門家によるCDOが どの ように活動するかが、コ ミュニティの育成

ひいては住民自治にとって決定的に大事なこととなることを認識すべきである。 したがっ

てこうした要員 をどのように確保するかが 自治体にとって重要な施策とならざるを得 な

いことになる。

5.adovocate(専 門的助言者)の 育成

第三は、adov㏄鵬(専 門的助言者)の 制度化の問題である。アメ リカに始 まったこの

制度はもともと都市計1岨の分野で、専門家が無償で援助 したのが始まりと言われている。

「都市計画関係 の在野の専門職業家が無償 で住民団体の依頼に応 じ、この住民団体に代

表 されている集団利益 を弁護するために、公共機関が作成 した計画に批 判をくわえ、 あ

るいは代替計画 を立案 し、さらにはこのような計画扶助活動を媒介 にして住民運動の基

盤 をひろげ、その政治的影響力 を補強 してい く運動」(西 尾勝 「行政過程 における対 抗

運動」年報政治学1974・p123)で ある。

adov㏄砲の形態 としてはコミュニティから委任 を受ける場合 と雇用 される場合 もある

が、いずれにしても市民、住民の声 を反映 させるシステム として各国か ら高い評価を得

ているものである。 もっとも、わが国では、財政的な問題 からこうした専門的助言者が

市民、住民団体か ら委任を受けた り、雇用 される可能性は極めて少ない。わが国では地

域のコミュニティや住民団体 が独 自に財政的基盤 を有 しているところは極めて少なく、

その団体性 も、 もっぱらプレッシャーグループとしてしか位置づけられ ていないところ

が多いのであるか ら、これは当然のことといえよう。
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わが国で行われている専門的助言制度 としては自治体が専門家を雇 って、住民の意向

を汲み上げ、場合によっては、行政側の意を体 して市民、住民への説得 をも行 うという

ものが多い。行政 と住民 との緩衝剤 として利用されているわけである。住民団体 に財政

的な基盤がないことからする帰結なのであるが、その独立性に問題があるという指摘 も

十分な り立ち得 よう。 しか し、住民サイ ドにおける住民運動の コス トからしても、また

それに対応する行政側のコス トからしても何 らかのメディエ一夕ーがいるほうが便宜的

であるから、可及的に独立性 を確保させる努力 をしなが ら、 コミュニティを育成する方

向で考えるべきである。そうした意味でわが国における専門的助言制度は、数は少ない

ながら、それなりに機能 しているとみるべきであるし、その育成 を図るべ きで、拙速な

評価はかえってマイナス効果 となることを銘記すべきである。

VI市 町村 マス タープ ランと公益 信託

ところで、以上述べたような住民参加、住民自治を真に実現するためには、住民、市

民サイ ドの財政的基盤づ くりが重要である。行政に依存 している住民自治は真の意味の

住民 自治ではあ りえない し、行政 と住民 とが協調関係にあるときでも、その主体性が財

政的な事情によって左右されることの危険は常に存在 している。 したがって住民や市民

サイ ドの財政的な基盤づ くりは不可欠なことである。こうした観点からは公益信託が極

めて有効な制度 として考えられる。わが国にで もすでに 「まちづ くり公益信託」の実験

が試みられているが、拡大の傾向はあまりみられない。原因は自治体の対応が基金に片

寄 りすぎること、自治体の行政が完全に支援型になっておらず、公益信託への資金供与

が全体の公益でな く、一部の住民や市民 に対する利益供与 とみ られがちであることにあ

る。 しか し、公共事業 にみられるように、公共性 をどの ように認識するかは、相対的な

問題あるいは程度問題であ り、基本的には自治体の政策の範囲内で十分対応できる事柄

であるはずである。自治体行政 も、たとえば体育館の建設 をとってみても政策の選別、

優先順位をつけているのであって、受益者の範囲をあまり厳格 に考 えるべきではない。

要は活動内容の公益性であり、ある地域の公益信託がケースとしてモデルになるような

場合は、これに対 して補助や資金援助することは決 して平等原則や公共性に反するもの

ではない。 したがって、今後、自治体は支援型行政を創出するためにも、積極的に公益

信託への援助を試みるべ きであろう。また曲が り角にきている開発負担金の問題 も公益

信託への寄付 という形でク リアできるものが多いと思われる。こうして公益信託が住民、
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市民サイ ドのものとなるならば、市町村マスタープランに際 して専門家 を依頼すること

もできるようになり、より一層主体性が高められることになろう。

W都 市計画 と住民 自治

以上、改正都市計画法のもとでの市町村マスタープランの意義お よびそれを支えるべ

き参加デモクラシーの問題 についての原理的考察を行ってきた。やや迂遠な方法でデモ

クラシーの原理的考察 を行 ってきたのは、市町村マスタープランが 日本の民主主義、法

治主義の問題と深 く関わっているからである。 「親切行政」 といわれる日本の行政が、

世紀末に至って、ようや く制度的にも参加型、自治型にシフ トしてきたということが、

ここで も重要であ り、こうしたパターンが自治体行政のあり方にも強い影響 を与えるこ

とになるであろう(支 援型行政への転換)。

自治体政府のつ くり方とまちづ くりの自由が自治体に認め られたときに、真の地方自

治が実現するということがいわれるが、そうした意味での地方自治が実現す る第一歩が

まさに市町村マスタープランである。その意味で自治体関係者 も都市計画の関係者 も自

治体の住民や市民が 「人間改造」を含めて、参加ない し自治、そしてコミュニティの形

成に向かっていることを強 く認識すべきであろう。今後、市町村マスタープランを住民、

市民の ものとして展開 して行 くためには、既 に述べた住民参加、住民 自治のための基礎

的な条件を充実させる必要がある。自治体がこうした参加や自治のための支援 をどれほ

ど準備するかによって、市町村マスタープランの善 し悪 し、あるいはその成否が決まる

ことになる。参加や自治の問題が人間教育 という側面をもつ ものである以上、そのプロ

セスは決 して 平坦ではあ りえない。種々の緊張関係が発生するというのが正直のところ

であろう。 リーダーをどう育成 してい くか、第三者たる専門家をどのように使いこなし

て行 くか、住民自治 との関わ りで検討すべ き点は多いが、こうした点を乗 りこえて自治

体においてまちづ くりのためのコミュニティが成立しなければならない。こうしたコミュ

ニティをとおして、市町村マスタープランは住民自治を体現するものとして定着するも

のとなるであろう。

[注記]

1)以下の叙述については、篠原一著 『市民参加』(岩 波書店,1977)に 依拠するところ

が大 きい。約20年 ほど前に出されたものであるが、今 日でもその基本的な視角は鋭さを
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失 っていない。むしろ研究者 を含めて、こうした成果がどのように生かされたかを論究

すべき時期にきていると思われる。なおアメリカの住民参加については西尾勝 『権力と

参加』(東 大出版会)が 極めて有益である。

[コメン ト]

改正都市計画法の意義ないし限界についてのコメン ト(以 下は、1993年11月 の日本地

方 自治学会での報告要旨である。)

(1)市 町村マスタープランの意義

・基本構想 と都道府県の定める整備、開発、保全の方針に即 して。

・ 「定めるものとする」 一策定の義務化

・住民参加=公 聴会、地区協議会、審議会

市町村 をい くつかの地域に(小 学校区一つない し二つ くらい)分 け、将来像をあき

らかにする(人 口、土地利用、整備方針、誘導手法など)。

・マスタープランの公表、知事への通知

・市町村の都市計画はマスタープランに即 したものでなければならない。

・法律上は明 らかでないが白地地区についてもマスタープランを策定できる。運用 と

しては都市計画区域外で もマスタープランを策定できる余地 もある。この場合はま

ちづ くり条例によって、マスタープランをオーソライズするとともに都市計画区域

外でもマスタープランを作ることも考えられる。

(評価 と対策)

ドイツのFプ ランとBプ ランをフレームとしてみることが有効

① ドイツの制度に近づこうとしている。都市マスタープラン、市町村マスタープラ

ンはFプ ランに近いものと評価 されている。

② しかし県の 「整開保」がボ トムアップの場合は問題がないが、上か らの ものである

ときは矛盾衝突がおこる可能性がある。い くつかの先進都市では土地利用計画やマ

スタープランより拘束力のある計画を定めているが、こうした自治体 との調整が問

題 となる。たとえば、神奈川県の真鶴町ではまちづ くり条例の下で、風致地区に準

じた規制を行 っているが、 こうした規制が神奈川県の 「整開保」 と矛盾 しないかは

今後の調整の問題となる。

③市町村マスタープランは法的拘束力のないプランであり、都市計画決定 も行われな

い。市町村に実施手段はない。わが国の制度ではBプ ランレベルの実施手段は用途

地域制と地区計画であるが、市町村 には用途地域についての権限がないこと、地区
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計画は住民の合意に基づ く極めて困難な制度である。県が用途地域 を決定する場合

は、市町村の意向を聞 くのが実態であり、市町村の意見が反映することは疑いない

が、用途地域制が極めて複雑 となったことから、市町村や住民がこうした しくみに

たえられない。使いこなせないことも考え られる。また、用途地域は規制の範囲内

では自由に建てられるのが原則であり、詳細なデザインなどの規制はやは りしにく

い(消極的規制)。

④メリット

・開発や建築許認可について事実上の基準 となる。

・法律上は明かでないが、都市計画区域以外でもマスタープランを策定する。

(2)用 途地域制の見直 し

①住居系が3種 類から7種 類へ

・第2種 低層住居専用地区ではコンビニなどの店舗が可

・1 、2種 低層、1種 中高層まで建築規制は限定列挙

(問題点)

・都心部の空洞化の激 しい商業地域の見直 しが行われなかった。

・2種 中高層地域、住居地域では容積率が高 く相当規模の大 きいオフィスビル等可能

・用途地域のメニューが増えても、帯に短 し、たすきに長 しだとすると利用 しにくい。

→地域の実状に応 じた 「自治体への規制緩和論」

②特別用途地区が8種 類から10種 類へ(条 例で定める)

・中高層住居専用地区と商業専用地区の追加

・中高層専用地区による立体用途規制(例:3階 以上は住居など)

・商業専用地区はシ ョピングモールやホテル=低 層住宅の追い出 し

(問題点)

・中高層住居専用地区は 「げたばき型」住宅を誘導するものであるが、画一的であ り、

これからのところはともか く、商業ビルとマンションが別々にたっているところで

はなじまない。→住宅条例、住宅付置条例 を殺 しはしないか。

③用途地域の規制事項の見直 し

・1 、2種 低層地域では200平 方以内であれば、都市計画で敷地面積の最低面積を定め

ることが出来る。ミニ開発禁止。

これによって用途、容積率、建ぺい率、斜線制限、壁面後退、高さ制限、敷地面積

の制限がそろったことになる。

・商業地域の容積率を多様化 一400%か ら200、300、400%
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・その他の規制

(3)地 区計画制度の推進

①誘導容積率制度(ダ ウンゾーニング、ダブルゾーニング)

目標容積率 と暫定容積率(公 共施設の整備後、目標容積率)

用途地域内の指定容積率≧目標容積率〉暫定容積率

(評価)

地権者は指定容積率で建てられるのに、わざわざ暫定容積率を選択 して、地区計画に

賛成するか。ダウンゾーニングは成長管理のためのものあるが、改正都市計画法では、

高度利用地区、特定街区、住宅地高度利用地区などの高度利用を誘導するための手段

に使われる可能性がある。そうだとすると 「アプゾーニングになる可能性がある。

②容積適正配分制度(空 中権移転制度)

③市街化調整区域における地区計画

旧法前から住宅地であったところや農業集落、漁村等で住環境を保全すべ き場所

→市街化の危険

④地権者要請制度

地区計画(地 区計画の方針 と地区整備計画からなる)地 区計画の方針だけが定められ

てお り、地区整備計画が定められていない地区の地権者が市町村 に地区整備計画を策

定するよう要請する制度

マスタープラン策定後、地区計画で方針のみ定め、地区整備計画は合意が図れた土地

から。ボーナス型、住民発意による保全型(運 用が重要)

⑤予定道路容積率緩和制度

指定容積率(用 途地域内の容積率)200%、 予定道路6m(地 区整備計画で定める)

現在の道路4mと すると、現在は道路幅員による容積率制限により4mX40%=160%

であるが予定道路がある場合は6mX400=240%と なり指定容積率いっぱい建てられる。

(4)白 地地区の規制 ・都市計画区域外の区域の規制

① 白地地区の規制=特 定行政庁が都市計画地方審議会の議を経て、区域、規制値 を

決める。

湯沢町:都 市計画区域が152%

このうち用途地域 は07%白 地地区に25棟6700戸

のマンション、24棟13000戸 が計画中

従来は容積率400%、 建ぺい率70%

改正後は100、200、300%建 ぺい率50、60%
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→300%は 大きすぎるという批判

②都市計画区域外の区域の規制

建築基準法68条 の9→ 接道義務や容積率、高 さ制限、敷地や構造 も規制
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策4章 企業のまちづ くりへの係 わ り方
一資金的支援 を中心 に一

1民 間企業の地域社会への貢献方法

民間企業が地域社会に貢献する方法には、次の6種 類が考えられる。

1.企 業本来の活動 として

まず基本的な方法は、本来の営利を目的とした企業活動において しっかりと地域社会

に貢献することである。一般に企業の活動はその地域の雇用を増や し、地域の消費を増

や し、地方税 を増やすことで地域に貢献するが、さらに地域の資源を発掘活用 し、地域

の誇 りとなるような製品やサービスを供給 したり、障害者の雇用を進める等 といった企

業活動上の工夫によって、地域づ くりにいっそうの貢献 をすることが出来る。一方、直

接的な営利追求に走 りす ぎると、公害の発生や環境の悪化など地域に対 して悪い影響 を

及ぼすことも多い。そのような好ましくない影響は、企業の社会的責任 として極力防止

する努力が必要なことは言 うまでもない。

2.施 設の開放を通 じて

次にもう少 し具体的な企業市民としての役割がある。本来の企業活動で用いる施設を

積極的にその地域社会のために役立てることである。銀行などで休 日にその駐車場 を地

域の商店街に解放することもその一例であるが、工場敷地を緑化 し、外周部を生け垣に

し、建物の外壁のデザインを工夫 した りするだけでも、地域の景観や環境に大きく寄与

する。さらに企業が持つ興味ある資料や美術品などを展示 ・閲覧 し、ホールやグラン ド

などの施設を公開 ・利用できるようにしたり、これ らの施設を用いて催 し物を開催する

など、さまざまな地域への働きかけが考えられる。

3.独 自の非営利の社会文化事業 を通 じて

さらに積極的な活動 としては、企業活動 に必要な施設を有効に活用するだけでな く、

営利事業 としては成 り立ちに くい福祉工場や地域福祉施設の経営、あるいは博物館 ・美

術館、劇場 ・ホールなどの文化施設の運営を自ら行 うことも、これからの企業には大い

に期待 される。これらの運営は、利益が上がらないことを覚悟の上で営利事業の延長上
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にその一事業部門として行 うこともあるし、営利 を目的 としない独立 した公益法人を設

立して行 うこともある。現在の税制上では前者の方がや りやすいと思うが、その目的や

内容によってどちらが適切か判断されよう。またショールームなどと兼ねて広告宣伝活

動の一貫 として展示室や画廊 を経営するようなこともあ りえよう。

4.就 業者のボランティア活動を通 じて

企業周辺の清掃やゴミの回収など、企業がその従業員の役務 を地域社会のために無償

で提供することは従来からよく行われているが、最近では就業者個人の自発的なボラン

ティア活動のために一定の有給休暇を認める企業 も増えている。それは必ず しも企業の

立地する地域での活動 に限られるわけではないが、そのことを通 じて社会全体のボラン

ティア風土が育 ち、その地域社会へ も何 らかの好ましい貢献 をすることになろう。

5.企 業寄付 を通 じて

さらに重要な企業市民としての貢献が、市民 ・住民のまちづ くり、地域づ くり活動な

どに対する資金提供、すなわち企業寄付である。これまでもお祭 りなどの町内会の寄付

や自治体の施設整備への寄付 はいろいろと行われてきたが、独 自の方針で継続的 ・組織

的に民間の地域づ くりに資金援助する例は必ず しも一般化 されていない。 しかしこの数

年の間にこのような寄付への認識も高まり、これからさまざまな試みが予想される。な

お、地域のイベ ントへの協賛金など、経理上は広告宣伝費扱いであるが、実質的には寄

付 と同 じ効果を持つ支出もあ り、これらを地域社会のために有効に用いることも、重要

であろう。

6.助 成財団や公益信託を通 じて

同じ資金面での貢献でも、 より専門的、組織的、継続的に実施するのが助成財団や公

益信託の設立を通じて助成する方法である。助成財団が一定の基本財産 を基に新たに組

織 を作るのに対 して公益信託は新たに組織は作 らず、信託銀行などの既存の組織に一定

の資金 を信託すればよい。どちらの場合も主務官庁の許可 とその後の監督が前提になる

から、企業の直接寄付のように自由自在にはできないが、景気に左右されず安定 した資

金支援ができる。また企業内の短期的な思惑や評判、あるいは時流にとらわれないで決

断できる点で、独 自の活動が展開しやすい。
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n直 接寄付か、助成財団か、公益信託か

以上の ように、企業 の地域社会へ の貢献 には多様 な方法 があ るが、今 回のテーマであ

る 「まちづ くり公益信託」 との関係 とい う観点か ら、次 に企業 の資金支援に的 を絞 り、

前項の5.と6.に ついて少 し詳 しく検討 してお こう。 ここでは6.を 助成財 団に よる

場合 と公益信託 に よる場合 に分 け、あわせ て3つ の ケース、す なわち、A.企 業の直接

寄付、B.助 成財 団設立 による支援 、C.公 益信託設定 に よる支援 、につい てみ ること

にす る。 これ らのそれぞれの要点 と特徴 は図表4-1(p49)の 上段 に整理 した。以下、 こ

れに従 って説明 を加 え る。

1.企 業が直接寄付を行 う場合(A)

毎年度の利潤の中か ら随時、民間の公益団体等に寄付するもので、その寄付について

の制度的な制約はほとんどない。株式会社等の企業の行為は基本的には商法(有 限会社

の場合 には有限会社法)に よって規制されるし、また業種 によってそれぞれの監督官庁

の指導や法的規制はあるが、一般的には寄付に関 してはいずれも特別な制約はない。企

業の直接寄付は、助成財団や公益信託を通 じて行う助成 という行為 と比較す ると、もっ

とも自由度が高い。また財団等の助成金は一般に基金の運用益で行うために、企業が出

した金額に比べて個々の支援に回る金額は小さくなるが、直接寄付は支出全額がそのま

ま個々の寄付になるわけで、大きくまとまった支援が可能である。

企業の直接寄付は、さらに2種 類 に分けられよう。ひとつは一定の内部基金や毎年の

予算によって、特定のプログラムに基づいて計画的に行 うもので、 もうひとつはその都

度の募金の要請に応 じて臨機に判断 して対応するものである。直接寄付の金額は一般に

年々の営業成績に左右され、長期的 ・計画的な視点に立った援助が難 しいが、特 に後者

の臨機の寄付においてはそれが著 しい。後者の場合にはまた、寄付の内容 も企業との何

らかの関係があって短期に社内で理解され評価 されやすいものに流れがちである。ただ

し最近では従業員の個人寄付 とのマッチングによる企業寄付 も出現 しており、このよう

な寄付では組織 による判断 よりも個人的な関心が優先 し、企業寄付 にも新 しい特徴が生

まれて くるように思われる。

2.助 成財団を設立 して行 う支援(B)

財団法人は民法に基づき主務官庁の許可によって設立されるが、その財団の中でも助

成活動を主 とするものを一般 に助成財団という。景気 に左右されないで、長期的 ・計画
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的に一定の目的を持つ資金支援を行う場合 には、助成財団をつ くるか、事項に述べ る公

益信託を設定 して行 うのがよい。景気が良 くて利潤があがった時にまとまった基金 をつ

くっておけば、景気が低迷 して利潤が少な くなった りしても、一定の助成が可能である

(ただし金利の動 きには左右される)。 これらの基金は、いわば、上流か ら流入する不

安定な水量を貯留 して下流の安定 した流れを確保するダムのような役割 を果たす もの、

ともいえる。

助成財団の設立による支援では一定の目的のために長期的 ・計画的な資金支援ができ

るが、助成内容は主務官庁の許可を得た 「寄付行為」の目的に縛 られる。 また助成対象

は一般に選考委員会で選考 して理事会で決定するため、直接寄付のように企業の自由に

はいかない。企業の思惑や評価 にとらわれない独立 した長期的判断による資金的支援が

可能 という長所を持つが、それだけに企業の従業員 にとっては 「自分たちの社会貢献」

という実感が持ちに くいという問題 もある。

1.公 益信託を設定 して行 う支援(C)

公益信託は信託法 に基づ く制度で、委託者(寄 付者)と 受託者(信 託銀行)の 交わし

た信託契約 を主務官庁が許可することによって設定 される。現在は資金助成 を目的 とし

た ものだけ しか認められていない。助成の実施は受託者の信託銀行等が行 うが、その内

容や対象 を決めるのは運営委員会で、その業務全体の管理責任 は信託管理人が負 う。公

益信託の法的な定めは大正時代に遡るが、実際に適用されるようになったのは1977年 か

らで、企業の社会貢献の手法 としてはまだ助成財団ほどには普及 していない。

公益信託の特徴は、基本的には助成財団 と同 じであるが、財団の設立に比べると基金

規模 も小 さくてよく、新たに組織を作る必要がないか ら運営に関する負担は少ない。し

か しその分、専門的な事務局がないために助成 内容は固定化 しやす く、受託者(信 託銀

行等)以 外に助成内容面をサポー トする仕組みをつ くっておかない と、ダイナミックな

運用は難 しい。いったん設定 して しまうと企業の従業員にとっては自分たちの社会貢献

という実感が持ちにくい という点は、助成財団の場合 と同様である。

皿 企業の寄付に関す る税制上の特徴

次にこれ らの3種 類の方法に関連する寄付金の免税制度について、その特徴 を比較 し

ておこう。各方法の主な特徴は図表4-1(p.49)の 中段に示 してある。
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《損金参入限度額》

企業の寄付金は、制令で定める損金参入限度額までは損金扱いとなって、法人課税が

免除される。ただし公益信託の場合には、それが特定公益信託でなければ信託金は寄付

金にならない。損金加入限度額は資本金の0、25%と年間所得の2.5%の 和の2分 の1と なっ

ている。直接寄付や公益信託の設定などのそれほど多額でない支出の場合にはこの枠内

で収まるが、財団設立時の出据などのまとまった寄付をする場合には、その枠 に収まり

に くい。 このような場合 には基本財産の出損を何度かに分けて行 うような工夫も必要だ

ろう。

《特定公益増進法人 ・認定特定公益信託》

もし創設する財団や公益信託あるいは寄付先の団体等が特定公益増進法人や認定特定

公益信託に認定されていれば、上記の損金算入限度額 と同額までが別枠で損金に認めら

れる。 したがって、設立当初にまとまった基金を寄付する場合 には、特定公益増進法人

や認定特定公益信託に認定 されると都合が よい。 しか しその認定は法人税法施行令に定

める 「主たる目的」 に該当するものとして主務官庁が行うが、一定の地域に限ったまち

づ くり活動や地域づ くり活動でその 「主たる目的」に含まれるものは非常に限られる。

自然環境保護などの場合 は可能性があるが、生活環境や都市環境をテーマとする活動で

は無理であろう。さらに現状では財団設立後一定の実績があ り、複数の寄付者からの寄

付が予定されるものでないと、その設定は難 しくなっている。(な お、社会福祉法人や

学校法人は自動的に特定公益増進法人になっている)

《指定寄付》

寄付する企業の立場から見て税制上 もっとも都合がよいのは、大蔵省の認定する指定

寄付金で、この場合には企業なら寄付金の全額が損金 として扱われる。 しかし指定寄付

金は広 く一般に募集 されるもので公益の増進に寄与 し、かつ緊急を要するものとされて

お り、その認定は大変厳 しく毎年の認定数も決 して多 くはない。特にまちづ くりや地域

づ くりといった、その受益範囲が全国でな く特定の地域 に限られるような場合には、そ

の認定はほとんど不可能に近い。 しか し行政主導の財 団や公益信託への寄付の場合には、

直接の寄付の対象を地方自治体 とし、その自治体 を通 じてそれぞれの組織を支援すれば、

指定寄付 と同様にその全額が損金扱いになる。この場合、公金 としての収支 となるため、

さまざまな制約 もでて くることになる。
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《広告宣伝費による支出》

ただ しその費用を会計上の寄付 としてではなく広告宣伝費 として出すなら、その全額

が経費 として処理できる。従 って指定寄付金 と同 じ効果 を持つ。それゆえ、広告宣伝費

として支出できるような、いわば一定の広告効果があるような寄付なら、税制上はもっ

とも有利でしかも制約が少ないという、やや矛盾 した状況 を生み出 している。財団法人

の設立や公益信託の設定のための支出は広告宣伝費で出すわけにはいかないか ら、その

点で税制的には不便である。

《金融収益非課税》

なお助成財団や公益信託の基金の金融収益に対 しては、所得税は非課税 となってお り、

その点では企業の内部に保有する基金に比べて有利である。

IV企 業のまちづ くり支援に関する具体事例の検討

次にこれらの具体的な支援内容について検討 してみたい。前記の3つ の方法(A.B.

C.)の いずれについても、支援には2つ のパターンがある。企業または企業グループ

が独 自の企画や判断で単独に実施する場合(1)と 、ある主体の企画に対 して複数の企業

が募金に応ずる場合 佃)で 、これに先の3つ の方法 を組み合わせると、計6つ の場合 を

想定することができる。その各々の支援の事例を示 したのが図表4-1(p49)の 下段であ

る。

1.企 業または企業グループが独自に企業寄付を行 う場合(A-1)

自治体の建設する文化施設や福祉施設などに対する特別の寄付や新聞社等の主催する

イベン トへの協賛(=費 用負担)が 主なもので、民間団体、特に市民団体や住民団体 に

対 して支援する例はまだ少ない。単独の企業からの直接寄付 を受けることに躊躇する団

体が太いためもあろう。まちづ くりの概念からやや離れるか もしれないが、 トヨタ自動

車(株)と その系列の販売会社が提携 して各地のアマチュア交響楽団の演奏活動を支援

するコミュニティ ・コンサー トの支援などは、市民の活動 と結びついた資金支援の好例

としてあげられよう。今後は自然保護活動や芸術文化活動あるいは国際交流活動などの

分野で、このような特定の企業 と市民団体 ・住民団体との協力関係 ももっともっと増え
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るか もしれない。

2.民 間団体等の募金への複数の企業等での対応(A-II)

地域の民間団体が行う施設の整備やイベ ントの実施などへの資金協力を、募金に応 じ

て多数の企業で行うもので、もっとも典型的 ・伝統的なものは 「○○まつ り」への協賛

寄付であろう。 もう少 し発展 したものとしては社会文化施設の建設や市民の森づ くりな

どの募金への対応、あるいは国際会議や国際交流イベントへの協賛などがあげられる。

従来か ら行われていた商店会で行 うアーケー ドの建設や歩道 ・広場 ・緑地の整備などの

ための分担金の支出も、ひろくとらえれば、この範曉にはいる。なお特別の事業などで

まとまった募金が必要な場合にはその地域の経済団体 を通して寄付のとりまとめが行わ

れる場合が多 く、個性的な寄付 にはな りにくい。

3.企 業または企業グループが独 自に助成財団を設立する(B-1)

企業や企業グループが財団を設立 して助成事業を行うことは、企業の社会貢献の典型

的な例 として数多 くあるが、これまではそのほとんどの活動が専門研究者を対象とした

研究助成で、市民 ・住民の行うまちづ くり活動への支援 といった、企業をとりまく地域

社会の民間活動に助成するものは、それほど多 くはない。 しか し近年、一定の地域を市

場とするローカルな企業が財団を設立する傾向が増えっつあ り、そのようなまちづ くり

を支援する財団 も増えてきつつある。早い時期のものとしては、東急電鉄(株)が 設立

した、 とうきゅう環境浄化財団(多 摩川流域の市民の環境研究に助成)が 、近年設立の

例では福岡シティ銀行が設立した福岡文化財団(芸 術活動への支援)が ある。また トヨ

タ財団のように、直接企業の立地する地域 とは関係な く、全国的に地域に密着 した市民

の活動を支援する財団もある。近年の例では、第百生命保険が設立 した第百生命フレン

ドシップ財団(地 域団体の活動 を助成)や 長谷工コーポレーションが設立 したハウジン

グ ・アンド・コミュニティ財団(住 民に住 まいとコミュニティづ くり活動を助成)が あ

る。

4.多 数の企業が資金協力 して助成財団の助成事業を支える(B-II)

地域の活動を支援するための基金に複数の企業が資金 を出し合 うことは、都市緑化基

金、ボランティア振興基金、文化振興基金など、自治体の設立する基金への協力 として

はこれまで も例 は多かった。 しかし民間の発意で設立される財団で複数の企業が資金協

力する例 は、あまりない。その点で、大阪商工会議所の呼びかけで最近設立された大阪
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コミュニティ財団は先駆的な実験であろう。小規模な企業や個人でも、その意志 を生か

した助成ができるような仕組みになっている。その目的は、多 くの個人や企業が参加 し

やすいように大変多岐にわたっていて、必ず しもまちづ くりや地域づ くりを中心 とした

ものではないが、今後 日本の各地に同 じようなコミュニティ財団が普及 してい くとした

ら、市民 ・住民のまちづ くり活動のような分野が中心になって くるのではないかと思わ

れる。日本青年会議所が設立 したまちづ くり市民財団も多数の各地の企業や個人の寄付

を基盤にしたものである。

5.企 業または企業グループが独 自に公益信託を設立する(C-D

公益信託は助成財団設立ほどの資金がなくても設定できる点に特徴があ り、ローカル

なものでは数千万円規模で設立可能であ り、地方の中小の企業が単独で社会貢献活動 を

実現するのに適 している。 このような事例 として鹿児島相互信用金庫が設立 した公益信

託そうしんまちづ くり振興基金や仙台銀行が設立 した公益信託仙台銀行 まちづ くり基金

がある。いずれも1千 万円の基金でスター トしており、それぞれ鹿児島県内、宮城県内

を対象に助成活動 を行 っている。

このほか、本来なら助成財団を設立す ることも可能な基金を持ちながら公益信託にす

る例もある。公益信託富士 フイルム ・グリーンファン ドは、緑化事業 を中心 とした自然

環境の保全 と創出に関する事業 を総合的に推進 ・助成することを目的としているが、当

初の基金は10億 円であった。ここの場合 には、助成に必要な調査や企画 を既存の公益法

人である(財)日 本野生生物研究センターに委託 してお り、実質的な活動内容は財団法

人 と同 じである。設立者(寄 付者)の 目的とするような事務局業務 を委託できる既存の

公益法人が見つかる場合には、新たに財団法人のような組織 をつくるよりは、このよう

な方法 をとる方が無駄は少ないかもしれない。

6.多 数の企業が資金協力 して公益信託の助成事業を支える(C-II)

一定の地域社会を対象 とした公益信託で民間主導の公募型の ものは、それほど多 くは

ない。あったとしても育英基金が中心で、まちづ くりに関するものはまだその例が乏 し

い。民間企業等へ も広 く募金を呼びかけているまちづ くり公益信託 としては、公益信託

あだちまちづ くりトラス トや公益信託世田谷まちづ くりファン ド、公益信託函館色彩ま

ちづ くり基金があるが、前二者については、それぞれ(財)足 立区まちづ くり公社、

(財)世 田谷都市整備公社が当初基金を出して設定 したもので、いずれ も行政の指導に

よっている。これに対 して後者は純粋に民間の発意と資金によるもので、(財)ト ヨタ
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財団の市民研究コンクールの最優秀賞を得てそのフォローアップ助成によって市民団体

が設定 した ものである。これらについてはこの報告書の別のところで詳 しく述べられる

ので、ここでの説明は省略する。

Vま ちづ くり公益信託への企業協力の課題

企業の立場から見 ると、募金型のまちづ くり公益信託への資金協力には、 どのような

課題があるだろうか。特 に協力 を難 しくしている点に着目してみると、まちづくり公益

信託 には次のような課題がある。

ひとつは公益信託 というものの分かり難 さである。一般の 日本人には 「信託」 という

概念自体が 日常的に馴染んでいないということもあるが、実用化されて歴史の浅い公益

信託はほとんどの企業人にとってその名称すら耳新 しく、その理解にはかな りの努力が

必要であろう。その点、財団法人ならより理解 しやすいように思われる。

第2点 は、助成 という行為の分か り難 さである。直接何 らかの活動を行う団体へ必要

に応 じて寄付するならイメージしやすいが、具体的にはまだ見えない活動に助成するた

めの基金に寄付するというのは、そういった日常的な伝統のない日本社会では、その意

味を理解するのはかな り難 しい。一定の助成実績が上がって例示できればともかく、実

績のない初期の段階では特に困難 を伴 うことと思われる。

第3点 は住民団体や市民団体の 「まちづ くり活動」 という行為の重要性 を理解するこ

との難 しさである。今では広い意味での 「まちづ くり」 という行為 自体の重要性は、そ

れほど理解の困難なことではないかもしれないが、それを行政ではな く民間の団体が行

う必要性については、まだ多 くの人が納得 しているとは言いがたい。その根拠を学問的

にも制度的にも明確 にしてい くとともに、具体的な担い手の体験を通 じて心情的にも理

解 を深めてい く過程が、今後 さらに必要なのか もしれない。

個々の概念がそのように理解 しにくいものであるか ら、 「公益信託を通 じての市民 ・

住民のまちづ くり活動 に助成する」 という行為に企業が関わらねばならない根拠は一層

わか りにくい。これが第4の 課題である。すなわち企業社会の中では、まちづ くり公益

信託への寄付に対 しては感情移入しに くいのである。そのための税制上のメリットがな

いことも、それ を一層 困難な ものにしているだろう。

まちづ くり公益信託に企業がどれだけ財政支援できるかは、以上の4点 をどう克服す

るかにかかっている。そのためには一方では税制その他の制度的な条件整備 も必要であ
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るが、それよりもあらゆる機会にその助成決定のプロセスや助成対象となった活動 を公

開し紹介 してい くとともに、企業の人々に具体的にそのような活動の場 に参加 してもら

い、場合によっては互いに議論 してみることが重要であろう。概念の世界を越えて理解

を深めるためには、時間をかけ、工夫 を凝 らした企業社会 との対話が欠かせない。 しか

し独自の事務局 を持たない公益信託にあっては、そのような対話を誰が務めるかが大き

な課題である。 これを第5の 課題 とすると、これがもっとも基本的な、そしてもっとも

難 しい解決すべ き課題 といえるだろう。・
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図表4-1企 業のまちづ くり活動への資金援助の方法比較

比較項目

1.内 容

2.制 度

ω 準拠 法

(2)規 則

(3)決 定

但)指 導 監督

3.特 徴 と問

題 点

4.税 制1二 の

特 典

参

考

事

例

1.η1独

企業 また

は グルー

プ 企業で

独 白に実

施

n.複 数

企業 で募

金 に応 ず

る場 合

企業の直接寄付を適 して

毎年度の利益の中か ら随時また

は一定の方針に従って寄付

商法(特 別の制約なし)

社内の規則

社会貢献委員会などの内部組織

各業種の監督官庁(殆 ど自由)

臨機 に自 由な寄 付 がで き るが 、

営業 成 績 に よって 左右 され やす

く、長 期 的 ・計 画 的な 支援 は短

しい⇔ 安 全で 短期 に社 内の評 価

が御 やす い寄 付に な りが ち。

・組盃算入限度額内の寄付なら

損金(法 人課税免除)

・特定公益増進法人への寄付な

ら損金算入限度額は倍に

・指 定寄付なら全額が損金

・地方自治体への帯付なら全額

が損金

・広告宣伝費支出なら全額損金

A-1叩 独 企業 ま たは グルー

プ企業 の 直接 寄付 や 協賛

地 域 の社 会 文化施 設の 寄付(ア

サ ヒ ビール 茨城 工場 の国際 研修

セ ン ターの 寄贈 な ど)、 地 域 イ

ベ ン トへ の 協賛(ト ヨタ ・コ ミ

ュニ テ ィ ・コンサ ー トな ど)

A－ 皿 複数企業 による直接寄

付や協H

－般 の まっ りの 寄付 、地域 の社

会 文化施 設 の募 金へ の対応 、各

種地 域 イベ ン トの募 金へ の対応

な ど

助成1防団の助成を通 して

原則として川相 した基本財壷の

運用益によって助成

民法(第34条)

寄付行為

運営委員会

主務官庁

寄付 行為 の 目的 に縛 られ るが、

専門 ス タ ッフの もとに独 自の長

期的 ・断 面的 な支 援 を、 企乗の

利害 や社 内の 評価 と独立 して行

うこ とが で き る。

・損金算入限度額内の11`旧盆な

ら損金(法 人課税免除)

・助成財団が特定公益増進法人

なら損金算入限度額は倍に

・指定寄付による財団設立なら

川11金は全額損金

・財団の金融収益は非課税

B--1単 独 企業 または グル ー

プ企 業 での助 成 財団 設立

と うき ゅう環 境浄 化 財団 、 トヨ

タ財団 、第 百生 命 フ レン ドシ ッ

プ財団 、ハ ウジ ングア ン ドコ ミ

ュニ テ ィ財 団 など

B－ 皿 複数企業等の助成財団

設立または支援

大 阪 コ ミュニ テ ィ財団、 まち づ

くり市 民財 団 な ど

公益信託の助成を通 して

原則 として信託 した基金の運川

益によって助成

信託法(第66条)

信託契約

選考委員会 ・理事会

主務官庁

信 託契約 の 目的 の範 囲 で長 期的

・計 画 的な支援 がで きるが 、事

務局 が な く企 画専 門 ス タッフが

い な いか ら、何 らかの 工夫 がな

い と助 成活動 が固定 しやす い。

・特定公益信託でない と信託金

は損金算入限度額内でも損金

(法人課税免除)に ならない

・認定特定公益信託への信託歪

なら損金算入限度額は倍に

・信託金の金融収益は非課税

C-1単 独 企業 ま たは グル ー

プ企業 での公 益信 託設 定

そ う しん まちづ くり振 興基 金、

仙台銀 行 まちづ くり基 金、 】富士

フ イルム ・グ リー ンフ ァ ン ド、

横 浜 野毛地 区 まちつ くリフ ァン

ドな ど

C-n複 数企業等の公益信託

設定または支援

あだ ちま ちづ くり トラ ス ト、 世

田谷 まちづ くりフ ァン ド、函館

色 彩 まちづ くり基 金 など
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第2部

まちづ くり公益信託の展 開
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第5章 まちづ くり公益信託の方法

1は じめ に

1.公 益信託とは

公益信託は、法理上では、 「委託者が信託行為によって受託者に信託財産 を帰属 させ

つつ、同時に、その財産を一定の公益 目的に従って、社会のために管理 ・処分 を加える

ところに成立する法律関係」*1)で あるとされている。

ここでは、公益信託の実務面を説明する立場から、 「篤志家などが一定の公益 目的の

ために自己の財産を委託出掲、これを信託銀行などが主務官庁の引受け許可を得て信託

財産として受託するとともに適切に管理運用 し、信託管理人の同意承認や運営委員会の

助言勧告のもと、その収益や元本をもって所定の公益活動 を行 うことを主旨とする信託」

としていきたい。公益信託の組織図は次の とお りである。

図 表5-1

委 託 者

(出 損 者)

ま

薔

主務官庁5

② 整
　 ゆ

口
笛

督許可 請

曾

毒

㌢

↓

:

⑥ 信託法上の権限行使、
重要事項の同意

受 託 者

(信託銀行)

信 託 管 理 人

公 益 目 的 執 行

一一く:亟三三⊃

一

篇

曇
㊧
付

⑦助成先の推問と
重要事項に閲†

る助■、勧告

霊 堂 委 員 会 等

助

成

先

助

成

先

助

成

先

(受 益 者)

助

成

先
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2.法 的根拠 と法規制

(1)法 的根拠

公益信託は、信託法(大 正11年 法律第62号)の[一 般法的規定](第1条 ～第6

5条)及 び 「(公益信託に関す る)特 別法的規定」(第66条 ～第74条)を もってそ

の法的根拠としてお り、後者の規定に該当 しない事項については、前者の規定を適用す

るという構成 をとっている。

そ して、後者の冒頭には、 「祭祀、宗教、慈善、学術、技芸其ノ他公益 ヲ目的 トスル

信託ハ之ヲ公益信託 トシ其ノ監督二付テハ後6条 ノ規定ヲ適用ス」 との規定が置かれて

いる。

(2)法 規制

行政面及び実務面から公益信託 を規制する法令には、次のものがある。

イ.主 務官庁の主(所)管 に属する公益信託の引受けの許可及び監督に関する省令 ・

規制

ロ.公 益信託に係わる主務官庁の権限の委任 に関する政令

ハ.信 託業法並びに同施行令及び施行規制(営 業受託者一信託銀行 一に適用)

二.所 得税法、法人税法、相続税法及び租税特別措置法並びに各回施行令、施行規則

及び基本通達

3.機 能 一財 団法 人制度 との比較 一

公益信 託 は、民 間公益活動 の主体 として、財 団法人 と類似 した機 能 を もってい るが、

組織 や管理の面 でかな り大 きな差異があ るので、ここでは、財 団法 人 と比較 して、その

特色 を述べてみたい。(p53・ 図表5-2)

4.現 況

わが国では、大正11年(1922年)に 信託法で公益信託が法制化 されてから、永い間公

益信託の実例は誕生 しなかった。その原因は、民法に基づ く財団法人制度が先行 して普

及、定着 したこと、公益信託の主務官庁である行政当局の許可、監督態勢が未整備であっ

たこと、受託者 となるべ き信託会社の受入体制が不十分であったことなどが挙げ られる。

しか し、昭和30年(1955年)か ら、昭和40年(1965年)代 の高度成長期 とこれに続 く

安定成長期 には、国民の所得水準の向上、個人の保有資産の増加、企業の業績好調など

を背景に、社会公益活動への関心が高まり、社会貢献意識や、財産 を社会公益のために

役立てたいとするニーズが増加 してきた。
一方、 これら善意の寄附を適切に受け入れ、円滑に活用する制度面での整備充実の必

要性や、財団法人設立許可の厳正化(基 金の零細化 により休眠法人 となって悪用 される

ケースを排除するための措置)に 対応 して、公益信託制度が着目されるようになった。

そこで、昭和50年(1975年)前 後に、総理府をはじめ(財)公 益法人協会、信託協会

などが中心 となって公益信託の実用化への研究を進める一方、主務官庁においても、
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図表5-2財 団法人 との比較

根拠法令

定義

基本規定

所要

基金額

基金の弾力性

基金の種別

事業方式

設立 ・設定の

企画推進主体

牢晴 ・許可 ・

発足

登記の要否

機関構成

事務局

事業の執行及

び財産の管理

公告義務

検査

税制上の措置

による分類

財団法人

民法

露 に関 し、かつ営利 を目的 としない財団

(第34条)

寄付行為(民 法第39条)

相当多額(数 億円以上)

但し明確な基準なし

収益活用(基 金据置)方式であるため、元本

の取り崩しには厳しい制限がある。また将来

基金が零細化して休眠法人となる懸念あり

金銭、有価証券、不動産など

資金助成型、 業執行型のいずれの活動に

も適する

設立者が組織する設立発起人会が申請原案

(寄付行為を含む)を 立案作成する

・股 発起人会で選任 した股立代表者が当

事者 となり、申請原案に基づき、主務官庁

と折衝する

・股立代表者が主務官庁 に股立許可を申請

し、許可書 を受ける

・その後設立者または設立発起人会から財

産の移転を受けて発足する

法人のため設立登記が必要

会長 ・顧問

理事:理 事会(議 決機能}

理事長(執 行機能)

監事:(監 査機能)

評議員:評 議員会

(理事会の諮問機関 ・理事任免機能)

法人として事務所及び事務局(

置が義務づけられる

務員)の 設

・法人の事務局が事業の執行(事 務の運営)

を行 うとともに基金 を管理運用 し、そのた

めの帳簿や書類を常備する

・基金の運用収益は非課税(法人税法弟7条)

主務官庁

1公 益増進法人(注2)

2そ の他の財団法人

その他:指 定寄附金該当法人(注3)

公益信託

信託法

公益を目的とする信託(信 託法弟66条)

信託行 文`約 定)

(信託法第1条)

比較的少額(数 千万円以上)

但 し明確な基準なし

収益活用方式の 、元本取 り崩 し方式があ

り、信託財産の元本 を取 り崩 しなが ら事業

を行い、その消滅 とともに信託 を終了させ

ることがで きる

主に金銭、まれに有価証券が る(不動産

は管理面や税政面から信託財産とするのは

困難である)

成型の活動に するが、事業執行型

の活動も不可能ではない

信託銀行(受 託者)が 設定者 と協議 し、申

請原案(信 託行為を含む)を 立案作成す る

・信託銀行が申請原案に基づき、設定者 と

協識しつつ主務官庁 と折衝する。

・信託銀行が主務官庁 に引受け許可を申歯

し、許可書 を受け る

・その後歌走者(委 託者)と の間で信託契

約 を締結 し、財産の移転 を受けて発足する

法律行為のため登記不要

何託銀行:託 者 ・執行機能

運営委員会:事業執行に関する受託者の諮

問機関 ・助言勧告機能 ・無報酬

信託管理人:受託者に対する監査機能及び

受益対象となる社会公益の代理機能 ・無報

酬

信託銀行の店舗が事務所となり、その

が事務局を担当する

・信託銀行が個 を収受 して事業の執

行(事 務の運営)を 行 うとともに信託財産

である基金を管理運用 し、そのための帳簿

や書類を常備す る

・信託財産の運用収益や非課税(所 得税

蜘1条)

年1回事業の概況及び財産の状況の公告義

務あり(信託法第69条 第2項)

主務官庁及び大蔵省(信託銀行の業務検査)

1認 定特定公 託(注4)

2特 定公益信託(注5)

3そ の他の公益信託
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引受けの許可及び監督に関する態勢が整備 され、昭和52年(1977年)5月 、ここによう

や く第1号 の公益信託が発足 した。

以降、公益信託についての知識やこれに対する理解の普及、運営実績への高い評価、

信託銀行の積極的な受託姿勢、主務官庁の前向きな対応、税制優遇措置の整備などが促

進要因となって、公益信託は順調に発展 している。

信託銀行(含 む兼営銀行)の 公益信託の受託実績[平 成5年(1993年)3月 末現在]

は、以下のとお りである。

イ 受託件数441件 信託財産残高 約297億 円

ロ 信託 目的別(件 数の多い順に)

1奨 学金給付

2国 際協力 ・交流促進

3医 学研究 ・医学教育振興

4学 術研究助成

5社 会教育振興

6都 市 ・自然環境の整備保全

7学校教育活動振興

8障 害者教育振興

9芸 術振興

10文 化振興

11社 会福祉

12そ の他

[注記]

1)四宮和夫 ・信託法(新 版)7頁

2)所得税法弟78条 第2項 第3号

法人税法第37条 第3項 第3号

租税特別措置法第70条 第2項

3)所得税法第78条 第2項 第2号

法人税法弟37条 第3項 第2号

4)所得税法弟78条 第3項

法人税法第37条 第5項

租税特別措置法第70条 第3項

5)所得税法第78条 第3項

法人税法弟37条 第5項

租税特別措置法第70条 第3項

同施行令第215条

同施行令第77条 の2

同施行令弟213条

同施行令第75条

同施行令217条 の2

同施行令弟77条 の2

同施行令第40条 の4

nま ちづ くり公益信託の概要

1.ま ちづ くり公益信託 とは

公益信託のうち 「まちづ くり事業又は活動に対する助成」 を目的とす るものをいい、

基本は一般の公益信託 と同じであるが、組織 ・機能がやや複雑かつ多様化 している点に

特色がある。まちづ くり公益信託の組織 図は次の とお りである。
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図表5-3ま ちづ くり公益信託の組織 図

主務官庁 ←〈税制優遇措置適用の場合の協議官庁 〉→ 所轄中央省庁 ←→ 大蔵省主税局

(1)都 道府県知事周
く建設省系 〉もの中心のハード面のまちづ くり

公共の空間(公 園 ・道路 ・河川等)の 環境美化 ・保全、公共の施設の整備充実などの助成
く自治省系 〉人の活動中心のソフ ト而のまちづ くり

地域振興、コミュニティづ くり、市民社会奏任活動、市民国際交流活動などの助成

(2)都 道府県教育委員会
く文部省系〉市民社会教育(文 化教養 ・体育スポーツ ・文化財や芸能の保存伝承等)活 動などの助成

[1】 直接委託方式

[委託者][拠 出者]

巾硝

法 人 ・団体 ・企業
・地方公共 団体(予 算

計 上 ・議会承認)

拠 出 ・参画

[2]1間 接{援用

[掘 緒]

孤山

r式

任意団体 ・

第3セ ク ター等

(基金設立 協議 会、

まちづ くり協議 会)

融 緒 事務局

隈 託者]許 可

届出 官報
に公告

信
託

契

約
締
結

旺

[賛 同者 ・寄附者]

‡

OO信 託銀行 基金竹理運川

(事務担当一〇〇支店)信 託事務運営

公益信託OO(地 名)00
(まちづ くり活動名)基 金

当初信託財産

追加信託II

寄附受入

個人 ・澁人 ・団体

企業 ・地方公共団体

運用
収益

信託報酬

費用

・・…一 ・一 ・{Prl事 業 費

事業計画 ・収支予#

助成

同[信 託管理人】

認

[終了時残余財産の帰属]

1名、無報酬、信託運営上

の重要事項につき受託者に

同意承認を与え報告を受ける

助

告

[運営委員会】
・許:

1、.,'2二,再:

可,助成先 の審査 選考の他,受

託者の諮問 に応 じ、事業の実

施 につ き助言勧告 する ・行政

関係者.学識経 験者.専 門家,

市民代 表等 で構成 する

審査選考

[受益者】

作業(調 査)部 会

国 ・地方公共団体 ・類似目的の公益信託

団体ノグルー プ

地方公共団体

助成

対象
案件

候補案件
撰集又
は推測

2.特 色一まちづ くり公益信託の条件 一

(1)地 域特性に適合 した設定 と運営

地域には、その風土、歴史、文化、経済などの諸環境に根ざした、さまざまな特性が

あり、これがその地域の独自性を形成 している。従 って、まちづ くりも、その目的や事

業内容などは地域ごとに異なってお り、決 して画一的なものではない。まちづ くり公益

信託においても、信託の設定(目 的 ・事業内容の策定、信託財産の確保、受託者 ・信託

管理人 ・運営委員会委員などの決定等)や 事業の運営などについては、その地域特性に

適合 したかたちをとる必要があ り、その結果、まちづ くり公益信託の類型は、自ずと多

様化 してゆ く傾向となる。

(2)住 民の自主性 と行政の施策 との調整

そもそも、まちづ くりは、地域住民にとっては、明る く豊かでうるおいのある居住 ・

生活環境 を維持 し、あるいは創造 してゆ くことであ り、行政(地 方公共団体)に とって

は、憲法、地方 自治法その他の法により付与された権限、課せ られた義務などに基づき、

公的な資金、施設、人員をもって、これらの環境を整備 し、充実 してゆくことである。

まちづ くり事業においては、このような住民の自主性 と行政の施策の調和が、事業の

成否の重要なキイポイン トとなる。そ して、まちづ くり公益信託においても、住民 と行

一56一



第5章 まちづ くり公益信託の方法

政のどちらが主導するかによって、その立場の相違から、両者の間にギャップが生 じる

ときもあるが、その場合 においても、公益信託の設定や運営に際 して綿密な意志疎通 と

調整を行い、相互に補完 しあるいは協力することが、成功のための条件である。、

(3)地 域重点志向と公益性 との調和

公益信託における 「公益」については、抽象的には、一一般に 「不特定多数の利益」 と

されているが、具体的かつ客観的な基準は、当該公益信託を所管する主務官庁の裁量的

判断に委ねられている。とくに、まちづ くり公益信託については、その特性上、受益の

対象 となる地域 をどのように定めるかが問題となる。
一般的には

、 「首長が公選により選出される地方 自治体(=市 町村及び特別区)」 を

その最小範囲とする事例が多いが、 とくにまちづ くり公益信託で、地域住民が委託者や

財産拠出者である場合、上記受益対象地域を範囲とした上で、さらにその中に存する地

域住民の該当地域 に重点化することを認める事例 も生 じている。

これは、まちづ くり公益信託に対する地域住民の親近感や参画意識を醸成 し、当該地

域の住民の協力が得 られる点に大 きな長所があるが、一方、自分たちが居住する地域 に

重点化 して助成 を行 うことが周辺の住民にとって 「地域エゴ」 として批判されるように

なると、地域社会の連帯感の亀裂 という憂慮すべき事態 をもた らすことになる。まちづ

くり公益信託においては、地域重点志向を容認 しつつも、公益性の確保を基調 として、

両者の調和による公正な運営を行うことが重要な条件 となる。

3.現 況

かねて、建設省都市局及 び(社)信 託協会は、まちづ くり事業に公益信託制度 を導入

すべ く、都市工学や信託法 を専攻する研究者、都市行政担当者、信託銀行の実務担当者

などをメンバーとする 「まちづ くり公益信託委員会」を設置 し、実用化のための調査研

究を行ってきたが、その結果をまとめた報告書 「まちづ くり公益信託」 「まちづ くり公

益信託1」 が昭和59年 及び60年 に作成提出された。また、 自治省では、昭和60年 にコミュ

ニティづ くりへの公益信託制度の導入を検討 した。

以降、まちづ くり公益信託は、引受けの許可及び監督の権限をもつ上記両省及びそ

の権限の委任を受けた都道府県、提唱者や設定者となる団体、法人等並びに受託者 とな

る信託銀行の積極的な取組みにより、現在[平 成5年(1993年)9月 末]29件 に達 して

いる。
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図表5-4ま ちづ くり公益信託の設定状況

発

足
年

昭

和

平
成

58

59

59

60

60

60

61

62

63

63

1

1

1

2

2

2

2

3

3

4

4

4

5

5

5

5

名 称

佐倉街づ くり文化振興臼井基金

京都ライオンズクラプ地域社会

奉仕活動助成基金

豊が丘コ ミュニティ基金

ヨコハマ中区まちづ くり本牧基金

今津まちづくり文化振興基金

越谷まちづ くり基金

羽咋市市民憲章推進基金

佐倉都市環境整偏臼井基金

佐倉都市環境整備生谷基金

信越化学地域文化振興基金

多摩 まちづ くりフ ァン ド

堺市榎 まちづくり文化振興基金

あだちまちづ くり トラス ト

こうべまちづ くり池上 基金

く ま も と21フ ァ ン ド

こうぺまちづ くり岩 岡基金

あがしん地域文化振興基金

そうしんまちづくり振興基金

(特定公益信託)

横浜市野毛地区 まちづ くりトラス ト

大阪市平野区長原まちづ くり基金

しまね文化フ ァン ド

チヨタ遠越準一文化振興基金

仙台銀行まちづくり基金

しまね女性フ ァン ド

世田谷 まちづ くりフ ァン ド

(特定公益信 託)

おおかわしんきん地域振興基金

春臼井市東野コミュニティ基金

函館色彩まちづくり基金

太子町聖和台まちづくり基金

当初

信託
財産

(mO
万円)

100

20

20

20

74

70

12

96

臼

20

15

280

190

50

2100

50

100

100

1500

1300

2200

500

10

200

30

100

60

20

70

事業内容

ハ ー ド ソ フ ト 杜盆教

主務官庁の系列

建設
省系

(知事局)

O
O

o

o

O

o

O

o

o

O

o

o

o

O

O

自治

省系
(知事局)

o

O

O

o

O

O

O

o

文部
省系

(教委)

O

O

o

委託者の劉型

1

地

方
公

共
団
体

o

o

O

セ

ク

タ

1

O

o

2

土
地

区
圃
整
理

組
合

O

O

o

o

O

3

団
体

法
人

O

O

O

O

o

o

o

O

4
企

業

o

O

o

O

基金管

理形態

基
金

型

o

o
O

o

o
o

o

o
O

o

O

o

o

o

O

o

O

o

o

o

O

O

募
金

型

o

o

受託
形態

単
独
受
託

O

O

o

O

O
o

o

o

o

O

O

O

o

O

o
O

O

O

O

o

O

O

共
回

受
託

O

o

O

O
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mま ちづ くり公益信託の構成

ここでは、まちづ くり公益信託 を構成する重要なポイン トについて説明する。 これ

は、後に述べる公益信託要項における主要な項目となるものである。

1.名 称

公益信託+地 域名+ま ちづ くり、地域振興、文化 振興等+基 金、 トラス ト、 フ ァン ド

等 とす る。

2.主 務官庁

[単独所管 と共同所管]

すでに述べたとお り、信託目的や事業内容に関する類型により、主務官庁は、次の地

方行政庁 となる。

(1)都 道府県知事一建設省系(担 当:都 市計画関係部局)

自治省系(担 当:市 民生活関係部局)

なお、類型が複合 している場合は、主たる類型に係わる部局が担

当す る。

(2)都 道府県教育委員会一文部省系(担 当:社 会教育関係部局)

また(1)(2)に 係わる類型が複合 している場合は、主たる類型に係わる地方行政庁

の単独所管、又はまれに両者の共同所管 となる。共同所管は、主務官庁が複数となるこ

とから、設定や運営に係わる事務量が多 くなり、かつ、主務官庁からは、引受けの許可

及び監督に係る行政事務の遂行上、できるだけこれを回避するよう指導されることが多

い。そこで、主務官庁については、単独所管となるよう、当初の事業内容の策定段階か

ら、あらか じめ配慮にお くことが望ましい。

3.委 託者

[直接委託(設 定)方 式 と間接委託(設 定)方 式]

まちづ くり公益信託の委託(設 定)方 式には、直接委託(設 定)方 式 と間接委託(設

定)方 式がある。直接委託(設 定)方 式は、資金の拠出者がそのまま委託者 となって設

定する方式であり、委託者 としての構成が簡素で、意向が的確 に反映できる利点がある。

これに対 して、間接委託(設 定)方 式は、資金の拠出者が団体や法人に資金 を支出 し、

これを受けた当該団体などが委託者 となって設定する方式であ り、構成が二重 となるた

め、設定手続は複雑 となるが、運営上、団体メンバーによる衆知の結集や協力支援が期

待できる利点がある。

間接委託(設 定)方 式においては、委託者 として、例えば、基金設立協議会などの名

称で、拠出者関係者、賛同者 ・協力者、地域住民(受 益層)の 代表などをメンバーとす

る任意団体 を組織するケースが多い。そして、後に述べる設定準備会 も、資金収支機能

の付与やメンバー構成の変更などにより、委託者 とな り得る。
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また、これらの団体が任意団体の場合 には、団体 としての適正かつ円滑な意志決定や

財産処分などのため、会則や規約の制定、重要な会議の開催、議事録の作成常備などの

措置を必要 とする。

[単独委託方式 と共同委託方式]

公益信託では、委託者が単独で信託する単独委託方式が一般的であるが、複数の委託

者が共同で信託する共同委託方式 もある。まちづ くり公益信託において、これを想定す

るとすれば、例えば、まちづ くり事業や活動を推進する複数の団体などが共同委託者 と

なって、単一の公益信託を設定するケースである。

ただし、基金の管理上混同を避ける必要があるときや、資金の拠出に時差があるとき

は、単独委託方式で個別に設定するか、又は先行 して設定 されたまちづ くり公益信託に、

委託者 としてではなく第三者(寄 附者)と して財産 を寄附する方法 をとることになる。

4.受 託者

まちづ くり公益信託の受託者は、一一般の公益信託 と同 じく、信託銀行が最も適当であ

る。それは、信託銀行が公益信託の受託者に必要な信託についての知識や公益活動に関

する経験、信託財産の管理運用上の信頼性、事業の永続的な実施能力などを備えてお り、

信託業法や銀行法の規則を受けて営業 し、大蔵省の許可監督に服 しているからである。

[単独受託方式 と共同受託方式]

公益信託では、次の二つの受託方式、すなわち、単独の信託銀行が受託する単独受託

方式と、複数の信託銀行が共同で受託する共同受託方式 とがあ り、前者が一般的である。

共同受託方式は、次の場合 に適 している。すなわち、

(1)取 引関係その他で信託銀行 を一つに絞 りきれない とき

(2)信 託銀行 に募金取扱い窓口を委嘱する公益信託で、多 くの信託銀行に協力を求め

るとき

(3)機 会均等など行政上の配慮 を受けて、その地域の複数の信託銀行が受託に参加す

る とき

まちづ くり公益信託においても単独受託方式が多いが、共同受託方式をとるい くつか

の事例がある理由は、まちづ くり公益信託が上記のケースに適合 していることによるも

のである。

共同受託方式においては、代表受託者 として指定された信託銀行(幹 事信託銀行)が 、

共同受託協定書に基づ き、重要な信託事務を処理するとともに、共同受託者である他の

信託銀行 との連絡や調整を行う。また信託財産は、委託者 との協議により定められた比

率で各信託銀行が分割受託するとともに、幹事信託銀行は、事務運営負担などの調整の

ため、他の信託銀行から所定の割合で信託報酬の付替 を受けることになっている。

5.設 定趣旨及び信託 目的

信託法(大 正11年)に は、公益信託の目的として、 「祭祀、宗教、慈善、学術、技

芸其ノ他」が挙げられている。 しかし、法制定当時か らすでに約70年 も経過 してお り、

とくに近年の社会の変革、発展に伴い 「公益」についての認識や解釈も著 しく多様化 し
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てきている。まちづ くり公益信託の公益性 もまさにその多様化の一環 として社会 に認知

されたものといえる。

まちづ くり公益信託 における公益の範囲については、主務官庁 となる地方行政庁(都

道府県知事又は同教育委員会)や その所管する行政領域、中央省庁からの許可監督権限

の委任のあり方などによって、その具体的な解釈はさまざまである。例 えば、対象地域

の限定(最 低 どの程度の地域をカバーすべきか)や 助成対象の資格要件(特 定の公益的

対象を指定 して助成することの可否)な どについては、それぞれの主務官庁か ら各様の

判断が示される。これがまちづ くり公益信託の当初の設定趣旨や希望する事業内容など

か ら離れる場合が往 々にしてあるので、まちづ くり公益信託の実現に至るまでには、受

託者である信託銀行 を介 して、主務官庁 との綿密な意志疎通による調整 を行 う必要があ

る。

6.事 業内容

[資金助成型(直 接助成方式、間接助成方式)と 事業経営型]
一般 に

、公益活動には次のタイプがある。

(1)資 金助成型

i)直 接助成方式 資金 を助成対象に直接交付 して助成する方式

ii)間 接助成方式 資金 を助成事業を行 う他の公的団体に交付 し、助成対象 にはそ

の団体 を通 じて資金が給付される方式

(2)事 業経営型

自らが主体 となって事業 を経営する方式

そ して、公益信託はそのほとんどが資金助成型で直接助成方式であ り、まちづ くり公

益信託 もその例外ではない。その理由としては、受託者である信託銀行が資金の管理、

運用、配分(助 成)な どの機能を高度に備 えていることに加えて、直接助成方式 を是 と

する主務官庁の見解 一ー一公益信託は公益活動の主体 として自らが直接的な助成 を行 う

べきであ り、そうでなければ公益信託の設定に代えて助成すべ きその公的団体 に資金を

直接寄附すべ しとする一ー一か支配的であることなどによる。

しか し、間接助成方式については、その長所一ー一例えば、特殊かつ専門的な分野に

おいては、その分野にすぐれたノウハウをもち、かつ公益性の高い助成団体 に資金 を交

付 して助成 を委嘱する方がはるかに効率的であること、公益信託を設定 したい とする委

託者の希望 と直接寄附の効果を同時に実現で きることなど一ー一も捨て難いので、前向

きに検討 されて然 るべ きであろう。

事業経営型についていえば、これは財団法人に適 しており、公益信託 には適 していな

いとするのが通説である。その理由には、財団法人の特質一ー一独立 した法人格 をもち、

金銭をはじめ不動産など事業経営に適 した財産 と執行能力のある専門の事務局スタッフ

を保有 して、主体的な運営が可能であること一ー一が挙 げられている。

しか し、公益信託においても、その事業 に関する知識や経営技法が信託銀行に蓄積 さ

れ、活用で きるような場合や、信託銀行による実施が困難な事業の一部を他の専門的か

つ公益的な団体や機関に委託できる場合には、事業経営型による運営が可能である。
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そもそも、まちづ くり事業においては、資金の助成 と事業の実施の二つの側面が含ま

れてお り、これが相互に補完 し、又は相乗的に作用 して効果 を発揮するものである。ま

ちづ くり公益信託においても、特殊なケース(大 阪市平野区長原まちづ くり基金)で は

あるが、両類型の併存が実現 してお り、なお今後 も事例の増加が推測される。

7.信 託財産

信託財産については、信託法(第1条)に より、移転その他の処分が可能なすべての

財産権 と解 されているが、信託銀行が引受けることのできる信託財産は、信託業法(第

4条)に より、次のものに限定されている。

(1)金 銭

(2)有 価証券

(3)金 銭債権

(4)動 産

(5)土 地及其ノ定著物

(6)地 上権及土地ノ賃借権

公益信託 においても、理論上は上記の財産であれば信託財産 とすることができるが、

実際上は管理運用面にすぐれている 「金銭」の事例がほぼすべてであって、まちづ くり

公益信託の場合 もその例外ではない。

[不動産 と信託財産]

不動産を公益信託の信託財産 とすることについては、税制面(収 益財産として運用す

る場合 における課税上の問題)や 管理面(管 理のための多大な事務負担)な どから、信

託銀行の対処方針 も慎重である。

しかし、とくにまちづ くり公益信託において、地域の街並みを構成する重要な建造物、

景観の一部となる貴重な樹林などを末永 く保存するため、所有者がこれらの不動産の信

託 を受け、信託財産 として適切に管理 してゆくなど、不動産 を信託財産とする方式の実

現を今後期待 したい。

8.管 理運用

信託財産である金銭は、信託銀行により 「指定単独運用金銭信託」(指 定された運用

法法によって、他の信託金 と独立 して個別に、又は単独に運用する金銭信託)の 方式で

管理されるとともに、通常、その信託銀行の貸付信託などに運用(二 重信託)さ れ、有

利で安定 した収益の確保が図 られる。

[収益活用方式、元本取崩方式、事業資金寄附方式]

公益信託には、事業資金 を創出する方式 として、次の三つがある。

(1)収 益活用方式

元本を据置いて毎年度の運用収益 を事業資金に充当する方式であり、永続的な事業活

動が可能である反面、事業規模の維持のために多額の信託財産が必要である。さらに、

運用利率が低下 した場合には収益の減少により、また、長期的には貨幣価値の下落に基

づ く信託財産の実質的な零細化 により、それぞれ事業規模の縮減を迫 られる。これに対
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応 してゆくためには、追加信託又は寄附受入による信託財産の増額や、それまで据置い

ていた元本の一部取崩 しなどの方法をとることが多い。

(2)元 本取崩方式

元本 を毎年度 ほぼ一定額ずつ取崩 して事業資金に充てる、信託独特の方式である。信

託財産が比較的少額ですみ、かつ、事業資金の需要に応 じて取崩額の変更 もできる反面、

追加信託又は寄附受入により信託財産 を補充 しない限 り、その消滅 とともに公益信託は

終了する。

(3)事 業資金寄附方式

元本は据置 き、その運用収益に加え、毎年度追加信託又は寄附受入により得た金銭を

事業資金 に充てる方式である。追加信託などが保証されれば事業資金が確保できる反面、

事業規模の安定性 を重視する主務官庁 との事前協議(審 査)を クリアーす るためには、

追加信託などについての信頼性や具体性が重要なポイントとなる。

[基金型と募金型]

公益信託には、寄附受入 を前提 とするか否かによって次の二つの類型があ り、これは

まちづ くり公益信託においても同じである。

(1)基 金型

公益信託 としては一般的 なタイプであって、委託者からの追加信託は予想するものの、

第三者からの寄附受入は前提 としていない。(た だし、信託契約書 には、寄附があれば

受入れる旨の条項を予備的に挿入 している。)

(2)募 金型

信託財産の造成や事業資金の確保のため、寄附の受入を当初から前提 とするタイプで

あって、募金活動を積極的に行う。

9.信 託管理人

信託管理人(信 託法第8条)と は、不特定未存在の受益者がある場合に選任すること

ができ、受益者の利益 を守るとともに、受託者の職務執行を監督する機関である。公益

信託においては、主務官庁が信託管理人の設置 を引受許可の要件 としている。

信託管理人は、通常1名 で無報酬 とし、その公益信託の設定の趣旨を熟知 していて、

適正な判断力をもつ学識経験者の就任が適当であって、実際には、弁護士、公認会計士、

税理士などの公的資格の所有者が就任 している事例が多い。

また、まちづ くり公益信託のうち、行政指導型(地 方公共団体が委託者 となり、公金

を拠出 して設定するもの又は地方公共団体からの交付金を原資とし、団体など委託者と

なって設定するもの)の 場合においては、当該地方公共団対の役職者(又 は旧役職者)

が信託管理人に就任 している事例 もある。

なお、死亡又は辞任により信託管理人が欠けることとなったときは、信託銀行が、委

託者及び運営委員会の意見 を聴取の上、新たに信託管理人を補充 して主務官庁に報告 し、

又はその選任を主務官庁に請求することとされている。

[信託管理人の職務]

信託管理人の職務 として信託契約書に規程 される主なものは、次のとおりである。
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(1)受 託者に対 し同意又は承認を与える事項
・信託財産の元本の取崩 しに関する事項

・運営委員会委員の委嘱、補充及び解任に関する事項

・事業報告及び収支決算報告に関する事項

・借入に関する事項

・信託財産の固有財産化 に関する事項

・費用の支弁に関する事項

・信託の決算に関する事項

・信託の終了及び残余財産の寄附に関する事項

・信託終了時の最終計算書の作成に関する事項

・信託条項の変更に関する事項

(2)受 託者から報告を受ける事項
・事業計画及び収支予算に関する事項

・関連諸規程の制定及び改廃 に関する事項

・受託者の辞任に関する事項

10.運 営委員会

運営委員会 とは、信託銀行が公益信託の受託者 としての職務を公正、適正かつ円滑に

遂行するために設置する諮問機関であって、その公益活動の分野や事業に関する専門家、

学識経験者などをもって構成 する。運営委員会の設定及びその構成員については、公益

信託の事業運営の公益性を担保するものとして、主務官庁との事前協議(審 査)に 際し

ての重要な指導事項 とされている。

運営委員会の委員は、通常若干名(例 えば5名 以上9名 以内など)で 無報酬とし、任

期は2年(再 任可)が 普通である。また、委託者やこれと特別の関係にある者の委員へ

の就任 は妨げないものの、その合計数が委員現在数の3分 の1を 超えないこと(税 制優

遇公益信託 一特定及び認定特定公益信託一の場合はその就任は不可)と されている。

信託銀行は、公益信託の事業の実施に際 して運営委員会の議決 を遵守、尊重 しなけれ

ばならず、そのため、信託契約書に運営委員会に関する規定が置かれている。

運営委員会委員 について、死亡、辞任又は解任による欠員の補充や増員 をするときは、

信託銀行が信託管理人の同意を得て新たな委員を選任 し、これを主務官庁 に届け出るこ

ととされている。

[運営委員会の職務]

運営委員会の職務 として信託契約書に規定されるものは、次のとお りである。

(1)助 成対象の審査選考に関する事項

(2)事 業計画や収支予算その他事業の実施に係わる重要事項に対する同意承認又は助

言勧告 に関する事項

なお、事業の執行に関す る最終的な責任は、信託銀行にある。

11.作 業部会(調 査 部会)
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まちづ くり公益信託の場合、運営委員会に加えて、さらに作業部会又は調査部会 を設

置するケースがある。公益信託の事業運営における信託銀行 と運営委員会の関係につい

て考察 してみると、信託銀行は運営委員会に対する諮問者であると同時に運営委員会の

事務局的機能を持ち、この点で、両者は、相互 に垂直的な補完関係 にあるといえる。そ

して、とくにまちづ くり公益信託のごとく、事業分野が広汎で、事業内容が多岐かつ専

門的な場合には、両者の諮問に応 じて助言勧告 し、又は両者の実務面 を補佐する組織 を

設置することが有効であ り、この組織が作業部会(調 査部会)と いわれるものである。

作業部会(調 査部会)は 、まちづ くり事業に関する地方 自治体の担当者や実務精通者、

まちづ くり事業に参画 し又はその受益層 となる地域住民の団体の関係者、信託銀行の実

務担当者などで構成 され、その委員は運営委員会により選考、委嘱される。

作業部会(調 査部会)は 、運営委員会に付属 してこれで補佐 しつつ、信託銀行からの

協力要請にも応えるかたちで、次のような職務 を行 う。

(1)事 業の実施に係わる基礎調査及び意見具申

(2)資 料の作成、発足の告知及び資料の配布、助成対象候補条件の収集などに対する

協力

(3)運 営委員会での選考 を控 えての、助成 申込案件に関す る予備審査及び意見具申

(4)助 成対象に関する効果の事後測定及び結果報告

12.事 業の執行運営

信託銀行の担当支店がまちづ くり公益信託の事業運営上の事務局 となり、委託者事務

局(後 述)や 作業部会(前 述)な どの協力を得つつ、次の職務を行う。

(1)当 初事業
・助成の対象となる事業や活動を行っている団体などの基礎調査

・広報、申込などの資料の作成、まちづ くり公益信託の発足の告知及び前記団体な

どへの資料の配布

(2)経 常事業
・募集又は推薦による、助成対象候補案件の収集、運営委員会における選考のため

の予備調査及び書類整備、運営委員会の開催準備、当 日運営、議事録の作成など

・翌事業年度の事業計画、収支予算及び前事業年度の事業報告、収支決算の立案作

成、信託関係者への報告、諮問及び承認受、対主務官庁届出、折衝、官報への公

告 など
・寄附受入、信託財産の管理運用、助成金給付などの事務
・その他まちづ くり公益信託の事業の運営上必要 とされる事務

13.事 業年度

まちづ くり公益信託に限らず、公益信託の事業年度は、原則 として、会計年度(当 年

4月1日 から翌年3月31日 まで)と されるが、とくにやむを得ぬ事情があれば、それ

以外の年度設定 も認められる。
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14.解 除

公益信託は中途で解除することができず、まちづ くり公益信託 もその例外ではない。

信託の解除について、信託法は、委託者が信託利益の全部 を享受する場合における、委

託者又はその相続人か らの解除権(第57条)と 、同 じ場合において、やむを得ない理

由による受益者又は利害関係人の請求に基づ く裁判所の解除命令権(第58条)を 認め

つつ、なお、これらにかかわらず、信託行為に別段の定めるときはこれに従 う(第59

条)と 規定 している。

公益信託についてこれを検討すると、まず、前段については、該当 しない。すなわち、

公益編託の受益対象は委託者でなく社会公共であり、信託財産は公益信託の設定と同時

に委託者の手 を離れ、社会公共の財産に属すると考えられるからである。次に、後段に

ついては、公益信託の事業の確実かつ永続的な実施を保証するため、信託行為(信 託契

約書)に 解除不能の条項を設けるよう主務官庁から指導が行われているので、公益信託

は解除できないことになっている。

15.終 了

信託は、終了原因の成立 とともに終了す る。終了原因としては、次の事項が挙げられ

る。

(1)信 託行為 をもって定める事由の発生(信 託法第56条)

(2)信 託 目的の達成又は達成不能(同 上)

(3)信 託の解除に相当したとして終了する場合

公益信託の場合には、(1)及 び(2)を 終了原因 とし((3)は 前述のとお り該当しな

い)、 これに関する条項を信託行為(信 託契約書)の 中に設けて対処 してお り、まちづ

くり公益信託においても同じである。

とくに(1)に ついては、 「信託財産が消滅 したとき」 としているが、これは、一方で、

公益活動の継続実施 を前提 としつつ、他方で元本取崩 しによる有期終了が可能という効

果が得 られるもので、これにより、公益信託は次のような特色を備 えることになる。

(1)小 規模な基金の引受けや限られた期間(例 えば10年 間)で の助成に適 した、元

本取崩方式の採用が可能になること

(2)収 益活用方式においても、将来、信託財産の実質価値の下落により運営収益のみ

では事業の実施が困難となった場合、これを途中か ら元本取崩方式に変更するこ

とにより、休眠化の事態を回避できること

16.残 余財産の帰属

公益信託の終了時に残余財産がある場合、信託法では、その帰属権利者がないときは、

類似の目的の信託への継続命令権 を主務官庁に認めている(第73条)。 これは、いわ

ゆる 「シプレー原則」(予 定された方法 による財産処理の実行が不能又は不:適当な場合

において、 これとできるだけ近似 した合法的かつ妥当な方法 により実行すること)に 基

づ くものである。

公益信託の信託行為(信 託契約書)で は、残余財産について次の条項を設けて予めそ
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の帰属権利者を定めており、上記の趣旨はその中にも生かされている。

(1)国 又は地方公共団体への寄附

(2)類 似の目的 を有する公益信託への寄附

(3)類 似の目的を有する公益法人への寄附

上記のうち(1)又 は(2)は 、税制上の優遇措置のある公益信託(特 定公益信託)の

要件の一つであ り、(3)に ついては、その他の公益信託の場合にのみ選択的に記載する

ことが可能である。

17.信 託報酬

信託法では、営業 としての信託の引受 けを行う場合、又は信託行為に収受について特

約がある場合に、信託報酬の収受を可とする規定(第35条)が あり、これにより、公

益信託においても、信託銀行が信託報酬 を収受することが可能である。

まちづ くり公益信託に限らず、公益信託の信託報酬は、信託事務運営上の事務量、信

託財産の金額などを勘案 し、委託者 と信託銀行 との協議により策定されるが、社会公益

を受益対象 とする公益信託の特質上、主務官庁の重要な指導事項となっている。

そ して、現在 の標準的な信託報酬の定め方及びその割合は、次のとおりである。

(1)信 託財産残高(そ の事業年度の各月末現在の残高の平均)に 対 して年1000分 の15

(2)信 託財産が受託者である信託銀行の信託などに運用されている場合には、その部

分の残高に対 して年1000分 の5(い わゆる 「二重信託」の部分についての信託報酬の重複

適用を避けるための措置であって、ほとんどの公益信託がこれに該当している。)

信託報酬は、毎事業年度及び信託終了時又は信託銀行 としての任務の終了時に、信託

財産のなかから差引 くかたちで、信託銀行に支払われる。

18.費 用

公益信託における費用は、信託事務の処理の上で実費補償的な性格をもち、信託報

酬とは区別 して、毎事業年度にわた り、信託財産のなかから支払われる。

公益信託においては、信託行為(信 託契約書)に 費用 に関する条項を設けてその項目

を次のとお り列挙 しており、これは、まちづ くり公益信託も同じである。

(1)運 営委員会の開催 に係 わる費用(会 場費、食事費 など)

(2)信 託管理人及び運営委員会委員に対 して支払 う費用(職 務執行のための費用)

(3)公 告費(事 業概況などの官報への掲載費)

(4)租 税公課

(5)送 金手数料、運送費、交通費、通信費、印刷費など

(6)そ の他信託管理人の承認を得た費用

19.発 足希望時期

まちづ くり公益信託は、一般の公益信託 と同 じく、その企画設計から、発足に至るま

で、最短でも約半年を要するのが普通である。これを段階別 に分析すると

(1)提 唱、企画設計、関係者意見調整段階 約2ヶ 月
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(2)対 主務官庁事前協議(審 査)段 階 約3ケ 月

(3)正 式 申請、引受許可取得、発足段階 約1ケ 月

さらに、税制措置の適用を受ける特定公益信託 とする場合は、所管中央省庁を経由し

て大蔵省(主 税局)と の協議を要するため、約3～6ケ 月の期間が上記に加わることに

なる。

20.税 制措置

税制は、法理面や実務面 とは別の立場から、公益信託を次のとお り分類 し、それへの

拠出金に対する課税 を定めている。(そ の詳細 については[資 料4]を 参照)

認定特定公劃言託一 一 警 手誓謂麟 人
とみなして取扱特定公益信託

公益信託 その他一ー 一般寄附金とみなして取扱

その他(一 般公益信託と略称)

(受益者:不 特定不存在)

___委 託者が財産を所有す
るものとみなして取扱

特定公益信託 とは、信託銀行が引受ける公益信託で、信託行為(信 託契約書)に おい

て、信託終了時の信託財産が委託者に帰属 しないことその他税法で定める要件(信 託事

務要件)を 満たすことにつ き、主務大臣(主 務官庁である中央省庁または地方行政庁)

が大蔵大臣と協議(主 務官庁が地方行政庁の場合は、公益信託の事業を所管する中央省

庁を経由)し て証明 しものをいう。

認定特定公益信託 とは、前記の特定公益信託のうち、その目的が公益の増進に著 しく

寄与するもの として税法で定める要件(目 的事業要件)に 該当することにつき、前記と

同じ方法 により認定したもの(認 定日の翌 日から、5年 を経過 していない もの)を いう。

そして、それ以外の公益信託は、実務上、一般公益信託 と略称 している。

特定公益信託に対する拠出金については、みな し寄附金 として、法人税では一般寄附

金損金算入限度額の枠内での損金算入が認められる。

認定特定公益信託の場合 には、みなし特定寄附金 として、法人税では前記限度額 とは

別枠で、かつ同額までを限度 とする優遇枠内での損金算入が認められ、所得税では寄付

金控除の適用があるほか、相続税では、課税価格計算基礎不算入の優遇措置がある。
一般公益信託の場合には、前二者のような優遇措置の適用はない。

また、公益信託の信託財産の信託財産につ き生 じる所得(運 用収益)は 、非課税 とさ

れている。

まちづ くり公益信託については、特定公益信託 としての証明を取得することは可能で

あるが、認定特定公益信託 としての認定は、現在のところ受けられない。それは、まち

づ くり公益信託の目的や事業一一一都市や地域における公共の空間の美化保金、公共の

施設の整備充実、住民のまちづ くり活動などの対する助成一ー一が、税法に定める目的

事業要件 にまだ加えられていないためであ り、まちづ くり公益信託の今後の発展のため

には、税制の改正による優遇措置の拡大が是非 とも必要である。

一68一



第5章 まちづ くり公益信託の方法

IV設 定 の方法

ここでは、まちづ くり公益信託の設定のプロセスを、順 を追って説明する。主 として

これを担当 し、又はこれにかかわる関係者は、各ステップに応 じ、次の とおりである。

①提唱者(推 進母体)

②設定準備会

③委託者

④信託銀行

⑤主務官庁

⑥信託管理人及び運営委員会委員の各候補

ステップ1.企 画の提唱、主導と設定構想の策定

(1)企 画の提唱、主導

まちづ くり公益信託は、まず、その地域の特性 を生か したまちづ くりの構想のもと、

提唱者が公益信託の設定を発議、提唱 し、企画立案に着手することから始まる。

まちづ くり公益信託は、その推進母体により次の二つの型に大別 される。

[住民(民 間)主 導型]

地域住民や民間(団 体 ・法人、企業など)が 構二想(ア イデアなど)を 策定 し、資金 を

拠出 して設定するもので、地域住民の広汎な参加により、運営に当たって自主性、ノウ

ハウ、活力などの結集が期待できる反面、資金 を寄付金などに依存することが多いため、

助成事業の規模 と永続性を保証する資金の確保(実 質的価値の維持のための基金の増額

など)に 懸念がある。

そのため行政支援(行 政が補助金や広報などの面でこれを支援するもの)と の組み合

わせが有効であるが、一方で、その結果として事業運営に課せられる行政からの制約 も

想定 しなければならない。

[行政主導型]

地域の行政主体である地方自治体が構想 を策定 し、公金を支出して設定するもので、

資金は予算への計上により確保されるのでまず問題はないが、反面、行政の特質上、助

成がとか く総花的になったり、行政の意向を優先するあまり、地域住民の要望に沿 った

事業運営が行われにくいなどの懸念がある。

(2)設 定構想の策定

イ 地域特性の重視

まちづ くり公益信託の設定に当たっては、まず、その目的や事業内容などの構想 を策

定する必要があるが、その際、最も重要なことは、これらがその地域の特性に適合 した

ものでなければならないということである。

ここでい う地域の特性 とは、その地域の生活、文化、風土、歴史、社会、経済、産業

など、住民の居住 ・生活環境に大きな影響力をもつ要素をいい、その地域の独自性 を構・

成するものである。
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ロ 構想の内容

設定構想のなかで重要な事項は、信託目的、事業内容(助 成事業の分野、対象など)、

信託財産(当 初資金の額、調達方法など)、 設定予定時期などである。

すでに述べたとお り、まちづ くり公益信託の事業内容 は、その助成事業の分野や対象

により、次の三つに大別される。

① もの中心のハー ド面のまちづ くり(建 設省所管 主務官庁:都 道府県知事)
"公共の空間(公 園 ・道路 ・河川等)の 環境美化 ・保全、公共の施設の整備充実など

の助成

③人の活動中心のソフ ト面のまちづ くり(自 治省所管 主務官庁:都 道府県知事)

地域振興、 コミュニティづ くり、市民社会奉仕活動、市民国際交流活動などの助成

④市民の社会教育 ・中心のまちづ くり(文 部省所管 主務官庁:都 道府県教育委員会)

文化教育活動、体育スポーツ活動、文化財や芸能の保存 ・伝承活動などの助成

いうまで もな く、まちづ くり事業の多 くは、これ らの類型に特定されることな く、こ

れらの類型を総合 した幅の広い内容 をもって展 開されるものであるが、まちづ くり公益

信託の事業内容 として構成する場合は、

i)主 たる事業 としていずれの類型をとるか

ii)従 たる事業 として、他の類型をとるか否か

について決定 しておかなければならない。けだし、主たる事業内容 として、選択する

類型により、まちづ くり公益信託を所管する中央省庁及びその権限の委任を受けて主務

官庁 となる地方行政庁が確定するか らである。

ハ 信託銀行の選定

提唱者は、まちづ くり公益信託の構想を具体化するための企画立案について協議すべ

く、受託者 となる信託銀行 を選定する。

信託銀行の選定に当たっては、まちづ くり公益信託に係わる受託熱意、企画設計能力、

受託運営実績、地域社会への貢献度などを検討 して内定の上、受託 を要請するのが妥当

である。

ステップ2.設 定準備会の組成 と企画立案への意見調整

(1)設 定準備会の組成

提唱者は、まちづ くり公益信託の設定構想を具体化するための企画立案を信託銀行に

委嘱 し、信託銀行 と意見調整を行 う。信託銀行 との協議及び意見調整については、提唱

者が直接行 う方式 と、設定準備会を組織 してこれにより行 う方式があるが、ここでは後

者の方式について説明する。

設定準備会は、提唱者から委嘱されたメンバーにより組織 され、提唱者や賛同者 ・協

力者、地域住民(受 益層)の 代表、学識経験者などにより構成 されるとともに、これに

信託銀行の担当者 もオブザーバーとして加わる。

また、設定準備会は、まちづ くり公益信託の発足後 は解散するが、そのメンバーには、

委託者事務局への参加又は信託管理人、運営委員会委員、作業部会委員などへの就任 を

委嘱するのが望ま しい。
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(2)企 画立案への意見調整

設定準備会は、設定者(委 託者)の 母体 として、会議を継続的に開催 し、信託銀行と

の協議及び意見調整 を行って、決定事項 を確認する。信託銀行は、 これに基づいてまち

づ くり公益信託の企画立案 を進め、後に述べる公益信託要項の策定に結び付ける。

ステップ3.公 益信託要項(案)の 策定 と主務官庁への事前打診

(1)公 益信託要項(案)の 策定

まちづ くり公益信託に係 る企画立案は、設定準備会における協議結果に基づき、信託

銀行により、公益信託要項(案)と してまとめ られる。公益信託要項(案)は 、すでに

述べた公益信託の構成に関する諸項目ごとにまちづ くり公益信託の内容 となる基本的事

項を簡記 したもの[資 料5]で 、以降は、対主務官庁事前打診のほか、信託契約書(案)

の作成(ス ッテプ4)、 発足時パブリシティ(ス ッテプ10)な どの各段階において、

基礎資料 として活用する。

(2)主 務官庁への事前打診

信託銀行は、主務官庁に公益信託要項(案)を 提出し、説明するとともに、主務官庁

としてどの ように対処するか、その意向を打診する。主務官庁からは、この段階で積極

的に対応するか否かの方針がある程度明示 され、積極方針の場合には、さらに詳細な質

疑応答や具体的な修正指導がある。

[主務官庁の権限]

信託法は、主務官庁に、公益信託を監督 し(第67条)、 また、その引受けを許可す

る(第68条)権 限を与えてお り、公益信託においては、これが信託行為の効力発生の

要件 ともなる。

主務官庁にこれらの権限が付与されている根拠 としては、公益信託 と行政の間の目的

の共通性や事業の類似性 、公益信託の受益対象が社会公共であることによる影響の重大

性、同じく受益対象が不特定多数であることによる受託者に対するチェックの不能など

が挙げられる。

主務官庁は、公益信託の引受けの許可及び監督に関して幅広い裁量権 をもち、自らの

所管に属する公益信託について、 「引受けの許可及び監督に関する府省令や規程、規則

など」 を制定 してその手続 きを定めるとともに、審査の基準となる事務取扱要領、通達

などを内部に備え、事前打診や事前協議に対処 している。

ステップ4.人 事の策定 と申請原案の作成

(1)信 託管理人及び運営委員会委員の候補者の人選

まちづ くり公益信託の設定 を是 とする主務官庁の方針を確認 し、修正指導があった場

合にこれについての諾否など、主務官庁 との意見調整が終わった段階で、設定準備会と

信託銀行は、信託管理人 と運営委員会委員 を委嘱すべ き適任者について協議 し、候補者

の人選を行 う。

人選に当たっては、その後の主務官庁 との事前の協議(審 査)に おいて変更などの指

導を受けることもあ り得るので、主務官庁の了承 を得るまでは、あ くまで内定 にとどめ

てお くのが無難である。
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(2)申 請原案の作成

この段階で、信託銀行は、主務官庁 との意見調整を経 てほぼ確定 した公益信託要項に

基づき、申請原案を作成 し、設定準備会 に提出 して協議する。

申請原案は、以降の主務官庁 との事前協議(審 査)に おける叩 き台となるとともに、

内認可取得後、正式申請への切換えの際の基礎書類 ともなる。

申請原案の構成は、主務官庁によって異なるが、およそ次のとお りである[資 料6]

[信託契約書]

信託銀行が信託契約を締結する場合には、書面によることを要するとともに、記載す

べ き事項が定められ、委託者 と信託銀行の代表者が署名又は記名捺印することになって

いる。これが信託契約書であって、申請原案における最も重要な書類の一つとして、主

務官庁 との事前協議では、逐条審査の対象になる。

公益信託の信託契約書の構成 を例示すれば、およそ次のとお りである[資 料7]

[助成規程]

助成規程(又 は事業実施規程)は 、公益信託の信託契約書に記述された事業について、

その実務上の取扱を具体的に定めたもので、事業の対象や助成金額の例示、候補案件の

収集や審査選考の手続き、助成方法、申込書の様式などを内容 としている。

とくに、まちづ くり公益信託においては、規程の本文に附属する資料である 「事業内

容例示一覧表」が重要である。すなわち、まちづ くりという表現で総括される広範囲な

事業分野や助成対象をより具体的に例示するとともに、受給団体の資格要件や助成金の

基準額などを明示することは、事業の適正円滑な遂行上是非 とも必要である。主務官庁

も、事前協議(審 査)の 際 には、公益信託の事業を判断する資料としてこれを重視 して

いる。

まちづ くり公益信託 における事業内容例示一覧表の例 を次に掲げる。
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図表5-5ま ちづ くり公益信託 における事業内容例示

イ.公共空間の環境美化保全助成事業

申請者(事 業又は活動の主体)

①地方自治体 ②法人又は団体 ③個人又はそのグループ

ただ し、②③ にあっては、営利を目的とする事業又は活動を行わないものであること

対象

道路、河川、池、公共緑地、公園、

広場 公共施設周辺地 生垣 敷地内など

史跡、文化財、伝統的街並、建物など

資金の助成又は費用の負担を行う事業又は活動

緑化保全、環境美化、清掃など

保全、修復、公開など

ロ.公共施設の整備充実助成事業

申請者(事 業又は活動の主体)

①地方自治体 ②法人又は団体でイのただ し書に該当するもの

対象

道路 、橋梁、河川、池、公 共緑地 な ど

公園、広場、公共施設周辺地など

学校、区民会館、地区会館、公民館、

集会所、図書館、資料館、体育館など

資金の助成又は費用の負担を行う事業又は活動

街灯、 ガー ドレール、舗装 、標 識、ス トリー ト

フ ァニチ ュアな どの設置又 は維持管理

樹木、花壇、ベンチ、遊具、噴水、水飲み場、

時計台、彫刻などの設置又は維持管理

設備、器具、機器 、用 具、什器 、備 品、 図書、

資料 などの購入又 は維持管 理

上記対象の築造、造成及び事業の計画、保全等に要する費用

資金助成に代えて、上記設備、物品などを設置又は購入の上、地方 自治体などに寄付す

ることができる
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ハ .まちづ くり活動助成事業

申請者(事 業又は活動の主体)

①地方自治体 ②法人又は団体 ③個人又はそのグループ

ただ し、②③にあっては、営利 を目的 とする事業又は活動 を行わないものであること

資金の助成又は費用の負担を行う事業又は活動

区民祭、文化祭、運動会、展示会、展覧会、発表会、町内各種催事など

社会奉仕、ボランティア活動(含 指導者研修)

青少年健全育成活動、老人会、婦人会活動(含 指導者研修)

伝統技術、伝統芸能などの保持や後継者の育成

国際交流活動その他の活動

二.地区会館の管理運営助成事業

申請者(事 業又は活動の主体)

ロの申請者の資格に同じ

対象

OO地 区会館の

管理及び運営

資金の助成又は費用の負担を行う事業又は活動

建物、設備の更新及び修理、電気、ガス、上下水道の使用、什器、

備 品、消耗品等の購入など

管理運営のための要員の雇用、要員の福利厚生、関係者の派遣、

出張、会議、会合の開催など

通信及び運搬、保険の付保、事務の外部委託など

租税公課など

ホ.地区会館の建設資金助成事業

申請者(事 業又は活動の主体)

ロの申請者の資格に同 じ

対象

○○地区会館の

建設

資金の助成又は費用の負担を行う事業又は活動

調査及び企画設計、本体及び付属施設の建設、

周辺地の整備、植栽など
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へ .その他 の事業

申請者(事 業又は活動の主体)

ロの申請者の資格に同 じ

資金の助成又は費用の援助の対象となる事業又は活動

まちづ くりに関す る広報 、調査 、研修 、講演 会な ど

ステップ.5申 請原案の主務官庁への提出と事前協議(審 査)

(1)申 請原案の主務官庁への提出と説明

申請原案は、設定準備会 との意見調整 を終えたのち、信託銀行により主務官庁に提出

され、説明される。主務官庁 との事前協議(審 査)は ここか らはじまる。

これに先立ち、設定準備会は、信託銀行 に対 し、事前協議(審 査)に おける対応の弾

力的委任一基本的かつ重要な事項を除いては、その都度持ち帰 って相談せずに、信託銀

行の判断で対応 してよい旨一を行 ってお く。

(2)主 務官庁の事前協議(審 査)

事前協議(審 査)は 、設定趣意書の表現の検討、信託契約書(案)及 び助成規程(案)

の各条項にわたる逐条検討、信託管理人及び運営委員会委員の適格性のチェック、事業

計画書及び収支予算書の分析など広い範囲に亘 るもので、その間、詳細な説明や質疑応

答、意見交換などが行われる。

基本的な事項については、すでにステップ.4の 段階で、主務官庁 と信託銀行との間

で大筋が確認 されているので大 きな変更はないが、その他の事項については、事前協議

(審査)の 都度、主務官庁から細部について表現や内容を修正するよう指示、指導があ

るのが普通である。

このうち、付随的かつ軽微な事項については、信託銀行 により即時に対応されるが、

基本的かつ重要な事項については、持ち帰った上、設定準備会の意向を聴取 して、その

諾否が後 日回答 される。

ステップ.6必 要書類の準備及び信託予定財産の手配

(1)必 要書類の準備

主務官庁 との事前協議(審 査)と 平行 して、信託銀行 により、委託者、受託者(信 託

銀行)、 信託管理人及び運営委員会委員に関する必要書類の準備が行 われる。これは、

後 日、正式申請書に添付を要する書類であり、準備 は、信託銀行が関係者に対 して直接

に、又は設定準備会に委嘱の上その協力を得て行われる。

団体又は法人を委託者 とするまちづ くり公益信託を想定 した必要書類 を例示すれば、

次のとおりとなる。

イ.委 託者 1(団 体の場合)規 約(法 人の場合)定 款又は寄附行書2通

2(法 人の場合)登 記簿謄本2通

3委 員会、理事会等の名簿2通
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ロ.信 託銀行

4公 益信託の設定を議決 した委員会、理事会等の議事録の写2通

5代 表者の印鑑証明書

1定 款2通

2登 記簿謄本2通

3業 務の種類及び方法書2通

4代 表者の印鑑証明書2通

ハ.信 託管理人及び運営委員会委員

1略 歴書2通

2就 任承諾書2通

3印 鑑証明書2通

(2)信 託予定財産の手配

委託者 は、当初信託財産として予定 している資金 を準備 し、これを、受託者である信

託銀行又は他の金融機関に預託する。との資金に対応する残高証明書は、 「信託財産 と

なるべきものの権利及び価格を証する書類」 として後 日正式申請書に添付 され、また、

当初信託財産は、信託契約時にこの資金のなかから公益信託に振替えられる。

ステップ.7許 可の内示及び正式申請書の作成と提出

(1)許 可の内示

主務官庁 との事前協議(審 査)に おいて、その手続きが一段落すると、主務官庁の内

部稟議で引受け許可が決裁 され、信託銀行 に内示される。信託銀行は、これを受けて、

設定準備会にこの旨を報告する。

(2)正 式申請書の作成 と提出

信託銀行は、許可の内示があったのち、直ちに正式申請書の作成 に着手す る。正式申

請書 は、主務官庁 との事前協議(審 査)を 経て最終的に確定 した申請原案を遵主して作

成され、信託銀行の代表者印が調印されて、主務官庁に2部 提出される。

ステップ.8引 受許可書の受領、信託契約の締結及び信託財産の移転

(1)引 受許可書の受領

正式申請書 を提出後、通常2～3週 間後に、主務官庁から引受許可書(税 制優遇公益

信託について同時に申請したときは、その証明書又は認定書 を含む)を 交付する旨信託

銀行 に通知があ り、信託銀行は、委託者又は設定準備会関係者 と同行の上、これを受領

する。

(2)信 託契約の締結及び信託財産の移転

信託契約書は、事前に信託銀行により用意 される。引受許可書の日付の日(引 受許可

日)以 降は、信託契約の締結が可能となるので、委託者 と信託銀行は、即日又はなるべ

く早期に信託契約書に記名捺印の上、資金の信託財産への移転を行う。これにより、ま

ちづ くり公益信託は正式に発足する。

(3)事 後手続

発足後の事務手続 として、信託銀行は、 「信託財産移転完了報告書」(信 託財産受領

証の写、信託契約書の写、及び信託財産の残高証明書を添付)を 主務官庁に提出すると

ともに、 「信託 に関する受益者別(委 託者別)調 書」を所轄税務署に提出する。
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ステップ.9信 託関係者への報告並びに広報及びパブリシティ

(1)信 託関係者への報告

信託銀行から、信託関係者(委 託者、設定準備会、信託管理人、運営委員会委員など)

に対 して挨拶状が出状され、まちづ くり公益信託の発足が報告 される。

(2)広 報及びパブリシティ ・

まちづ くり公益信託は、その特質上地域社会の生活 に密接に関連することから、その

発足は、住民にとって大 きなニュースヴァリューをもつ。そのため、委託者又は設定準

備会 と信託銀行は、主務官庁の了承を得た上で、地域の新聞や放送(TV、 ラジオ)な

どに対 して、まちづ くり公益信託の発足についてのニュース リリースを提供 し、パブリ

シティを企画する。

このパブリシティには、次のような効果が期待 される。

①まちづ くり公益信託を設定 したことが、地域社会か ら高い評価をもって迎えられる

こと

②助成希望団対などに対するまちづ くり公益信託の内容の告知に役立つこと

③募金型のまちづ くり公益信託にあっては、募金活動を展開する上で、有力な手段 と

なること

④公益信託制度その ものに対する一般の理解が深まることなど

V運 営の方法

ここでは、まちづ くり公益信託の運営の方法(信 託事務の処理)を 説明する。運営は、

基本的には受託者である信託銀行の責務であり、信託事務の処理は、その担当店が行う。

これにかかわる関係者は、次のとお りである。

1委 託者

2委 託者事務局

3信 託管理人並びに運営委員会及び作業部会(調 査部会)

4主 務官庁

5助 成対象団体など

なお、信託事務は、必ず しも下記の順 を追って処理されるものではな く、毎事業年度

定期的に、かつ、相互に関係 して行われるものや、事態発生時又は運営の終了時に行わ

れるものがあることを付記 してお く。

1.発 足披露信託関係者会議(兼 第1回 運営委員会)の 開催

信託銀行及び設定準備会 は、発足後できるだけ早期に、まちづ くり公益信託の設定に

かかわった関係者 を招いて、信託関係者会議を開催する。

ここでは、まちづ くり公益信託の委託者の挨拶、発足までの協力に対する信託銀行か

らの謝意の表明、信託銀行 による設定趣旨、発足経緯、事業内容などの説明及び今後の
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運営に対する協力の要請などが行われる。信託関係者が一堂に会することにより、相互

に面識を深め、意思の疎通を図ることができるので、今後のまちづ くり公益信託におけ

るこの会議の意義は、極めて大きい。

また、この会議と同時に、信託銀行は、第1回 の運営委員会を開催することが多い。

この運営委員会では、運営委員長の選出、 まちづ くり公益信託の運営に関する基本方針

や当面の事業計画などに対する助言勧告、作業部会(調 査部会)を 設置する場合はその

委員の選考などが行われる。

2.委 託者事務局の設置 と設立準備会の発展的解消

(1)委 託者事務局の設置

まちづ くり公益信託のような、地域住民の生活に直結 した幅広い事業を行 う公益信託

にあっては、運営段階において、委託者事務局 を設置するのがよい。

委託者事務局は、委託者及びまちづ くり公益信託の趣旨に賛同してその事業にボラン

ティア的に参加す る協力者をもって構成 し、次のような役割 を果たす ものである。すな

わち、

① まちづ くり公益信託の委託者として、信託銀行 との間の意志疎通を緊密に保つ とと

もに、その要請を受けて、事業の実施 に側面から協力する。

②発足後のまちづ くり公益信託の広報やパブリシティ活動を主体的に行 う。

③募金型のまちづ くり公益信託の場合、基金の造成や事業資金の調達のための募金活

動を主体的に行 う。

(2)設 定準備会の発展的解消

設定準備会は、まちづ くり公益信託の設定によりその役割を終え、発足ともに解散す

る。そして、設定準備会のメンバーには、運営委員会の委員(す でに就任)、 作業部会

(調査部会)の 委員、委託者事務局のスタッフなどへの就任を委嘱 し、引き続 きまちづ

くり公益信託の運営 に協力願うのが望ましい。

3.広 報資料の作成、配付 と助成対象候補案件の収集

(1)広 報資料の作成、配付

信託銀行は、作業部会(調 査部会)及 び委託者事務局の意見 を聴取 して、まちづ くり

公益信託の設定趣 旨、事業内容、助成要項などを記載 した広報資料(リ ーフレッ トなど)

を立案 し、運営委員会に諮って決定の上、これを作成する。

広報資料は、パブリシティを委嘱するために、地域の新聞や放送などの媒体に送付さ

れるほか、まちづ くり公益信託の照会窓口 となる委託者事務局、信託銀行の担当店、地

方自治体の関係窓口などに常備され、これを希望する団体などに配付 される。

(2)助 成対象候補案件の収集

まちづ くり公益信託の助成対象の候補 となる案件 は、信託銀行が収集する。その方法

については、信託銀行が、作業部会(調 査部会)の 意見 を聴取の上、運営委員会 に付議

して決定するが、これを例示すれば、次の とおりとなる。

①募集 ・地域の新聞、公報などへの募集要項の掲載や放送(TV、 ラジオ)に よる
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案内
・地方自治体の関係窓口や信託銀行の店頭への募集要項(ポ スター)の 掲示

・助成対象の候補となる団体 などへの募集要項の送付など

②推薦 ・運営委員会の議を経て委嘱 した推薦委員(原 則毎年交代)へ の推薦 の依頼

なお、収集に当たっては、公益信託としての公益性に鑑み、信託契約の定める範囲内

で、機会均等や門戸解放を原則 とし、意図的に特定の対象や地域に偏ることがあっては

ならない。

4.助 成の申込みと作業部会(調 査部会)に よる予備調査

(1)助 成の申込み

まちづ くり公益信託の助成 を希望する団体などは、申請書(助 成規程所定)及 び関係

書類一当該団体などの活動状況、助成金について、これを必要とする理由、希望する金

額及び時期、助成金の使途などを記載一を信託銀行に提出する。

(2)作 業部会(調 査部会)に よる予備調査

信託銀行は、提出された申請書などをチェックするとともに、これらについての調査

と確認を作業部会(調 査部会)に 帰属する。これは助成対象の審査選考の際の資料 とす

るためであ り、調査 と確認の結果は、信託銀行を経由して、運営委員会に提出される。

5.運 営委員会による審査選考 と助成の実施

(1)運 営委員会による審査選考

信託銀行は、助成対象の審査選考のための運営委員会の開催 について運営委員長 と協

議 し、会議の日時、場所、議案などを決定の上、運営委員 に案内状 を発送する。当 日の

運営委員会は、信託銀行が事務局 となり、信託契約書の該当条項の規定に従って運営さ

れるが、その大要は、次のとお りである。

すなわち、まず、定足数 と会議成立の確認、運営委員長の議長就任、議事録署名人の

選任などの手続 きが行われ、続いて助成対象の審査選考に入 り、前記の申請書その他の

書類及び予備調査資料 に基づき、その事業年度の事業計画及び収支予算の範囲内で助成

対象、助成金額、助成時期 などが審議 され、その結果が信託銀行に示される。そ して、

議事録の作成が信託銀行に委嘱されて会議が終わる。

(2)助 成の実施

信託銀行は、運営委員会の指示に基づ き、まちづ くり公益信託のその事業年度 におけ

る助成 を決定 し、その結果、申請団体などに通知するとともに、地域の新聞や放送(T

V、 ラジオ)に これを公表 して、パブリシティを依頼する。

また、助成金は、銀行などの口座への振込その他の方法により、信託銀行から、助成

対象 となった団体などに交付される。

助成金の使用状況や助成の効果については、一定期 間経過後、団体などから信託銀行

に報告されるほか、信託銀行からの委嘱を受けて、作業部会(調 査部会)が これらの調

査や確認 を行 う場合 もある。
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6.基 金の管理運用 と募金

(1)基 金の管理運用

すでに述べたとお り、まちづ くり公益信託の基金は、信託財産として、信託契約書に

定められた方法により、信託銀行が管理運用する。まちづ くり公益信託の決算は、毎事

業年度1回 、信託銀行により行われ、収入面では運用収益、追加信託金、受入寄付金な

どが、また、支出面では、事業資金、費用及び信託報酬がそれぞれ計算される。

(2)募 金

募金型のまちづ くり公益信託においては、募金活動をどのように展開するかが重要な

課題である。募金活動 は委託者事務局が中心とな り、受託者である信託銀行 と協議 して

企画で推進する。信託銀行は、募金取扱窓口としてこれに協力するほか、委託者事務局

の要請 を受けて、地域の他の金融機関も窓口に加わることがある。

募金活動の成否を左右す る重要な要件は、寄附金 に対する税制措置であり、これにつ

いてはすでに述べた。(1皿 まちづ くり公益信託20税 制措置参照)

以下において、試みに募金活動のシステムを図表5-6に 図示 して、参考に供 したい。

7.事 業の計画及び報告に関する書類の作成など

(1)事 業計画書及び収支予算書の作成 と主務官庁への提出

信託銀行は、毎事業年度開始前に、委託者事務局及び作業部会(調 査部会)の 意見 を

聴取の上、その事業年度の事業計画書 と収支予算書 を立案作成 し、運営委員会に諮問 し

て決定する。そして、これらの書類は、同じく年度開始前に、信託銀行により主務官庁

に提出され、あわせて、信託管理人にも報告される。

(2)事 業報告書、収支予算書及び財産 目録の作成 と主務官庁への提出

信託銀行は、毎事業年度終了後に、その事業年度にかかわる事業報告書、収支決算書

及び財産目録を作成 し、信託管理人の承認を得た上、同じく年度終了後3ヶ 月以内に、

主務官庁に提出する。そ して、これらの書類は、信託銀行により、運営委員会及び作業

部会(調 査部会)に 報告される。

(3)事 業の概要な どの官報への公告

信託銀行は、事業報告書及び収支決算書を主務官庁に提出 した後、事業の概要や信託

財産の状況などを官報に公告する。

8.重 要事項についての報告、協議、届出、折衝、申請など

(1)信 託関係者に対する報告、協議

まちづ くり公益信託の運営及び事業の実施の上で重要な事項が生 じたときは、信託銀

行は、委託者をは じめ信託管理人や運営委員会に報告するとともにその対応 について協

議し、さらに特に必要と認める場合には、主務官庁にも報告 して、その意見を聴取する。
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図表5-6募 金活動の シス テム

[寄付方式]

地場有力企業

県外に本社があり
地場に営業所があ
る企業

ロータリークラブ

ライオンズクラブ

婦人団体 など

商店会

旅館 、ホテル、

娯楽施設など

その他

募金趣意書
寄付依頼額
申込用紙

O
O
県
知
事

O
O
市
長

O

O

商

工

会

議
所

な

ど

【広告方式]

募金の』帽

地元新聞社

地元放送会社

会報発行

スラ イ ド

ビデオ

協賛広告

パ ブ リシテ ィ

提唱者;委 託者事務局 [イベ ン ト方式]

寄付感謝状 地域出身の

財界人、知名人

募金箱の設置

賛助金貝制度

il眠

市民

まちづ く りシ ンポ ジ ウム

市民祭での物品即売会

音楽 会、 講演 会 、パ ーテ ィ

各種 タイアップ催事

その他

信
託

銀

行
の

担

当

店

地
域

の

他
の

金

融
機

関

(2)主 務官庁に対する届出、折衝、申請など

まちづ くり公益信託の運営段階における主務官庁の許可監督権限を例示すれば、およ

そ次の とお りとなる。

①届出又は報告に関する事項
・事業計画書及び収支予算書並びに事業報告書

、収支決算書及び財産目録
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・委託者及び信託銀行の名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地又は主たる業

務の変更
・信託管理人又は運営委員会委員の氏名、住所又は職業の変更
・信託終了に関する報告書

・関連諸規程の制度又は改廃

②許認可又は職権の行使 に関する事項
・受託者の辞任、委託者又は信託管理人の請求に基づ く受託者の解任及び利害関係

人の請求に基づ く新受託者の選任
・受託者による信託管理人の補充又は利害関係人の請求に基づ く新信託管理人の選

任
・信託条項の変更

・信託財産の固有財産化(受 託者による信託財産の取得)

・信託終了時の残余財産の処分(帰 属)

・公益信託の継続の指示

・公益信託の事務処理に関する検査

・財産の供託及び処分の指示など

まちづ くり公益信託において、これらに該当する事態が生 じたときは、信託銀行 は、

主務官庁 に対 して届出若 しくは申請を行い、又は主務官庁 と協議、折衝の上、その指示

に従わなくてはならない。

9.信 託条項の変更と関連諸規程の制定及び改廃

(1)信 託条項の変更

公益信託は、長期にわたる信託であ り、その間の社会、経済情勢の変動などにより、

設定時には予見することができなかった事態が生 じる可能性がある。そ して、そのよう

な場合において、公益信託 を適切かつ円滑に運営 してゆ くため、信託契約書の条項(信

託条項)の 変更の必要を認めた ときは、信託銀行は、運営委員会の承認及び信託管理人

の同意を得た上、主務官庁の認可を受けて、これを行 うことができる。

さらに、公益信託が社会公共の利益を目的 とすることから、信託法は、主務官庁が職

権 をもって信託条項の変更を指示することができる(第70条)旨 を定め、主務官庁の

裁量の余地を大幅に認めている。

(1)関 連諸規程の制定及び改廃

助成規程(事 業実施規程)な どの関連規程 については、信託契約書に附属 して、該当

条項の実施に当たっての細目を定めているという特質から、信託銀行は、委託者 と協議

の上、運営委員会の承認を得てこれを制定又は改廃することができ、あ とは信託管理人

及び主務官庁に報告することで足 りる。

10.信 託財産の固有財産化(信 託銀行による信託財産の取得)

信託法は、受託者による信託財産の固有財産化を原則的に禁止(第22条 第1項)す

るとともに、裁判所[公 益信託の場合は主務官庁(第72条)]の 許可を受けた場合を
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例外(同 条同項但 し書)と して認めている。これは、受託者 による信託財産 との間の利

益相反取引の禁止及び信託財産のために行動する忠実義務 を前提 としている。
一方、信託業法(信 託会社が受託者 となる場合に適用 される)は 、信託法の上記但 し

書 を信託会社には適用 しない(第10条 第1項)と 定めつつも、一方では、特定の場合

に、条件付 きで、信託会社 による信託財産の固有財産化 を認めてお り(同 条第2項)、

公益信託の受託者である信託銀行 にも、これが適用される。特定の場合及び条件とは、

次のとおりである。

①信託財産が金銭で、その運用により取得 した財産が取引所の相場のあるものである

こと

②受益者に対 し負担する債務の履行 に必要な場合 に限ること

③信託行為(信 託契約書)に 別段の定めがあること

すなわち、公益信託の場合 には、信託契約書に該当条項を設けてこれを明記(通 常は、

信託管理人の承認と主務官庁の許可 を条件 に加えている)し ておくことを前提に、助成

金に充当するために緊急かつ必要な場合 に限 り、公正な価格をもって、信託銀行が信託

財産を買取ることができるようになっている。

11.信 託の終了と残余財産の処分(帰 属)

(1)信 託の終了

まちづ くり公益信託に限らず、一般に公益信託の信託期間については、信託契約締結

の 日からこの信託の終了の日までと定め、 また終了についても信託目的の達成若 しくは

達成不能又は信託財産の消滅に該当する場合 を定めて、信託契約書にそれぞれの条項を

設けている。

公益信託 を終了させるに当たっては、信託銀行は、事前に委託者をはじめ信託関係者

や主務官庁 とも十分に協議の上、合意を図る必要があ り、実際に手続きを進める場合に

も運営委員会への付議、信託管理人の同意及び主務官庁への報告を要する。

まちづ くり公益信託が終了 したときは、信託銀行は、速やかに最終報告書を作成 して、

信託管理人の承認を得る。

(2)残 余財産の処分(帰 属)

信託終了時に残余財産がある場合、その処分については、予め信託契約書に該当条項

を設け、そのなかで、国若 しくは地方公共団体又は類似の目的を有する他の公益信託な

どへの寄付 を定めている。

信託銀行は信託管理人の承認を得、かつ、主務官庁の許可 を受けた上、該当条項に従っ

て、残余財産の処分の手続 きを行い、信託の終了を主務官庁に報告する。

VIお わ りに

一まちづ くり公益信託の展望 と課題一
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1.展 望

結論的にいえば、まちづ くり公益信託は今後一層発展、普及 し、設定件数は著 しく増

加するであろう。その根拠 としては、地域の社会貢献意識の向上、まちづ くり事業への

関心の高 まり、公益信託制度に対する理解の浸透、主務官庁の積極的対応などが背景に

あるからであ り、さらに、その運営実績に対する高い評価が他の地域の需要 を誘発、創

造するなどの相乗効果があるか らである。

そのなかで、特徴的な傾向を挙げれば、次の とお りである。

(1)委 託者や事業内容などの多様化

まちづ くり公益信託の設定件数が増加 し、事業運営について開発 されたノウハウが信

託銀行などに蓄積 されるに伴い、委託者や事業内容などが多様化 してきてお り、この傾

向は今後 も続 くであろう。

例えば、委託者については、基金設立協議会やまちづ くり協議会などの任意団体、土

地区画整理組合などの法人のほか、地方公共団体又はこれが出資する第三センター、地

域金融機関である銀行などの企業にまで拡大 してきいる。また、事業内容についても、

地域の特性や、まちづ くり公益信託の引受けを許可する主務官庁の縦割 り行政の影響か

ら、これまでもの中心のハー ド面、人の活動中心のソフト面又は市民の社会教育中心の

いずれかの分野に限定されがちであったが、総合的なまちづ くり事業への地域住民の期

待を反映 して、これらの分野を複合させた、多角的かつ多様なものが生まれてきている。

(2)地 方公共団体の積極的姿勢

地方公共団体は、住民税、地方交付税交付金その他 を主要財源 とし、住民や潜在者の

安全、健康、福祉の確保その他に関する行政事務を行う(地 方 自治法第2条)と されて

お り、まちづ くりは、地方公共団体自らが充足すべき基本的、義務的な行政需要(例 え

ば、道路、上下水道、学校、病院、福祉事業など、いわゆるシビル ・ミニマムに属する

もの)の なかでも重要な事業である。従 って、まちづ くり公益信託については、たとえ

これが住民(民 間)主 導型で行われる場合 においても、その事業 と行政施策 との調整や、

相互補完による相乗効果などの側面か ら、密接な関係が地方公共団体 との間に生 じ、そ

の関係 は、これが行政主導型で行われる場合には、さらに緊密なものとなる。

地方公共団体のまちづ くり公益信託に対する積極的姿勢を示す事例 としては、外郭団

体や第三セクターを委託者 とし、これらの資金を拠出 してまちづ くり公益信託を設定

[間接委託(設 定)方 式]す るケースに加えて、自らが委託者 となり、公金 を拠出 して

これを設定[直 接委託(設 定)方 式]す るケース(例 えば くまもと21フ ァン ド、横浜市

野毛地区まちづ くりトラス トなど)が 実現するに至っている。

そして、後者の場合、地方公共団体 において、上位行政庁(市 町村 の場合は都道府県、

都道府県の場合は自治省)へ の事前の協議 と了解の取得、拠出すべ き資金についての予

算への計上と議会の承認、信託管理人や運営委員会などの行政関係者の参画などの措置

を経た上で設定されたものである。

まちづ くり公益信託は、簡素な設定手続 き、民間のノウハウとエネルギーを活用 して

の事業の実施、公正かつ機動的、効率的な運営、信託事務の厳密な処理などが高 く評価

されてお り、これを検討 し、推進 しようとする地方公共団体が今後 も増加するものと思
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われる。

(3)地 域金融機関など受託窓口や受託能力の拡大

これまで公益信託 を受託 してきた金融機関は、信託銀行(含 む信託兼営銀行)8社 で

あった。わが国においては、長期信用銀行、都市銀行、地方銀行などの他の金融機関に

は、信託業務そのものを行なうことが認められていなかったか らであ り、これが公益信

託の普及、発展にとって大 きなネックの一つになっていた。

ところが、近年の金融の自由化、国際化、証券化などの進展 を背景に、金融 ・資本市

場における有効かつ適正な競争の促進、市場の効率化や活性化の推進及び利用者本位の

金融サービスの提供 を図るため、平成4年(1992年)6月 、 「金融制度改革法(金 融制

度及び証券取引制度の改革のための関係法律の整備等に関する法律)」 が成立、公布 さ

れ、平成5年(1993年)4月 か ら施行された。

これにより、信託業務 については、銀行等及び証券会社は業態別子会社方式により、

また、 とくに地方銀行、第二地方銀行協会加盟銀行、信用金庫 などの地域金融機関は、

これに加えて本体又は信託代理店方式により、公益信託 を含む限 られた信託業務 を行 な

うことがで きるようになった。 これは、公益信託についていえば、受託者の窓口と受託

能力の飛躍的な拡大を意味 しており、まちづ くり公益信託にとっても、画期的なことで

ある。

すなわち、地方銀行などにとっては、公益信託、そのなかで も地域における社会貢献

として重要なまちづ くり公益信託 を受託することにより、まちづ くり活動を推進 し、又

はこれを支援する住民団体 との取引やコミュニケーションなどが図れるほか、地方公共

団体 に対 しても、これまでの指定金融機関としての関係 を、まちづ くり公益信託を通 じ

て一層緊密化することができる。従って、今後、地方銀行などがまちづ くり公益信託を

戦略的に重要な業務 として積極的に推進 してゆくことは明らかであ り、これがまちづ く

り公益信託の普及、発展に大 きく寄与するもの と予測されるからである。

2.課 題

まちづ くり公益信託については、前項のとおり、今後一層 の普及、発展が予測される

ものの、他方では解決すべ き課題も少な くない。そのなかでい くつかを挙げれば、次の

とおりである。

(1)地 域住民の参画意識の醸成

まちづ くり事業についての地域住民の意識は、これまで、まちづ くり事業は行政の義

務 として、財政資金 をもって行 なうべきもので、住民は、その成果や利便を享受すれば

それでよい との考え方が、とか く支配的であった。そして、近年わが国の成熟化を背景

に、住民が、身近な生活の充実や快適性のの向上を目指 して、地域社会に目を向けるよ

うになり、行政のまちづ くり事業に対 して意見や要望を述べ、あるいはさらに一歩進ん

で、これに参加、協力する動きが活発化にきているものの、なお、まだこれが必ず しも

大勢 を占めるまでには至っていない。

まちづ くり公益信託において望まれることは、その助成事業が呼び水 となって、行政

と連係 しての地域の住民によるまちづ くり活動が一層活発 となることであり、 とくに募
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金型で住民主導のまちづ くり公益信託においては、これに加えて、公益信託の運営にボ

ランティアとして参加 し、あるいは、募金に賛同 してこれに応 じる篤志の住民を支援者

としてできるだけ多 く確保することである。その意味で、地域住民の参画意識の醸成 と

いうハー ドルをいかにクリアー してゆ くかが、まちづ くり公益信託の事業の成否 を決め

る重要な課題の一つである。

(2)税 制優遇措置の拡充

すでに述べた とおり、一定の条件 を備えた公益信託については、これを特定又は認定

特定公益信託 として、拠出金には税制上の優遇措置が講 じられているが、まちづ くり公

益信託の事業分野一一一都市景観や居住環境の保全、整備及び充実、地域の活性化のた

めの住民によるまちづ くり活動の振興な どに対する助成一ー一については、まだ税制優

遇措置が適用 される条件 に加えられていない。

そのため、まちづ くり公益信託に対する拠出金(当 初の拠出金並びに発足後の追加信

託金及び篤志の第三者による寄附金)に ついては、税制上の優遇が受けられず、 とくに

募金型のまちづ くり公益信託においては、募金活動の上で、これが大 きなネックとなっ

ている。

まちづ くり公益信託の公益性は、すでに税制優遇措置が適用 されている他の事業分野
一一一科学技術 にかかわる学術研究、学校教育、奨学育英、芸術の普及向上、文化財の

保存活用、開発途上国への経済協力、野生動植物の保護繁殖、自然環境の保全活用、緑

化事業の推進及び社会福祉事業に対する助成一一一のそれに較べて決 して劣後するもの

ではな く、むしろ、地域住民の生活に直結 しているだけに、 より重要な意義をもってい

る。

まちづ くり公益信託の設定が増加 し、その運営実績が認められてきている昨今、その
一層の普及発展のためにも、税制優遇措置の実績が強 く望まれるゆえんである。

(3)受 託者において信託事務 を担当する専門職の確保 と育成

公益信託の事務は、信託銀行(又 は、この業務に参入する地方銀行など)の 担当者に

より行なわれるが、これらの担当者には、信託理論に関する知識、信託関係者や主務官

庁 との折衝力などに加えて、その公益信託の事業分野に関する専門知識、運営実務 一
一一財団法人の事務局運営に類似 している一一一に関する経験の蓄積や技法の開発など

が必要 とされる。そ して、 とくに幅広い事業分野をもち、数多 くの信託関係者 とのコミュ

ニケーションを要するまちづ くり公益信託の担当者には、これらが必須の要件 となる。

従って、これら担当者 は、必然的に長期 間の在任 を前提 とした専門職的な職種 とな らざ

るを得ないが、一方で、公益信託業務が信託銀行などの業務のなかでは異質で、かつ、

収益 に直結 しないことを考えると、今後増加 を予測 される公益信託についての需要を充

足するに十分な程度まで、これら担当者が果た して確保 され、育成されるのか、その状

況が注目されるところである。

まちづ くり公益信託の普及発展に当たっての大きな課題の一つは、運営担当者の確保

や育成について、信託銀行などが今後いかに積極的に対処 してゆ くかにある。

(以上、文中意見にわたる部分は、筆者の私見であることを念のため申添える)
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(2)税 制優遇措置の拡充

すでに述べたとお り、一定の条件を備えた公益信託については、これを特定又は認定

特定公益信託 として、拠出金には税制上の優遇措置が講 じられているが、まちづ くり公

益信託の事業分野一ー一都市景観や居住環境の保全、整備及び充実、地域の活性化のた

めの住民によるまちづ くり活動の振興などに対する助成一ー一については、まだ税制優

遇措置が適用 される条件に加えられていない。

そのため、まちづ くり公益信託に対する拠出金(当 初の拠出金並びに発足後の追加信

託金及び篤志の第三者による寄附金)に ついては、税制上の優遇が受けられず、とくに

募金型のまちづ くり公益信託においては、募金活動の上で、これが大きなネックとなっ

ている。

まちづ くり公益信託の公益性は、すでに税制優遇措置が適用 されている他の事業分野
一一一科学技術 にかかわる学術研究

、学校教育、奨学育英、芸術の普及向上、文化財の

保存活用、開発途上国への経済協力、野生動植物の保護繁殖、 自然環境の保全活用、緑

化事業の推進及び社会福祉事業に対する助成一ー一のそれに較べて決 して劣後するもの

ではなく、む しろ、地域住民の生活 に直結 しているだけに、より重要な意義をもってい

る。

まちづ くり公益信託の設定が増加 し、その運営実績が認められてきている昨今、その
一層の普及発展のためにも

、税制優遇措置の実績が強 く望まれるゆえんである。

(3)受 託者において信託事務 を担当する専門職の確保 と育成

公益信託の事務は、信託銀行(又 は、この業務に参入する地方銀行など)の 担当者に

より行なわれるが、これらの担当者には、信託理論に関する知識、信託関係者や主務官

庁 との折衝力などに加えて、その公益信託の事業分野に関する専門知識、運営実務 一
一一財団法人の事務局運営に類似 している一ー一に関する経験の蓄積や技法の開発など

が必要 とされる。そして、 とくに幅広い事業分野をもち、数多 くの信託関係者 とのコミュ

ニケーションを要するまちづ くり公益信託の担当者 には、これ らが必須の要件 となる。

従って、これ ら担当者は、必然的に長期間の在任 を前提 とした専門職的な職種 とならざ

るを得ないが、一方で、公益信託業務が信託銀行などの業務のなかでは異質で、かつ、

収益に直結 しないことを考えると、今後増加 を予測 される公益信託についての需要を充

足するに十分な程度まで、これら担当者が果た して確保 され、育成 されるのか、その状

況が注目されるところである。

まちづ くり公益欝託の普及発展に当たっての大 きな課題の一つは、運営担当者の確保

や育成について、信託銀行などが今後いかに積極的に対処 してゆくかにある。

(以上、文中意見 にわたる部分は、筆者の私見であることを念のため申添 える)
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第6章 まちづくり公益信託の分類と評価

1ま ちづ くり公益信託事例の概要

は じめに、まちづ くり公 益信託 と して建 設省 が所管す る19事 例(1993年7月 時点)の 概

要 を述べる(図 表6-1参 照)。

1.設 定時期

まちづ くり公益信託の第1号 として考えられるのは1983年 につ くられた 「佐倉街づ く

り文化振興臼井基金」である。まちづ くり公益信託 について本格的に議論されたのは、

1984年度に建設省都市局 と(社)信 託協会が設置 した 「まちづ くり公益信託委員会」に

おいてであるが、それに先駆けてつ くられた事例である。

委員会の影響のためか85年 には6件 つ くられたが、その後は年1～2件 のペースに減

少 した。しか し、着実に数を増やしているといえる。

2.委 託者及び設定契機

まちづ くり公益信託 も公益信託の一形態であることから、一定規模の資金が必要であ

るが、それを誰が どのような契機で出指 したかを次にみてみる。

(1)住 民型

住民組織が委託者 とな り主体的に公益信託を設定 した 「住民型」の例が最 も多 く、19

事例中13と なっている。その内訳をみると、土地区画整理事業終了時の残余金を契機 と

した事例が10あ り、まちづ くり公益信託事例全体で も過半数を占めている。この分類の

ものは全て80年代 にできている。

その他の契機 としては、地域で共有する土地の売却費 を資金 とした例(大 阪市平野区

長原まちづ くり基金)、 住民グループが得た奨励金 を資金 とした例(函 館色彩まちづ く

り基金)、 自治体 と市民グループがパー トナーシップを組み、 自治体が資金 を拠出 した

例(羽 咋市市民憲章推進基金)が あ り、いずれも住民が一定規模の資金を得た場合の活

用方法 として画期的な試みといえる。

(2)自 治体型

自治体および第3セ クターが委託者 となっている 「自治体型」は3件 ある。このうち

2件 は自治体が主体的に住民主体のまちづ くりを推進するために公益信託を設定 した例

である。残る1例 は自治体が企業からの寄付金の受皿 となった例であ り、実質的には

「企業型」 といえる例である。
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図表6-1ま ちづ くり公益信託の事例

トb.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

名 称

佐倉街づくり文化振
興臼井基金

ヨコハマ中区まちづ

くり本牧基金

今津まちづくり文化振興基金

越谷まちづ くり基金

佐倉市都市環境整備
臼井基金

佐倉市都市環境整備生谷基金

羽昨市市民憲章推進基金

多摩まちづくりファ
ンド

堺市榎まちづくり文
化振興基金

あだちまちづくりト
ラス ト

こうべまちづ くり池
上基金

こうべまちづ くり岩
岡基金

そうしんまちづ くり
振興基金

横浜野毛地区まちづ
くり トラス ト

大阪市平野区長原ま
ちづくり基金

チヨタ遠越準一文化
振興基金

仙台銀行まちづくり基金

世田谷まちづ くりフ
ァンド

函館色彩まちづくり基金

契約時期

83.6.21

85.4.24

85.11.1

85.11.25

85.12.8

85.12.8

85.12.18

87.7.28

88.3.31

88.4.5

89.1.19

89.7.20

90.10、25

90.11.13

91.8.1

91.9.3

92.7.20

92.12.

93.7.3

委 託 者

佐倉市臼井駅南土
地整理組合

新本牧地区土地管
理組合

今津まちづくり文化振興基金運営委員会

越谷市南部土地区
画整理組合

佐倉市臼井生谷土地
区画整理組合

生谷公益信託設定
委員会

轟鶏警章推
桜ケ丘駅南第一土地
区画整理組合

堺市榎土地区画整
理組合

働足立区まちづく
り公社

神戸市池上特定土地
区画整理組合

神戸市岩岡特定土地
区画整理組合

鹿児島相互信用金
庫

横浜市

大阪市平野区長原
まちづくり基金設
立協議会

個人

仙台銀行

㈱世田谷区都市整
備公社

元町倶楽部函館の
色彩を考える会

設 定 契 機

区画整理終了時の残余金

区画整理終了時の残余金

区画整理終了時の残余金

区画整理終了時の
残余金

区画整理終了時の残余金

区画整理終了時の
残余金

市の拠出

区画整理終了時の残余金

区画整理終了時の残余金

区の拠出及び企業
の寄附金

区画整理終了時の残余金

区画整理終了時の
残余金

企業の創立60周年
記念拠出

私鉄廃線に伴う企業
の寄付金

設定資金(当 初)

10,000万 円

2,000万 円

7,494.3万 円

7,000万 円

9,600万 円

6,400万 円

1,277万 円

L500万 円

28,000万 円

19,030万 円

5,000万 円

5,000万 円

10,000万 円

150,000万 円

自治会財産(溜 池)
の売却費

130,000万 円

工場進出に伴い個
人が拠出

企業の創立40周年
記念拠出

区の拠出

住民グループが企業財団か
ら得た研

究奨励金

50,000万 円

1,020万 円

3,000万 円

2,000万 円
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第6章 まちづ くり公益信託の分類と評価

(3)企 業型

企業活動の一環として公益信託を設定 したのは3件 となっている。このうち2件 は地

域の金融機関が創立周年 を記念 して設けたものであ り、地域貢献の新 しいあり方 として

注目される。残 る1件 は工場進出に伴い、地元に役立ててもらおうと個人として設定 し

た例である。これも企業の地域貢献のあ り方として先進的な例 といえる。

図表6-2委 託者および設定契機による分類

委託者分類

住民組織

「住民型」

自治体等

「自治体型」

企業等

「企業型」

事例数

13

3

3

設定契機による分類

区画整理終了時の残余金

その他

自治体等の拠出

企業の寄付金

企業創立記念

工場進出

事例数

10

3

2

1

2

1

3.設 定基金

公益信託の特徴は小額で も基金が設定できる点である。事例 もこれを反映 して、1000

万円台の もの もい くつかみ られる。一方、10億 円台の規模のものもある。19事例の当初

設定資金の平均は約2億3600万 円であるが、これを委託者や設定契機 との関係でみると

以下のようになる。

(1)住 民型

住民型の当初設定資金平均は約1億7000万 円であ り、全体の平均 と比べると低 くなっ

ているが、13億 円の ものもあり必ず しも住民が設定するから小額となっているわけでは

ない。

土地区画整理事業を契機 とする事例は1500万 円～2億8000万 円であるが、5000万 円～

1億 円のものが7件 あ り、規模が似通っているものが比較的多い。その他の事例では羽

咋市 と函館が2000万 円以下と小額なのに対 し、大阪市平野区の例は13億円となってお り、

住民が設定する場合でも資金獲得の方法 により、様々な資金規模 となることがわかる。

(2)自 治体型

自治体型の資金規模 も様々である。自治体のみが拠出 した世田谷の例が最 も少なく

3000万 円、自治体 と企業の開発協力金を合わせた足立区の例で2億 円、企業が私鉄廃線

に伴い補償金のような形で自治体に寄付 した横浜市の例が15億 円となっている。

(3)企 業型

企業型の3例 も1020万 円、1億 円、5億 円とその規模は様々である。公益信託 として

地域のまちづ くり活動を助成するという趣旨を達成するためには年間数百万円の運用益
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第6章 まちづ くり公益信託の分類と評価

を出すことが必要 と考えられるが、企業が設定する場合は、これを満たす資金規模 とす

ることが望ましいだろう。

図表6-3委 託者および設定契機 と当初設定資金の関係

委託者分類

住民組織

「住民型」

自治体等

「自治体型」

企業等

「企業型」

事例数

当初資金平均

13

16,559千 万 円

3

57,343千 万 円

3

20,340千 万 円

設定契機による分類

区画整理終了時の残余金

その他

自治体等の拠出

企業の寄付金

企業創立記念

工場進出

事例数

10

3

2

1

2

1

当初資金

平均

8,199

千 万 円

44,426

11,015

150,000

5,510

50,000

n助 成内容および助成対象による分類と評価

先 の19事 例の うち、 アンケー トお よび ヒア リングを行 った13事 例 について、助成事業

お よび助成対 象 に よる分類 と評価 を行 う(図 表6-4参 照)。

1.助 成事業の内容

信託契約書に書かれた助成事業の内容か ら、 どうような活動に対 して助成 を行うかと

いう観点から分類を行った。

(1)ハ ー ドとソフト

まず、まちづ くりというと、物的な環境 を整備するいわゆる 「ハー ド」 と調査研究や

記録作成、活動費助成、管理運営等のいわゆる 「ソフト」に大別することができるが、

公益信託の助成事業を上記の観点から分類 してみた(図 表6-5参照)。

信託契約の文面からは読み取 りに くい面 もあるが、13の うち11の公益信託は、物的環

境整備 もそれ以外の活動にも助成を行 うことになってお り、ハー ドもソフ トもまちづ く

りという考え方が出てきている。

明らかにハー ド事業 を対象 としてはいるのは、佐倉市にある2件 の公益信託で、両方

ともかな り対象 を限定 していることが特徴的である。

また、B(図 表6-5参照)に 分類 した羽昨市の公益信託は、環境整備 について言明は し

ていないが、それに助成を行うことも可能だと思われる。また、この公益信託はコミュ

ニティの様々な活動 を視野に入れている点で、他のまちづ くり公益信託 とは若干性格が

異なる面がある。
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第6章 まちづ くり公益信託の分類 と評価

図表6-4信 託契約における助成事業の内容および助成対象

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

名 称

鰭 霧 ぷ 文化振

鑛 盤 づくり文化

麟 霞 市環境酬

笙蓉麗 市環雌 備

難 市市民鯖 腿

罷
市 榎 まちづ く り文振

興基 金

あだ ちま ちづ くり ト
ラス ト

そ う しん まちづ くり
振 興基 金

幣 雫勢 雫まちづ

魏 鴛 麗 長囎

晶 鑓 越牛 文化

仙台 銀行 まちづ くり
基金

世田 谷ま ちづ くりフ
ァ ン ド

信託契約等における助成事業

1難講 馨》魏繊1欝:㌫
:鑛麟:當 霊:ζ:ヱ:::蕊蒜
饗 醜 蔽 讃 罐 麗 欝 鶉離 鑛9糠 の執行

:繋 議離 姦護妾=翻

懇雛i蓑髪
'雛 蕗 昏離 ㍊ 薯響緩?あ盗羅 轟 胃喜R鍵

法罐 知雛

鷺 撫 轍 鰺_る こ,

;難 欝 灘 全事業

雛繊!蹴1;欝=

lj{≡　萎　|蓼　iii』

業

研究事業

の 目的 を連 成す るために必要な事業

≡1議ll≡鱗 辮 欝 鱗 魏講 ‡購 結賎、
団 体

●その他 目的 を連成 す るた めに必要 な亭 業

;羅灘錫;:
≡難遵 潮 緩繊 霧 藷撰 覧灘 雀留匡対す。助
成

●地域 に根ざ した国際交 流活動へ の助成
●その他

;鍵難 羅ii11灘;;1㌻::二

讃灘 ㌶ll鷲竃1撫蕊
;1;竃 議i難 撲11鱗 峯鷺 る団

信 託契約 等にお ける助成対 象

麟゚ 湘 井躯 の個人及び

●今津地区

●臼井地 区

●生 谷地区

●羽 作市

●榎地 区

●区内
●個人 及び団 体

:難lll灘
:雛 麗 団体

:藷醸 謄 鍬 地区

●遠州地 域

.欲 艶 離1刷1町 村)

:融 曼は団体

;難1鷲1}
と
麟゚ 甦 塁韓 管き垂いは
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第6章 まちづ くり公益信託の分類 と評価

図表6-5物 的環境整備 とそれ以外の活動による分類

助成事業の内容

A物 的な環境整備に対する助成

Bそ れ以外の活動に対する助成

CA+Bに 対する助成

該当する公益信託(数 字は図表6-4参 照)

3、4

5

1、2、6、7、8、9、10、11、12、13

(2)特 徴的な助成内容

助成事業の中から以下、特徴的なキーワー ドを羅列的に紹介する。

佐倉街づ くり文化振興臼井基金では 「歴史、文化財等」 という言葉があ り、郷土史研

究等 も助成事業 に含んでいることに特色がある。

あだちまちづ くりトラス トは、 「公開性の高い民地」での環境整備についても助成対

象としている。行政では整備できないが公益性の高い寺社地の整備に実際助成 してお り、

公益信託の長所 を活かした助成 と言える。

大阪市平野区長原まちづ くり基金は、共有地の売却費をもとにつ くった公益信託で、

その中に 「地区会館の建設資金助成、管理運営助成」が掲げ られている。共有地をもっ

ている地域や、活動拠点 を住民の資金により建設する例は全国的に見 られるが、この基

金はその2つ を公益信託 という制度で結び付けており、今後、全国的に波及する可能性

がある。

世田谷 まちづ くりファン ドでは、 「まちづ くりハウス」 という専門的な立場から住民

のまちづ くり活動を援助する団体に対 しても助成を行 うことに特徴 がみられる。

2.助 成対象

助成対象 につ いて は、信 託契約書 に言 明 していない もの もあ るた め、一部 ヒア リング

等 での情報 を加 えた概要 を以下 に示す。

人的 な資格 につい て個人及び(又 は)団 体 とい う書 き方 が一般的であ る。世田谷 まち

づ くりフ ァン ドは、応募の手引の中 で3人 以上の団体 とす る こと(個 人は不可)が 書 か

れている。 また、そ う しん まちづ くり振興 基金では法人 や団体 の場合 は、鹿児 島県 内に

本社や本 部 を置 くもの に限 ってい る。

地域的 な範囲 については、地域 レベルが6、 区市町村 レベ ルが4、 それ以上 の広域 レ

ベ ルが3と なってい る。

区市 町村 レベルの4件 の うち3件 は、 自治体 が設立 に関 わった もの となっている。 ま

た、残 りの1件 は 「～地区 を中心 と した区内」 とい う表現 となってお り、取 り方 に よっ

ては地域 レベル と言 うことがで きる。そ うなる と、住民が設立 に関 わった もの はいずれ

も地域限定型 と言 える。また、広域 レベルの3件 はいずれ も企業が設立 に関わ った とい

う点 も特徴 的である。
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第6章 まちづ くり公益信託の分類と評価

図表6-6過 去4年 間の助成実績

No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

名 称

粍麟 日総 裏
当初基金 額

10,000万 円
現 在基 金額*注

10,000万 円

競 姦㌶ 』り
7,494.3万 円
8,494.3万 円

鰭醗異境
9.600万 円
9.200万 円

纏縫 灘 蕃境1
:ll願

麗 麗 民鯖
1,277万 円
2.469万 円

塚難 轟轟 ▲
28,000万 円
24,500万 円

あ だ ち ま ち づ くり トラ
ス ト

19,030万 円
44,530万 円

拘 鹸 麓 づ
10,000万 円
10,200万 円

聾輯糖 ま
150,000万 円
184,100万 円

査瓢 薄 曇長
1301000万 円
133,800万 円

姜昆鑛 鍵 一
50,000万 円
49,900万 円

背 離 まちづ
1,020万 円
LO20万 円

世田 谷ま ちづ く
り ファ ン ド

3.000万 円

(03.!b9藷 妾1!ト1

一昨 昨年度

鱗撫
40

●その他272

朋年:総 額410万 円

:離 鶴 り鹸318

辮 翼1璽
喋 蓋麟 錨 袈 事業

100

糠難

事 昨年度

灘 熱量
つ くる会50

謹 騙 友会111

89年:総 額440万 円
■ツリーサー,ル 設 置300

:麟 磐 肱 賛!1

灘;㌘ 璽
?董㌶2° °万円181

灘 繰蓼轟塁ll

89年:総 額1,300万 円

≡聾酬 魏費!ll

灘 議1
会110

●その他762

昨年度

91年:総 額490万 円

;鷺戴1㌶ 器
100

●万葉歌碑建 立100
●その他140

鞭 良聾 り顕 円5。

融 警護饗万円i§

讐 ㌶ 乳1°°万尋18

酷 チ三薄 紗 ξ写5

撒 鑑ll
90年:総 額5,400万 円

1籠撒 蠣

酷合鍵躍鵯2
210

● ウ」一ルタリエイ}71一 ラム350

:馨:灘 釜委雲‖
会230

●その他470

箋1黙認{§1
●その他355

〈㌶1熱 闘
1100

●二・一ピ方 ン 情 報 登 録300

今年度

灘禁撫
50

●野草 の紹介等50

罐 良攣 り蔽 円,。

撫1
竃講 円
打ち費

20
30
20
20

?㌶:1'1° °万㌔

Ol年:総 額135万 円
● コ ンサ ー ト

:酷酷野
20
201
0

●金 丸出町 白鳥の里推薦
委 員会

●その他
20
65

91年:総 額81900万 円
●同 左1000

や き通 り道 路 改 良工'峯
2000

●三 国ケ丘二 線人道 工事
5000

;!≡▲{≡≡藷≡≡≡嚢寳:置i§§

旛礪鑑 鑑 器蝦゚ 腰 周辺の景酷

:麗豊錺 鶴 縫 謬
会270

●その他465

01年:総 額210万 円
●白こしまウ†一,-7ロン}7エスティパル

100
居 町 商 店 街 活 性 化 事゜曇

60
●吹上砂 浜の 祭典50

繕熱論
●その他420

繍1操;
灘1曇鍵藍
(93年3月 が第 一回の決算)

曙3{糟 動虚隅 禺
9団 体

●まらづ{リ ハウx設[・ 運 営

.額 艘 流㌶ 齢
1団 体
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3.助 成 実績

アンケー トや ヒア リング に より、助成実績 をまとめたのが 図表6-6で ある。最近設立 さ

れたもの ものあ り、揃 って はい ない が、過去4年 間の実績 を調査 した。

(1)年 間平均助成額等の助成総額

年間平均助成額は図表6-7の とお りであ り500万 円未満 と1000万 円以上に2分 されてい

る。

基金額 との関係をみると、年間平均助成額500万 円未満の場合、基金の最高額 は1億

円であり、利回 りか ら考えると妥当な額だと言える。一方、年間平均助成額1000万 円以

上の場合は基金が2億 円以上の ものが多い。1億 円未満は佐倉市の生谷基金のみで、こ

れは元本の取崩 しを行っている。

また、各年の助成総額をみると、最大年 と最小年で2倍 以上の差があるものが、複数

年の実績がある公益信託9の うち6あ り、運用益 を使い切 らなかったり、それを越 えた

りと、柔軟な運用をしていることがわかる。

図表6-7年 間平均助成額による分類 下線付数字は年間総額で2倍 以上の差があるもの

年間平均助成額

500万 円未満

500～1㎜ 万 円未満

1000万 円以上

合計

5

1

6

該当する公益信託(数 字は図表6-6参照)

1・2口 ・5・ 旦

13(単 年)

4、6、7、9、10(単 年)、11(単 年)

(2)個 別の助成事業

個別の助成事業については、アンケー ト結果では助成の事業名 と団体名が混在 してい

たり、小額の助成をその他 としてまとめたりしてお り、分類が難 しくなっている。総 じ

て、物的環境整備への助成 も活動等への助成も実績が豊富で、信託契約書の事業内容を

実現 していると言える。

1000万円以上の助成に限ってみると、お寺の改修、道路整備、標識設置、会館建設の

ための遺跡調査、お祭 りの開催 という内容になってお り、高額の助成では物的環境整備

への助成の例が多 くなっている。

III運 営方法による分類 と評価

先の アンケー トお よびヒア リング を行 った13事 例 につ いて、運営方法 による分類 と評

価 を行 う(図 表6-8参 照)。
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図表6-8公 益信託の運営方法

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

名 称

警‖籔 経
理躍 謬 羅

10.000万 円

蔓麟 ㌶ ▲り
7,494.3万 円8
,404.3万 円

鰭醸麗境
0.600万 円
0.200万 円

編 垂容認 境
6.400万 円
6.400万 円

雛 露 礁 章
1.277万 円
2.469万 円

胃難論姦
28,000万 円
24.500万 円

あ だ ち ま ち づ く
り トラ ス ト

19.030万 円
44.530万 円

ぞ8鹸 轟茎づ
10,000万 円
10,200万 円

聾 ぞ舌鵠 ま
150,000万 円
184,100万 円

直願 躍 磨{ll
:ll留目

琵 縫 難 －
Il:1部魏

暫 難 まちづ
LO20万 円
1.020万 円

世 田 谷 ま ち づ く
り フ ァ ン ド

3.000万 円

(03.!b;1ξ 黒雲弓

運営委員会の構成

諄
7

10

11

o

7

9

10

6

6

9

14

6

7

学経

1

1
1

0

o

0

1

‖轟

1建

設省

0

1

‖

‖
3

1

1

警藷

4
都
市肚

画等

嚢
2

覆

4

墾
晶

1

覆

1

覆

0

3

曇

5

覆

3

0皿

3

覆

3

覆

2

覆

2
00

1

覆

黍
o

o

o

0

0

0

o

蓮翼

等

0

o

1

2
商店

等

0

住 民

4

藷i
5

5鷺

10

墾麟
8

蓼蓼嘉
7

5

5霞

4

膓譲
+臨 員
2名

0

2
町会等
の 代表

3

験 嚢

10

竃麹離
亘

1一般住

民

1
ア ナ ウ
ンサ ー

纏 需 翫 野 起こし

1萎羅 議;
い る.

●一般には広報 していな

.凌_銀 行はない.連

・聾1麟鱗
万゚烙茸縣 量纏 罎

か らの申晴によ る●

輸 鰍聾曄
●市の情報機関を利用 し
てPRし ている・°藩 彗‖鞘 麦

:鑑 蓼竃誼 議

・璽撒 ㌶
轟゚辮 講

:三警嶽 蕊鷲藷

・董る。
づ くり会が事務局的
割を担 う。

●市の情報機関を利用 し
てPRし てい る.'戴 璽竃 繊

対象とす る。

'顯 ξ繁
概縫 留

:諭 馨鰐 魏翻
・墾竃{灘 蒜

あ る。

契軽 麟 酎 る欄 の

1縫 嚇 を肘 る

1鐵 罐 の長を肪ね
る

・信託機関を肪ねる

●な い

●な い

●あ る

量難 ㌫ 接
、鶉

く.
づ{り協 ■ 会 等 に聞 く

言舗 舩 告

●あ る

:6靱 櫻 鵠 掲載

●あ る

:聾頸 麹 鍵 励
る

・パ ン フ レ ッ トを み る

●あ る
・官報 に公告

●あ る

1鱗 饒 量‡肪ね
る

1き藷蹴 訪ねる

●あ る
・信託機関を肪ね る

●あ る

.羅 簸 嵩 告

基 金額の増櫨(基金増 加活動および取

崩 し等 の有無)

●ない
(10周 年 記念事業で考案
中)

●な い

竃欝翼
●な い

(鴨詩 竃顕 菖齢
してい る)

●な い

7き》鐙 鷺 鰭 会

●ある
・5300万 円の追加金
・取 崩 しによ る助成

●あ る

羅 警 良量更籔
'難

¶量加…

●ない
(基 金額 は増加)

●あ る
・2億5000万 円 の 追 加 金

●ない
(基 金額 は増加)

●ない
(基 金額 は減 少)

●な い

●ある
・公社か らの追加金
・個人、企業 か らの寄付

:鱗竃 當 物
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1.運 営委員会の構成

運営委員会は、公益信託を運営するにあたって、その公益性を保証するという重要な

役割があるが、ここでは委託者 と運営委員会の構成の関係から運営委員会の特性 をみる

ことにする。

主として住民が基金を設定 した 「住民型」では、住民が運営委員の最大 を占める例が

6あ り、関係の強さを表 している。また、 「住民型」では全てに企業からの委員が入っ

ておらず、住民+行 政による構成が多 くなっている。委員 となった住民が委託者である

組織 にも属 している場合があ り、公益性の点では問題があると言えるが、限られた地域

でまちづ くり活動 を実践 してい く上では、限られた人材を活用するためにやむを得ない

面もある。まちづ くりでは多様 な視点や知恵 を活用することが継続につながる場合が多

いので、今後の運営においては広 く人材を集めることが課題 といえる。

主として行政が基金 を設定 した 「自治体型」 も3件 のうち2件 で行政メンバーが委員

会の最大 を占めているが、横浜野毛地区まちづ くりトラス トは事実上は企業が資金 を出

したものである。 「自治体型」の場合、住民による運営を積極的に推進することが期待

される。

「企業型」はいろいろなタイプがあり、運営委員会の構成 をみる限 りは公益的な仕組

みを実現 している。

図表6-9委 託者と運営委員会の構成の関係

委託者の

カテ ゴリー

住民型

自治体型

企業型

合

計

7

3

3

運営委員会の構成の最大を占めるカテゴリー

学経

1

行政

2

企業 住民

6

1

複数が最大

「長原」

「そ うしん」「仙 台」

2.助 成の募集や掘 り起こし、受付の仕組みと実績の情報公開

(1)助 成の募集や掘 り起こし

助成対象地域の住民等に対 し、公益信託で助成 を行 うことを広 くPRし たり、掘 り起

こし活動 を行っている例は、調査からわかった10事例のうち7件 となっている。残 りの

3件 についても、町会等の地域組織 を通 じて個人にPRし ている例 もあ り、全 く掘 り起

こし活動がないとは言えないようである。

行政の協力がない場合、住民等に対するメディアがな く、PRし づ らい面はある。 し

か し、任意の個人的な掘 り起こし活動では、 どうしても限られた人間関係の中で助成が

行われる危険性がある。公益信託の趣旨か らすれば、助成の成果が公益的であればいい

という面 もあるが、 より有効に基金を活用するためには、広 く知恵を集める仕組みをつ

くることが今後の課題 といえる。
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(2)助 成 申請の受付の仕組み
一般の個人お よび団体から直接、信託機関に助成申請 を行 うことができるのは、10事

例のうち2件 のみで、あとは何 らかの助成受付組織が存在 している。数 として多いのは

地域組織で、これは町会等の既存の地域組織である場合 もある し、公益信託に関連 して

つ くられた場合 もある。

まちづ くり公益信託は、例 えば奨学金助成の公益指 託 とは異な り、まちづ くりや地域

の実情 についての知識が少ない信託機関が一般の個人や団体からの申請受付 を行いに く

い面がある。このため、申請を受け付ける中間的な組織ができているのである。また、

信託機関が直接受け付ける2事 例において も中間的な受付機関 もあ り、受付窓口が複数

ある状況 となっている。

受付のための中間的な組織の必要性は認めるものの、助成先の選考にも関与している

実態もみられる。選考や助成先の決定はあ くまで も運営委員会や信託機関の役割であ り、

明確な役割分担を行 うことが必要である。

図表6-10委 託者 と助成受付組織の関係

委託者の

カテゴリー

住民型

自治体型

企業型

合

計

5

3

2

助成受付組織

信託機関

1

1

運営委員

1

地域組織

3

2

委託者

1

行政等

1

(3)助 成実績の情報公開

助成実績の情報を入手する方法についてたずねたところ、多 くの公益信託で 「ある」

と答えているが、その内容 をみると、官報への公告や運営委員会の委員長、信託機関を

訪ねるというものが多 く、一般的な住民にとっては情報が入手 しにくい状況にある。

自治体が設立に関与 している場合は、広報紙等を使って助成実績を広 くPRす ること

ができるが、住民が設立 した場合は情報 を公開する具体的なメディアがない状況にある。

自治体等の積極的な支援が期待 されるとともに、信託機関も情報の蓄積 ・整理 ・公開を

推進することが望ま しい。

3.基 金額の増減

基金額については、13事 例のうち10事例で当初設定額 と現在額が異なっている。

基金額が増加 している例は6件 あり、うち積極的に増加する仕組みをつ くっている例

は3件 ある。いずれも住民等からの募金を募っていることが特徴 といえる。あだちまち

づ くりトラス トはこれに加え、開発負担金や土地区画整理事業の残余金等の都市整備に

関わる資金を公益信託 に取 り入れる仕組みとなっており、飛躍的に基金額を伸ばしてい
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る。

基金額が減少 している例は4件 あるが、明確に元本の取崩 しを答えている例は1件 の

みである。 また、世田谷まちづ くりファンドでは基金額は増加 しているものの、一部 を

取 り崩 して助成 を行っている。

助成内容で見たように、特に物的環境整備においては高額な助成が必要な場合がある。

基金額 を増やすことは、助成事業の幅を広げる上で重要な取 り組み といえるが、逆に目

的を遂行するために一定期間で基金を取 り崩すことも考えられる。公益信託では多様な

運用のあり方が可能であり、地域の特性に応 じて有効な方法を実践 し、よりよいまちづ

くりに資することが期待される。
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第7章 まちづ くり公益信託の誕生 と展開

1ま ちづ くり公益信託 の成 立

公益信託 を活用 したまちづ くり基金、いわゆるまちづ くり公益信託が、誰の発案に よ

り、どのような経緯で生まれたのかについては意外にあきらかにされていない。1983年

(昭和58年)6月 にわが国最初 のまちづ くり公益信託が千葉県佐倉市に誕生 している。

前例 もなければマニュアルもない中でいかにして佐倉でまちづ くり公益信託が生まれた

のか。その経緯をたどってみよう*1)。

1.住 民の発案によるわが国最初のまちづ くり公益信託の誕生

佐倉市は千葉県の北部に位置する、人口16万人弱のまちである。古 くから農業のまち

として発展 して きたが、首都圏内ということもあって昭和30年 代後半には都市化、ス プ

ロール化の波が押 し寄せてきた。首都圏の住宅問題の解決 のために、土地を強制的に手

放された地元の農家が犠牲になるという開発の先例を目の当た りにした臼井地区の住民

は、すべての立場の人が良 くなるようなまちづ くりをと理想 を掲げ、そのためにはデベ

ロッパーや他人の力 をあてにするのではな く、 「自分達の手で街造 りの総てをやって し

まうこと」*2)を 考えた。こうした自前精神のまちづ くり理念のもとに、臼井地区の住民

は1973年(昭 和48年)1月 に佐倉市臼井駅南土地区画整理組合 を結成 し、住民主導のま

ちづ くりにのりだすのである。

この組合の施行による宅地供給、地元商店の参加するシ ョッピングセ ンターの建設、

農住団地の建設、音楽ホール などの公共施 設の整備等、ハー ド面での まちづ くりは10年

の年月をかけておこなわれ た。1983年(昭 和58年)1月 の区画整理事業終了、組合解散

の以前から、折 りか らの地価 上昇の影響で多額の剰余金が発生 し、組合員によって相当

額を配分 したとしても、さらに1億 円の剰余金の発生が見込まれていた。組合の理事長

は、この1億 円の剰余金まで も組合員で配分するのではな く、臼井地区 の今後のまちづ

くりのために基金化することを発案する。ハー ドを整備すればまちづ くりは終わ りでは

な く、 「古 きものと新 しきもの、地元の人々と新住民の融和」*3)と いうソフトの部分で

のまちづ くりこそ重要であること、またまちづ くりは行政 に頼 るだけではなく、住民 自

らの手により、住民のためにあるべきという理念によるものであった。

基金化の方法 として、財団法人と公益信託の2方 式が比較検討された。その過程では、
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当時の市の都市部長や三井信託銀行千葉支店の担当者の適切なア ドバイスもあった。結

局、住民のために資金を使 えること、財 団を設立するより経費がかか らず、少ない原 資

で効率 よく活用できることが決め手 となり、組合は公益信託方式を採用 したのである。

しかし前例のないことでもあ り、主務官庁の千葉県 との設定手続きは難航する。当時

千葉県には知事 による公益信託の許可実績がなく、まず県 に対 し知事所 管に属する公益

信託の引受許可等に関する規則等を用意 してもらうことか ら始ま り、これに2か 月を要

した。

その後の本格的な設定手続 きの中で、問題 となったのが助成対象地域である。委託者

である組合があ くまでも臼井地区を対象 とした基金を望んだのに対 し、県から公益性 の

確保、すなわち不特定多数の利益確保のため対象を千葉県全域に広げる ようにと指導が

されたのである。しかし、対 象を広げると地元のための基金 という初期 の目的が曖昧 に

なる し、そもそ も公益 とは広 いことを意味するのではなく、地区の住民のために使 うこ

とこそ公益だとする信念から組合側 も譲 らず、結局は両者の間をとって佐倉市を対象 と

し、またこのテーマにそうものであれば受益者の居住地を限定 しないこ とで ようや く妥

協 をみた。設定には結局7か 月ほどかかったという。

また一方で、建設省からもクレームがつ けられた。区画整理事業 に国 の補助金を受 け

ていたのであるが、結果 として剰余金が生 まれ、しかも建 設省 に対 し事前相談 もなくそ

の剰余金 を原資として公益信託を設定 しようとしたことが問題 とされたのである*4)。 こ

れは基金設定に先立ちマスコ ミをつうじて世間に紹介され、それが反響 をよんだため に

建設省側が引き下がるかたちで決着をみたが、この時点では、建設省はまちづ くりに公

益信託 を活用す る新 しい試みに対 して、推進するどころか逆 にス トップ をかけようと し

ていたのである。

以上の経緯にみられるとお り(図 表74)、 わが国で最初 の公益信託を活用 したまちづ

くり基金は、佐倉市臼井地区の地域住民の発意によって誕生 したのであ った。その背 景

には、佐倉市臼井地区住民の自前精神によるまちづ くりと、まちづ くりは住民のため に

こそあるべ きという理念があ り、その理念 にもとづき、区画整理事業に よるまとまった

剰余金 を、地域 のまちづ くりに対 して住民 が自由に使える資金 として活用 しようとい う

意図があった。そのもっとも有効な方法 として公益信託が選ばれたのである。

このように、地域のまちづ くりに公益信託 を活用 した新 しいまちづ くりシステムが、中

地域住民によって創 り出されたことは興味深い。
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図表74公 益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金の設定経緯

1973.1

1982.11

1983.1

区

婁
§

基

金

化

の

発

意

設
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

2.建 設省による 「まちづ くり公益信託」の枠組みの設定

1983年(昭 和58年)6月 の公益信託佐倉街づ くり文化振興 臼井基金の設定以後、地域

のまちづ くりへの公益信託の活用に対する建設省の取 り組みは素早かった。早速、佐倉

の基金の受託者である三井信託銀行にたい し、具体的内容 について問い合わせをしてい

る。そ して、1984年(昭 和59年)4月 に社団法人信託協会 と共同で、 「公益信託をまち

づ くりに活用す ることについて検討するため、学識経験者 、地方公共団体職員等をメン

バーとするまちづ くり公益信託委員会を設置」*5)し た。まちづ くり公益信託 という言葉

は、公にはこの時初めて使われたと思われる。

このまちづ くり公益信託委員会は、同年7月 に 「中間報告書 として、 まちづ くり公益

信託の活用可能性 とその方向性についてとりまとめ」*6)、 翌1985年(昭 和60年)1月 に

は 「最終報告書 として、実際 に事業 を行 うに当っての留意点 と取扱いの要領等について

とりまとめている」*7)。 ここにいたり、まちづ くり公益信託の体系的な枠組みがつ くら

れたと同時に、許可権者である主務官庁のマニュアルがつ くられたといえる。

まちづ くり公益信託を広 く知 らしめて、 その普及をはか るには、 こういう体系的な枠

組みづくりが必要不可欠であり、この点で中間報告書、最終報告書は大 きな意味を持つ。

そこでは、まちづ くり公益信託を 「市民、住民、民間の篤志家や企業からの出損によっ

て公益信託を設定 し、信託財産の運用益 を、公益目的のまちづ くりのために活用 しよう

とするもので、民間が主体 となって行 うまちづ くりを推進することので きる資金づ くり

の1つ の しくみ」*8)と して位置づけ、その意義は 「住民の創 意工夫 によるまちづ くり

(地区レベルの環境整備)が 実現できる点 にその意義があ り、住民主体 のまちづ くりの

ための制度的枠組の1つ となり得る」*9)と している。さらにまちづ くり公益信託の対象

とする事業内容 については、 「一般例のうちの全部もしくは一部またはそれ らの組合 せ

によるもののほか、まちづ くり公益信託が設定 された経緯 ・趣 旨 ・地域の特性などによっ

て、さらに多様なものが含まれる」*10)と している。

ここに明記されている住民の創意工夫による住民主体のまちづ くりと事業の多様性は、

まちづ くり公益信託の非常に重要な特質で あり、原点は常 にここにあることを忘れては

ならない。また、事業執行方法で外部機関 を活用する運用 方法 について検討を加え、そ

の対象の一つ として 「地域の住民で構成 される奉仕 団体」*11)を あげていることは重 要

な指摘である。

全体 としてとくに中間報告書は、まちづ くり公益信託の論点がよく整理され、内容 的

に充実 したもの になっている と考えるが、 しか し一方で、最終報告書の 「まちづ くり公

益信託の事業(殊 にその特色が最も現れるハー ド面)は 、公共公益施設の事業に関連 し
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

て行政側の施設設置の水準に・…・・対象範囲 ・数量 を補い質的な面でプラス αを加えるも

のである」*12)と してい る部分 には住民主体 のまちづ くりといいなが ら、まちづ くり公

益信託 と行政 との具体的な関係 になると、行政の補完的なものとする姿勢が うかがえる。

中央官庁がつ くった枠組みの限界 をみるのであるが、そのことがまちづ くり公益信託

による住民主体 、住民自治の まちづ くりの幅広い活動の可 能性を狭めは しないか、懸念

されるところである。

とくに許可権者の主務官庁のマニュアル として使われることによって、まちづ くり公

益信託が本来多様であるにもかかわらず、許可段階で結果的に画一化 してしまう、いわ

ゆるマニュアル化の弊害がお こり、まちづ くり公益信託 に対する住民の 自由な発想(と

くに事業内容や運営の しくみなど)が 歪められる恐れな しとしない。

これ らの報告書はあくまで もひとつの手 引書であって、まちづ くり公益信託の具体 的

内容一目的、事業内容、運営の しくみ、助成活動などについては、それぞれの地域の独

自の検討によるものであることが重要である。

なお、佐倉で問題 となった公益性 について、中間報告書で検討が加え られ、 「公益性

の有無については、対象エ リア、人口を基 準に判断することは困難であ るが、まちづ く

り公益信託の事業内容の多様性の点から、その対象範囲を、都道府県 ・市町村等の行 政

区域 とする場合 のほか、それ らの行政区域 よりも狭い範囲 を対象 として設定することも

妨げないと解される。従って、まちづ くり公益信託の公益性の判断は、 …… 「不特定多

数の利用、受益」の有無を基準 に許可権者が個別に行うこととなる」*13)と している。

要するに、対象地区の範囲については明確 な基準がな く、地区レベルの狭いエリアでも

対象 となりうるが、受益者の対象範囲については不特定多数性の有無が基準 になり、そ

の判断はケースバイケースで主務官庁に委ねられたのである。

3.ま ちづ くり公益信託の各地への広が りと新たな展開の方向

まちづ くり公益信託の枠組みが建設省 によってつ くられた直後の1985年(昭 和60年)

4月 、佐倉に続 く第2号 として公益信託 ヨコハマ中区まちづ くり本牧基金の設定以降、

まちづ くり公益信託は全国各地に広が り、多数の設定をみている。本牧基金 をはじめ、

当初は地価の高騰によって生 み出された区画整理事業の剰余金を原資 と して設定された

ものがほとんどで、東京 と大阪の2大 都 市圏 に限定されていた。この タイ プは1989年

(平成元年)1月 の公益信託 こうべまちづ くり岩岡基金まで9件 にのぼ る。その後、こ

のタイプは見かけな くな り、 かわって行政、財団法人、企業、さらには個人や任意の市

民団体の出資に よるものなど、設定契機の多様なまちづ くり公益信託が北海道から九州
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まで、 日本全域にわたる各地で生まれている。.

公益信託佐倉荷づ くり文化振興臼井基金のような、住民発意型のまちづ くり公益信 託

の代表的な事例 として、1985年(昭 和60年)12月 の佐倉都市 環境整備臼井基金 と佐倉都

市環境整備生谷基金、1990年(平 成2年)11月 の公益信託横浜野毛地区まちづ くりトラ

ス ト、1993年(平 成5年)6月 の公益信託函館色彩 まちづ くり基金があげ られる。これ

らの事例では、先例である公益信託佐倉荷 づ くり文化振興 臼井基金のいわば実験的な試

みをより発展 させるかたちで、運営の しくみ全体 として、住民の自立的なまちづ くり活

動の可能性や展開性を高めるような試みがおこなわれている。

佐倉の2事 例 と横浜野毛で は、助成対象範囲を地区 レベ ルに限定 し、事業プログラム

の策定機関として地元の住民団体を位置づけるなど、地区住民による自主運営の道を切

り開きつつある。佐倉の2事 例ではさらに、住民団体 を事業プログラムの執行機 関と し

ても位置づけ、元本の取 り崩 しも可能にす るなど、住民活動の自主独立性や機動性を よ

り一層高めてい る。函館では、市民団体に よって基金の運営を支援する専門機関が設立

され、それが制度の枠内に位置づけられている。

また、1992年(平 成4年)12月 の公益信託世田谷まちづ くりファンドは、住民発意型

ではないが、行 政のバックアップによって設定をみた、住 民 ・行政 ・企 業の三者 による

パー トナーシップ型のまちづ くり公益信託 である。そこで は第3セ クターの財団法人や

市民ボランティアによるファン ド運営のサポー ト、 「まちづ くりハウス」 とよばれる民

間非営利団体の育成、本格的な募金活動による増資などの試みがおこなわれている。

佐倉から生まれ出たまちづ くり公益信託は、この10年 間の各地での実践の過程 を経て、

その意義や効果、可能性や課題が少 しつつ理解され、実 りあるものへ と、それぞれの地

域で模索 している段階にあるといえる。

いずれもそのめざすところは共通 して、新 しい、効果的な地域のまちづ くりの方法 の

確立と、住民主体、住民 自治のまちづ くりの実体化 にあるように思われる。

[注記]

1)こ の経緯については、委託者の野口甫(元 土地区画整理組合理事長)、 太田勲(同 副

理事長、基金の運営委員長で もある)、 受託者の三井信託銀行千葉支店 の元担当者 ・萩

原茂、基金の市 の窓口である佐倉市都市部区画整理課 ・片 山正広主査の各氏に対する ヒ

アリングに主 としてもとついている。

2)野 口甫 「〈王子台荷造 り〉序章」(臼 井文懇創立一一周年記念誌 『うすゐ』佐倉市/臼

井文化懇話会、1985年12月 所収)。
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3)太 田勲 「佐倉街 づ くり文化振興臼井基金(ふ るさ と荷づ くり基金)の 実践 か ら」(臼

井文懇創 立一周 年記 念誌 『うすゐ』佐倉市/臼 井文化懇話会 、1985年12月 所収)。

4)こ の建設省 か らの ク レームについては、 太 田勲 「公益信託 「臼井基金」につい て」(臼

井文化懇話会 会誌 『うす ゐ』第八号 、佐 倉市 ・臼井文 化 懇話会 、1993年5月)に 詳述 さ

れている。

5)『 信 託141号 』社団法 人信 託協会 、1985年2月 。

6)5)に 同 じ。

7)5)に 同 じ。

8)建 設省都市局、(社)信 託協会編 『まちづ くり公 益信託』1984年7月 。

9)建 設省都市局 、(社)信 託協会編 『まちづ くり公 益信託H』1985年1月 。

10)8)に 同 じ。

11)9)に 同 じ。

12)9)に 同 じ。

13)8)に 同 じ。

H住 民発意型のまちづ くり公益信託の展開

まちづ くり公益信託が、地域のまちづ くりにいかなる役 割を果たし、 どのような効果

をもたらしてきたか。また今後の展開において、 どのような可能性 を秘 めているのか。

これらを実証的にあきらかにするには、まちづ くり公益信託によって実際に注 目すべ き、

アクティブな活動 を展開しているところを事例 として選び、分析するのが有効な方法 で

あると考える。

ここでは、その事例 として、公益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金、公益信託横 浜

野毛地区まちづ くりトラス ト、公益信託函館色彩まちづ くり基金の3つ を選んだ。いず

れ も住民の発意 でまちづ くり公益信託 を設定 し、特色ある運営の しくみや活発な助成事

業など、興味深い展開がみられる事例である。

それぞれのまちづ くり公益信託において、設定の経緯、住民発意の動機、企画 ・構想

づ くり、運営の実態、助成の成果等を、一連の活動展開の過程 としてとらえ、分析 を行

なった。

1.公 益信託佐倉荷 づ くり文化振興 臼井基金
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(1)基 金の概要

公益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金 は、 「郷土の歴史、文化財等 の調査、研究及

び文化的な街づ くり」に対する助成 をつう じて佐倉地区の 「活力ある文化都市の創造」

を目的とし*1)、 まちづ くりのソフ トにかかわる 「郷土の歴史、文化財等の調査、研究」

(以下、 「郷土史研究等」とよぶ)と 、ハ ー ド、ソフ ト両面にかかわる 「文化的な街づ

くりに必要な環境整備」の2つ を主な助成対象事業として*2)、1983年(昭 和58年)6月

に原資1億 円でスター トした(図 表7-2)。

これまでの助成実績は、1983年(昭 和58年)度 か ら1993年(平 成5年)度 までの11年

間で76件 にたい し総額約5千 万円、平均す ると年約7件 、450万 円にのぼる。そこに基

金による地域住 民のまちづ くり活動が活発 におこなわれていることが端 的にあ らわれて

いる。また、11年 間概ねこのアベレージが保 たれているこ とは、活動の持続性の高さを

示すものである。総申請数は92件であ り、申請者の8割 余が助成 を得ていることになる。

一件当 りの助成金額は最低4万 円から最高250万 円 と非常に幅広い。

助成事業 として実際におこなわれた住民 のまちづ くり活動は、ハー ド面のものが14件

にたい し約1,300万 円、ソフ ト面のものが62件 にたい し約3,700万 円と、後者の方が助成件

数、助成金額 ともに多い。 とくに最近はハ ー ドよりもソフ ト、それも 「郷土史研究等」

の助成事業の方が活発である。

ハー ド面の具体的な内容は、①史跡、臼井八景、万葉歌 など、郷土の歴史や文学にま

つわる場所への記念碑や案内板の設置、②通 りの植樹帯の土壌改良や植栽などの緑の育

成、③京成臼井駅から音楽ホールにいたる通 りの誘導サイン 「絵タイル」の作成 ・設置

など、区画整理事業によってできた公共施設の周辺環境、ス トリー トファニチュアの整

備事業、などである(図 表7-3、図表7-4)。

一方
、非常に活発に展開されているソフ ト面の活動内容 は、①臼井城跡 をは じめとす

る郷土の歴史 ・文化財等の調査研究、②印繍{の 再生 をめ ぐるシンポジウム ・調査研究 ・

プラン作成、③街の通 りや町並みなどの都市環境に関す る調査研究 ・プラン作成、④演

奏会の開催 など、臼井地区の区画整理事業によってできた公共施設の中でもとりわけ音

楽ホールの運営に関する活動、⑤佐倉市の自然、歴史、文学や臼井地区のまちづ くりに

関する出版活動、⑥臼井地区の新旧住民の交流活動など、多岐にわたっている(図 表7-5)。

これまでおこなわれてきた活動のなかでも臼井城跡と印旛沼 をテーマとするものは継

続 して助成 され、それぞれ7件 ・約1,100万円、9件 ・700万円と力を入れているのがわ

かる。これ らは住民の身近な環境であると同時に地域のシンボル的環境で もあり、その

あ り方は佐倉のまちづ くりの重要なテーマになっている。 最近では佐倉市ゆかりの文学
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に関す る調査研 究、出版活動 な どの新 しいテーマ も発掘 されている。臼井城 跡や印旛沼

とい った中心的 なまちづ くりテーマへ の取 り組み と共 に、 テーマの幅が広 が りつつある

といえる。

図表7-2公 益信託佐倉荷づ くり文化振興臼井基金の諸元

名 称

発 足 年 月 日

設 定 趣 旨

信 託 目 的

事 業 計 画

委 託 者

受 託 者

信 託管理 人

運営委員会委員

当初信託財産

助 成 額

公益悟§1糖 街づくり文化醐 臼井基金(略称:ふ るさと街づくり基金)

1983(昭 和58)年6月21日 主 務 官 庁 千葉県(文化国際課)

佐倉市臼井駅南土地区嚇 理事業の完成を記念 して、佐倉市臼井駅南土地

区画整理組合の剰余財産を公益のために提供すること。

郷土の歴史、文化財等の調査、研究及び文化的な街づくりに活動する個人

又は団体に対する助成を行い、もって佐倉地区が目指す活力ある文化都市

の創造に寄与すること。

1.郷 土の歴史、文化財等の調査、研究その他の実践活動を行う個人又は

団体に対する助成金の給付。

2.文 化的な街づくりに必要な環境整備その他の実践活動を行 う個人又は

団体に対する助成金の給付。

3.そ の他、信託目的を達成するために必要な助成金の給付。

佐倉市臼井駅南土地区画整理組合

三井信託銀行(主たる事務所:三 井1甜モ銀行千葉支店)

濱野 歳男(弁護士)

太田 勲(会社社長、元佐倉市臼井駅南土地区画鯉 組合副理事長)他6名

100,000,000円 財産管理方式 収益活用方式(取崩不可)

助成対象1件 にっき、原則として以下の通り.

事業計画の1.に 該当する個人又は団体への助成は、50万円以内

事業計画の2.に 該当する個人又は団体への助成は、100万 円以内

一108一
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昭和田年度(
1983)

昭和臼年度(
1明4)

昭和旬年度
(19朗)

ハ ー ド 面 の 助 成 事 業 受 給 者1助 成金(円)

【郷土の歴史にまつわる場所への記念碑
や案内帳の設置】

・徳川家康の茶水に供 したと伝えられ

る権現水の記念碑設立

【郷土の歴史にまっわる場所への記念
碑や案内板の設置】

・お辰の碑周辺整備事業

【緑の育成】
・野生動植物生息地の保護、樹林の生
産配布

【緑の育成】
・樹木の生産・育成・管理

【公共施設関連のストリー トプアニチ
ュアの整備】

・音楽ホール迄の誘導サインの作成・

道名板の設置

福山岩雄

石井はる

(財)佐倉緑の銀行

(財)佐倉緑の銀行

臼井街づくり研究会

150,000

(工50,000)

500,000

1,000,000

(1,500,000)

500,000

2,500,000

(3,000,000)

ソ フ ト 面 の 助 成 事 業 受 給 者 1助成金(円)

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・北総古代文化解明

(臼井城跡の調査研究)
・臼井城跡の研究

【者肺 環 境の調査研究】
・臼井の街並みに関する調査・研究

【都市環境のプラン作成 】
・国鉄佐倉駅前彫刻通 りについてプラ

ン作成
・臼井駅前通 りについてプラン作成

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・岩富地区の民俗資料の収集、公開
・天辺に見られる特異な植生(シブナ

シワラピ)を調査、その原因を地元

の伝説か ら探る
(臼井城跡の調査研究)
・臼井城跡周辺の中t酬 詳を調査研

究、臼井城周辺の中世史解明
【都市環境のプラン作成】
・佐倉市の快適な環境づくりのための

計画害作成

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
(臼井城跡の調査研究)
・臼井城跡発掘研究(継続事業)

【都市環境のプラン作成】
・臼井駅北側の街づくりプラン作成

〔印旛沼関連の活動】
・印旛沼浄化をテーマとしたシンポジ

ウム開催費用

【出版活動 】
・シブナシワラピ研究成果発刊費用
・臼井地区21世紀への文化の活性化育

成についての提言、会誌の発行

石田 肇

臼井城跡研究会

高野祐之

(財)佐倉緑の銀行

臼井地区街づくり研究会

鈴木雅夫
石田 肇

臼井城ホ研究会

高野祐之

臼井城跡研究会

臼井街づくり研究会

臼井文化懇話会

石田 肇
臼井文化懇話会

250,000

200,000

500,000

900,000

600,000
(2,450,000)

500,000

200,000

2.500,000

350,000

(3,550,000)

1,920,000

500,000

1,500,000

2印,000

1,000.000

(5,170,000)
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昭和61年 度

(1艶6)

昭和能年度

(1987)

昭和63年 度

(1988)

ハ ー ド 面 の 助 成 事 業 受 給 者 助成金(円)

【緑の育成〕
・コブシ(臼井駅南・生谷)200本の土壌

娘

【緑の育成】
・臼井コブシ通りの植樹帯に草花の球

根を植付

【緑の育成】
・昭和64年5月開催予定オランダフェ

スティバルに向け街路に花を植栽す

る

(財)佐倉緑の銀行

花の銀行

花の銀行

400,000

(400,000)

200,000

(200,000)

480,㎜

(1,500,000>

ソ フ ト 面 の 助 成 事 業 受 給 者 1助成金(円)

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・原氏・本土寺口意・妙勝寺の調査研究

(臼井城跡の調査研究)
・臼井城跡発掘研究(継続事業)

【印旛沼関連の活動 】
・西高周辺と印旛沼の生物及び生物調

査
・臼井城跡と印旛沼をとりまく公園構

想の作成

【公共施設一音楽ホールの運営活動】
・佐倉室内オーケス トラ楽器の購入

【出版活動】
・臼井文化懇話会、提言書の作成(第
1回)

・絵図の作成
・佐倉市植物目録の作成

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
(臼井城跡の調査研究)
・臼井城跡の研究と昭和58年度から継

続中の調査成果の公刊
【出版活動】
・臼井文化懇話会提言誌 「うすゐ」の

刊行(第2号)【
その他 】

・佐倉城趾公園・諏訪尾奈緑地(厚生園

)にリスを放す

【郷土の歴史・文化財等の調査研究】
・岩富地区の民俗資料の収集、公開
【印旛沼関連の活動 】
・印旛沼臼井地区湖岸及び臼井城跡整

備計画の構想
【者肺 環境のプラン作成コ
・佐倉市の快適な環境づくりのための

計画書作成
【出版活動】
・「佐倉の女」刊行
・臼井文化懇話会提言誌 「うすゐ」の

刊行(第3号)

松裏善亮

臼井城跡研究会

佐倉西高等学校科学研究
部
臼井文化懇話会

佐倉室内オーケストラ

臼井文化懇話会

まさご地図の会

佐倉野草会

臼井城跡研究会

臼井文化懇話会

リスとムれあう会

鈴木雅夫

臼井文化懇話会

高野祐之

艦
臼井文化懇話会

400,000

2,300,000

200,000

800,000

500,000

350,000

100,000
200,000

(4,850,000)

2,000,000

500,000

350,000

(2,850,000)

500,000

1,000.000

350,000

450,000

500,000

(3,550,000)
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平成元年度
(1989)

平成2年 度

(1990)

平成3年 度

(工991)

ハ ー ド 面 の 助 成 事 業 受 給 者1助 成金(円) ソ フ ト 面 の 助 成 事 業 受 給 者 1助成金(円)

【郷土の歴史にまつわる場所への記念
碑や案内板の設置】
(印旛沼関連の活動)
・臼井八景の案内板を印旛沼周辺に設

置し、佐倉の歴史や文学を知っても
らう

【郷土の歴史にまつわる場所への記念
碑や案内板の設置】

・県史跡指定の堀田正俊・正睦・正倫の

墓所の整備及び案内板の設置
(印旛沼関連の活動)
・臼井八景の案内板を2カ所及び八景

全体案内板を京成臼井駅と竜神橋付
近に設置

【郷土の歴史にまっわる場所への記念
碑や案内板の設置】

'佐倉藩刀剣鍛冶細川忠義の墓所の整

備
(印旛沼関連の活動)
・万葉歌碑建立

【ストリートファニチュアの整備】
・絵タイルの追加整備

佐倉市歴史顕彰会

佐倉市歴史顕彰会

佐倉市歴史顕彰会

佐倉市歴史顕彰会

大谷二郎

臼井街づくり研究会

1.000,㎜

(1,000,000)

1,000,000

1,000,000

(2,000,000)

1,000,000

1,000,000

1.000,000
(3,000,000)

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・内郷地区郷土史を編纂 し、冊子を発
行

・臼井郷土史講座資料の作成
・江戸時代の上勝田村年貢割付状を分

析し、藩農政及び村の状況を明らか
にする

【印旛沼関連の活動】
・21世紀の街づくり構想として印旛沼

周辺の開発プランを創出する
【公共施設一音楽ホールの運営活動】
・東京交響楽団の団員を迎え演奏会を

離

【出版活動)
・提言誌 「うすゐ」の刊行(第5号)
・佐倉地域文庫連絡会10周年記念の冊

子発行

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・内郷地区郷土史を編纂し、冊子を発
行(継続事業)

【印旛沼関連の活動】
・印旛沼の写真展を開催する

【出版活動】
・提言誌 「うすゐ」第6号 の発行
・郷土史 「江原新田」の発行

・戦場における体験を記録集 「死線を

超えて(戦中記)」にまとめ発行
・冊子 「千代田散策ガイド」を発行
・冊子 「臼井とかかわりのある社寺人

々」の前年追加申請

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・内郷地区郷土史を編纂 し、冊子を発
行(継続事業)

【印旛沼関連の活動】
・印旛沼の写真展を開催

[出版活動】
・提言誌 「うすゐ」第6号 の発行
・「和田の養豚一戦後の変遷」を発行

内郷郷土史編纂委員会

中村 正
…

臼井文化懇話会

佐倉フィルハーモニー管
弦楽団

臼井文化懇話会

年記念実行委員会
局

内郷郷土史辺纂委員会

内田儀久

臼井文化懇話会
郷土史 「江原新田」を作
成する会

佐倉市和田郷友会

千代田地区を知る会
中村 正

内郷郷土史編纂委員会

内田儀久

臼井文化懇話会
池田 稔

150,000

120,000

450,000

1,000,000

400,000

500,000

430,000

(3,050,000)

400,000

500,000

500,000

500,000

500,000

300,000

40,000

(2,740,000)

400,000

500,000

500,000

500,000
(1,900,000)
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平成4年 度

(1992)

平成5年 度

(1993)

バ ーー ド 面 の 助 成 事 業1 受 給 者1助 成金(円)1ソ フ ト 面 の 助 成 事 業 受 給 者 1助成金(円)

【公共施設一音楽ホールの運営活動】
・第17回定期演奏会に指揮者及びピア

ニストを迎え演奏会を開催する

【出版活動】
・佐倉市に分布する野草の紹介と地方

名の伝承をするため画文集を出版す
る

・提言誌 「うすゐ」第7号 を発行する
・弥富地区における戦争体験記 「命を

かけた記録」を発刊し弥富地区各戸
に配布

・佐倉市ゆか りの文学、島尾敏雄作 「

死の棘』について調査研究し出版
・市内の社寺や公共機関の花や緑を調

査 しそれらを地図に落とし案内図を
作成
【新住民との交制
・臼井地区の新住民を対象に郷土史講

座と現地学習会を開催する

【郷土の歴史 ・文化財等の調査研究】
・西南戦争と佐倉との関係を調査研究

し冊子 「西南戦争と佐倉」を出版す
る

・内郷地区郷土史の編纂をし冊子を発

行する
【印旛沼関連の活動】
・印旛沼広域公園整備計画基本構思案

の作成
【公共施設一音楽ホールの運営活動】
・第19回、第20回定期演奏会に専門講
師を招き演奏会を開催する

【出版活動】
・提言誌 「うすゐ」第8号 を発行する
・佐倉市を代表する文学者の 「依田学

海」作品集を刊行、図書館、学校等
に配布する

【新住民との交流】
・臼井地区の新住民を対象に郷土史講

座と現地学習会を開催する

佐倉フィルハーモニー管
弦楽団

味村英子

臼井文化懇話会
弥富地区 「戦争体験記」
を作成する会

高比良直美

佐倉花の愛好グループ

中村 正

八重尾等

内郷郷土史編纂委員会

印0,000

5001000

500,000

500,000

500,000

500,000

130,000

(3,1釦,000)

印旛沼
研究会

佐倉フィルハーモニー管
弦楽団

臼井文化懇話会
「依田学海」作品刊行会

臼井文化懇話会

500,000

400,000

500,000

500,㎜

500,000

500,000

220,㎜

(3,120、000)

なお、この表は主として、 「ふるさと街づくり基金」運営委員会編r10年 のあゆみ一 「ふるさと荷づくり基金」10周年記念誌』公益信託佐倉街づくり文化振興臼井基金・
1的3年5月及び臼井文化懇話会会誌rう すゐ」第8号 、佐倉市 ・臼井文化懇話会、1田3年5月によっている.
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-4公 益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金助成事業例一ハー ド面

繋 警護㌶ →'1 .1ご 涜 ・

1'瀕 ぽ ・劇 烈

・'一 躍

違 」1聡1三

臼井八景の案内板の鍵置 →
(1990年度)
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畝1自
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逡鱗獣討
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-5公 益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金助成事業例 一ソフト面

竺塗s・ ぞジ華 ぐ ≡

量 井 謙《璽

i

鷲 ㌣ゴ

最 良_
〒4

_団

印旛沼広域公園整備計画基本構想案の模型(1993年 度、出典:印 旛沼広域

公 園整備構想研究会 『印旛沼広域公園整備計画基本構想案』1993年8月)

E蒸 三
遥遠≒

顯 董,

轟
↑出版刊行物(出 典:「 ふるさと荷づ くり基金」運営委員会編

『10年 のあゆみ一 「ふるさと街づ くり基金」10周 年記念誌』1993年10月

一114.



第7章 まちづ くり公益信託の展開

(2)新 たな活動主体の形成 とネットワークの広がり

まちづ くり公益信託の設定からち ょうど1年 後の1984年(昭 和59年)6月 、地元有志

が区画整理事業後の臼井のまちづ くりに対 し協議 をお こな う。そこでは、新旧住民の交

流 ・協同にもとつ く活動 と、臼井城や印旛沼をはじめ とす る歴史 ・文化 の次代への伝承

が重要であるとの認識にたち、そういうまちづ くり活動の担い手として新 しい文化団体

の設立の必要性、緊急性が議論 された*)。 こうして翌1985年(昭 和60年)9月 、元区画

整理組合の リーダー、学校校長、団体役員、芸術家、病院院長、弁護士、主婦などの幅

広い、新旧の住民層からなる臼井文化懇話会が設立される。

この会は、臼井地区のまちづ くりに関す る活動テーマと して、①印旛沼の自然や景観

の整備 ・活用、②都市的機能、緑の保護 と育成、人々の交流等 を考慮 した21世 紀に向

けた荷づ くりの構想、③歴史的風土の保存 ・伝承、の3つ を具体的に掲げ*4)、 まちづ く

りの提言誌 としての会誌の発行、シンポジウムや講座 ・学習会の開催、プラン作成など、

精力的に活動 を展開している。それを支 えているのは、1985年 度から以 降毎年継続的 に

おこなわれている基金か らの助成である。これまで14件 の事業 に対 し、総額937万 円の

助成を受けている。

後に詳述する 「印旛沼広域公園整備計画基本構想案の作成」については会員の一人で

ある環境デザイナーがプラン作成の中心的な役割 を担い、 これをめぐる新 しい住民団体

の発足 について も会員の他の一・人が中心となって活動するなど、とくに重要なまちづ く

りテーマに対 しては、柔軟で機動性のある活動 を展開 している。

また、基金の個人受益者が助成を受けたことを契機にこの会 に入会す るな ど、基金 に

よって発掘 された新 しい人々 を巻 き込む、人的ネットワー クが生まれている。基金の受

益者となった他 団体の代表も会員 として参加するなど、他 の活動団体 との連携もおこな

われ、シンポジウムや学習会 の開催 をつうじてまちづ くりに関心のある住民とのネッ ト

ワークも広げようとしている。

このようにまちづ くり公益信託の設定を契機に、まちづ くり活動の新 たな主体が住 民

によって発意、形成 され、その主体が公益信託か らの資金援助を受けて さまざまの活 動

を展開し、同時 に多様な主体者間をつなげ、臼井地区のまちづ くりのセ ンター的な役 割

を果たす ようなネットワークの核を築きつつあるといえる。

(3)地 域 の中心的なまちづ くりテーマをめ ぐる活動の展開

このネットワークのひろがりは、地域のシンボル的環境である印旛沼の再生をめぐり、

住民が行政に先んじて整備構想 を提案するという活動へ と展開した。1993年(平 成5年)

度助成事業のひとつ、 「印旛沼広域公園整備計画基本構想 案の作成」がそれである。 こ
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れは臼井文化懇話会が中心 となり、他の住民諸団体 との共 同で新たに結成された団体 ・

印旛沼広域公園整備構想研究会によっておこなわれた。

この事業は公益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金か らの助成金50万 円に加えて、 こ

れとは別の公益信託佐倉都市環境整備臼井基金からも150万 円の助成金を得 ておこなわ

れたものである。必要な時に必要な資金を投入 し、住民が タイミングよ く、機敏な活動

ができるよう、柔軟な基金の運営がおこなわれた。

印旛沼 をめぐっては、それ までもシンポジウム、調査研 究、プラン作成などの諸活動

に対 して基金の助成 を受け、 さまざまの団体、個人が活動 を実施 してきた。この事業 は

.一連の継続的な助成の成果の蓄積の上にたつ、ひとつの到 達点 として位置づけられる も

のである。

研究会は、既存類似事例の手賀沼の整備 をみて、行政だけに任せておいては良い環境

がつ くれないと判断 し、住民側か らのイメージづ くりと住 民参加の計画づ くりの しくみ

をつ くるための契機 として、この構想案を作成 したという。

この案は、行政の整備計画に先行 して作成することが至上命題であった。わが国では、

行政による計画が一旦できて しまうと、それを変更することは難 しい。逆に行政に先 ん

じて住民側から計画案が提案 されると、行 政 も無視するこ とはできず、住民参加の道が

開ける可能性が ある、という住民の戦略がある。研究会で はこれをきっかけとして新 た

に住民主体の組織 をつくり、今後の計画づ くりへの住民参加の展開を考えているという。

これまでの基金の助成活動 によって、人 のネッ トワークがひろが り、一方では、まち

づ くりの中心的なテーマに対 して継続的、集中的に助成す ることによって知恵 も集積 さ

れた。それがさらに、まちづ くりの中心的なテーマをめぐる新たな活動 主体の形成、実

現に向けての体制づ くりへ と発展 してきているといえる(図 表7-6)。

屈

過
程

,.⑧ ・TAGE3
・師たな展開

・他との脇町活動

⑳;ン 印⌒ ～二⑧

/
胃r1宅 市田サイドの柳田体

固鼻出=論

断しいメンバーSTAGE2

・楕団体の形成

・ネッ1・り一クの

応力1り

± 竃茎器 ・

O謝 ぐり丑書信雁O竃 馬ご
受益■

主体のひ着がり

図表7-6佐 倉における活動展 開のモデル
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(4)住 民サイ ドに立った運営 一運営委員長の活動 と役割

佐倉では基金 によって、住民主体のまちづ くり活動のダイナミックな展開が生まれつ

つあるが、それを支えている背景 として、住民サイ ドに立った運営の しくみがあげられ

る。 とりわけ基金の運営委員長の活動によるところが大 きい。

基金設定当初か ら運営委員長には、委託者である佐倉市臼井駅南土地区画整理組合の

元副理事長の0氏 が就任 している。0氏 は基金の設定過程 に直接たずさわり、その経緯

をよく知ってい る。 また、地域のまちづ くり課題や活動グループの実態 などの地元の実

状への理解 も深い。 自身が臼井文化懇話会をはじめとするさまざまの地元住民団体の会

員 とな り、それ らの団体の活動を主体的におこなうなど、住民のまちづ くり活動の実践

者でもあり、諸団体 を束ね、 ネットワークをつくる活動 もおこなってい る。佐倉のまち

づ くり公益信託 は全国第1号 とあって、各 地からの問い合 わせが後 をたたないようであ

るが、それに応対する窓口としての役割も引き受けるなど、運営事務の機能の一部 も担っ

ている。

一般に運営委員長には中立性を重んじて学識経験者や公共機関に携わる方が就任する

ケースが多い。佐倉では、第3者 ではな く、住民主体のまちづ くりの当事者である民 間

人がまちづ くり公益信託の運営をリー ドす る地位 にあ り、運営全体をスムーズにはこぶ

プロデューサー的な、実際的な役割を担 っているといえる。

現在の運営委員会の構成も、全7名 のうち、0氏 のほかに委託者の佐倉市臼井駅南土

地区画整理組合 の理事長、臼井地区の文化 団体、町内会の代表各1名 が加わ り、基金 の

運営に委託者の志や地元住民の声 を十分に反映できるようになっている。

一方では、助成 申請の広報や受付窓口な ど、公募にともなう事務的な諸機能を行政 に

分担 してもらうという体制がとられ*5)、 住民サイ ドの運営の中で、市行政の協力をうま

く引き出 している。

なお、公益信託佐倉荷づ くり文化振興臼井基金の姉妹 とでもいうべき佐倉市の他の2

つのまちづ くり公益信託、公益信託佐倉都市環境整備臼井基金 と公益信 託佐倉都市環境

整備生谷基金では、住民サイ ドに立った運営 をより徹底 しておこなうこ とのできるしく

みがつ くられている。これらはまず助成対象範囲をそれぞれ臼井地区、生谷地区とい う

佐倉市の一地区に限定 している。そして公募の方法をとらない。その代 わ りに、地区住

民で組織 された 「環境整備委員会」をつ くり、そこが住民 の意見 を集約 して毎年度の ま

ちづ くり活動の内容、費用な どの事業計画 を作成 し、 自ら実行するのである。 しかも基

金の元本 を取 り崩す ことがで きる。 もちろん受託者に助成 申請 し、運営委員会の審査 を

受け、信託管理人の監査 と主務官庁の監督 を受けるという、一般的な公益信託のルール
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に従 っているのはいうまで もない。

こういう地区限定型で、公 募をせずに、地元住民団体が助成事業のプログラム策定 ・

執行機関として位置づけ られ、元本を取 り崩すことによって必要な時に必要な費用を投

入できるという しくみは、まちづ くり公益信託の実質的な運営を住民に委ね、機動性 と

実効性に富む運営が可能な、

(5)基 金の評価 と課題

先駆的な試みとして注目される。

助成 を受けて、実際にまちづ くり活動をおこなってきた受益者は、基金をどのように

評価 しているのか。図表7-7の とお り、受益者の生の声にあ らわれた基金の意義や効果は、

以下の5点 にまとめることができる。

●活動資 金が必要 とい う住民の 切実 な要求 に対 応

・自分 の作品を本 と して出版 するには高額 の盟用 が必要 で、その ねん

出のために 当初 は自ら働 きにでたが、 知人、友 人の昭介や勧 めで基

金に応熱 し、 助成 金を得 た

・この益金が あったか らこそ、 本 とい うかたちで残す ことが でき た

●活動のエネル ギー源

・助成 を受け たこ とで、 本の出版をな んと しても実現 させ るのだ とい

う決意が固 まった

・自分 自身の 研究意欲が高め られた

・心強 いこの 支えが励み となり、小 さな力が 何倍にも膨 らみ、 目橿 に

むか って頑 張る ことが できた

●活動の 結果に対す る満足 感、 速成感、 夢の実現

・自分 の作品 を本 というかたちで残す ことができた満足感

・自分 自身の勉強 になった

・自分の本を持 つ夢が実現 した

・自分の住 む 「まち 」に寄せ る 「ひ とつの嬰 」をプうンと して語 り、

示す

●人的交流 の生成 と拡大

・助成 を受けた ことがきっかけで、 臼井文化懇話会の 会員にな るな ど

地元佐倉il∫の まちづく りを考 える新 しい人遣 とのネ ッ トワー クがで

きた

・佐倉の人だけ でなく、 い ろいろな地方の人が咀を聞いて本 を送 って

くれ といって くれている.佐 倉か らの文化の発信 に、 いくば くかの

貢献 をして いるよ うに感 じる

・刊行 の結果、新 しい友人 をたくさん得 ることがで きた

●行政の 手の屈 かない地域の まちづ くりニー ズに対応

・佐倉 のような新 しく移住 してこられる人 々の多い地域 では、 街の歴

史を知 りたい という人 々がたいへ ん多い

・歴 史遺産 の保全 につ いて、 民ll}1の個々の声 というもの は疎遠 にされ

がち.こ の様な隙1田を埋 めてil1民に よる歴 史遺産 の顕彰がr枯 金の

」田極的な提唱 によ り更に進め られれば、 「歴史の街佐倉 」の街 づ

くり も前進す る

・失わ れて いく佐倉 市の自然、 風土の一皿である野草の妾 を残 すこ と

がで きた

図表7-7基 金に対する受益者の評価
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第一に、主婦 の方で自分の作品の出版費用 をねん出するために当初は 自ら働 きにで た

という例 にみ られるとお り、明確 な活動テーマをもってい る住民にとって、費用のね ん

出は大 きな問題である。基金 は、そうい う住民の切実な要求にこたえる資金源 となって

いる。第二に、基金からの助成は、個々人にとって活動の大きな励みとなり、活動意欲、

目標に向かって遂行する気力や責任感が高め られるなど、活動のエネル ギー源 となって

いる。第三に、活動の結果に対 して 「夢が実現 した」 といわ しめるほど大 きな満足感 、

達成感が得 られていることである。これは次のステップの活動への動機 づけとなる可 能

性がある。第四 に、助成 を受 けたことそれ自身や助成の成果品をつうじて、地域の内外

の人々との交流が生成 し、受益者を中心 とする人的ネットワークがひろがっている。第

五に、基金による助成事業が、行政の手の届かない地域の まちづ くりニ ーズにこたえて

いることである。

一方
、基金の運営上の課題 として、第一 に、まったくの素人にとって助成申請の手続

きが容易ではないことがあげ られている。第二に、まちづ くりは継続性 が重要なので、

ある程度特定の人々のために助成することはやむをえない とするも、一方では新規事業

への助成がおろそかになると運営が硬直化する危険性 もあ るとの指摘があ り、継続事業

と新規事業にたいする助成バ ランスの問題があげられてい る。また、助成事業の成果 に

対する課題 として、ハー ドの物件が壊 された際に、受益者 でもな く受託 者でもない、他

の公的機関がたまたま修理費 を拠出 したどいう例 にみられるとおり、第 一に、ハー ドの

成果の維持管理の責任の所在 が不明確なことがあげられる。第二に、これまでの助成事

業でおこなわれたプラン作成 や提言などの ソフ トの成果の多 くは、その後実現に向けて

着実に展開 しているわけではない。提案をフォロー し、実現化する体制 として、住民 と

建築家等の専門家か ら構成 され、推進母体 となる民間の専 門機関づ くりと、行政の積極

的対応の必要性があげられている。

このソフ トの成果をフォローする専門機 関への適切な資金援助や、応募需要の増加へ

の対応など、ダイナ ミックな運営 を展開する上で、基金の増資は必須で あ り、それが最

重要課題であるとしている。

2.公 益信託横浜野毛地区まちづ くりトラス ト

(1)設 定の経緯一地域住民 が団結 してかちとった最大規模 のまちづ くり公益 信託*6)

野毛地区は横浜市のJRお よび東急の桜木町駅の西南にひろがる、面積約30ha、 人口

約4,300人 の地域である。戦後復興の頃、め ざま しい賑わいをみせた繁華街であるが、そ

の後横浜駅が栄え、JR桜 木 町駅が通過駅 となってしまい、かつての活気 は失われつつ
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ある。地区の商店主だちは、今後JR桜 木町駅をはさんで反対側にあるMM21地 区の

整備が進むと、野毛地区の衰退に一層拍車がかかるという危機意識 をもっていた。この

商店主だちが中心 となり、地区の9町 内会、商店街協同組合、飲食業協同組合 と連帯 し、

かつての賑わいを取 り戻すべ く、1984年(昭 和59年)12月 、野毛地区荷づ くりを考える

会(現 野毛地区荷づ くり会、以下街づ くり会 とよぶ)を 発足 し、まちづ くりの勉強会や

祭などのイベントの実施、ニュースの発行等、さまざまのまちづ くり活動 を展開する。

この頃の街づ くり会の最大テーマは、JR桜 木町駅舎の移動(100mほ どMM21よ り

に移動)計 画に ともない、野毛方面へのアクセスを確保す ることにあった。この問題 に

ついては1986年(昭 和61年)2月 に街づ くり会 と横浜市による協議会が設置 され、そ こ

で検討されることになった。これは同年11月 、新駅舎 と野毛を結ぶペデス トリアン ・デッ

キの設置を、当初予定の1本 から3本 に増設するという実行 プランが市側から提示され

るというかたちで決着 をみる。

この ように地区活性化に向けての具体 的な動 きが軌道にの りかけたころ、1987年(昭

和62年)6月 、それに逆行す るような構想が市から出され る。MM21新 線計画に東急

が乗入れし、それにともない東急横浜駅一桜木町駅間を廃線 にするとい うのがそれであ

る。多 くの乗降客を抱える東 急桜木町駅の廃線は、桜木町のターミナル性をさらに失 わ

しめることにな り、野毛地区 にとって死活 問題である。 しかもこの構二想 は地元には寝耳

に水のことであった。野毛地区住民は市にたい し猛反発 し、廃線反対 を訴える。

この問題は、市 と荷づ くり会、地元が選 んだ学識経験者 からなる野毛地区MM21線

問題研究会の協議に委ねられ た。市はMM21新 線の推進 にあたり、それを運営する第

3セ クターの設立を計画 し、それには野毛住民の合意 を得 ることが必須条件であった。

そのため、第3セ クターの設立=東 急廃線 の見返 りとして、8項 目からなる 「野毛地区

振興 に向けた提案」*7)を 地元に提示 した。この中の 「今後の地域振興事業 を資金面から

援助する方策を検討 していく」*8)と いう1項 目は、後に街づ くり資金制度 とよばれ、現

在の公益信託横浜野毛地区まちづ くりトラス トにつながるのである。

街づ くり会は第3セ クター設立=東 急廃線に断固反対か、それに同意 して振興策をか

ちとるかの選択をせまられることとなった。1988年(昭 和63年)1月 、街づ くり会は条

件付 きでMM21線 の第3セ クターの設立 を承認 し、4月 には市、東急、街づくり会の

3者 が振興策の覚書 ・確認書 を交わす。

ところが、1989年(平 成元年)12月 、MM21線 の免許申請がおこなわれたことが問

題 となる。街づ くり資金制度 をは じめとす る野毛地区振興策の短期課題が具体化 しない

時点での免許申請が、先の確 認書に反するものであり、街づ くり会はあ らためてその具
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

体案の提示 を市 と東急に求めたのである。

その後、街づ くり資金制度 の具体化がはかられ、資金は東急から15億 円が提供 され

ることとなる。その受け皿については協同組合方式、公益信託方式の2者 が検討 される。

市や地元の協議 をへて、地元住民によって 自由に効率 よく資金が使え、 しかも東急お よ

び地元に課税 されない方式 として公益信託方式が選ばれる。東急から横浜市へ寄付を し、

それを原資 として横浜市が委託者 とな り、1990年(平 成2年)11月 、公益信託横浜野毛

地区まちづ くりトラス トとして正式に設定 された。

以上の設定経緯にみられる とお り(図 表7-8)、 このまちづ くり公益信託の委託者は横

浜市、原資の拠出者は東急であるが、その実体は地区の衰退に対する住 民の危機意識 を

契機 とし、市行政 と大企業を相手に、紆余 曲折を経ながらも住民が団結 してパワフル な

まちづ くり活動を展開してかち とったものにほかならないのである。

1984.1

1987.6

1988.1

.4

‖
墾

i
塁

塞

$醤

野 毛 地 区 街 づ く り会 横 浜 市 ・東 急 ほ か

1990.11

(活 気 ・に ぎ わ い)

MM2181画 のf佳逃

(地 区 衰 退)

危 機 意 識 田訣接木町駅」垂幕計画
ってoい

野毛地区街づくり会轄成
賛,一†1 巧埠r,竃轟

括魔な橋粕

モ おロユリにロのりほとヨほロじ

1
<_______」

議 逼1⊇滅:濠 咋
三+."咋11号 ・・::'.」'r[∨.・ ・噌・ト1'1'11`

刊酷1斬 股 立 に 伴 い

東 趣 線 廃 線 計 画 浮 上

(第3セ 妙 一股 立 を 意 図)
地元の彊威必要

i1 1皐1・'1).

一翼 欝 欝灘 曇 「柵つくη
書毛西口補償訓度

」臼遺 草皿石

振 興 鯖 に正 式 調 印(街 づ く り会 ・市 ・東 急}

基 金 化 準 備

」
_コ..,二.菌_:享}}¶;_ミ;1,jijト,毛.一 一,.1};一 式`　 i11、il量 三ii{日映 一:11「1:足.|;1]..元 一

τ こ カ い 兀]・ 忙 さ`遣 い

16{宜円 拠 出 〔東 急)
二+邑

'曇 益 僧 寵 描 旗 野
・毛 地 区 ま ≒づ'苧 ザ 里 ラ"ス'ト:・∵発 足

図表7-8公 益信託横浜野毛地区まちづ くりトラス トの設定経緯
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第7章 まちづくり公益信託の展開

(2)ト ラス トの概要

横浜野毛地区 では、繁華街 として衰退 しつつある状況に歯止めをかけ、いかに して再

生するかがまちづ くりの最 も大きなテーマ となっている。公益信託横浜野毛地区まちづ

くりトラス トは、このテーマに即 し、 「野毛地区の振興 と活性化」 を目的に*9)、 まちづ

くりのハー ド面 にかかわる 「まちづ くりに必要な環境整備 など」 と、ソフ ト面にかかわ

る 「まちづ くりに関する調査研究、計画の立案など」及び 「まちづ くりに関するイベ ン

ト及び広報活動など」の3つ を主な助成対象事業としている*10)(図 表7-9)。

名 称

発 足 年 月 日

信 託 目 的

事 業 計 画

委 託 者

受 託 者

信 託 管 理 人

迎営委員会委員

当初信託財産

助 成 額

公益信託横浜野毛地区まちづくりトラスト

1990(平 成2)年11月13日 主 務 官 庁 神奈川県

住民の創意工夫による自主的なまちづくりを行う個人又は団体に対して助

成を行うことにより、横浜市中区野毛地区の振興と活性化を図り、快適で

文化的なふれあいのあるまちの創造に寄与すること.

まちづくりに必要な環境整備等及び調査研究、広報活動の事業を行う個人

又は団体に対する助成金の交付。

横浜市

住友信託銀行、日本信託銀行、三井信託銀行、三菱信託銀行、

安田信託銀行、東洋信託銀行、中央信託銀行、大和銀行(共 同受託)

本田 豊明(横浜市代表監査委員)

加川 浩((有)加 川設計事務所代表取締役)他5名

1,500,000,000円 財産管理方式 収益活用方式(取崩不可)

事 業 目的 に した がい 費用 の70～80%を 限 度 と して 、

1件 に っ き最 高2、000万 円 まで

図表7-9公 益信託横浜野毛地区まちづ くり トラス トの諸元
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第7章 まちづ くり公益信託の展 開

1990年(平 成2年)11月 に原資15億 円でス ター トし、後 に2億5千 万円 が増資 され 、

基金規模 は総額17億5千 万 円 と大 きい。助成対 象地域は面積 約30ha、 人 口4 ,300人 ほどの

野毛地区(野 毛 町1～4丁 目、桜 木町1～3丁 目、花 咲町1～3丁 目、宮川 町1～3丁

目、 日ノ出町1～2丁 目)に 限定 されて い る。助成金 の額 は費 用の70～80%を 限度 と し

て、1件 につ き最高2,000万 円 まで と してい る。

これ まで1990年(平 成2年)度 か ら1992年(平 成4年)度 のわずか3年 間ではあるが
、

合 計27件 にた い し約2億 円 とい う巨額 の助 成金が支 給 されてい る(図 表7-10)。 一件 あ

た りの助成費用 は200万 円以上 がほ とん どであ り、最高は限度額一杯 の2 ,000万 円であ る。

この ように野毛 地 区 とい う地 区 レベ ルの狭 い、限定 され たエ リアに、多 額の助成費用 が

投入 されてい る ところに大 きな特徴が ある。

助成事業 による住民のまちづ くり活動 は、ハー ド面の ものが7件 にたい し約6 、300万円、

ソ フ ト面の ものが20件 にた い し約1億3,500万 円 と、 ソ フ トの 事業 によ り多 く助成 され て

い る。

その具体 的な 内容 をみ ると、ハー ド面 で は、①野毛地区 の各 通 りにお ける街路灯 の設

置、② 案内板 の設置 、③ い くつかの通 りに おけるベー ブや ス トリー トフ ァニチ ュアの 整

備 な ど、これまでは歩行者環境 の整備事業 が集 中的 にお こなわれている(図 表741)。

ソフ ト面で は、①歩行者環 境整備 や大道 芸国内外都 市 に関す る調査研 究、② まちづ く

りの基本構 想づ くり、商店街 振興 プラン作 成な どの計 画の 立案、③ 大道 芸ふ えす て いば

る、年末統一催 事 などの イベ ン ト、④ ミュー ビジ ョンへ の 情報 登録 、 タ ウン誌の発行 な

どの広報活動がお こなわれてい る。

(3)ア クテ ィブな まちづ くり活動の展 開

多額 な費用 が継続 して助成 される ことに よってアクティ ブに展 開 され てい る、い くつ

かの特徴 的な活動 がみ られる。

その一つ は大道芸 ふ えす て いばるで ある(図 表7-12)。 これ は、基金 設定前 の1985年

(昭和60年)か ら始 め られ、以 降毎年 おこな われているの であ るが、 日本 の主 な芸人 は

もとより、海外 か らの参加 もあ り、年 々発 展 をとげて、い まや全国的に も国際的 に も注

目されてい る。 その企画 ・プ ロデュース ・運営 のすべ ては 野毛住民 の活 動 に よってさ さ

え られ、 「大道 芸 によって街 が一体 となれ た」 「すべ ては大道芸 か ら始 まった」 と言 わ

しめ るほ ど、大 道芸 は野毛 にとって まちづ くりのバ ックボー ンとなってい るとい う*11)。

春 と秋 の年2回 開催 の この大 道芸 ふ えす て いばるにたい して、1990年(平 成2年)か

ら毎 年継続 して助成 がおこなわれ、 この他、大道芸 に関す る国内外 都市調査 、写真集制
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-10公 益 信 託 横 浜 野 毛 地 区 ま ちづ く り トラス ト助 成 事業 一覧(1990～1992)

平成2年 度

(1蜘)

平成3年度
{1991)

平成4年 度

(1田2}

ハ ー ド 面 の 助 成 草 垣

【歩路 酬 日割
・桜通り鯖 自電離(第1肛 事)

【街路灯他ストリートファニチュアの

萱刷
・案内板の般置

・音楽直り⌒
・宮川町⌒
1桜木口1「びおシティ→蹴 出置
・街路即断設地下埋設工事

捗 行者空間整剛
・歩行者環境空間整備事貝

受 給 者

野毛緒通り商栄会

野毛地区街づくりを考え

る会
音楽過り商店街

宮川町仲過り会

桜木町びおシティ商店金
隈椰 おシティ商店会

協同組合野毛髄 り商栄
会

勘齢 《円)

11,2田 、800

(U.2田.800)

4,218,800

7,0田.920

5,埴6、000

8.仰3.田6

6,閤2,㎜

(3L與0.θ96}

20,000,000

《20.ooo.ooo}

ソ フ ト 面 の 助 成 事 藁

【イベント1
・'91軍翻 毛大道芸ふ足すていばる

【広報活動】
・大遊芸写真集制作

旧 査研究1
・野毛騰木通り歩行者… 口の

萌査・研究
・野毛大道芸ム」tすていばるに関する

国内・⌒ 査
f計画の立案1
・日ノ出町一・二丁目地区まちづくり

連体稽田田査
・野毛均㎜(野 毛柳遡り食・野毛

小鹸 ・伸張会⊃商店街眞目プラン作

喘
【イベント1
・野毛大道葺ふ」Lすていばる

'地区活性化ソフト1国東商口部分年末

⌒
徒 爾活動1
・ミュービジョン情㎜

・野毛広㎜1企 ■

【■査研究1
・野毛C1噛 略ゼミ

・大道芸国内外都市■査

1断面の立案1
・歩行者一 ●頃の裏曲 惜

・野毛地区とMM21地 区を花と水と

緑と共感する断づくり棚餌
【イベント】
・野毛大道芸
・おわら風の盆と流し書

・野毛地区耐生化ソフト事彙 「商頻部

分年末線7僧 事」
【広蹴1
・ミュービジョン情1■田皿
・タウン誌rハ マ野毛」売行

・「野毛ストーり一」複馴

受 給 曹

大道芸実行委日金

大道芸実行委直会

胞融 合野毛隈通り商※
会

野毛大連芸ふえすていば
る実行委員会

日ノ出町一丁目地区再開
発促遺恨瓢会

野毛楠還り・野毛小鹸 ・
仲遣り会

野毛大遭甚ム瓦すていば
る実行曼員会
ゆめゆめ実行委貝合

野毛地区術づくりを」考え
る会

野毛地区衡づくり金

野宅地区債づくり金
野1獺 雪行書目会

野毛柳田り会

野毛地区街づくり会

野毛大道国譲 行書1会
溢し芸実行畳民会

ゆめゆめ実行委員会

野毛地区情づくり会
「ハマ野毛」■集委真金

野毛地区街づくり会

助成金 《円)

1L200.0喧0

4,飽4.ooo

(15,824.ooo)

88.000

2.500.000

6,008.ooo

2.8田.200

20.000.000

頒』oo,ooo

2,539.5田

4.800,000

(58.802.7田)

10,000.000

3.000.000

4.000,000

3.000,000

20.㏄o.ooo

1,600.ooo

4.㎜,ooo

2.3印.㎜

囮.750,0m

990.000

偶.770.000》

なお、この衰は主として、野毛地区街づくり会 「野毛地区ニェース」男泣号、旧91年9月及び「野毛地区ニュース」男26号、蹄2年10月によっている.
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-11公 益信託横浜野 毛地 区まちづ くりトラス ト助成事業例一ハ ー ド面

† 案内板の殴置(1991年度)
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

作 にも助成されている。大道芸関連の事業への助成金額は、延べで6,000万 円をこえてい

る。公益信託に よる手厚い助 成が、野毛住民のまちづ くり活動のシンボルともいえる大

道芸の継続的な活動の展開に大きな役割 を果たしている。

二つは、 タウン誌 「ハマ野毛」の発行 である(図 表7-12)。 これは野毛の情報発信 、

伝達の手段 として、野毛の街 の魅力 を盛 り込んだガイ ド誌である。自らB級 タウン誌 と

なの り、徹底的に野毛にこだわ り、野毛の強烈なエネルギー、自己表現 を感 じさせる、

独特のタウン誌である。執筆陣には街づ くり会のメンバーは もとより、平岡正明氏、田

中優子氏他の著名人も名を連ねている。1991年 度以降継続 して、創刊企 画と年4回 の発

行費に1,500万 円余の助成がおこなわれている。

三つは、ハー ド面 において、街路灯の設置や歩道の修景 など、歩行者空間の整備に関

する事業の展 開である。1990年 度以降、野毛地区の各通 りを対象に、毎年継続 して助成

がおこなわれ、その総額は6,300万 円にものぼる。なお、これらの事業には、市や県から

の助成金 も同時 に受けており、費用の面で トラス トと行政 との共同負担 としているこ と

が特徴である。 まちづ くり公益信託によるハー ド面の事業 をおこなう際の、新 しい試 み

として注目される。

特定の対象にたい して、継続的に、集中的に助成をおこなうことによって、野毛な ら

ではのユニークな、地域独 自の活動が展開 され、大きな効果をあげてい るように思われ

る。

(4)住 民による自主的な運営の しくみ

まちづくり公益信託の助成 申請窓口はあ くまで も受託者 である信託銀行にあるが、公

益信託横浜野毛地区まちづ くりトラス トで は、この制度上の受付に先立 ち、地元の住 民

団体である野毛地区荷づ くり会を窓口として、地区内からの案件 を予備 申請 として受 け

付ける方法 をとっている(図 表7-13)。 これは野毛地区街づ くり会の機関誌 「野毛地区

ニュース」で広報 され、公募 されている。寄せ られた予備 申請案件は、街づ くり会の中

の 「受付選考委員会」に よって多面的に検討され、 「調整 に時間をかけて、より良い案

件にし、地区内で とりまとめ」*12)ら れるのである。 この 「受付選考委員会」では地区

外からのアイデアも受け付けている。ここで検討 された案件は、街づ くり会の 「理事会」

に諮問され、そこで決定されたものを受託者に申請することになっている。

街づ くり会の中にはもう一つ、 トラス ト運営のための機関 として 「公益信託野毛街づ

くり資金制度検 討委員会」が設置されてい る。これは基金の運営にかかわる全般的なこ

とを街づ くり会 として把握 し、基金運用の円滑化や問題点の解決を図る ことをねらい と

している。
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-12公 益信託横浜野毛地区まちづ くりトラス ト助成事業例一ソフト面
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

野毛地区荷づ くり会は、野毛地区の活性化 と振興を目的に、現在10町 内会 と7商 業 団

体による、住民 と商人が一体 となった、 「野毛全体を網羅する組織」 にほかならない

*13)。 この野毛地区街 づ くり会が、地区内に対する予備 申請の広報 ・公募 ・受付、予備

申請案件の内容検討 ・調整、地区外からのアイデア募集、受託者への本申請案件の検討 ・

決定 といった一連の運営過程 に直接かかわ ることによって、助成事業プログラムの策定

において地区住民の総意が反映で きるようになっているといえる。

これは、先述 した公益信託佐倉都市環境整備臼井基金や公益信託佐倉都市環境整備生

谷基金 とよく似 ており、地元住民による自主的な運営の しくみがつ くられているのであ

る。

図表7-13公 益信託横浜野毛地区まちづ くりトラス トの運営の しくみ
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

3.公 益信託函館色彩まちづ くり基金

(1)設 定の経緯一市民 自前の活動が生み出 したまちづ くり公益信託*14)

函館市の西端、陸繋島の地形を示す函館 山山麓一帯は、幕末にわが国最初の開港場の

一つとしてひらけた地域である。面積約200ha、 人口約2万 人の、西部地区とよばれるこ

の地域には、開港場 として諸外国文化の影響 を受けた明治 ・大正 ・昭和 初期の洋風建築

物が今でも数多 く残 っている。これらの歴史的建築物群 と港の水辺、函館山、坂道が一

体 となった町並 みは、ひろく市民に親 しまれ、その保全 ・再生がまちづ くりの中心テー

マとなっている。

このまちづ くりテーマに対 して、行政 に先 んじて市民が主体的に問題 提起 をし、実践

活動を展開 してきた歴史がある。1970年 代初めからの歴史的建築物の再利用、1970年 代

末からの歴史的景観の保存 ・再生、1980年 代 末のチンチン電車の復元 ・動態保存、バ ブ

ル経済期の高層マンシ ョン建設の規制等、その具体的事例は枚挙にいとまない。

その中で、1987年(昭 和62年)末 、地元市民 らによって西部地区の町並 み、まちづ く

りに関する新 しくておもしろい、市民の自主的な活動テーマが模索 され、戦前の歴史的

な木造下見板建築のペンキの色に着 目した色彩文化の研究が発意される。これが公益 信

託函館色彩 まちづ くり基金の契機 となる。

1988年(昭 和63年)1月 、それ以前から西部地区の町並み を巡 り歩 くハ ウスウオッチ

ングや冬のまつ りな ど、さまざまのまちづ くり活動を展開 していた市民 グループ ・元町

倶楽部 と、西部地区の町並み研究や景観形 成基本計画づ くりなどに携わ った札幌の都市

デザイナー、大学研究者 ら専 門家が共同で 「元町倶楽部 ・函館の色彩文化 を考える会」

(以下、元町倶 楽部 とよぶ)を 結成す る。 と同時に、財団法人 トヨタ財 団の第5回 研 究

コンクール"身 近な環境をみつめよう"に 「港町 ・函館における色彩文化の研究一下見

板のペンキ色彩 の復原的考察 を通 して一」 のテーマで応募する。同年4月 、元町倶楽部

はトヨタ財団からの研究助成金を獲得 し、以降1990年(平 成2年)10月 の2年 半にわたっ

て調査研究活動 をおこない、 「こす り出 し」や 「時層色環」 というまちづ くりのキーワ

ー ドを発見する。同時に、研 究の知見 を生 か して、実際の建物へのペイ ント実験やペ ン

キ塗 り替えのコンサルティング、ペンキ ・ワークショップなどの実践的 なまちづ くり活

動 も展開する*15)。

この研究活動 の成果が高い評価 を受け、研究コンクールの最優秀賞を受賞することに

なる。それにともないフォローアップ助成 として、 トヨタ財団から元町倶楽部に2,000万

円の研究奨励基金が拠出されることになった。 トヨタ財団からのア ドバ イスもあって、

この基金を元町倶楽部は自分たちのグルー プだけで使 うのではな く、西部地区のまちづ
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

くりにかかわる幅広い市民の 自主的、 自立的な研究や活動が可能な しくみ として、まち

づ くり公益信託の設定を発意する。

元町倶楽部が委託者 とな り、1991年(平 成3年)11月 から主務官庁の北海道庁との間

で本格的に開始 された設定手続 きは難航 した(図 表7-14)。

まず、委託者 が現に資金を保有せず、 トヨタ財団という別の組織か らの寄付の見込 み

があるという新 しいケースであったため、 内容以前の設定可能性自体が 問題 とされた。

これについては過去に前例があったということで認められたのであるが*16)、 あいまい

な前例主義にとどめるのではな く、 こういうケースの制度化が必要であろう。

まちづ くり公益信託の内容 に関 し主務官庁 との間で問題 となったのは、第一に、対 象

地域の範囲 と事業テーマについてである。委託者は対象地域を主 として西部地区に、 ま

たそこでのテーマを主として町並み色彩 に しぼ りこみ、そこか ら西部地 区の中心テーマ

である歴史的環境の保全 ・再生 にかかわる景観問題や住環境整備などの諸課題に展開 し

ていくという、独 自の構想、プログラムを描いていた*17)。 しかし、それが公益性の確

保=不 特定多数 を対象 とすることに抵触す ると判断された。佐倉 と同様 のことが問題 と

なったのである。結局、対象 地域を函館市全域とし、まちづ くり公益信 託の事業内容 を

建設省の手引書に沿った文言一例えば色彩をテーマとしたペンキエイ ド、カラークリニッ

クを 「都市景観の改善事業」等*18)へ と変更することになった。

第二は、信託財産の運用についてである。委託者は、信託財産が2,000万 円 と小 さいた

めに運用益だけでは不十分 と判断し、 とりわけ立ち上が りの当初数年間の事業予算 をで

きる限 り確保す るために、信託財産を取 り崩 しのできない 「基本財産」 の他に、取 り崩

しができて自由 な運用が可能 な 「運用財産」 を設けるという2本 立ての方法を考えた。

これに対 して主務官庁は、建設省の手引書に記載 された 「事業の永続性」を根拠 として

まちづ くり公益信託では一般 に元本取 り崩 し方式 をとらないこと、また、法人の寄付金

に対 して税の優遇措置が得 られる 「特定公益信託」への将来の昇格のためには元本取 り

崩しので きない収益活用方式が条件 となることを理由に、上記の方法 を許可 しなかった。

まちづ くり公益信託の制度上 、取 り崩 しは可能であるし、先例 として佐倉都市環境整備

臼井基金などの3例 ですでに実施 されていたにもかかわらず、その可能性は追求 されず

に終わってしまったのである。

第三は、運営委員会のメンバー構成についてである。委託者は実際の運営に自身のま

ちづ くりへの思 いが直接反映するよう、 とりわけ設定当初から運営が軌道にのるまでの

間は運営委員会 に参加するこ とを強 く望んでいた。 しか し主務官庁から、原資の規模が

小 さいので増資 に有利な特定公益信託への早期昇格をめざすべ きであ り、その特定公益
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図表7-14公 益信託函館色彩まちづ くり基金の設定経緯

一主務官庁 との主要な折衝過程

1991(平 成3)年

6月5日
「元町倶楽部 ・函館の色彩文化を考える会 」

(以下 「会」とする)が 、まちづくりをテーマ

とする公益信託の許可業務 をおこなう主務官庁

の担当部局の所在にっいて、北海道教育庁総務

課に対 してヒアリングをおこなうが、明らかに

されず。

9月17日
「会」が、北海道教育庁総務課および知事部

局の住宅都市部まちづくり推進室へのヒアリン

グをっうじ、まちづくりをテーマとする公益信

託の許可業務をおこなう主務官庁の担当部局は

住宅都市部 まちづ くり推進室であることを確認。

さらに、総務部文書課より、平成3年7月15

日公布の 「知事の所管に属する公益信託の引受

けの許可及び監督に関する規則」の条文及び公

益信託契約書例を入手。

9月19日

トヨタ財団 第5回 研究コンクール"身 近な

環境をみっめよう"第7回 選考委員会において.
「会」がフォローアップ等助成申請の趣旨説明

をおこなった。審議の結果、同会を研究奨励基

金の助成対象候補とすること、また、① 申請引'

画再の練り直しをおこなうこと、②公益信託設

定に関する主務官庁との折衝、実現可能性 ・具

体的問題点の把握、の2点 に関する要件が満た

されれば、委員会に諮 り、理事会の推薦を確定

することが決定。

11月13日

「会」が、主務官庁の担当部局 ・北海道住宅

都市部まちづくり推進室と正式な折衝を開始。

11月26日

トヨタ財 団事 務局お よび 研 究コ ンクール選考

委員が来週 し、 「会 」 と共 に 主務 官庁 との折衝

をお こな う。

12月18日
「会」が、受託者候補の住友信託銀行札幌支

店 と協議。 「会」が作成 したまちづくり公益信

託企画書と信託契約書(案)に 基づき意見交換

をおこなう。

12月20日

「会 」が 、 トヨ タ財団へ の フォロー ア ップ等

助 成巾請 書の練 り直 しをお こ ない、 「(仮 称)

公益信託函 館色彩 まちづ く り基 金 」の具体 的事

業内容、事 業Rl画 のス ケジュー ル、事業 予算 プ

ログ ラム、基金設 定の 方針 と基金 運用管理 の主

体(運 営形 態 とお金の仕組 み)等 、公益 信託 設

定 に関 して 詳細 な検討 をお こな い、 「函館 色彩

まちづ く り」の研 究テ ーマで 申請 書を再提 出。

|
1992(鴎z,戎4)f手

1月24日

住友 信託 銀行札 幌支店 との 協議。

4月2-4日

「会 」が 公益信 託、 まちづ く り公益法 人の先

駆 的事例の 調査 をお こなう.公 益信託 アジア ・

コ ミュニテ ィ ・トラス ト、社団法 人奈良 まちづ

くりセ ンター、 世田谷 まちづ く りセン ター及 び

公益信託 世田谷 まちづ くりフ ァン ドを対象 。

5月6日

北海道庁の4月 の人事異動によって、まちづ

くり推進室の担 当官が入れ替わったため、 「会」

は、新しい担当者との折衝をおこなう。

5月7日

住友信託銀行札幌支店との協議.こ の時、本

店営業企画部福祉信託室の岩田恒男氏も同席。

この時点で受託者を引き受けても らえることが

ほぼ確定。

5月M日

委託者(「 会」)、 受託者(住 友信託銀行札

幌支店)、 主務官庁(北 海道庁住宅都市部まち

づくり推進室)、 トヨタ財団事務局の4者 によ

る協議。

7月6日

受託者との協議.主 務官庁 との事前協議に必

要な設定打ち合せ書一式を取り揃えるために、

設定趣意書の作成、元町倶楽部 ・函館の色彩文

化を考える会の規約 ・会員名簿 ・議事録の作成、

函館市および北海道渡島支庁 との協議、運営委

員会の委員名簿の作成、等が求め られる。

8月ll日

委託者が 、北 海道 渡島支庁 との 協議 をお こな

う。!

9月9日

委託者が 、函館 巾 との 協議 をお こな う。

9月24日

受託者が巾請原案を主務官庁に提出し、事前

協議を正式に開始。主務官庁から、①収支予算

引画の変更(運 営委員会のメンバーの変更をと

もなう)、 ②信託契約書の設定趣 旨、目的等の

文案が町並み色彩に限定されすぎてお り、あく

までも不特定多数が対象なので、より一般的な

まちづくりへと内容を修正、③信託財産の運用

について、 「事業の永続性」を根拠としてまち

づくり公益信託では一般に元本取 り崩 し方式を
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とらないこと、また、法人の寄付金に対 して税

の優遇措置が得られる 「特定公益信託」では元

本取 り崩 しのできない収益活用方式が条件とな

ることを理由に、取 り崩 しができて白山な運用

が可能な 「運用財産 」を設けることは不可能、

④ まちづくり活動をおこなう地元の組織が存在

するのか、元町倶楽部だけということはないの

か、⑤委託者の代表が一度主務官庁へ出向いて

ほ しい、といった疑問、要求が出された。

12月3日

委託 者、 受託者、 主務官庁 の3者 協議 をお こ

な う.委 託 者、受託 者か ら、① 運営委員会 メ ン

バーの 変更、 収支 予算南画 の変更、②信託 契約

書、設 定趣意 書の 文案の修正 、③ 助成 を受け る

団 体、 個人(候 補)の リス トの作成、④ 会の会

員 一一同 が トヨ タ財 団か ら拠 出され る2,000万 円を

公 益信 託設 定以外 に使用 しない ことを明記 した

誓 約 書の作 成、⑤ 平成5年 度 発足 をめ ざすス ケ

ジ ュー ルの 都合か ら、特定 公益信託か ら一般公

益信託 への 格下 げ、等 にっ いて報告、提 出。 と

りわけ、 トヨタ財 団側の スケ ジュー ルか らみ て、

平成5年2月 まで に許可が お りるよう、 協議 を

急い でほ しいこ とを要請 。

主務 官庁 側か らは、①本 巾前時 に委託 者が

2,000万 円を保 有 して い ることが 必要で、 これに

っ いては トヨタ財 団 との協議が必 要、② 色彩文

化 、国 際交 流 といっ たことは教育委 員会 の所管

なの で、 この公 益信託 をまちづ く り推進 室で扱

うべ きか 、教育 委員会 で扱 うぺ きか、 どち らが

よいか。 これにつ いて は、あ くまで も 「まちづ

くり」が テーマ なので、 まちづ くり推進 室で扱

うべき こ とと して 了承、 ただ し、助成規 程等 に

お いて、 色彩に限 定す るこ とな く、 まちづ く り
一般 の、建 設省 のマニ ュアル に沿 った文言に修

正 を、③ 運営委員 会 には函館il∫行政か ら1名 は

入 れるべ き、等 の指導 があっ た。

12月ll日

委託者が現に資金を保有せず、別の組織か ら

の寄付の見込みがある場合に設定許可が認め ら

れた前例 として、財団法人助成財団資料センタ
ーの事例があげられ、 トヨタ財団亘∬務局から、

主務官庁及び受託者あてに、財団法人助成財団

資料センターの設立に際 しての設立許可申請書

表紙と、添付書類 「財産の権利及び価格を証す

る書類」として トヨタ財団理卯辰からセンター

設立代表者あてへの 「寄付叩込書」とトヨタ財

団の 「残高証明 書」を送付。

1993(平 成5)年

1月13El

委託者、受託者、主務官庁の3者 協議におい

て、主務官庁から、現在懸案となっている、①

基金の拠出手続きの問題(ト ヨタ財団から委託

者への拠出の手続き)と 、②許可の手続き上の

問題については、総理府と協議 し、その結果判

断することになると報告.こ の他に、③函館市

の積極的な係わりが必要で、その証として運営

委員会のメンバーに必ず1名 は参加 してもらう

こと、また、運営委員会の各委員候補の履歴 書

の作成が必要、④将来、特定あるいは認定特定

への昇格をめざすなら、迎営委員会のメンバー

に委託者である 「会」の金貝は加わることがで

きないので、現在委員候補のY氏 は、 「会」の

金貝なので、今からはず しておいた方が望ま し

い。これについて、委託者としては今の ところ、
一般公益信託でスター トする設定当初は事情に

詳しいY氏 が運営委員会に加わっていた方が何

かと望ましいし、問題はない、ただし1、2年

後には委員をやめ、特定公益信託への昇格をめ

ざしたい意向であると返答、⑤信託管理人(候

補)の 人選、⑥事業引画内容が色彩に限定する

ことな く、より一般的な 「まちづ くり」に見合

うものへ、具体的には助成規程の修正が必要、

とくに今後特定、認定特定への昇格に向けては
一般的な 「まちづ くり」の方が認可を得やすい、

といった指導を受けた。

1月13日

「会」の代表が、函館市及び北海道渡島支庁

に対 し、公益信託設定手続きの推進に関 して協

力、支援を依頼。両者はいずれも了解。

1月18日

北海道庁総務部文書課が、 「公益信託函館色

彩まちづくり基金」に関する、①基金の拠出手

続きの問題と、②認可の手続 き上の問題にっい

て、総理府 と協議をおこなう.

1月21日

主務官庁より、去る18日の総理府 との協議結

果に基づき、財団法人助成財団資料センター設

立に際 しての前例を確認 し、懸案となっていた

基金の拠出の問題に関 しては、 この前例になら

い、同様の方法で今回のケースもできる、すな

わち、公益信託引受許可山前にあたり、添付書

類として、 トヨタ財団理可1長名で委託者(村 岡

武司)宛 に約束した寄付申込書と トヨタ財団の

残高証明書が有効である、 という判断 を下した

との報告を受ける。ついては、下記3点 の書類

を取 り揃え、添付書類として提出要請があった。

① トヨタ財団 第5回 研究コンクール`'身近な

環境をみつめよう"フ ォローアップ等助成の応

募要領……研究奨励基金として2.000万円を拠出

することが明記されているもの、②選考委員会

の議事録……現時点においても、 「元町倶楽部
・函館の色彩文化を考える会」が研究奨励基金

2.000万円の助成対象候補であることが明記され

ているもの、③寄付申込予定書。また、認可の

手続 き上の問題については、北海道庁の規程ど

うり、本中甜、契約、その後に認可という順序

でおこなうこととし、これに関 しては、受託者

も了解 し、その方向で今後の手続きを進めてい

く方針である.
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

信託の場合には委託者が運営委員 となるこ との禁止規定があるため、設定当初から運営

委員会に委託者を加えないほうがよいとの指導が入った。また、建設省の手引書に則 り、

運営委員 として函館市行政から必ず加えることも指導された。

結局1年8か 月をかけ、1993年(平 成5年)6月 にようや く設定をみる。1992年(平

成4年)4月 に北海道庁 の人事異動があり、担当官が入れ替わったため、それまでの半

年間がふいにな り、手続きが振 り出しに戻 って しまうとい う、スター ト時点のつまず き

もあった。また、北海道では じめてのまちづ くり公益信託 ということもあって手続きが

慎重におこなわれたとはいえ、佐倉が7か 月でできたのと くらべて、あまりに時間が か

か りすぎている ように思われ る。まちづ くり公益信託の特 色 として、設定手続 きの簡便

さがよく指摘 されるが、そのメ リットが生かされたとは言いがたい。

以上のように(図 表7-15)、 この函館の事例 は、まちづ くりにかかわる幅広い市民 の

自主的、自立的な研究や活動 が可能な しくみとして、市民 の発意により、市民の手でつ

くりあげられたまちづ くり公益信託にほかならない。市民 の自主的なまちづ くり活動 が

契機 となって財団法人の活動資金援助 をひきだ し、それを原資として設定するという、

市民と財団法人のパー トナーシップによる新 しいモデルタイプを示 した ことは、設定 に

際しての資金拠出の契機の幅をひろげた点で意義深いものがある。

しかし、設定の過程で許可手続 きが非常 に手間どり、主務官庁のマニュアル主義とで

もいうべ き硬直的な対応 によって、委託者である市民の当初の志、構想が変質させ られ、

その独 自性が希薄化 されたことは、大きな問題 を残 したといえる。

(2)基 金の概要

公益信託函館色彩まちづ くり基金 は、 「函館市内におけるまちづ くり及びまちの色彩

文化に関する事業又は活動 に対する助成 を行い、 もって美 しく、個性的で、魅力あふれ

るまちづ くりに寄与すること」 を目的とし*19)、1993年(平 成5年)6月 に原資2,000万

円でスター トした。

助成事業の主な対象 として、 「都市景観の改善」、 「歴史的町並みの保全」、 「公共

的施設の整備」、 「まちづ くり及びまちの色彩文化 に関する調査、研究等」の4点 があ

げられている*20)(図 表7-16)。

目的、事業共に、やや抽象的、一般的な表現が多 くみ られる中で、まちの色彩文化 を

明確にうたっているのが特徴である。そこには、市民が主体的に町並みづ くり、まちづ

くりに取 り組むことのできる素材 として町並み色彩、まちの色彩文化があるのではない

かという、委託者の思いが込め られている。
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第7章 まちづくり公益信託の展開

図表7-15公 益嘱 託函館色彩まちづ くり基金の設定経緯

1988.1

1988.4

1990.11

1991.6

1992.4

裏§

雀

薯

6覇

農
開

市
民
に
よ
る
基金

の
設
定

元 町倶 楽 部 主 務 官庁 ほか

1993.6

:市民自前のまちづくり活動の歴史1

歴史 的建物 の再 莉用('60中 ～)

歴史 的景観 の保全再生 ぐ70末 ～)

チ芳ン蠣1復 元 ・動態 保存('80末)

:

一,、・5£町.倶 楽'部 製9継 成1こ 一

トヨタ財団 研九 コンクー ル

「身近 な環 境を みつ めよ う」に応 募

テ ーマ1下 見板のペ ンキ色彩

〈研 究 〉 〈実 践 〉

「こす りだ し」による ペ イ ン ト実験

「時層 色環 」の採 集
シ ンポジ ウム

建 物所 有者への ワー クショ ップヒ
アリング

eヒC.eヒC.

コンクール最優秀賞受賞

フォローアップ 助 成 決 定(トヨタ財 団)2
.OOO万 円

公 益{毛 設 定.意
独立性が高い 抽1が い

新 しい市民活動がもっと盛んになれば良い

委託者

設定 手続 き

(元町倶楽部)

手続き開始

手続きふりだし

「町並み色彩」テーマを希望

一 般的な まち づ くりへ修 正

主務官庁
(北海道庁)

担当部課の明確化
人事異動

一般的 な まちづ く りへ

広 げ るよう指 導

取り崩しは不可

:公 益 信 託 函 館 色 彩:ま'ぢ づ ,く二り。'基金 ∴ 発 足
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-16公 益信託函館色彩まちづ くり基金の諸元

名 称

発 足 年 月 日

設 定 趣 旨

信 託 目 的

事 業 計 画

委 託 者

受 託 者

信 託 管 理 人

運営委員会委員

当初信託財産

助 成 額

公益信託函館色彩まちづくり基金(略称:函 館からトラスト)

1993(平 成5)年6月29日 主 務 官 庁 北海道(まちづくり推進室)

函館におけるまちづくりを市民が主体となって自発的に行うことの意義と

特色あるまちの色彩文化や町並みの重要性を認識し、これらに関する事業
を支援するとともに、趣旨に賛同する社会一般からの資金の寄付を期待し

て、この公益信託を設定する。

函館市内におけるまちづくり及びまちの色彩文化に関する事業又は活動に

対する助成を行い、もって美しく、個性的で、魅力あふれるまちづくりに

寄与すること。

1.函 館市内におけるまちづくり及びまちの色彩文化に関する次に掲げる

事業又は活動を行う個人又は団体に対する助成金の支給

イ 都市景観の改善

ロ 歴史的町並みの保全

ハ 公共的施設の整備

二 まちづくり及びまちの色彩文化に関する調査、研究等

2.そ の他目的を達成するために必要な事業

元町倶楽部 ・函館の色彩文化を考える会

住友信託銀行

末長 仁宏(公認会計士)

足達富士夫(北海道大学教授)他6名

20,000,000円 財産管理方式 収益活用方式(募金型)

助成対象1件 にっ き、その上限 を100万 円 とす る。
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

(3)市 民の自主的な支援による初動期の活動展開

この基金にかかわる活動の特徴 として、基金設定前後に助成事業ではない、市民の自

主的な支援による独 自の活動がおこなわれていることがあげられる。

一つは
、主務 官庁 との設定手続きの段階で、委託者であ る元町倶楽部 ・函館の色彩文

化を考える会が母体 となって 「公益信託函館色彩 まちづ くり基金」設定準備委員会を設

立 し、そこが1992年(平 成4年)7月 に、基金に関する情報を盛 り込んだニュースレタ

ー 「から」 を発行 している(図 表7-17)。 このニュース レターは第2号 以降、設定準備

委員会から発展 した函館 から トラス ト事務局へ とバ トンタ ッチされ、現在第4号 まで発

行されている。地元函館市民 はもとより、まちづ くりにか かわる全国の建築家、都市計

画プランナー、研究者などにも配布されている。

もう一つは、基金設定直後の1993年(平 成5年)7月 に、函館からトラス ト事務局 の

主催で記念イベ ン トー式典、 シンポジウム、レセプション、 ワークショップなどがおこ

なわれている(図 表7-18)。

これらの経費 については、函館からトラス ト事務局がニュースレター 「から第2号 」

をつうじて募った寄付金でまかなわれた。その後作成された基金のカラーパンフレッ ト

もこの寄付金でまかなわれ、その余剰金は基金に組み込むという方法が とられた。

まちづ くり公益信託の初動期には、その内容を広 く市民 に知 らしめる広報活動やイベ

ン トが必要である。また、一般に最 も寄付金を集めやすいのは基金設定直後であるとい

われているが、募金活動のためには地元市民はもとより、広 く全国の賛 同者に対する広

報 も必要である。函館では、 こういうまちづ くり公益信託 の初動期に必要な諸活動、す

なわち自前のメディアの活用 による基金設定前からの広報活動 とイベン トの開催、それ

をつうじての募金活動、さらには基金設定後のパンフレッ トによる広報活動が、財政面

での運営を含め、市民の支援 団体の自主的 なボランティア活動 によっておこわれたので

ある。

(4)運 営事務局 ・函館からトラス ト事務局の設立

函館では、まちづ くり公益信託の運営を支援するために、地元市民と専門家との協 同

による運営事務局 「函館か らトラス ト事務局」が設立されている(図 表7-19)。 背景 に

は、受託者である信託銀行の事務所が函館 にはな く、遠隔の札幌支店が運営事務の執 行

をおこなわざるをえないとい う事情 もあるが、なんといっても函館の地域のまちづ くり

のノウハウをもった外部機関がぜひとも必要であるとする、委託者の主体的な働 きか け

によるところが大きい。
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-17基 金 のニ ュース レター 「か ら」 の発行

拙 は公益侃託 南餉色彩まちづ くり培 金を応扱†るニュース レター"函 館の立 コL二にかかわる描 柑をあ らこら杜 集め、

函m杜 トラス ト71務几ZLL発 行 されてい ます,、情操垣 との情{即 ⊥もちろん拙 くちのこ意見もお待 ちしています。
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た。1円並み ウ オッチ ングでは

現 在空家 となっ てい る川函 館

四書第`署の建物 のIlj利川 方法

が1引ll」家か ら提 案 された。

ラジ オや新聞 各紙 で も紹介

公 益信託 函館 色彩 まちづ く り

基金の拍動 は.IL河道新ljllをは

じめ 各 紙 で 紹 介 され て い る

が、lo月 川1付 けll本 経 済新

川全国版 で も大き く取 り上げ

られ全 国か ら反 脚を1ぽんだ。

写真L左/金 森 ホールでのシン

ポ ジウム1ニ イ「/|ll函館西警察

署 左/10川3川 」け1はfの 記1`
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

図表7-18基 金設定直後の記念 イベン トの開催

HAKODATECOLORMOVEMENTWEEK

函館 か らム ー ブメ ン トウ ィー ク

'己 念シンポジWム
り り'一 ソ ヨ"

パ ネルデ ィス カ ッシ ョン

ま ちつ くリ公益 信託の 新 たなる展開 に向 けて

コーデ ィネー ター/森 ド満 ・柳川 良造

1.函 館か らの報 告/山 木真 也(元 町倶 楽i苓1{}

2.問 題 提 起

世 界の まちつ くリ トラス ト

/西 村幸 夫(東 京大学 助教授)

日本 におけ る企業の 社会貢 献活 動 と

市民活動 の歴史

/1|1岡 推典(プ ラ ンニ ング ・コ ンサ ルタ ン ト}

日本 の まちつ くリ公益信 託の 現状

/岩 川 亘り1(fl三友 僧ilt銀行)

世田 谷 まちつ くリファ ン ドの実践

/りllJ1盈チ夫(ln:ll1そ予まちづ くりセ ンター)

3.討 論

足 達富十夫(北 海道大 学教 授)篠 塚llrl次(lll稲

川大学教授)のli|}i氏 を交 え先の4名 のパ ネラー

の方 々との討論。 会場の 参加者 との質疑応 答.

日 時 二7月3日(土)午 後2時45分 ～5時

場 所:金 森 ホ ー ル

|4:i「i「{llL}こ雇」町」14-121-ELOl38-23-033}{

町 屋 ペ ン キ 塗 り 替 え

明 治34年 創建 の小 森ll百店の 外壁検 り替 え実践

日時:7月4日(日)終 日

場所:小 森商 店

1なi耐{ll∫∫『㌧ノミ1町23-14'1'ELOI38-22_6R19

㌔

菖

玉

へ。坤 婆菅
+辿 血 町 並み ウ オ ッチ ング ・ル ー ト

澤 ・
2・.繊

麗 鼻
声

[耐 由知

和
寸うよu町

」・俘∂'町

け二甘2山

遥罐
‡ヒまち

ロ

耳 媚

歴 史 的 建 造 物 の リ ニ ュ ア ル 提 案 と

町 並 み ウ オ ッ チ ン グ

桐"」家チ ームに よる リニ ュ アル提 案 と函館 西部

地 区の オ リエ ンテー リ ング.1・'記の ルー1・で 多

くの歴史的 な建物 を見 て まわる.

日時17月4日(日)午 後1時 ～3時

ルー ト:明 治 館前 スタ ー ト α膓川lllll2-37}

→ペ ン シ ョン古1間唯

一・加1藤邸(1990年 ノCll川凹 三部が識神)

一・新 人町 郵便帰

一・小 森商店{今 ・llllのペ ンキ晩 枠会場}

一 川函館 四書察 署一・!卿治節前解 散

//⌒ ＼ 七一 ＼

鹸
柑

囲
1

k_'

か ら第3号/函 館 か ら トラス ト ・ニ ュース レ ター1993年7川

タイ トル デザ イ ン/渡 辺 浪治 イ ラス ト/石 塚 珊{明 編 集/森 ド硝 ・柳 川 良造 ・↑1'`}}}治代

函館 か ら トラ ス ト11務 局/函 館ll∫'輌稜 邦川19'1511三LO1]R'52-R411

/4LO晃 市中 央区1}il5条 西1丁 」'll4-3{,Uオ こ}棚1川 石∫¥建 築`llll町'∬務,ヲilノ・111≡L(1"-5日 イ1り77ドAXnl1・513・t29R
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

この 「函館からトラス ト事務局」は、まちづ くりに関する調査研究や学習会などを自ら

おこなうことのほかに、①公益信託函館色彩 まちづ くり基金(以 下 「基金」 とよぶ)の

事業内容策定に必要な調査 ・研究 ・企画、② 「基金」の助成 を受けた受給者への指導 ・

支援、③ 「基金」の活動成果の広報、④ 「基金」への寄付金の募金活動、 といった本来

は受託者がおこなうべ き業務の一部を実施す る役割を担っている。

この①から④の業務については、受託者 と事務委任契約をとりかわし、受託者の委託

機関としてその位置づけを明確にしているのが大 きな特徴である。これは公益信託の受

託者の委託機関という社会的な位置づけが付与 されたことにな り、この点で一般的な任

意団体 とは性格が異なる。

また、まちづ くり公益信託の制度の枠 内で位置づけられている点で、制度の枠外で助

成事業プログラムの策定に直接関与 している佐倉の 「環境整備委員会」や横浜野毛の

「野毛地区街づ くり会」 とも異なる位相 にあるといえる。

地域のまちづ くりにおいて、こういう社会的な位置づけが与えられた任意団体はわが

国初のケースではないかと思われる。今後、受託者の委任を受けて直接事業の執行機関

としての役割や、行政と住民との間のまちづ くりファシリテ一夕ー(調 整役)と しての

役割など、市民団体 としていままでにない役割を担う可能性 もありうる。

図表749公 益信託函館色彩 まちづ くり基金の運営の しくみ

国
国
画

寄付

委託者
元町倶楽部 ・
函館の色彩文
化を考える会

信託設定

r

主務官庁

北海道知事

2千 万円

フォロザヲア助成

2千 万 円出損
じ 一 一 ゴ 　 　 ゴ づ

:ト ヨタ財団l
L」

{
受託者

住友信託銀行

事務委任

]
　

～;
申請

函 館か らトラスト事務局

受益者

(所在地は不問)

信託管理人

1名(公 認会計士)

運営養員会7名

委員長:足 達富士夫
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

(5)助 成事業の実態

1993年(平 成5年)12月 から翌1994年(平 成6年)1月 にかけて、はじめてのまちづ くり

活動助成の募集がおこなわれた。同年2月 の運営委員会の審査により、助成活動 として応

募8件 中、図表7-20の とお り4件が選出 された。運営委員長の選考結果の言 にもあるよう

に*2)、まちづ くりあるいはそれに関連する具体的な形が結果 としてあらわれるものとし

て 「函館市交通局500形 ・1000形車両の動態保存のための車体保全」 と 「歴史的な下見板

建築のペンキ塗 り替え」の2件 が、またす ぐに具体的な形に結び付 くものではないが具体

的なイメージを描 くことので きるもの、またはそういった具体的なイメージを作るため

の調査研究として 「十字街活性化のための環境づ くり、店づ くりの調査 ・研究 ・提案」

と 「函館の景観 と観光 を考える」の2件 が選ばれている。

この ように助成事業がはじまったばかりで、その成果もまだ出ていない段階で、この

基金の評価 を云々することはできないが、今後、独 自の運営事務局の存在を含め、全体

の活動がどの ように展開されていくのか、注 目されるところである。

図表7-201994年 度 まちづ くり活動助成 団体

グ ル ー プ 名
・ 代 表 者 名

函館都電倶楽部
・三留克弘

ハー トクロス十字街

研究会
・船田徹夫

ペンキ塗り替え支援 ・

欄 手連
・江田智洋

街づ くり函館市民会議

景観分科会 ・函館の景
観と観光を考える会
・清水敏行

テ マ

函負肺 交通局500形 ・1000形

車両の動態保存のための車体
聡

十字断 甜1化のための環境づ

くり、店づくりの調査 ・研究
・提案

歴史的な下見板建築のペンキ

塗り替え

函館の景観と観光を考える

内 容

函館の市電を残された路線で存続させるために

全国の路面電車をファンと協力して活動を行っ
ている.今 回の助成では車両ボディーの補修と

全面塗り替えを予定

十字街商店会のヒアリング、市民意識の把握、
他書肺 における類似例調査等を通じ、図面、パ
ース、企画書からなる提案書を作成、関係各方
面に無償配布する

函館市西部地区の町並みの基調をなす歴史的下

見板建築のペンキ塗り替え.作 業に先だって建
物の選定、こすり出し、時層色環の分析、CG
シミュレーションを行う

講演会開催、アンケー ト調査、町並み調査、シ
ンポジウム開催、提案書作成等を通じて、函館
のまちのたたずまいを構想し、市民と行政、観

光業者に対して提案する

助成金甑

10万 円

23万 円

14万 円

23万 円

(函館 か ら トラス ト・ニュース レター7か ら 第5号 」(函 館か ら トラス ト事務局 、1994年5月)に よる)
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第7章 まちづくり公益信託の展開

なお、本章 の記述 は、稲垣 幸 直氏(当 時北 海道大学大学 院生 、現札 幌市役所勤務)と

の共同調査 に も とつ くもので あ り、同氏の修士論文 『公益 信託 による市 民のまちづ く り

活動の展 開に 関する研究 一佐倉市 をは じめ とする典型 事例 の分析 を とお して一』(1993

年度 、北海道大 学 大学院建築 工学 専攻住居 地計画学講座)を 参 照 して いるが、個 々の 引

用 の注 記 は省 略 した。た だ し、 図表7-1、7-2、7-6、7-8、7-9、7-13、7-15、7-16、7-19に

ついては、稲垣氏 の修士論文 ・同上書か らの引用で ある。

[注記]

1)公益信託佐倉街づ くり文化振興臼井基金信託契約書(「 ふるさと荷づ くり基金」運営

委員会編 『10年 のあゆみ一 「ふるさと荷づ くり基金」10周 年記念誌』公益信託佐倉街

づ くり文化振興基金、1993年 、10月 所収)。

2)1)に同 じ。

3)太 田勲 「懇話会の歩み一誕生から現在 まで」(臼 井文懇創立一周年記念 『うすゐ』佐

倉市/臼 井文化懇話会、1985年12月 所収)。

4)伊藤俊一 「記念誌の刊行にあたって」(臼 井文懇創立一周年記念 誌 『うすゐ』佐倉市

/臼 井文化懇話会、1985年12月 所収)。

5)受益者である三井信託銀行の支店が佐倉市 にないために、千葉支店となったという事

情 もあ り、①助成先募集の公告 は佐倉市の広報誌をつ うじておこなう、②受益者の応募

申請窓口を、受託者の千葉支店の他 に、佐倉市教育委員会文化課 と佐倉 市都市部区画整

理課の2カ 所にも置 く、③運営委員会開催 以前に事前に助成内容 を調査 ・点検する、運

営員会の下部組織 としての幹事会を設置 し、幹事 として受託者の他 に佐倉市の社会教育

課長 と区画整理課長が担当す る、としてい る。これらは助成細則(第3条 ・第4条)及

び運営委員会規則(第5条 ・第6条)に 定められている。

以上は、 「公益信託佐倉荷 づ くり文化振興臼井基金助成細則」(「 ふ るさと街づ くり

基金」運営委員会編 『10年 のあゆみ一 「ふるさと街づ くり基金」10周 年記念誌』公 益

信託佐倉街づ くり文化振興 臼井基金、1993年10月 所収)及 び太田勲 「公益信託 「臼井

基金」について」(臼 井文化懇話会会誌 『うすゐ』第八号、佐倉市 ・臼井文化懇話会、

1993年5月)に 詳 しい。

6)こ れ らの経緯については、野毛地区街づ くり会実務担当理事、渉外委員会長及び公益

信託横浜野毛地区まちづ くりトラス トの受付選考委員会委員の福田豊氏 に対するヒア リ

ングと、野毛地区荷づ くり会 『野毛地区ニュース第1号 ～第27号 』(1985年7月 ～1993年4

月)に よっている。 したがってこれはあ くまでも住民側か らみた経緯であることを断 つ
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第7章 まちづ くり公益信託の展開

てお く。

7)野 毛地 区街づ くりを考え る会 『野毛地 区ニュース 第13号 』(1993年11月)。

8)7)に 同 じ。

9)野 毛地 区街 づ くり会 『野毛地区ニュース』第27号 、1993年4月 に よる。

10)9)に 同 じ。

11)9)に 同 じ。

12)野 毛地 区荷 づ くり会 『野毛地区ニュース』第26号 、1992年10月 に よる。

13)9)に 同 じ。

14)元 町倶 楽部 「外壁 にねむる記 憶を求めて」(『 建築 の彩時記 一港 町 ・函館 こす り出 し

一』【INAXBOOKLETVo1 .10No2]」INAX、1990年11月 所収)、 函 館 か ら トラス ト事

務局 ・柳 田良造 ・森下満 「函館 か ら トラス トー市民 の自前精神 によるまちづ くりの試 み」

(1993年 日本 建築 学会大会(関 東)都 市計画 部 門パ ネルデ ィス カッシ ョン資料 『参加 型

まちづ くりの展望』(社)日 本建築学会都 市計画委員会、1993年8月 所収)、 公益信 託

函館色彩 まちづ くり基金 設定準備委員会 『か ら 第1号 』(函 館色彩 まちづ くり基金 ニ ュ

ース ・レター) 、1992年7月 、函 館 か ら トラス ト事務局 『か ら 第2号 』(函 館 か ら トラ ス

ト ・ニ ュース レター)、1993年6月 を参考 に している。

15)詳 細 については、元 町倶 楽部 ・函館 の色彩文化 を考 える会編 『町並み色彩学1一 港 町 ・

函館 における色彩 文化の研 究』 トヨタ財 団助成研究報告書、1991年12月 を参照 されたい。

16)財 団法人助成財 団資料 セ ンターの設立 に際 しての例 がそ れにあた る。 この資料 セ ンタ

ーは民 間財 団有志 による任意 団体 と して1985年(昭 和60年)11月 か らス ター と し、1988

年(昭 和63年)4月 か ら総 理府所管 の財 団法人 となった。任意 団体の時点ではセ ンター は

基金 に相 当す る もの を持 って お らず、財 団法 人化 に際 して トヨタ財 団が 基金 の一部 を拠

出する とい う条件 で、総理府か らの了解 を得 た。

17)元 町倶 楽部 ・函館の色彩 文化 を考 える会 の当初 の構想 は、公益信託函館 色彩 まちづ く

り基金 設定準備 委員 会 『か ら 第1号 』(函 館色彩 まちづ くり基金 ニュース ・レター)、

1992年7月 に詳 しい。

18)公 益信託 函館 色彩 まちづ くり基金信託 契約書(1993年6月22日 付 け)に よる。

19)18)に 同 じ。

20)18)に 同 じ。

21)函 館 か ら トラス ト ・ニ ュース レター 『か ら 第5号 』(函 館 か ら トラス ト事務局、

1994年5月)。
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第8章 公益信託 「世田谷まちづくりファン ド」をベースに したまちづ くりの仕組み

第8章 公益信託 「世田谷 まちづ くりファン ド」 を

ベースに したまちづ くりの仕組み

一その構想、実際 と課題 一

1世 田谷 まちづ くりファン ドとその特色

1.設 立経緯 と検討 プロセス

(1)き っかけ:行 政主導による住民参加の限界

世田谷区では1975年 の区長公選以来、区民主体のまちづ くりを基本計画の中に位置付

けて推進 してきた。

代表的事業 としては、コンペ方式や住民参加による公共施設の建設、そ して太子堂、

北沢地区での協議会方式によるまちづ くりなどが挙げ られる。

これらは、ある特定の施設建設への住民参加の試みや、限定的な地区に対する専門家

派遣 を中心 とした行政主導の事業であった。

これらの事業の実践により着実に住民のまちづ くりへの参加意識が育ってきたが、同

時に行政主導型の住民参加まちづ くりの限界もみえてきた。

それは、行政主導では住民参加の範囲が行政目的に限定されることや、その他様々な

住民発意のまちづ くり活動には対応 しきれないことであった。

そこで、 より柔軟に住民主体のまちづ くりを支援するため、公益信託を活用 したまち

づ くりの仕組みの構想が1988年 より始まった。

(2)仕 組みの構想:住 民参加の話 し合いとアクシ ョンリサーチ

世田谷まちづ くりファン ドは、その設立に至 る検討過程において住民参加による話 し

合いを進めなが ら、構想が形づ くられたことに特徴がある。

公益信託設立に至る4年 間の検討期間中、毎月オープンな形で様々な住民グループと

の話 し合いを行いなが ら、住民主体のまちづ くり活動支援のための方法や仕組みが検討

された。

また話 し合いのみでなく、アクションリサーチとして住民活動の場を提供 し、まちづ

くり活動を実践 しなが ら、望ましい住民支援の仕組みのあ り方が検討された。

このような住民を交えた話 し合いや実践的検討を通 して、公益信託を中心 とした仕組

みの大枠が構想 された。

なお、結果的にこれ ら実践的な検討は仕組みを構想するのに役立ったばか りでな く、

その過程の中でさらに多 くの住民のまちづ くり活動の担い手を育てることにつながった。

(3)フ ァン ド運営方法の検討:助 成シミュレーションの実施

公益信託を中心 とした住民主体のまちづ くり活動支援の仕組みが構想 された後には、

助成事業の運営方法を検討すため、公益信託設立に先立ってシミュレーションを行った。

その目的は、応募要綱や申請書の形式、助成決定の方法、助成部門の設定方法、助成
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決定後の活動支援のあ り方などについて、実践的に検討することにあった。

助成事業の運営形態は、広 く住民に公平性や公益性 を示すため、できるだけガラス張

りにすることを目指 し、助成決定には公開審査会の実験が行われ、さらに中間、最終活

動報告会が実施された。それぞれの試みの機会毎に参加者にアンケー ト調査 を行い、そ

の運営方法のあ り方が模索 された。

このようなシミュレーシ ョンの結果得られた成果や反省点は、次年度から始まった公

益信託 「世田谷まちづ くりファン ド助成事業」の運営に生かされることになった。

図表8-1ま ちづ くりファン ドの構想 ダイヤ グラム

世田谷区

街づくり条例等

まちづくりの公的

な法人の認定

肋都市整備公社
まちづくりセンター

・区民のまちづくり

活動の支援
・勉強会、情報収集

住 民

謂 ¶

出蝸「一 　一 ー 二::=一
公益信託 世田谷まちつく"ファンド

企 業

工 寄付

雀言ll糟ち 。ン,へ1

受託者:三井信託銀行

運営委員会
運営委日金の
た嗣}「

1隠離讃

まちづくりハウス

の運営岨置助成
活動助成

ハウスA ハウスB ハウスC

交流助成

● まちつくlj活動

グループの支援

●区からの受託
業務

●まちづくり情報

サービス

●まちづくりイベ
ント

●商店街活性化
●まちづくり活動

の掘 り起こし

覧昆
昌
1貞

同

B

同

C

● まちづくり交流会舐

● まちづくりフォーラム

世田谷まちづ くりファンド・ファク トデータ

《設立年月 日》1992年12月

《委託者》(財)世 田谷区都市整備公社

《受託者》三井信託銀行

《出指金》3000万 円

《設定趣旨》

東京都世田谷区における住民主体のまちづ くりの推進を図るため、中立的立場から住

民主体のまちづ くり活動を支援する仕組み として、公益信託を設定するものである。

《信託目的》

住民主体のまちづ くり活動を行うもの又はそれを援助するものに対 して助成を行うこ

とにより、住民の創意 と工夫にあふれたまちづ くりが推進され、 もって住民が望む、だ

れもが安心 して暮 らせる人間性豊かで魅力的なまちの創造に寄与することを目的とする。
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図表8-2世 田谷 ま ちづ く りフ ァン ド運 営 委員 会 メ ンバ ー

役職

運営委員長

運営委員

研究者

区民

専門家

行政

信託管理人

氏名

延藤安弘

小野佐和子

川崎あや

山根基世

井上赫郎

山岡義典

鈴木翁

金木修二

所属

熊本大学工学部教授

千葉大学園芸学部助教授

ALICE(ま ちづ く りセ ンター ・か ながわ)

NHKチ ー フア ナ ウンサ ー

首都圏総合計画研究所計画室長

プ ランニ ングコ ンサ ル タ ン ト

世田谷区都市整備部長

公認会計士

2.世 田谷 ちづ くりファン ドの特色

(1)行 政から独立 した中立的ファンドを目指す

《助成決定の中立性の確保》

ファン ドは、行政、企業、住民三者の中立的立場 を確保 し、独立性を保った運営 と助

成決定が行えるよう構想された。

これはたとえば行政の意向に沿った活動のみに助成 を行 うのではな く、時には行政に

反対する活動にも助成を行い得 る立場を確保することを想定 しているためである。

そのため運営委員の構成も、学識経験者や専門家、区民が主体であ り、行政か らは7

人中1名 のみとなっている。

《基金の中立性の確保》

行政、企業、住民の三者からの寄付を募る募金型の公益信託 としてスター トし、三者

によって育てられるファン ドの姿を目指 している。

これは、行政からも独立 した中立的立場を確保するには、基金 自体の中立性が重要と

の認識によるものである。

(2)住 民主体のやわらかい発想のまちづ くりを支え育てる

ファンドは、ある事業の枠に沿った物理環境整備 に対 してではな く、住民ならではの

やわらかい自由な発想 を、まちづ くりの場に反映 していくことを目的に設立された。

そ して助成事業 を通して住民主体のまちづ くりを支え育てた り、まちづ くりの輪 をひ

ろげ、それを実現に結び付けることを目指 している。

したがって助成対象 としては、他の公益信託では助成対象になるような単発的なイベ

ン トよりむ しろ、地域に根差 した地道なまちづ くり活動、まちづ くりのネットワークを

形作る活動、まちづ くりを担 う新たな人材の育成 など、ソフトで継続的な性格 をもって

いるものが多い。

また以上のような趣旨により、助成の判断も、優れた一発ものの企画やユニークな活

動のみを重視するのではな く、活動の動機や将来への発展の可能性などが考慮 されてい

る。
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(3)住 民主体のまちづ くりを継続的に支える 「まちづ くりハウス」の育成

ファンドは住民グループの活動に対する助成だけでな く、住民主体のまちづ くり活動

を専門的に支援する 「まちづ くりハウス」の育成を目指 した助成を行 うことにも特徴が

ある。

まちづ くりハウスとは、専門的な知識や経験 をもって、地域で継続的に住民主体のま

ちづ くりを支援する非営利組織をイメージしており、そのモデルとして、欧米のまちづ

くりNPOが 考えられている。

将来的には、このようなまちづ くりハウスが区内に定着 し、恒常的に地域で活動をつ

づけることを期待 している。

このようにまちづ くりファンドは、個別の住民活動のみを支援するだけでな く、それら

住民主体のまちづ くりを継続的に支える状況の確立を目指 している。

(4)財 政面のみにおわらない支援の仕組み

世田谷まちづ くりファン ド自体は、助成 という財政的な面での活動支援の役割を担っ

ているが、助成決定後の活動期 間中にはまちづ くりセンターからの技術的支援や相談、

協力など、活動 を進める上での援助を受けられる仕組みが用意 されている。

さらに助成期間中には、中間報告会、最終報告会など助成 グループが一同に会する機

会を設け、運営委員か らの活動ア ドバイスやグループ相互の情報交換や協力など、まち

づ くりのネットワークをひろげる工夫がなされている。

このように単に金銭的援助のみに終わらず、助成期間中の支援体勢と一体 となった仕

組みに特色がある。

(5)住 民参加型のファン ド運営

ファンド運営委員は、地域住民のニーズに応 じた柔軟な助成 を続けるため、ファン ド

運営について様々な住民か ら意見を受ける機会 を設けている。

1993年9月 には、住民の意見や提案をファン ド運営に反映 し、またファン ド事業の企画

提案や作業、運営へのお手伝いを期待 して 「まちづ くりファン ド協力スタッフ」 を公募

した。その結果19人 のボラティアスタッフが集まった。

現在、ファン ド協力スタッフと運営委員は月に1回 定期的な会議をもち、ファン ド運

営の様々な企画(募 集要項の作成、中間発表会、公開審査など)に ついて話 し合いを続

けている。

また協力スタッフの自主的活動として、 ファン ドのPRや 寄付集めなど、ファン ドを

底辺から支える活動の可能性 も模索されている。

しかしファンド協力スタッフの試みは始まったばか りで、今の段階ではまだ具体的成

果 を上げるには至ってないが、その活動は将来のファン ドの性格づけを決めてい く上で

重要な意味をもっている。

H世 田谷 まちづ くりファン ド事 業概 要

1.1992年 度:ま ちづ くり活動企画 コンペ
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・活動企画 コンペは、公益信託設定に先がけて、助成事業の運営方法を実践的に検討す

るため、1992年 度 にまちづ くりセンターの自主事業 として行った。

・助成総額は500万 円で、応募部門は以下の3部 門が設けられた。

まちづ くり基礎活動部門

まちづ くり提案活動部門

まちづ くり実現活動部門

・応募件数は全部で35件 あ り、その内の14件 に助成が決まった。

《評価》
・予想以上の巾広い内容 と数の応募件数があり、住民の自主的まちづ くり活動の芽が様々

な形で広が りつつあることをうかがわせた。
・設立に至る4年 間の調査期間中にも知ることのなかったグループの応募があり、この

ような助成事業がまちづ くりを始めるきっかけづ くりとして有効であることがわかった。

《課題》
・応募内容に応 じて柔軟 に助成先の検討 を行 うため、応募の手引きに助成対象 とするま

ちづ くりの範囲を明確に定めた記載はしなかった。 しかしなが ら、人によって"ま ちづ

くり"の とらえ方が大変異なり、助成の 目的をもう少 し事前に明確化する必要性が指摘

された。
・助成部門を、まちづ くり基礎活動部門、まちづ くり提案活動部門、まちづ くり実現活

動部門の3部 門に分 けたが、その区別がわかりに くいという指摘があ り、部門設定のあ

り方が再検討された。
・審査過程でのまちづ くりセンターの立場や助成決定への関与について位置付けが明確

でなく、助成決定が行政の意向に左右されてしまうものにな りは しないか と、応募者か

ら懸念として指摘された。

2.1993年 度:第1回 ファン ド助成事業:
・1992年12月 に設立された公益信託 「世田谷まちづ くりファン ド」 による助成事業は、

1993年度 に第1回 目が実施された。

・助成総額は500万 円で、応募部門は以下の3部 門が設けられた。

まちづ くり活動助成部門

まちづ くりハウス設置 ・運営助成部門

まちづ くり交流助成部門

・応募件数:25件

・助成件数:15件

《評価》
・前年度のまちづ くり企画コンペにに比べ、 より緊密に運営委員 と応募者の意見交換が

行 えるよう公開審査会 を進めたが、格段 によくなったとの評価を得た。
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図表8-31992年 度 まちづ くり活動助成 団体

A)ま ちづ くり実現活動部門

グループ名 ・代表者

名 ・連絡責任者

楽働 ク ラ ブ

・小 林松 太 郎

(三宿1-21-10)

・橋 本 一雄

(三宿1-29-5)

玉 川 コ ミュ ニ テ ィガー

デ ン委 員 会

・渡 辺 三 郎

(玉川 田 園調 布2-8-21)

・小 西 玲 子

(玉川 田 園 調布2-11-

12)

テ ー マ

高齢者を中心 とした緑のま

ちづ くり実践

～楽働 クラブの活動を通 し

て～

地域 の人 々の 手 に よる コ ミ

ュニ テ ィ ガー デ ンに よ りま

ちづ く りの和 と輪 を広 げ る

活動内容

三宿、太子堂、池尻地区で樹木や草花

を守 り育てる実践的な活動。地域の植

物図鑑も作成する。

高齢 者 福祉 施 設 予 定 地で あ る玉 川 地域

の空 き地 に コ ミュニ テ ィー ガ ーデ ンを

つ くる。 同 時 に建 設予 定 の在 宅 サ ー ビ

スセ ンター の勉 強 会 も。

対象地区

太子堂、

三宿、池

尻地区

玉川田園

調布地区

B)ま ち づ く り 提 案 活 動 部 門

グル ー プ名 ・代 表 者

名 ・連 絡責 任 者

三 ・太 ワ ー クシ ョップ

実 行 委員 会

・郡 山 政史

(杉並 区宮 前3-10-5-2)

セ カ ン ドハ ンズ

・浪貝 朋 幸

(太子 堂3-4-21)

子供 の環 境 を考 え る会

・島 崎万 里 子

(等々力8-1-7)

・菊 地 かず

(等々力3-28-21-303)

"21"
.F.F.G.(21

世 紀 を め ざ す 船 橋 未 来

グ ループ)

・駒 井 澄 子

(船 橋5-17-26-204)

・三 井 勝 雄

(船 橋5-17-7-108)

テ ー マ

住民参加による環境共生地

区施設づくり

下の谷界隈おもしろミュー

ジアム構想

こん な児 童館 あ っ た らいい

な1

10年 後 をめざすわたした

ちのまちづ くり

活動内容

高 齢 者 と若 い 人 が共 生 す る コ ミュ ニテ

ィのた めの 、 また リサ イ ク ルな ど環 境

にや さ しい まちづ くりの ため の施 設 の

提 案活動 。

下 の谷界 隈 の 、 ま ちの魅 力 資 源 をワー

クシ ョップ形 式 で探 り、 「下 の谷 界 隈

お も しろ ミュー ジ アム」 と して 、 まち

づ く り構 想 を企 画提 案 す る。

等々力児童館の建て替えに際 し、ここ

を利用す る子供やその親、地域の人々、

施設で働 く人々の要求が十分反映され

るような提案づ くり。

西経堂団地の建て替えに際し団地自治

会と近隣住民や商店、船橋児童館利用

者が集まり、住みてにとって望ましい

住宅、まちづ くりを提案。

対象地区

太 子 堂、 ≡三

宿 地 区

太子堂下の

谷界隈

等々力地区

西経堂団地
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C)ま ち づ く り 基 礎 活 動 部 門

グループ名 ・代表者

名 ・連絡責任者活動

玉 川 まちづ くりハウス

・伊 藤 雅 春(玉 川 田

園 調布2-11-12)

・小 西玲 子

(玉川 田 園調 布2-12-6)

太子堂4丁 目地区ま

ちづくりを考える会

・宇田川義信

(太子堂4-6-7)

ぐる うぶ街

・津 藤 千 鶴子

(桜丘3-19-22)

・岩 瀬 は る み

(桜丘5-15-11)

グ ル ー プ コ ミ ュ ニ テ

ィ プ ラ ン(GCP)

・大 海 篤 子(砧4 -27-4)

・近 藤 幸 子(砧2-9-9)

え き ・み ち ・まち 研

究会

・山 中政樹

(多摩 美術 大 学 学生)

・鈴 木 一成

(杉並 区荻 窪4-5-13)

や さ しい まちづ くり

ア ク セス ・マ ッ プ制

作委 員 会

・児 玉 明

(太子 堂3一牛14)

さ く らの 会

・広 瀬 節代

く梅 丘1-49-9)

・庄 子 幸代

(豪徳 寺2-14-10)

御 殿 山通 りを考 え る

会

・下 井佑 宜 子

(北沢4-9-11)

テ ー マ

住民主体のまちづ くりをお

手伝い

太子堂4丁 目地区のまちづ

くりを考え進める

農と緑のあるまちづ くり

地 球 にや さ しい 生 き方 を実

現 へ

町 の リサ イク ルマ ッ プ とカ

レンダー 作 り

二子玉川園駅 ・水と緑の駅

づ くり

ア クセ ス ・マ ップの 制作

世田谷線の両サイド敷地を

花で飾る運動

御殿山通 りを考える

内容

玉川地域を対象 として、住民主体のま

ちづ くりを支えてい く非営利の民間組

織の在 り方を求め、地域のまちづ くり

活動やワークショップを行う。

太子堂4丁 目地区は、農道のままの道

路に住宅が密集、危険性の高い地域で

す。地区内の住民を中心に住民主導の

まちづくりをめざす。

桜 丘 地域 の緑 を保 全 し、 さ ら に増 や し

てい くため の、 緑 の マ ップづ くり、ニ

ュ ースづ くりな どの 基礎 活 動 を行 う。

砧 地 域の 、誰 が どこ で ど ん な リサ イ ク

ル活 動 を してい るか を調 査 して 、 マ ッ

プ、 カ レ ンダー を作 成 す る。

フィール ド ・リサ ー チ、 ア ンケ ー ト調

査 、駅 の新 しい 機 能 に関 す る調査 な ど

をも とに、サ イ ン コ ミュニ ケ ー シ ョン

計画 の基本 構 想 を作 成 。

世 田谷 地域 内 を実 踏調 査 して 、身 障者 、

高 齢 者の た めの アク セス ・マ ップ をつ

くる。

近隣住民の参加を原則として、世田谷

線の両サイ ド(宮 坂～下高井戸駅間)

の雑草地帯を花畑にする運動を展開。

北沢3・4丁 目地区のほぼ中央を南北

に通る御殿山通りを、安全で美 しく、

文化的な道にする ための活動。

対象地区

玉川地域

太子堂4丁

目地区

桜丘地区

砧地域

二子玉川地

区

世田谷地域

世田谷線沿

線

北 沢3・4

丁 目
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・新たにまちづ くりハウス設置運営部門を設けることにより、住民主体のまちづ くりを

支援する専門家の役割等について議論が深ま り、実際にまちづ くりハウスを目指す5つ

の活動に助成ができた。

《課題》

・まちづ くりハウスへの助成 を始めたが、それぞれに対する助成額が少なく、ハウスを

担う専門家にとってはボランティア的活動 を余儀な くしている。

・総助成額が少ないため、新規のグループを優先するか、あるいは継続グループを優先

するかが問題 とな りつつある。

図表8-4助 成 部門 ダイヤグラム

畳‥ 、 臼
ぽ げコ げ ゴ 直書

㌧工
1住榊 麟

/オ 炉 茜

■
行政尊

曇1竃
1射]血田荘凪
1陣 冑■品枯

姦㍊ よ

望事づく叩
一 ハウス

設問・
■貼

墓㍊ よ

麟1;
・」轟1噺 ・

得1六3三 ω
L轟1酬

ρ ご
Eρ陣

図表8-5フ ァン ド基金額

◎ ファン ド基金額(平 成5年12月10日)

L個 人任意寄付

2.個人定額寄付

3.法人任意寄付

4.法人定額寄付

5.書籍販売

小計 ・

小計 ・

小計 ・

小 計 ・

小計 ・

寄付合計額 ・

・ ・1
、137、

…710
、

・ ・2
、221、

・3
、850、

・ ・2、120、

・10
、039、

000円

000円

933円

000円

144円

077円

フ ァ ン ド基 金 総 計 ・ ・ 一 ー 一 ・ ・60、039、077円

・150一
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図表8-6ま ちづ くり活動助成団体

A)ま ち づ く り 活 動 助 成

グループ名 ・代表者

名 ・連絡責任者活動

三 ・太ワークショッ

プ実行委員会

・梅津政之輔

(太子堂2-9毛)

グル ー プ ・ジ ュ アン

・溝 畠早千 代

(等 々力6-4〔L4)

・小 林 喜美 江

(奥 沢1-3-12)

楽 働 ク ラブ

・小 林松 太 郎

(三 宿L21-`0)

・橋 本 一雄

(三 宿1・29・5)

ぐる うぶ街

・津 藤 千鶴 子

(桜 丘3-19・22)

フレ ンズ オ プ セ ミナ

ー(FOS)

・榎本 正 邦

(喜 多見5-3-23-3)

建 設 ユ ニオ ン街 づ く

り研 究 グル ープ

・千 葉一 明

(中 町5-33-12)

・千 葉和子

(中 町5-33-12}

2LFF.G.(21世 紀 をめ

ざす 船橋 未来 グループ}

・駒 井澄 子

(船橋5-17-26-202)

・≡ 井勝 雄

(船 橋5-17_7_108)

1コ ミュニ ティ ガー

デ ン

・渡辺 ≡郎

(玉川 田園 調布1-8-21)

・小西 玲子

(玉川 田圃 調布2-11-12)

子 ど もと緑 を育 て る

会 ・北 上竹仙

(代 沢4一田一2)

・荻原 札子

(代 田2-35-11-305)

テ ーマ

住民参加に よる
"三世代交流セ

ンター"づ くり

ふれあいのある

まちづ くり

高齢者を中心 と

した 「み どりの

まちづ くり」の

実践
～楽節 クラブの

活動を通 じて～

花か らはじめる

まちづ くり

～緑 と人の生 き

るまちへ～

自然 を活か した

まちづ くり

職人さんのまち

づ くり

住み手の立場に

立ったまちづ く

り{団 地建 替住

民案の実現へ)

人々の手による

地域の庭(コ ミ

ュニティガーデ

ン)づ くりによ

るまちづ くりの

輪と和の拡大

北沢川緑道で子

どもと緑 を育て

るための提案づ

くり

内容

住民主体で環境共生施設をつ くる試み。昨年、ワ
ークショップ形式で検討 をかさね"三 世代交流セン

ター陀というコンセプ トを生み出 した。2年 目の今

年 は機能、管理などのソフ ト而 を検討する。

玉川地域で一人暮らし高齢者 と地域 との関わ りの問

題に取 り組むカウンセラーを養成する目的で生まれ

たグループまちづくりハ ウスの活動 とタイアップ し

て建設予定のデイサ ービスセ ンターを検討 し、地

域の精神的な支えとなることをめざす。

三宿 ・太子堂地区で樹木や草花 を育てる実践的活

動。手入れ を続けて きた花壇8カ 所は今年 も何カ

所か増える予定。子供たち も巻 き込んで、地域 を花

と緑でいっぱいにするのが目標。今年範囲 を池尻地

区まで広げたい。は活動を池尻地区まで広げたい。

桜丘地域の緑や農地の確保が目的。緑のマップやニ

ュースづ くりなどの基礎的な活動 を踏 まえて、今年

は桜丘5丁 目子 ど もの遊び場での 「花づ くり」に

挑戦。実践的に緑を増やすこ と、地壇コミュニテ
　

イ形成の場作 り、活動のPRな どをねらっている。

世田谷に残 された、国分寺崖線や野川などのみずと

みどりを 守 り、 まちづ くりに活か して行 くことを

目標に、自然観察会、地域剋弛会、 シンポジウムを

企画運営 してい く活動。

1万9千 人という大きな組織であ る建設ユニオン

の世田谷、目黒、渋谷支部などの役員が参加。身

近な公共施設の計画提 案づ くり。障昔者や高齢者

のための住宅改善や相談会など、 住 みよい環境づ

くりをめざす。

西経堂団地の建替に際 し、住み手や近隣が協力 して

望ましいまちづ くりを提案。'92年1月 住宅都市

整備公団は住民の基本方針 を参考に した公団修正案

を提示。住民側が さらに検討を加え10項 目の課題

が明確化白夏まで といわれる実施計画にむけて最終

段階にはいっている。

地域で増 つつある空地 を有効利用 して花 を育て、

コミュニティの再構築をはかるという活動。今年

はこの活動を地域内のほかの空地に広 げて行 くこ

と、この場所でつちかわれたコミュニティの和 を

もとに建設予定のデイサービスセンターへの住民

からの提言をまとめてい くことが 目標。

北沢川緑道と緑道に接する公園用地の改修 に際 し、

子 どもの遊び 、自然体験。環境学習いった視点から、

地域の大人やrど も、保育者、先生、専門家がアイデ

アを出 し合うワークショップを 開催。結果を楽 しい

絵本 にまとめる。

対象地区

太子堂、

三宿地区

奥沢、玉川

太子堂、

三宿地区

桜丘地区

世田谷区西

部

烏山、北沢

地区

西経堂団地

玉川田園調

布地区

北沢川緑道

と緑道に接

する公園用

地
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B)ま ち づ く り ハ ウ ス 設 置 ・ 運 営 助 成 部 門

グループ名 ・代 表者名

・連絡 責任者

集合住 宅 デザ インハ ウ

ス

・野村徹也

(下馬3-30-23)

等 々力 ま ち づ く りハ ウ

ス

・笹 原 克

(上 野 毛1-3-24B-1)

・笹 原 敬 子

(上野 毛1-3-24B-1)

世田谷街並 づ くり支援

ハ ウス

・小俣忠 義(下 馬3 -1)

・菊 地加代 子(下 馬3 -

L15(株)ル イム内)

玉川 まちづ くりハ ウス

・小 西玲子

(玉川 田園調 布2-12-6)

の～ んび り世 田谷 ネ ッ

トワー ク

・隅 山満 紀

(太 子 堂1-12-4)

・宍 戸 直 人

(経 堂1-31-10)

テ ー マ

集合住宅 「人生

健康づくり」

パー ト1公 的

集合住宅支援

利用者及び近隣

住民参画型

公共施設づくり

の支援

街並 づ くりをテ

ーマ に した住民

支援 ハ ウスの設

置準 備

アーバ ンハズバ

ンダ リーのまち

づ くりをめ ざ し

て

介助 の必 要な障

害者 も地域 の一

員 と して安心 し

て生活 ので きる

まちづ くり

活動内容

建 替、管理 、改善 な ど、集合住宅 のかか える問題

を住民主体 で解決す るため に大切 な要素の ひとつ

が情報交換 。その ために私宅 を開放 し、情報提供 、

コーデ ィネイ ト、相談 、技術的支援 な どを行 う。

等々力 児童館 ・地 区会館 の建替計 画に関 して、住

民、利 用者 が主体 的に参画で きる ようプランナ ー

として支 え、協力 してい くこ とを 目的 とす る。地

元住 民、利用 者 の合 意形成 に向 け、ア ンケー ト調

査 、懇談会 等 を開催 。望 ま しい公 共施設づ くりの

在 り方 を探 る。

住環境悪化 に対す る地域住民 の不 安、不満 、疑問

に対 し、住民 の身近 な相談 窓口 とな り、 より広 い

視野 に立 った専 門知識 で、不満 のエ ネルギー を建

築 協定づ くりや街 並 みづ くりのエ ネルギーへ と変

えるための支援活 動 を目的 とす る。

玉川 地域 を対象 と して住 民主体の まちづ くりを非

営利 の立場 で、支 えてい くことが 目的。住 民の意

見 をひ とつ ひ とつ積 み上げてい く方法 の開発 とま

ちづ くりを支援 してい く新 しい活 動組織のあ り方

を求 め る。

地域で 自立 生活 を してい る重度 障害 者 と、 その介

助活動 を してい る健全 者が 自立 、介 助、差別 を軸

に共に考 え、地域 の人た ちに働 きかけ てい こう と

活動 して きた。そ のための拠点 づ く りが 目標。

対象地区

西経堂団地

と世田谷区

全域

等々力周辺

世田谷区全

域

玉川地域

世田谷区全

域
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C)ま ち づ く り 交 流 部 門

グループ名 ・代表者 名

・連絡 責任者

せ たがや まちづ くりフ

ォーラム

・清水透(上 馬2 -3L13)

テ ー マ

み んなでつ くる

まちづ くり活動

ネ ッ トワー ク

活動内容

住民 の 自主的な まちづ くり活動 相互の情報交換 、

相互支援 、共同 の企 画 ・提 案 ・実施 、 さらに国 内、

国外 の住 民主体 のまちづ く り活動 との交流 を目指

し、区民 自身 によ って設 立、運 営 され る公 開の会

議 。

対象地区

世田谷区全

域

皿 公益信託運営の新 しい試み

1.助 成決定プロセスと公開審査会

(1)助 成決定までのプロセス

世田谷まちづ くりファン ドの助成決定は、以下のようなプロセスを経て行われている。

イ.助 成事業PR及 び助成の手引きと申請書の配布

年度の当初に助成事業の概要についてちらしやポスターを作成 し、区の公共施設等に

掲示する。また、区の広報を通 じてひろく申請募集 を呼びかける。助成の手引 きと申請

書の配布は、信託銀行 と世田谷まちづ くりセンターが行 っている。

ロ.応 募手続きの相談

助成内容についての問い合わせや申請書の書 き方、 また活動企画の相談を行う。 この

ような相談には、地域状況の把握やまちづ くりの知識が必要 とされるので、世田谷 まち

づ くりセンターが携わっている。

ハ.申 請書の応募窓口

申請書の提出時に、活動企画内容の確認や申請動機などについて申請者ヒヤリングを

行っている。申請書のみでは表現 しきれないこれ らの情報は、助成決定への参考 として

運営委員 に伝えられる。このヒヤリングには、地域状況の把握やまちづ くりの知識が必

要 とされるので、世田谷まちづ くりセンターが携わっている。

二.事 前調査

まちづ くり活動では、その目的によって行政機関の協力が必要になる場合 も多い。そ

のような企画内容については関連する部署にヒヤリング調査 を行い、その部署の意見を

助成決定への参考 として運営委員に伝える。この調査 についても、地域状況の把握や行

政機構の知識が必要 とされるので、世田谷 まちづ くりセンターが対応 している。

ホ.公 開審査会事前打ち合わせ

応募状況をもとに、公開審査会の進め方やプログラムについて打ち合わせを事前 に行

う。公開審査会プログラムは、まちづ くりセンターが試案を作成し、運営委員 と信託銀

行、まちづ くりセンターで協議する。

へ.公 開審査会

公開審査会は丸1日 のプログラムで、前半に申請者のプレゼンテーション、後半に運

営委員 と申請者の質疑応答、そ して助成グループの絞 り込みの話 し合いが行われる。話
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し合いの進行は運営委員長が行 う。

ト.運 営委員会

公開審査会後に信託銀行主催で運営委員会が開催され、助成グループの決定と正式な

助成額が決められる。

(2)公 開審査会

世田谷 まちづ くりファン ドの助成決定は、他の公益信託助成の審査には見 られない

「公開審査会」 という方法を経て行われる。

それは助成決定のプロセスをガラス張 りにす ることにより、ファンドの社会性や公平

性、公益性を公 に示 してい くためである。また同時に審査の過程そのものが、まちづ く

り学習のよい機会になるとの判断もある。

しかしなが ら、公開審査会は審査する側にとってもされる側にとっても未経験のこと

であ り、その成功には運営の工夫が重要なポイン トとなる。

今まで、活動企画 コンペと第1回 ファン ド助成事業の2回 行ったが、これからも試行

錯誤を繰 り返 しながら、改善を積み重ねていく必要がある。

《評価》

公開審査会のガラス張 りの主旨には住民から大きな賛同を得ており、継続 して続けて

欲 しいという要望が強い。

今までのコンペ等の審査の不透明さに比べ、他の応募内容や審査の視点がよく分か り、

納得できるとの評価 を得ている。

《課題》

審査はどうしても助成予算額の枠 にしばられてしまい、予算の配分に傾 く話 し合いに

なる傾向になる。もっと活動の意義の評価等に時間をさいて欲 しいという要望もある。

現在で も丸1日 のプログラムで、申請者にも審査員にもかな りの時間的負担 となって

いる。将来申請数が増えた場合の時間配分についてどう対応 してい くかが課題 となりつ

つある。

図表8-7公 開審査会
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第8章 公益信託 「世田谷まちづ くりファンド」 をベースにしたまちづ くりの仕組み

表8-8公 開審査 会 プログラム

公 開 審 査 会 プ ロ グ ラ ム 平成5年6月12日(土)

9:30開 場 と受付

各 グループの発表用模造紙(一 枚)展 示

10:00開 会の あいさつ(三 井信託銀行)

10:05フ ァン ド運営委員 の自己紹 介

10:15《 活動助成部111》匠1コ請 グル ープ企画 内容発表(進 行:三 井信託銀行)

①各 グループが模造紙 を用 いて発表(各3分 ×14グ ループ)

②運営委員 との質疑(各3分 ×14グ ル ープ)

11:40《 交流助成部門》 申請 グル ープ企画 内容発表

①各 グループが模造紙 を用 いて発表(各3分 ×2グ ル ープ)

②運営委員 との質疑(各3分x2グ ループ)

11:55昼 食 とグル ープ発表模造紙 閲覧

1:00《 ハ ウス助成部 門》 申請 グルー プ企画内容発表

①各 グループが模造紙 を用 いて発表(各3分 ×9グ ル ープ)

②運営委員 との質疑(各3分x9グ ループ)

1:55休 憩 とグループ発 表模 造紙 閲覧

2:10助 成 グル ープ選考 のための話 し合 い(進 行:運 営委 員)

・各部門の評価基準

・助成 グループの しぼ りこみ

4:30終 了
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2.中 間報告会

・助成期間の中間段階に、すべての助成グループを集めた活動発表会を行っている。

・この発表会は、各グループ活動の進捗状況の把握 という意味あい もあるが、助成グル

ープが一同に会することで、お互いの情報交換や相互支援の機会をつ くるということに

より大きな意味合いをもっている。

・他のグループの活動状況 を知ることで自分たちの活動のは りあいや参考にした り、活

動にいきづまっているグループにとっては、色々なア ドバイスや協力が得られる機会 と

することを意図 している。

・中間報告会は運営委員の主催のもと、ファン ド協力スタッフとまちづ くりセンターが

協力 して行っている。

《評価》
・このような機会を通して助成グループがお互いの活動内容を知 り合 うことにより、 日々

の活動においての協力関係や助け合いの実績が生まれてきている。

《課題》
・活動が順調に進んでいるグループはよいが、活動の停滞 しているグループについてど

う意味ある場 にしていけるかについて、これか らさらに検討 を要する。
・助成グループ以外の一般の参加者が少な く内輪の会の印象がある。どう巾広い人々に

アピール し、参加 しやす く興味のもてるものとしてい くかが課題としてある。

3.最 終報告会
・最終報告会については、活動企画コンペでのみの1回 の実績である。

・活動企画 コンペの場合は、助成事業のシミュレーションという位置付 けがあり、試行

としての一年間を振 り返 り、その運営や改善点について話 し合 うことに主な目的があっ

た。

《評価》
・1年 の助成事業を振 り返 り、グループにとっての助成の意義や、 より活動をしやす く

してい くためのファン ド運営上の改善点について話 し合いができた。

《課題》
・助成が継続的に行われてい く今年度以降は、活動報告だけでなく、次年度の助成応募

PRの 機会 としての位置付けも与えた運営方法が検討されている。
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第8章 公益信託 「世田谷まちづ くりファンド」をベースにしたまちづ くりの仕組み

表8-9中 間報告会 プログラム

・第1回 世田谷まちづくりファンド助成事業・

中 間 活 動 発 表 会 プ ロ グ ラ ム 平成5年10 30日(土)

m100～12:00助 成 グル ー プの 展 示 ブ ー ス 設 営

12:30一 般 参 加 者 受 付 開 始

イ ン ト ロ

1:00～1:05あ い さつ(フ ァン ド運 営 委 員 長:延 藤)

1:10～1:15フ ァ ン ド運 営 委 員 自 己紹 介

ノぐ 一 ト1 助 成 グ ル ー プ の 活 動 発 表

国鷲
.

lD
中

◎進行役(フ7ン ド協カ スタ ッフ:山 中)

1:15～1:45《 グループ発表作戦 タイム》

4グ ル ープ毎 に分 かれ、20分 間を どう使 って発表 す るか相談 す る時間で す。

1:45～2:05《 グ ル ー プ①:花 と子 供 》

・楽 働 ク ラ ブ ・ぐる うぶ 街 ・子 供 と緑 を育 て る会

(2:05～2:10質 疑 応 答)

2:10～2:30{グ ル ー プ②:施 設 づ く り》

・三 ・太 ワ ー ク シ ョ ップ ・21 .F.F.G.

・セ カ ン ドハ ンズ(2:30～2:35質 疑 応 答)

2:35～2:55{グ ル ー プ③1玉 川 地 域/福 祉 》

・等 々カ ま ち づ く りハ ウ ス

・集合住宅 デザイ ンハ ウス

・玉 川 コ ミ ュニ テ ィ ガ ー デ ン ・グ ル ー プ ・ジ
ュ ァ ン ・玉 川 ま ちづ く りハ ウス

・の ～ ん び り世 田谷 ネ ッ トワ ー ク(2:55～3:00質 疑 応 答)

3:00～3:20《 グ ル ー プ④:環 境 づ く り》

・迎 設 ユニ オ ン街 づ く り研 究 グ ル ー プ ・フ レ ンズ オ プ セ ミナ ー

・街 並 づ く り支 援 ハ ウ ス ・せ た が や ま ち づ く り フ ォ ーラ ム(3:20～3:25
質疑応答)

パ ー ト2:休 憩 、 自 由 交 流&各 賞 投 票 タ イ ム

◎ 進行役(ま ちづ くりセ ンター:洩i毎)

3:25～4:00 ・お茶 コー ナ ー

・展 示 ブー ス め ぐ り

・各 賞 投 票 コー ナ ー

パ ー1-3:各 賞 発 表&活 動 発 表 を 聞 い て

4:00～5:00

5:00

◎進行役(フ ァン ド運 営委員:井 上)
・各賞発表

(展示 発表が うまいで賞,お もしろ企画 アイデア賞、

役所 と上手 にっ きあ った で賞 、 コス トパ フォーマ ンス賞)
・活 動発表を聞いて(自 由討議)

・ファン ド協力 スタ ッフの紹 介

終 わ り

5:00～5:30展 示 あ とか た ず け

◇主 催:阯 田谷 まちづ くりフ ァン ド運営委 員会

◇ 協 力:世 田谷 まちづ くりフ ァン ド協力 スタ ッフ会議

◇事務局:世 田谷 まちづ くりセ ンター
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第8章 公益信託 「世田谷 まちづ くりファンド」をベースにしたまちづ くりの仕組み

表8-10最 終報告会 プログラム

まちづくり酬 酬 コンペ 最 終 報 告 会 プ ロ グ ラ ム

平 成5年3月7日(日)

《閉 口土易 》

.12:00開 場 、受付

・活動 報 告パ ネ ル展示 見学
構 吋

《原口 会 》

1:00開 会 の あい さつ と経 過 説 明(ま ちづ くりセ ンター)

1:10審 査委 員 の紹 介

喝

《活 動 報 告 パ ー ト1》

1言15活 動 報告パ ー ト1(各 グル ー プ5分 間発表+質 疑応 答)

1:15r住 民 主体 のま ちづ くりを地域 で支 援 す る活動 」

ヨ三川 まちづ く りハ ウス 、セ カ ン ドハ ンズ

E35r施 設 ・住 居 づ くり』

21FFG、 子 供 の環境 を考 え る会 、三 ・太 ワー ク シ ョップ

2:00意 見交 換会 パ ー ト1(全 体 討議)

・審 査 委員 ・グル ープ メ ンバ ー ・一般 参加 者

2:30休 憩

《活 動 報 告 パ ー ト2》

2:45活 動報 告 パ ー ト2(各 グル ー プ5分 間発表+質 疑応 答)

2:45「 まち の環 境 そ の1』

ぐるうぶ街 、 グル ー プ コ ミュニ テ ィプ ラ ン、ア クセ スマ ップ

3:10rま ちの環境 その2』

太 子堂4丁 目、 え き ・みち ・ま ち

3:30『 おオε三題 』

さ くらの会 、玉 川 コ ミュニ テ ィガ ーデ ン、楽 働 ク ラブ

3:55意 見交 換会 パ ー ト2(全 体 討議)

・審 査委 員 ・グル ー プ メ ンバ ー ・一 般 参加 者

《来 年 度 助 成 に つ い て 》

4:30来 年 度助 成 のス ケ ジ ュール(ま ちづ くりセ ンター)

4:40来 年 度助 成 へ期 待す る こと(審 査 委 員)

5:00閉 会 のあ い さつ



第8章 公益信託 「世田谷まちづ くりファンド」をベースにしたまちづ くりの仕組み

IVま ち づ く りセ ン ター の役 割

1.ま ちづ くりファン ド運営におけるまちづ くりセンターの立場

以上述べてきたように、世田谷まちづ くりファン ドの運営はきめ細か く行われ、また

新 しい試みも実験的に実施されてお り、一年を通 じて様々な準備作業や企画が必要 とさ

れる。

本来公益信託の運営事務は信託銀行が行 うことになっているが、 このような世田谷方

式の運営には、地域状況の把握やまちづ くりのノウハウなどの知識が不可欠である。

しか しながらこのような経験や知識は通常信託銀行にない し、運営委員が直接携わる

には莫大な時間と労力を要 して現実的に不可能である。

まちづ くり協力スタッフの募集は、このような面から運営委員をサポー トしてい く意

図があったが、ボランティアの立場や性格上すべての作業を担うことは難 しい。

そこでまちづ くりセンターが ファンド運営の様々な作業や企画づ くりに協力 して、支

援活動 を行っている。

2.ま ちづ くりセンターの支援活動

(1)フ ァン ド運営支援
・応募の手引き、申請書の作成準備、印刷
・助成応募の相談、受付窓口

・公開審査会企画、準備

・中間報告会企画、準備

・最終報告会企画、準備

・ファンド協力スタッフ会議事務補佐

(2)フ ァン ド基金拡大活動

《ファンド助成基金の補填》
・ファンドの基金拡大は、現在の最 も重要な活動課題のひとつである。第1回 目のファ

ンド助成事業は総額500万 円で行ったが、基金のみの利息では100万 円程度に しかならず、

不足の400万 円を区と(財)都 市整備公社の補助金で補填するよう働 きかけた。

《図書販売による基金拡大》
・基金拡大の一環として、まちづ くりセンターでは図書の作成 と販売 を行い、その収入

をファンドに寄付 している。これらの図書販売による合計額は、今までで200万 円を越 え

ている。

《企業へのPR》
・区内企業に対 してファンド設立のお知 らせとアンケー ト調査 を実施 し、寄付の意向調

査を行った。

(3)フ ァン ドPR活 動
・まちづ くりファン ド事業や助成グループの活動を紹介するニュース 「結んでひらいて」

の編集発行を行い、広 くファン ドの認知活動を進めている。
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・まちづ くりファン ドのち ら しやポスター製作 と配布 を行 い、区内公 共施 設での掲示 を

依頼 した。

・新聞やテ レビなどの取材窓口 とな り、活動 グループの紹介 を行 ってい る。

・住 民主体 の まちづ くりや まちづ くり公益信託 をテーマ と したシンポ ジウムを開催 した。

(4)助 成 グループへの技術支援

・必要 に応 じて、区 と助成 グル ープの間 にたったコーデ ィネー トを行 っている。

・活動計画づ くりや ワークシ ョップの企画相談 にの っている。

・活動 の参 考になる類似 プロジェク トの紹介や、活動家、専門家 の紹介 を行 っている。

・必 要に応 じて、住 民の提案づ くりや計画案づ くりについて技術 的補佐 を行 っている。

(5)助 成 グルー プへの財政支援

・助成 グル ープの企画 によるシ ンポジウムや勉強会 で協力で きるものについては、準備

開催費用 の部分負担 を行 っている。

・コ ピー機 や会議机、文房 具、電話 な どを完備 したスペ ース を、作業 や会議のために提

供 してい る。

Vフ ァン ドの評価 と課題

1.助 成 グループにとってのファン ドの意義

(1)活 動の認知

助成 グループにとって、助成 を得ることは自分達の活動が認知 されたという意味あい

が大きく、それが自信、集団の結束力、責任 と自覚の高まりにつながるケースが多い。

(2)活 動資金の獲得

活動を支えるのに資金は不可欠であ り、また助成 を受けることにより講師を招いたり

資材購入など活動の幅 をひろげるのに役立つ。

(3)活 動のきっかけと目標づ くり

助成制度があることが住民にとって活動を始めるきっかけになった り、助成を受ける

ことではっきりした活動 目標 と期限ができ、活動への励みになる場合がある。

(4)ま ちづ くりの情報交換

助成 を受けファン ドに関わることで、他の様々なまちづ くりグループとの交流の機会

が生まれ、情報交換や相互協力に役立つ。

(5)相 談や活動支援

ファン ドに関心のある専門家に知 り合 うことができたり、まちづ くりセンターと活動

の相談 をしたり支援を得ることができる。

2.フ ァンド運営の課題

(1)フ ァン ド基金の拡充

ファン ド基金がまだまだ小さい現在 は、各々の助成グループに中途半端な助成 しかで

きない状況であ り、ファンド基金の拡充が最 も重要な課題のひとつである。

一160一



第8章 公益信託 「世田谷 まちづ くりファン ド」をベースにしたまちづ くりの仕組み

(2)フ ァン ドの認知

ファンドが支援する住民主体のまちづ くりは、一般的にはまだまだ関心が低 くファン

ドの認知度 もしたがって低い。寄付 を募っていく上で も、また活動 に広がりをもたせて

い く上でも、このような人々へのPRが 大切である。

(3)助 成の方針

まちづ くり活動は単年度で終わるのではなく、継続的に続いていくことに意義がある。

そこで助成についても継続性が望まれるが、限りある基金を考 えると、新規参入者を優

先するか継続グループを優先するか という問題につ きあたる。

また各のグループへの助成額 を削ってでも、なるべ く多 くのグループに広 く浅 く助成

するのか、力のある少数のグループに十分な助成を行っていくことを重視するのかなど、

その方向性の選択が難 しい。

(4)専 門的ア ドバイス

助成グループからの要望 として、活動の助言者や専門家の派遣制度が求め られている。

このような専門的支援は、構想の中では 「まちづ くりハウス」あるいは 「まちづ くりセ

ンター」の活動 として位置付けられている。

しか しながら 「まちづ くりハウス」については、まだ芽が出始めた段階であ り、十分

な助成 もない現状ではその様な役割を担いきれない。また 「まちづ くりセンター」につ

いても人員や能力面での限界があ り、一部のグループに しか十分な支援ができない状況

である。

(5)ま ちづ くりハウスの展望

まちづ くりハウスについては、現在5つ のグループに助成 を行 っているが、ボランティ

アとしての活動なのか有償の活動なのか、行政はどうハウスを認知 していくのか、活動

を続ける経済基盤をどう確立 していけばよいのかなど不明瞭な部分が多い。

また、まちづ くりハウス という非営利のまちづ くり活動組織 という概念その ものが 日

本では新 しい もので、その意味を活動地域の人々に理解 してもらう事自体困難な社会状

況がある。

(6)ま ちづ くりセンターのファン ド運営への関わり方

現在 まちづ くりセンターは様々な形でファンド運営を支援 をしているが、公益信託

「世田谷まちづ くりファン ド」の委託者である(財)世 田谷区都市整備公社内の一部署

であるセンターが、ファン ド運営にあまり深 く関わることは望ましくないという意見が

ある。特に助成決定面でセンターの影響を明確に切 り離す ことは、ファン ドの中立性を

確立 してい く上で不可欠である。

しかしなが らまちづ くりの成果が上がるように助成事業 を進めるには、地域の実情や

行政の計画など助成決定の判断材料 を運営委員に提供 してい く必要性があり、これは信

託銀行のみでは対応できない。

世田谷まちづ くりファン ドの趣旨を考えると、本来このような情報提供の役割は第三

者的立場の何 らかの機関が担ってい くことが望ましいが、専門的にこのような作業を行っ

た り情報を収集 したりする適当な担い手が他になく、まちづ くりセンターが対応 してい

るのが現状である。
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実際 ファン ドの設立趣 旨 を理解 し、 また行政情報 を得やすい立場 にあるまちづ くりセ

ンターは、 フ ァン ド運営委員へ の補佐役 と してふ さわ しい面 もあ るが、その一方住 民の

目から見 る と、 ファン ドの独 立性 の印象が損 なわれる要 因 ともなっている。

まちづ くりセ ンターが どうい う範 囲 と立場 で ファン ド運営 に関わ ってい くかについて

は、 ファン ドの中立性確保 とい う観点 か ら、 これか らも検討 を重ねてい く必 要があ る。

VIま とめ

以上述べてきたように、公益信託 「世田谷まちづ くりファン ド」は、他のまちづ くり

公益信託に比べ、対象 となる助成内容や運営の新 しい試みなど様々な面で特色がある。

しか しながらその歩みを振 り返ってみると、最 も顕著な特徴は、設立準備か ら助成事業

に至る過程 まで一環 して、"歩 みながら考える"姿 勢 を貫いていることであろう。

実際まちづ くりの活動は、それぞれの目標 と活動段階、地域の物的環境や社会環境、

活動を担 う主体 のキャラクター、それを支える回りの人々、そ して時代の流れ等に応 じ

て様々な表情 と動きを見せる。それゆえ、規定の判断基準のみで活動の優劣を決めるの

は困難である。そのような認識に立つと、助成する側 と助成される側の間に緊密なコミュ

ニケーションがあってはじめて、本当に意義ある助成活動が可能である。これが、世田

谷まちづ くりファン ド運営の基本的姿勢 と言えるだろう。

世田谷 まちづ くりファンドのチャレンジは、住民主体のまちづ くりを支え推進するた

めに、 どう公益信託 をベースとしたまちづ くりの仕組み を構築できるかということにあ

る。言い換えると、まちづ くりにおける公益信託の新 しい活用の方法を模索する活動 と

も言える。その意味で公益信託設定 と同時に本当の意味での実験が始まった。その試み

の中で、住民主体のまちづ くりとは何だろう、公益信託の果たし得る役割 と限界は何だ

ろうなど、様々な問いかけが継続的に発せ られている。そ してこの"歩 みながら考える"

姿勢そのものが、世田谷 まちづ くりファン ドの活力の源 となっている。

《従来のまちづ くり公益信託》

・大きな基金 をもとに設立

・優れた活動あるいは人に助成

・ 「助成 を与えてあげる」姿勢(ト ップダウン)

・確立された助成方針 とレールにのった運営形態

・ファン ド運営の 目的は資金援助 との認識

《世田谷 まちづ くりファン ド》

・小さな基金か ら寄付 を募って大きくする

・優れたものにではな く、育てるために助成

・ 「一緒に考えて助成する」姿勢(ボ トムアップ)

・状況に対応できうる柔軟な助成方針と試行錯誤の運営形態

・ファン ド運営 自体がまちづ くり学習の機会 との認識
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第9章 まちづ くり公益信託への提案

1新 しいまちづ くりシステムの必要 性 とまちづ くり公益信 託の意義

1.新 しいまちづ くりの方向

佐倉、横浜野毛、函館、世 田谷におけるまちづ くり公益信託の設定経緯、活動 の展 開

に共通 してみられるのは、新 しい地域のまちづ くりの方向 として 「市民主体のまちづ く

り」を明確 にうちだし、それを実体あるものとし、社会的 に保障する一 つの仕組みと し

て公益信託 を活用 していることである。

公益信託佐倉荷づ くり文化振興臼井基金 は、 「まちづ くりは行政にた よるだけではな

く、住民自らの手 により、住民のためにあるべ きという理念」のもとにつ くられ、公益

信託世田谷まちづ くりファン ドは、 「行政主導型の住民参加まちづ くりの限界に対 して、

より柔軟に住民主体のまちづ くり活動 を支援するための仕組みとして構想 された」ので

あ り、横浜野毛や函館で も同様の意図が見て取れる。

これまでの行政主導のまちづ くりだけでは矛盾や限界のあることがあ きらかになり、

まちづ くりの新 しいシステムとして 「市民主体のまちづ くり」を希求 しているのである。

ここでいう 「市民主体のまちづ くり」 とは、 自分でできることは自らの手で行 うとい

う自前精神のまちづ くり意識 を持 った市民が意志決定の主体 となり、行政はそれを支援

する役割 を担 うものであ り、行政主導市民参加の段階をこえて、市民主導行政参加あ る

いは行政支援のまちづ くり、すなわち市民 自治のまちづ くりを意味する ものであるとい

える。

この 「市民主体のまちづ くり」 を実体あ るものとす るために、市民の 自発的、 自立的

な活動 をどのように育成 し、発展 させてい くかは重要な課 題である。その条件 として、

市民活動 と行政 との 「対抗的相補性」*1)の関係、市民活動の支援基盤 として財政的基盤、

人的基盤、技術的基盤、体制 ・制度的基盤の4つ の基盤整備があげられる(図 表9-1)。

まちづ くり公益信託は、基本 的には市民活動の財政的基盤 の一つとして位置づけられ る

ものであるが、佐倉や世田谷 などの事例でみ られたとお り、それぞれの地域独 自の運営

によって、参加型の計画づ くりやワークシ ョップなどの技術的基盤 を伴 い、人のネッ ト

ワークなどの人的基盤 もつ くられなが ら展 開 しているところに特色がある。住宅づ くり

などの事業 を伴 う市民活動に対 して、まちづ くり公益信託 がいかなる効果 を発揮するか

は現時点では未知数であるが、これも運営次第で可能性 は秘めているように思われる。
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図表9-1市 民活動 とまちづ くり公益信託の位置づけ
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2.市 民のまちづ くり活動に公益信託を利用する意義

地域のまちづ くりに公益信託 を活用 した新 しいまちづ くりシステムが、中央官庁や地

方行政の発案で はな く、地域住民によって創 り出されたこ とはわが国のまちづ くりの歴

史上重要なことであるといえよう。

まちづ くりに公益信託 を活用するということにどのような利点があるのか、市民の ま

ちづ くり活動におけるまちづ くり公益信託の意義についてまとめてお く。

(1)市 民のまちづ くり要求 を結実させる受け皿

まちづ くり公 益信託は、市民サイ ドの活動要求 を一定の社会的形態(仕 組み)に 結実

させ、次なる展 開を可能にす る仕組みであ る。それを少ない資金で効率 的に、かつ行 政

からの独立性を保ち設定 しうることから、市民による自由な展開が可能 となる。また実

際の効果 として も、公益信託本来の独立性 によって柔軟な対応が可能 となり、市民に よ
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る自由度の高い活動が展 開している。すでに市民が地域のまちづ くり課題 に対 して問題

意識を持ち活動 を展開してい る地域では、 まちづ くりにおける自立性の高まりを把握す

ることができる。世田谷は現時点では行政 が市民サイ ドか ら支援 してい る色合いが強い

が、将来的には市民の主体的 な活動への移行 を目標系 として定めてお り、活動の展開の

方向性はいずれ も同様である。このような市民の 自立的活動に対 し、まちづ くり公益信

託はそのうしろだてとして一定の役割 を果た している。

市民が自主的 になんらかの活動をおこそ うとしているときに、それに一定の社会的裏

付 けを与えることの意義は大 きい。現状では、市民活動が社会的認知 を得 る上で、まち

づ くり公益信託 はきわめて有効な手段 とな っている。市民のまちづ くり要求を純粋に く

み取って結実させる受け皿である。

(2)市 民の創意工夫によるまちづ くりの実現

現段階で行政の水準には求 められない、市民の創意工夫 によるまちづ くりを実現す る

ことが可能である。市民主体のまちづ くりのための制度的枠組の一つとな り得ると共に、

地区レベルの環境整備に対する都市住民側の要請 ・関心 を実現するもの となる。

(3)ま ちづ くり活動の資金的裏付け

市民がなんらかの活動 をお こそうとしているとき、その資金的裏付けは当然必要であ

り、それをまちづ くり公益信託は担う。この点は、 「基金がなければこのような活動 は

で きなかった」 という受益者 の声にもあ らわれているとお り、まちづ くり公益信託の も

つ基本的効果の一つである。ただし、単に資金的支援 とい うことであれ ば、行政サイ ド

からの支援でも同様であるが、まちづ くり公益信託では 「行政の手の届 かないきめ細か

な助成が可能」 となっている。

(4)「 効率性」一市民による設定が可能な資金規模

公益信託方式 が、公益法人に比べ本来的 に少ない資金で効率的に活用 が可能な手段 で

あるという、その 「効率性」 が指摘される。これは、基金運用の多 くを受託者をもって

行わ しめるとい うこの方式独特の仕組みか らくるものであ り、それによって市民による

設定すらも可能 となるのである。これは財 団設立 に相当規模の資金を必要 とすることと

対照的であり、わずか数千万円からの設定 も可能であることは、一つの利点 といえる。

(5)行 政からの独立性

公益信託はもともと民間で公益活動を展開するためのシステムであ り、行政による公

益活動からは独 立 した位置づ けにある。この独立性ゆえにまちづ くり公益信託が市民サ

イ ドの基金 として実現でき、それによって市民が主体 となって行う活動 を自由に支援 し

うるのである。
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公益法人の場合、行政補完型のものがあ ったり、政府や外郭団体から補助金や委託費

をもらうケース もあるが、公 益信託ではそのようなことはない。完全に政府や企業か ら

独立 した第三のセクターとして自由闊達、先導試行的な公益活動が可能である。

(6)シ ステムの もつ柔軟性 とフレキシブルな対応

まちづ くり公益信託は純粋 に市民サイ ドからの支援を行 うことで、確実にまちづ くり

に一定の効果をあげている。 このシステムのもつ柔軟性が市民による自由な活動を可能

にし、それによる活動は、社会的にも一定の認知 を受け、行政等とのパ ー トナーーシップ

形成の期待 ももたれている。 また、受益者間のネットワー クもひろが りをみせ、市民サ

イ ドの活動体制 も成熟 しつつ ある。行政 とのかかわ りについていえば、 まちづ くり公益

信託の場合、 「行政の枠組みにとらわれることなく、フレキシブルな対応が期待できる」

という効果 もある。行政からの助成であれば、それによる活動には、なにか と規制がか

けられがちであるが、市民サ イ ドの基金であるまちづ くり公益信託の場合は、市民の意

志 による自由な活動が期待 される。これは、このシステムが本来的にもつ 「独立性」 に

よるものである。

[注記]

*1)奥 田道大 『都市 コミュニテ ィの理論』(東 京大学出版会 、1983年)参 照。 また、奥 田

道大 『都市 と地域の文脈 を求 めて一21世紀 システム として の都 市社会学』(有 信堂 、1993

年)に よれば、"一 方的 に 「対抗 的」 とい うこ とでな けれ ば、 また伝統 的町内会組織 の

ように一方的に 「相補的」 とい うわけで もない。相互 に矛盾す る 「対抗 的」 と 「相 補的」

との両義性 を有 するこ とにな る。"と あ る。

Hま ちづ くり公益信託の問題点と課題

1.自 由度が十分にいか されない公益信託の設計

本来公益信託方式は、公益法人と比較 しても非常に柔軟な対応が可能 となるその自由

度に特色があ り、これは建設省の 「マニュアル」で も同様 に説明されている。 しか し実

際には設定段階でそれが十分 に生かされているとはいえない。

その理由 として、まずひ とつには設定に関係する場面で、市民サイ ドのまちづ くり理

念を理解する関係者が少 なく、地域の課題 にふさわしい創造的で個性的なまちづ くり公

益信託 を発想 してい く環境が弱いことがあげ られる。次に主務官庁 による許可制度の た
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め、前例主義に基づき、設定 内容が一般的 なもの、無難な ものにな りが ちということが

ある。特に市民側が委託者の場合、まちづ くりや信託 目的 に独 自の視点 をもった発想が

あっても、 「マニュアル」に基づ く指導を しがちで、監督官庁が独創的 なアイディアを

尊重する傾向は弱い。

さらに 「公益性基準の判断が難 しい」 とい うことも、画一化傾向をもたらす…つの原

因である。 「公益性=不 特定多数」 ということが現在その判断のよりどころとなってい

るため、常にその対象範囲をひろげるような指導が監督官庁によって要求されがちであ

る。しかし、特 に信託財産の規模が小 さい場合、無理に対象 をひろげることは、む しろ

基金の目的を暖昧に し、その効果を薄めることにもなる。

また基金に 「永続性 を求め、元本取 り崩 しがなかなか認 められない」 ということも、

まちづ くり公益信託の自由度が十分にいか されない要因である。少ない資金であれば、

無理に永続 させ てその果実のみを運用 して も多 くの効果は期待できない。む しろその と

きの実状に応 じて一部取 り崩 しも行えるような柔軟な姿勢が保たれれば、よりまちづ く

りに影響力のある事業にも機動的に助成ができる。実際例 としてある 「取 り崩 し型」の

場合 も、公共的 な空間の整備事業等に使われるケースが多 く、戦略的な まちづ くり活動

への助成や、利子率が低い時 に助成額 を補 うために機動的 に使 われるようなケースはな

い。より自由で、柔軟な対応が必要であろう。

「手続きの難 しさ」 も残っている。建設省によって 「マニュアル」がつ くられ、その

中でも引受官庁 の受入体制整備の必要性が明示 されてはい るが、まだ事例が少ないこ と

もあってか、実際の手続 きには多 くの苦労 をともなうことが多い。法人 などが設定す る

場合 と比べ、市民グループや個人などが委託者 となる場合、設定手続 きが簡便 とはけ っ

していえない。 これについては、最新事例 である函館でさえも、その設定手続 きに2年

もの期間を要 したことに顕著である。今後、委託者は公共団体、事業組合、市民団体 、

商店街、企業、個人、商工会議所、等多様 になる可能性があるが、主務官庁制を含め、

受入れ体制の制度問題は大きな課題である。

2.運 営体制が十分でない

公益信託 とは、少額で も基金化でき、事務費 もミニマナイズ(最 小限化)さ れ、基金

の果実は最大限効率的に助成 に運用できる制度であるが、その分運営 に必要な労力 も最

小限化 される。運営が最小限化されている証拠として、 「全国のまちづ くり公益信託 に

連絡 しようとしても、連絡場所す ら特定で きないケースがある」 という例 をあげるだけ

で十分であろう。その最小限化された労力 を核に、如何 に機動的で生産 的な運営体制 を
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つ くりうるのか、本来矛盾 した話である。

まず第一の問題 として、運営 をつかさどる 「受託者にまちづ くりの専門知識がない」

ことがあげられる。奨学金給付等、単に助成することのみで一面的に目標が達成 される

ものと異な り、まちづ くり公益信託の場合 、どのような事業に助成すべ きかを判断した

り、実際の活動 を専門的知識 をもって支援 することの必要性が大きい。 しかしこのよう

なノウハ ウは受託者(信 託銀行)に はな く、また運営委員会の役割だけで も不足である。

運営委員は地域の有識者で構成 される場合 が多 く、不偏で良識的な判断が期待される。

しか し独 自の判断で、地域のまちづ くりに重要と思われるテーマを創造的に発掘 した り、

委託者の志を理解 しその意図に沿 った運営 を行 うには、かなりの専門知識 と高い理念 が

必要とされるが、現状ではそ こまでできる場合はほとんどないか らである。運営委員会

に委託者が参加 し、信託の目的やまちづ くりの意図を理解 に努めることはありえる(実

際そういう形で運営されてい る例はい くつかある)が 、基本的に 「委託者は運営に口を

出さない」 という公益信託の大原則がある。

そこで実際の まちづ くりに関わる様 々な内容や専門的な情報 を的確に整理し、伝えた

りする役割の 「事務局」 を別 に設置する必要が生 じる。世田谷まちづ くりセンターや ま

ちづ くりハ ウス、函館からトラス ト事務局 はこれらを担うものとして期待できるが、 ま

だ始まったばか りで、安定 したかたちで定着するにはもうす こし時間がかかるであろう

し、その制度上の位置や資金面を含めた、継続性確保には問題 を残 している。

上記のような工夫の全 くな い 「最小 限化 された」運営の場合、助成活動等は無難な も

の、行政の補完的活動になりがちであ り、地域の状況に対応 したまちづ くり助成 として

は期待に十分答えられない ものになってしまう可能性がある。

さらに長期的視点にたった とき、まちづ くり公益信託自体 に 「自己改革の道が確立 さ

れていない」ことも問題である。時間的経過 によって、地域のまちづ くり課題も当然 う

つ りかわるし、 また資金の金銭価値の相対 的低下 もある。今の ところまちづ くり公益信

託は歴史も浅 く、このような問題はそれほ ど表面化 していないものの、現状ではこれ に

対応する明確な手だては用意 されていない。 「事務局」の対応などによって、まちづ く

り公益信託 自体が常にまちづ くりの状況を把握 し、独 自の助成プログラムを策定するな

ど、有効に機能 し続けることが求められるといえよう。

3.社 会的認知が低い

まちづ くり公益信託は、も ともと市民になじみのうすい公益信託 とい う方式を利用 し

ている特殊性がある。また住 民や市民のまちづ くり活動も一般の日本人 には、まだ十分
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浸透した考え方 ではない。そ ういうまちづ くり公益信託 をとりまく社会 的認知がまだ低

い状況のなかで、い くつかの困難をかかえている。

ひとつは、まちづ くり公益信託の件数が絶対的に少ない。様々な状況 に対応 したまち

づ くり公益信託 の型があると思われるが、 まだ十分そのタイプがでそろっていない。い

まある個々の事例 も特殊解で終わって しまっている。そのため、こういうことができる

んだということを実例で示 し、広 く普及 させていく、そうい う条件が整っていない。

またその歴史が浅 くノウハ ウの蓄積 も少 ないために、各事例でその展 開が、いわば手

探 りで進め られ ている状態にある。また各地で展開 しているまちづ くり公益信託では、

互いに 「他の事例について、なんらこれを把握 していない」 ということも問題であろう。

また基金の規模 も特殊なケースを除いて、小 さいものが多い。市民の募金によりフ ァ

ン ドを増や してい くケースもわずかに2、3例 しかない。社 会のために何 か役に立ちたい

と思っている市 民や企業から、志を引 き出 してファン ドを拡大 し、強力 な市民的基盤 を

確保 してい く、そういう募金 のノウハウや情宣活動 も、ナシ ョナル トラス ト運動などと

比べ、全 く遅れている。

1皿まちづ くり公益信託への提案

問題 点 と課題 を受 け、 まちづ くり公益 信 託が地域 でアク テ ィブに展 開 してい く条件 と

して5つ のキー ワー ドを掲 げる。

・市民 の活動要求

・委託者 の志 を活 か した 自由な信託設計

・創造的 な運営体制 と事務局

・寄付者 の志 を引 き出す

・maldngadif旧erence(系 苦果 をだす、変 える)

1.市 民の活動要求

(1)市 民サイ ドのまちづ くり要求一市民主体のやわ らかい発想のまちづ くりを支え育

てる

まちづ くり公益信託による活動が、活発 に展開するための第一の要件 として、 「市民

サイ ドに一定の まちづ くりへの要求がある」ことがあげられる。まちづ くり公益信託 は

本来的に市民サ イ ドからその活動を支援す るためのシステムであ り、それを利用する側

に一定の活動要求が もたれていることは当然に必要である。実際の事例 をみても、佐倉
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には委託者の土地区画整理組合を中心にまちづ くりに対す る強い理念が あり、野毛には

地区衰退という危機意識があ り、世田谷にはこれまでの一連の参加型まちづ くりへの と

りくみがあ り、函館には市民 自前の活動の歴史があった。このような市民サイ ドの要求、

あるいは危機意識 によって、 あるいは市民 ならではのやわ らかい自由な発想 をまちづ く

りの場 に反映 してい くことに より、まちづ くり公益信託は より活発に活用 されるであ ろ

う。そのため助成事業を通して市民主体のまちづ くりを支 え育てたり、 まちづ くりの輪

をひろげ、それを実現に結びつけることを目指す。

(2)地 域のまちづ くりテ一一マを発見す る

次に、このように市民の意識 を高めてい くためには、 「地域のまちづ くりテーマが明

確である」 ことが重要である。市民に共有 されたテーマや具体的な環境 があることに よ

り、多 くの主体 が参加 しやす くな り、それ をめぐる活動が継続的に展開、基金の活動 が

活性化する。そ してこれによって地域のまちづ くりに一定の効果を期待 できるものであ

る。佐倉の印旛沼の再生や函館の歴史的環境の保全再生などはその事例 であ り、世田谷

では様 々なテーマがあるが、 ワークショップなどの創造的 な参加の手法が一連の蓄積 の

なかで、地域のまちづ くりテーマを発見するのを助けている。

2.委 託者の志 を活かした自由な信託設計

(1)委 託者の志

公益信託の設 定には、まず委託者の設定意図というものが重要であ り、それについて

主務官庁が公益性 を認められるものかを判 断 し許可 をだす。あ くまでも委託者の意図が

はじめにあるのであって、公益信託は純粋 に民間のものである。

(2)自 由な信託設計

対象地区のひ ろが りについては明確な基準はない。範囲がせまくても認められたケー

スもある。信託財産の額なども考えて一つ一つ検討 して決めるべ きである。

主務官庁 による公益姓の判断も、あ くまでケース ・バイ ・ケース。担当官によって違っ

て くる。あまりマニュアルは意味をもたないのではないか。また公益性 のために 「永続

性」をもとめるのは間違っている。信託財産の額に応 じ、取 り崩 しも利用 してい くなど、

機動性 ・フレキシビリティも公益信託の利点の一つである。

一方
、実際の運営面に目を転 じると、 「基金規模の大 きさ」はやは り大きな意味をも

つ。基金の規模 が大 きければまちづ くりへの影響力の強い ものが展開可 能となる。広 く

市民の支援を集める発想が必要である。
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3.創 造的な運営体制 と事務局

(1)開 かれた運営方法

開かれた運営方法については、世田谷の事例が特にこれ を明確に示 してお り、公開審

査、報告会など、何 らかの公開と参加の手段が、活動にはずみをつけるのに必要である。

またまちづ くりファン ド協力スタッフ等のボランティアも市民参加の運営をひろげる。

世田谷までできない場合でも、運営委員は地域住民のニーズに応 じた柔軟な助成 を行 な

うため、市民からの意見を聞 く機会 をもうけることが必要であろう。

(2)カ タリス ト(触 媒)と しての事務局

成果のあがる活動を行 うには、事務局の役割がなにより重要である。世田谷まちづ く

りセンターや函館からトラス ト事務局の ように制度的に位置づけられるのが望ましいが、

それが無理な場合 も、市民グループや行政などの支援で、事務局的役割が機能する必要

がある。

事務局 としての機能は様々な活動、人、情報のカタリス ト(触 媒)と しての役割で あ

る。助成活動の公募 ・支援、運営委員会の事務、ニュース レターによる情報交流、募金

活動、等々、その仕事は実に多い。財政面のみに終わ らない支援の仕組 みや活動 ア ドバ

イスやグループ相互の情報交換や協力など、地域のまちづ くりネッ トワークづ くりも重

要である。この ような活発な運営は、世田谷の場合、実質的には行政である世田谷 まち

づ くりセンターが市民サイ ドにまわり、まさに市民 となって活動 してい ることによる も

の といえる。また函館では、この役割 も市民が主体 となって行っている。

市民が主体 となって行 うとして、問題は事務局経費の捻出にある。基金規模の増大が

有効だが、現実 にはなかなか難 しい。事務局機関を制度上で も明確に位置づけ、なん ら

かの優遇措置を用意する必要 もあるといえる。またたとえば 「まちづ くり公益信託セ ン

ター」 というようなかたちで これらを支援する別の財団法 人を設け、そ こが中心 とな っ

て各地のまちづ くり公益信託を支援するという仕組みも考え られよう。

(3)機 動的な運営 ・助成

経済状況の変化に対 しても、助成額の安定をはかり、着 実に地域のまちづ くりを進 め

ていくことは重 要である。そ うでなければ、野毛のまちづ くりの象徴で もあったユニー

クなミニコミ誌が、助成金の減少により廃刊になるような状況が、様々に生 じる可能性

がある。そのためには、アメ リカの財団で行われている、業績のよいときには資産 とし

て蓄積(ペ イ ・イン)し 、基金 を積み増 し、逆に、業績の悪い時には、 その基金を取 り

崩 して助成費用 として払い出す(ペ イ ・アウ ト)よ うな仕組みを機動的 な公益信託の運

営方法としてとりいれる必要がある。
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まちづ くり公益信託の場合、長期にわたる継続事業への助成は難 しい面がある。しか

し、特 に大 きな額を必要とす るハー ド面への助成 などでは、市民の共有 テーマをめぐり

継続的な展開をはかるということで、基金 の原資を増大 させながら、有効な手だてを講

じてい くことも機動的な運営 ・助成 として必要である。

(4)ト ータルなまちづ くりの仕組みの中でいきるまちづ くり公益信託

「世田谷 まちづ くりファンド」の第1回 助成活動報告会の席上、運営委員のひとりがい

みじくも、 「500万円(助 成総額)を 使うことによって、これだけのこと(10数 件への助

成がそれぞれ実 に多彩な活動 を引 き出した)で きるとは想像だにできなかった」 と語 っ

たことは、的確 なまちづ くり活動への助成 ・支援が有意義 な結果を導きだす ことがで き

るということを如実に示 している。助成額 は平均30数 万円/件 とけっして大 きい額では

ないが、財政面 での助成 だけでな く、まちづ くりセンターによるまちづ くりの技術的支

援や相談、協力 など活動 を進める上での援助が受けられる ことにより、十分 な効果をあ

げられる仕組み をつ くり出 している。まちづ くり公益信託 は、事務局や市民のまちづ く

りネットワークや市民支援型の行政など、助成を最大限いかす トータルなまちづ くりの

仕組みが地域にあって、はじめてより有効機能する。

4.寄 付者の志を引 き出す

(1)ま ちづ くり活動助成への理解 をひろげる

まちづ くりは行政だけがや るものではな く、市民の自主的な活動 を通 しても行える も

のであり、それ を市民や企業、行政が支援 してい く、そういうことが本 当に市民生活の

なかに浸透 し、理解 されるこ とが、まちづ くり公益信託が広 く市民権 を獲得するのに重

要である。

(2)基 金 をふ くらませ る一寄付者の志を広 く集める

市民や企業か ら、社会のために何か役 に立ちたい と思っている志 を引 き出 して基金 を

拡大 し、強力な市民的基盤を確保 していくためには、さまざな工夫が必要である。 日本

のまちづ くり公益信託に似た制度 として、 アメリカにコミュニティ財団がある。コミュ

ニティ財団では、次のような寄付のメニューを用意 し、市民がまちづ くりに志 をわか り

やす く、支援 した くなるような方式 を編み出している。

一一般の場合 には、

・自由基金(使 い道を特定 しない、運営側におまかせ 一殆 どの公益信託の場合)

・特定基金(財 団側の決めたメニューのどれかを選べ る)

一ある程度大口の寄付者には、自分の名 を冠 した り、
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・指名基金(寄 付者の指名できまる)

・関与基金(毎 年寄付者 と財団が相談 して決められる)

などの仕組みで、寄付者 も自分の出 したお金がこういう助成に使われて、結果を出 して

いるというように目に見えるかたちで運営に参加できるようなシステムがつ くらている。

日本でもアジア ・コミュニティ ・トラス ト(ACT)が 、工夫された募金の方式を編み

出 している。

5.m副dngadif飴rence(結 果 をだす、変える)

助成活動 をとお して、誰の 目に もわか りやす い、 まちづ くりの成果 を つ くり出 して い

くこ とは、 まちづ く り公益信 託 への理解 を広 げてい く上 で 、重要な ことである。野毛 の

大道芸 を中心 とす るまちづ くりは一地域 としては、かな り規模 の大 きい基金 を、 自由 に、

個性的 に運用助成す るこ とに よ り、 世界 的に も注 目され るほ どの成 果をあげつつ あ る。

また函館 では、 カラー(文 字 通 り色彩、歴 史文化)に こだ わ った町並み 、 まちづ くりに

に集 中 して助成 す る ことで、 その基金(函 館色彩 まちづ く り基金)な らではの成 果 をつ

くりあげ ようと意 図 されてい る。

コミュニテ ィ財 団の事例 に、キ ャッチ フレーズ として刷dngadif民ren㏄(結 果 をだす、

変 える)と い う言葉 が掲 げ られていた。 日本 では基金 とか 、財 団はつ くるこ とで安心 し

て しまいがちで、本 当に有用 な事 業 を行 うこ とまで戦 略化 せ れているこ とは、実 際は 少

ない。

まちづ くり公 益信 託が地域 の まちづ くりに働 きかけ、 実 際の環境 を変 える成果 をあ げ

られるか、その存在意 義が問われているのであ る。
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第10章 イギリスにおけるボランティア活動の歴史 と概要

1ボ ランテ ィア団体 の定義 と活動のひ ろが り

1.ボ ランテ ィア という用語

ボ ランテ ィア とい う用語 は非常 にあいまいであ る。わが国ではこれまで奉仕 活動な ど

と訳 される ことも多か ったが、奉仕活動 とい う語感 が有 する無償性以外 に も自発 性や利

他性 、継続性 な どもボ ランテ ィアの重要 な要素 とな っているこ とは疑 いない。

こうした事情 は他 の国のボ ラ ンティア活 動 を考 える場合 、 よりあ らわ になって くる。

われわれが現在 の 日本社 会の感覚 で認識 しているボ ランテ ィアはあ る意 味 では片寄 っ た

ボ ランテ ィア観 であ ることになる。

イギ リス にお いて も様 々な ボランティアの定義 が可能で あるようで あ る し、またそ の

ことがボランテ ィアに関するア ンケー トの考察 を困難 に しているが、 ここで はボ ランティ

ア団体全 国協議会(NationalCouncilforVolunteerOrganization,NCVO)が 編集 している網

羅 的なボ ランテ ィア団体 の一一覧(VoluntaryAgenciesDirectory)に お け る定義 を引用す る

こ とに しよう。1991年 版 の一覧 による とボ ラ ンテ ィア団体 とは、 「コミ ュニ ティの改 善

のためにボランテ ィアで行動 をお こ した人 々に よる 自立的な組織」 とされてい る。

2.ボ ランティアのひろが り

NCVOに よる1991年 版 ボラン ティア団体 一覧 に は、全国 レベルで活動 を繰 り広 げて い

るボランテ ィア団体 合計約2000団 体 が掲載 されている。その活 動 内容 は 図表10-1に 示 す

ように、動物愛護協会 か らユ ダヤ人盲人協 会 まで多彩 である。

ボランテ ィア団体 はのちに述べるチ ャリテ ィ委員会(CharityCommission)に 登録 さ れ

るこ とによって税 制上の優遇措置な どの いわゆ るチ ャ リタブル ・ステイ タス(チ ャリテ ィ

団体 としての特 権、charitablestatus)を 獲得す るが、1991年 現在、チ ャ リテ ィ委員会 に登

録 されている団体 は16万8千 団体 にのぼっている。 これに法人格 を有 していない小 さな組

織 を加える とボ ランティア団体 の総数 はお よそ50万 、その予算 規模 は総額150億 ポ ン ドに

の ぼると推定 されてい る。

次 にどの くらいの数の イギ リス人が実際 にボラ ンテ ィア活動 をお こな っているのか に

ついて これまでの アンケー ト結果 をみてみ る と、1991年 にお こなわれたMORIに よる調査

に よると、過去1年 間 に何 らかのボ ランテ ィア活動 に参 加 した人の数 は全 人 口の39%、

過 去1カ 月 では22%と なっている。活 動時 間は1ヵ 月 あた り5時 間未満 とな ってい るが、 こ

の値 は個人差 が大 きい と指摘 されている。

ボ ランティ アに参加 する男女の別で は、やや女性が 多 く、女性 の37%、 男性 の34%が

何 らかのボラ ンテ ィア活動 に定期 的 にか かわ って いる。 また、年齢層 では、35～44才 が

もっ とも多 く、全体 の42%を 占めている。

地域的 には南部 ほ どボランティア活動へ の参 加率 が高 く、 ボランティア全体の42%が
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南部 、34%が 中部、29%が 北部 となっている。

ボ ランテ ィア活動 のうち もっ ともおおいの はスポー ツ ・ホ ビー関係 で(30%)、 次 い

で福祉 ・健康 関係(25%)と 青少年活動(25%)が 並 び、 宗教 ・教 会活 動(23%)、 コ

ミュニテ ィ活動(18%)と なっている。

ス ポーツや宗 教活動 をボラ ンデ ィアに含 めるか否か はボ ランティアの 定義にかかわ る

問題であ るが、だいたいの傾 向 を把 握す る ことは可能であ ろう。

そのほか高所 得 、高学歴、 有給 者にボ ランティアが多 く、黒人 よりも白人のほ うが ボ

ランティア活動 に熱心 な ことは さまざまな調査 に共通 してあ らわれてい る。

また、 よ く指摘 されている こ とではある が、ボランティ アはプロテス タン ト諸 国に特

徴 的であ り、 カ トリック諸 国 で はそれ ほど熱心 ではない。 これ はカ トリ ック諸国では教

会 自身が ボランティアの役 割 を果 た してい るか らであ る とい われている。

図 表10-1

Addictions(31)
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CathoricChurchOrganisations(21)

Child肥nσ5}

Chu【chofEnglandOrganisalions(10)

CommunilyDevelopme川(14)
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Counselling(30)

Deaf(14)

D臼ma(6)

Edocalion田1dTraining(64)

Eldbrly(25)
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JewishOrgmisatioo5(16)
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Management(9)
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MatemhyService5(11)
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Music(12)
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Research(14)
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nボ ランテ ィア団体 の歴史

1.ボ ランテ ィアの起源

ボランティア活動 の起源 は救貧活 動 であ る といわれてい るが、 プロテ ス タン ト国で あ

るイギ リスの場合、 その主 たる役 割 は伝 統 的にイギ リス国教 会の教 区(parish)が 担 って

いた。す なわち教 区内の貧民 の保護 は教区 の役割 であ った 。そのための 費用 は教会で の

寄付や貴族 に よる個人的 な慈善 に依存 していた。

貧民救済 の ため の法 律制度は、1531年 のヘ ン リー8世 に よる救貧 法(PoorLaw)に は

じまるが、法 制度 として完 成 したのは1601年 、 エ リザベス 救貧 法に よる とされてい る。

1601年 法 に よって浮浪や乞食が禁止 されたが、 それ以外 に救貧 の対 象となる 「無能貧 民」

を保護す る義務 を教区(parish)の 貧民 監督官 に負 わせた。その経費 は救貧税 として徴 収

された。

その後1662年 居住制限 法(定 住 法LawofSetlementandRemoval)、 生活 費補 助 を救貧 税

か らまか なう とした1782年 ギル バー ト法(Gilbert'sAct)、1834年 新救 貧 法 な どが制定 さ

れた。

こうした制度 的変:遷は キ リス ト教 にお ける重要な徳 目のひ とつであ った慈善が次 第

に制度化、世俗 化 してゆ く過程 であ る と同 時 に、資本 主義社会 におけ る労働 力確 保制度

の確立の過程 だ とい うことがで きる。

19世 紀後半 に至 って、新興 の 中産 階級 は自 由競争の勝利 者 と して活発 な慈善事業 を開

始 した。その背 景 には自由競 争 の敗残 者 に対 す る罪の意識 と労働力 を期 待 した懐 柔 とが

あった。

1869年 、 ロン ドンに慈 善組織協会(CharityOrganizationSociety,COS)が 結成 された。

これは各地で活 発 になって きた私 的な慈善 活動 を組織化 し、活動 の重複 を避 け、計画 的

に社会改良 をお こなうことを 目的 としてい た。 この運動 か らのちのケー ス ワー カーの活

動 やセ ツル メン トのボ ランティア運動 が発 達 して行 った。

2.1960年 代 前半 まで

1960年 代 前半 までの ボランテ ィア活動 にはボランテ ィアす なわち慈善 とい う思想が あっ

た とい うことが で きよう。そ の背後 にはお そ ら く個人 の人格 は遺伝 では な く育 った環 境

に よって決定 され る とい うい わゆる環境決 定論の影響 があ った と考 え られ る。恵まれ な

い環境の人々 を支援する ことは恵まれた環境にい るものの義務で もある とい うノブ レス ・

オブ リッジ(noblesoblige)の 徳義 が生 まれて きたの もここに由来す る といえ よう。

アイル ラン ド生 まれの劇 作家 ジ ョー ジ ・ファー カー(GeorgeFarquhaCl678-1707)が 生

みだ した劇 中人物バ ウンテ ィフル夫人(LadyBount血1)か ら 「慈善深 い、 気前 の良い」

という意味のbountifu1と い う形容詞 が生 まれた ように、 上流 ・中産 階級 のひとび とに とっ

て慈善=ボ ランティアだ った といえる。

ここに福 祉 国家(W副f眠state)を 目指 す英 国の行動 指針 が隠 され ていたが、 これは同
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時に上流階級の存在を肯定するための 「いいわけ」としても機能 したのである。

3.1960年 代後半:時 代 の変化

こ う した 伝 統 的 な時 代 背 景 に 変 化 が お とず れ た の は1960年 代 中葉 で あ った 。

はや くも1962年 には若者向 け ボランテ ィア運動の全国組 織 と して は英 国初の コミュ ニ

テ ィ ・サ ー ビス ・ボ ランテ ィア(CommunityServi㏄Volunteers)が 結成 されてい る。 翌

1963年 には小 学校低 学年 での ボラ ンテ ィア活動 を推奨す る報 告書、ニ ュ一一ソム報告書(

NewsomReport)が 刊行 されてい る。

1968年 には 学校 協 議会(SchoolsCouncil)が コ ミュニ テ ィ ・サ ービス を教育 の一環 と

して行 うこ とを検 討 した報告 書 「コミュニ テ ィ ・サービス とカ リキュ ラム」 を出 して い

る ほか 、ボ ラ ン ティア の実 際行 動 を推 進 する た めの ヤ ン グ ・ボ ラン テ ィア軍財 団(

YomgVobnteerFor㏄Foundanon)が 設立 されている。

こう してイギ リスの社 会全 体 にボ ランテ ィアブーム とで も呼べ る もの が出て きたの で

あ る。その背景 にはベ トナム戦 争や フェミニズム運動 、市 民権運動 やブ ラック ・パ ワー

な ど1960年 代末 の ラディカリズ ムが影響 を与 えていたこ とは間違 いない 。 こうしたなか

で伝統的 なボラ ンティア観が崩壊 し、既成社 会 に対す るア ンチ ・ムーブ メン トの一環 と

してボランティアが とらえられてい った。

4.1960年 代末 ～1970年 代:近 代 的 ボランティア観 の成立

1960年 代末 の ラディカ リズム は最終的 に伝 統的 ボランテ ィア観 にか えて新 しい近代 的

なボラ ンテ ィア を成立 させ るに至 った。 そ こにおいて ボ ラ ンテ ィアは 安価 な労働力(

cheaplabour)で はな く、行政サー ビス に対 する もうひとつのサー ビス(凪tenaUveservice)

ととらえ られる ようになって きたの である。 それはまた行 政の補 完的 なサー ビスでは な

く、福祉 な ど行 政がニーズ に充分 に答 える こ との難 しい分 野におけ るも うひ とつのサ ー

ビスなのである。

同時 にボ ランテ ィア団体の 圧力 団体化 が進 み、専門技術 集団化 が進行 してい った。 こ

れはまた、赤十字な ど伝統的 なボラ ンテ ィア活動 の長期 低迷 をも意味 してい た。

1972年 には 「5千万人 のボラ ンテ ィア」(50MillionVolumeers)と 題す るボランテ ィア

に関す る政府報告が出され、労働党 内閣 によるボ ランティア重 視政策が確立 してい った。

翌1973年 のオ イルシ ョックに代表 される経 済危機 は伝統 的な福祉 国家 観 に軌道修正 を

要求す る もので あ った。それ までの ように福祉 関連施策 に対 して政府支 出を増大 させ 続

け るこ とが不可 能 にな ったの である。 これ を機 にボラ ンテ ィア団体 はい ちだんと大 きな

発 言力 を獲得 してい った。

5.1980年 代:セ ル フヘルプのなかのボ ランテ ィア運動

1979年 の保守党 サ ッチ ャー内 閣はボ ランテ ィアに対す る次の新 しい転 換点 となった 。

サ ッチ ャー首相 は一 貫 してセ ル フヘル プと して のボ ランタ リズ ム(voluntπism)を 理念

として掲 げ、市 民 に よる自助 努力 の重 要性 を強調 し、行政 サ ー ビス こそ ボラ ンティアの

補完 たるべ きで ある と主張 した。いわ ゆる従 来の福祉 国家 は依存心 を助 長させ る もの で
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あ る としてこれ を否 定 し、福祉 行政 を縮小 してい った。

同時 に政府の 方針 と合 致す る活動 をおこ なっているボ ラ ンテ ィア団体 を積極的 に支 援

して い っ た。 た とえ ば保 全 ボ ラ ン テ ィ アの た め の 英 国 トラス ト(BritishTrustfor

Conserva加nVolu鵬ers、BTCV)は 政府援助 の伸 びに よって この時期 に急速 に組織 を拡大

しているのであ る。

1973年 か らは若 年失業者 に職 業訓練 をおこ なうためのマ ンパ ワー委員 会 によるコ ミュ

ニ ティ ・サ ービス ・プログラ ムが開始 され、 これは失業率 を見 か け上低 下 させ るため の

巧妙 な仕掛 けで あ ると批判 され るこ ともあ ったが、ボラ ンテ ィア団体 は 同プログラム に

よって貴重 な労働 力 を自らの 出資 をお こな うことな く得 る ことがで きる ようにな った の

も事実であ る。

6.1990年 代:変 革期のボランティア

1990年代 に入 り、事態はおおきく変化 しつつある。

伝統的な核家族の減少、人 口の老齢化、経済の低迷、個人主義的ライフスタイルの普

及等によってボ ランティア活動事態 も変革 を迫られつつある。特 にボランティアに参 画

する人口がいわば飽和状態に達 し、個々のボランティア団体によるボランティアの争奪

が熾烈になりつつある。伝統的なスタイルのボランティア活動が飽 きられ、新 しい運動

スタイルやスローガンを掲げた活動が人気 を博するなど新 しい変化がお きつつあるとい

える。

皿 ボ ランテ ィア団体 の法 的位置づ け

ここまで ボランテ ィア団体 を一括 して扱 って きたが、 ここでその法 的位置づ けにつ い

て論 じるこ とにす る。

1.ボ ランティア団体 の3つ の形態

ボランティア 団体 にはおお き くわけて3つ の形態があ る。第一 に任意 団体 と しての も

の、第二 に トラス ト、そ して第三 に会社組織 としての団体 であ る。

任 意団体(minco叩oratedassociation)は 、法人格の ない任意の団体 で、 団体 と して資 産

を保 有す ることがで きないほか 、金銭 の借 り入 れや契約 な どを団体 名で おこな うことが

で きない。

一方、 目的に応 じて柔軟 に組織 を編成 で き、結成 にあた って法律 家 に相談 を持 ちか け

ない限 り経 費が かか らないとい った利 点 もある。 また、任 意団体で あっ てもチ ャリテ ィ

委員 会 に登 録 す るこ とは可能で ある。 トラス ト(血lst)は 通常、信 託 と訳 されるが、委

託者(tmster)、 受託者(ロustee)、 信託財産 か ら構成 される。組織 として資産 を保有 し、

あ るいは人 を雇 用 する場合 に選択 される組 織形態であ る。 設立が比較的 容易 な うえ、 設

立 にあた っての経 費 も少 な くてす む とい う利 点がある 。また、信 託の規約(trustd㏄d)
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の記載 内容 に よってチャリテ ィ団体 の登録 が可 能である。 また、規約 に規約改訂の条 項

を記載す るこ とに よって容易 に変更 が可能 となる。ただ し、 トラス トの 目的 を改訂可 能

とす るような規 約 を有す る場 合 には、 チ ャ リテ ィ団体 として認定 され な いので注意 を要

す る。

トラス トの難 点 は委託者 に権力が集 中す るこ とで、委託 者 の更迭 は困 難で あ り、運 営

が非民主的 にな るおそれがあ るといえ る。 また、 トラス トが資産 を保有 した り、他者 と

契約関係 を締結 した りす る場 合 には、 トラス ト自身は法 人格 を有 してい ないので、委 託

者 にそ の権 限 を委託 する ことになる。

組織 が よ り民 主的な形 態 を希求す る場合 には、会社 組織 を選択す るこ とになる。会社

組織 とい って もいわゆ る株式会 社(companylimitedbyshares)で はな く、個 々人 は有 限

責任 を持 つ(通 常は上限5ポ ン ド程度)有 限会社(companylimitedbyguarantee)で ある。

これに よって組 織 は委託者 を指名す るこ とな く、資産 を保 有す るこ とが可 能 となる。 た

だ し、運営が民 主的で透明に なる分 だけ、 臨機応変 な自由 な運営 がで きな くなる とい う

こともで きる。 また、設立 にあたっての経 費 がかかるほか、組織 運営 の ための経費 も他

の場合 よ りは多 くなる。

イギ リス のチ ャリティ団体 の多 くが団体 名 と して トラス トを名乗 って い るが、そのす

べ てが法的 な トラス トで はない ようであ る。 トラス トを理 念 として は支 持す るものの、

法的 には会社組 織 になってい る ものが少 な くない といわれ てい る。篠 塚 昭次早稲 田大 学

教授 に よる と、 絶対君主性 の もとで臣民が 自立的 に活動 をおこなう手段 として トラス ト

が選択 された といわれている。

2.チ ャ リティ団体 の認定

チ ャ リテ ィ団体 と しての地位(ch肛itablestatus)を 獲得す るためには、 チ ャリティ法(

CharitiesAct)に おい て団体 の 目的は以下の いず れかでなければ な らない とされている。

す なわ ち、救貧 、教育活動、宗教活動、 そ して コミュニ テ ィに有益 なそ の他 の活動、 の

4つ であ る。 こ こまであ げて きたボラ ンテ ィア団体 はいず れ も最後 の要項 を満 た して い

る とみ なされているのであ る。

現在 の基本法 は1960年 に制 定 されたチ ャリテ ィ法(Ch頭 直esAct)で 、チ ャ リテ ィ団体

と して登録 で きるのは、公益信託(CharitableTrust)、 会社法や勅 許序 に基づ く公益法 人

(CharitableCompanies)、 人格 な き社 団(Unincolpor眠dAssociation)、 災 害 などへの救

援募金 な どの団体 である。

チ ャリティ団体 と しての 地位 を認定 され るため には、通常 チャ リティ委員会(Charity

Commission)に 登 録 しなけれ ばならない。同委 員会は1853年 の公益 信 託法 に よって設立

され、1960年 チ ャ リティ法 に よってその権 限が強化 された ものである。 チャ リティ委員

会は英国のすべ てのチャリテ ィ団体 の名簿 を作成 してお り、その監査 をおこなっている。

3.チ ャリティ団体の税制上の特典

チャリティ団体 としての地位 を獲得する と、い くつかの税制上の特典 が与えられる。

その内容について中井英雄氏の論文 をもとにまとめる(中 井英雄 「イギ リスの公益活動
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と財源調達の動向」 、本 間正明編著 『フィランソロピーの社会経 済学』東洋経 済新報社 、

1993年 所収)。

(1)所 得税 ・法人税(incometax・colporate血x)

登録 されたチ ャ リティ団体 の所得 は、 それが公益 目的 に支弁 される限 り課税 されな い。

収益事業 を本 来 のチ ャリティ とは無関係 にお こな うことは で きないが、 法人税 の対 象 と

なる営利法 人 を設立 し、その収益 をチャ リテ ィ団体 に寄付 す れば課税 されない。

たとえばナシ ョナル ・トラス トはチ ャ リテ ィ団体 であ るが、 おみやげ 物な どナ シ ョナ

ル ・トラス トグ ッズ を製造販 売す る営利法 人 と してナシ ョナル ・トラス ト・エ ンター プ

ライズ とい う会社 を持 ってお り、その収益 はすべ てナシ ョナル ・トラス トに寄付 され て

い る。

(2)付 加価値税(v訓ueaddedロx,VAT)

チ ャリテ ィ団体 に対 す るVATは 営利 法人 と同様 に取 り扱 われ るが、チ ャリテ ィ団体 の

おこな う一定の取 引にはゼ ロ税 率が適用 され、物 品の購入 や提 供 されたサー ビス にかか っ

た税金 は還付 される ことになってい る。

(3)キ ャピタル ・ゲイ ン税(capitalgaintax)

チ ャリテ ィ団体 が本来 の事 業 に用 いてい る資産 を譲渡 した場合 、その キャ ピタル ・ゲ

インには課税 されない。

(4)そ の他

印紙税(stampduty)が 非課税 とな るほか、廃止 さ れるまで の財産税(rate)が50%免

除 されていた。

このほか、 チ ャリティ団体 とな るとパブ リックイメージ が よ くなるほ か、他 の助成 組

織 か らの補助金 の公布が期待 で きる ことになる。

なお本文の一部 は市民公益活動基盤整備調査研究委員会の活動成果のうち筆者担当部分

と部分的に重複 しています。
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第11章 ア メ リカの コ ミ ュニ テ ィ財 団 とまちづ く り

1コ ミュニテ ィ財 団の特色 と歴 史

わが 国の まちづ くり公益 信託 に類 似 した仕組 み として、 アメ リカの コミュニテ ィ財 団

(CommonityFoundation)が あげ られ る*1)。

「ASENSEOFCOMMUNITY」 と題 す るコミュニ テ ィ財 団の案内パ ンフレッ トが財 団

協 議会(CouncilofFounda血ons)に よって作成 され、広報 され てい るが、それ によれば 、

「コミュニテ ィ財 団 とは、地 域 コ ミュニ テ ィの生活の質 を高め、かつ維 持 す るため に、

地域の人々 によって拠 出された個 々の基金 や資産の集合体 であ る」 とされてい る。

すなわち、機 能的 には特定 の地域 コ ミュニ ティを対象 に、民 間公益活 動への資金援 助

をつ うじて、地域住民 の生活 の質の向上 に貢献す る財 団である とい える。

構二進 的 には、 一般 の財 団が単独 の寄付者 に よる一つ の基 金か らなるの に対 し、多数 の

一般大衆 か らの寄付 に よる多数 の基金で構 成 されているこ とが特色 であ る*2) 。

また制度 的 に は、内国歳入法 典501条(c)(3)に 規定 された非営利公益 団体 で、 とくに509

条(a)(1)に位 置づ け られ た教会、学校 、病 院等 と同様 のパ ブ リック ・チ ャ リティに該当 す

る。 そのた め、 他 の プライベ ー ト財 団(独 立財 団、企業財 団、事業財団 の3種 類 か らな

る)に くらべ て、税 制その他、多 くの点 で優遇 されている*3)(図 表11-1)。

その歴史 をひ もと くと*4)、1914年 に設立 をみた クリーブ ラン ド ・ファウンデーシ ョン

を嗜矢 とす る 。有 名 なカー ネギー財 団 とロ ック フェラ ー財 団の設立 が 同 じ1910年 代、 資

産額50億 ドル余 の全米一の規模 をほ こるフ ォー ド財 団が1930年 代 であるの と比べ る と、

コミュニテ ィ財 団 も古 い歴史 を もっている ことがわか る。

発 案者 はク リー ブラン ド信 託銀行 の頭取 であ ったフ レデ リック ・ゴフ氏 である。発 案

の動機 は、当時 ば らば らのま ま放置 されて いた数多 くの小 口の信 託財産 に対 し、その有

効 な活用方法 と して、 ひ とつ にま とめ て資 産規模 を大 きく して運用 す る ことにあ った 。

コ ミュニテ ィ財 団 の構造 的な特質がすで にここにあ らわれている。

1914年 か ら1928年 に かけて全米 各地で設立 され、急速 な発展 をみた が、1929年 の大 恐

慌 の経済危 機 以降、 第2次 世界大戦頃 まで停滞 を余儀 な くされ た。1944年 以降再 び設 立

が続 き、 とくに1969年 の税制改 正 でプライベ ー ト財 団へ の規制が厳 しくな り、相 対的 に

コミュニ ティ財 団が優 遇 されて以 来、大 きな成長 を とげて きた。現在 アメ リカで は300以

上のコ ミュニ テ ィ財 団があ る。またカナダ、 イギ リス、 オ ース トラ リア でも設立 され る

な ど、国際的 に も広 が りつつあ る。
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図表11-1コ ミュニテ ィ財 団 とプライベー ト財 団の比較

(大阪商工 会議所 「コ ミュニテ ィ財団調査 団報告書」1990年 より引用

出典:CouncilonFoundations資 料)

項 目

・設立所要期間

・最低限の設立費用

・維持費用(専 門職員な し、 資産

200万 ドル までの資産に対 して)
・投資管理費用

・投資所得課税

・最低支出要件

・個人の寄付金控除の限度枠

(現 金)

(評 価性 資産)

・連邦 ・州への 申告要件

・自己取引禁止

・事業株の超過保有の禁止

・投資の多様化

・投機的投資の禁止 規定

・課税助成金の報告義務

・寄付者死亡後の受託者の

責任 と独立性

・個人 へ の 報賞 金 ・奨 学 金

・プ ライバ シー ・匿 名 性

プ ラ イ ベ ー ト財 団

1～3カ 月

2500ド ル

年 間2000ド ル～

12000ド ル

資 産 の1.1%な い し

2500ド ル/年 の

ど ち らか 多 い方

年 間2%

毎 年 資産 価 値 の 最 低

限5%を 公 益 目的 に

支 出

30%

20%

あ り

あ り

あ り

規模 によ り異な る

あ り

あ り

な し

厳 しい規制 あ り

な し

コ ミ ュ ニ テ ィ財 団

即座

ゼ ロ

資産 の1%を1年

間に寄付

資産 の0.4～0.6%

少額 の基金 について

は下 限な し

な し

な し

50%

30%

な し

な し

な し

2000万 ドルを超え

る大規模財団で は

規模の利益あ り

な し

な し

あ り

制約無 し

望むなら可能
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r【 グ レイ ター ・ピス キ ャ タカ ・コ ミュ ニ テ ィ ・フ ァウ ンデ ー シ ョン

(GPCF)と まち づ く り活 動

これまで わが 国 で紹介 され たアメ リカの コミュニテ ィ財 団の事例 と しては、ニ ュー ヨ

ーク ・コ ミュニテ ィ ・トラス ト
、 クリーブラン ド・ファウンデ ーション、シカゴ ・コ ミュ

ニ ティ ・トラス ト、 サ ン フランシス コ ・フ ァウンデ ーシ ョン などがあ る*5)*6)。 いず れ

も資産額1億5千 万 ドル をこえ、 これはわが国の トヨタ財 団(1990年 度末 の資産額117億

円)よ りも大規模 で あ り、第2位 の規模 をほこる稲森財 団(同 資産額169億 円)に 匹敵 す

る。 まちづ くり公益 信託 では 、 しまね文化 ファン ドの22億 円が最大であ り、彼我 の差 は

大 きい。 こうい う大規模 の コ ミュニテ ィ財 団 は、 まちづ く り公益信 託の 目標 モデル と し

て はよいか もしれ ないが、比較研究 の対象 としては規模 が違 いす ぎて適切 ではない。

ここでは、 わが 国のまちづ くり公益信託 と資産規模 の面 で同程度の事 例 として、資 産

額1,310万 ドル(約14億 円(1993年 現在)。 これ は公益信 託横 浜野毛 地区まちづ くり トラ ス

トに近い)の グ レイ ター ・ピス キ ャタカ ・コミュニ ティ ・フ ァウンデ ーシ ョン(Grealer

Pisca協quaCommunityFoundaUon。 以 下GPCF)を と りあ げ、 その概要 と特色 に ついて述

べ る。

なお、アメ リカの コミュニ ティ財 団は、 全体か らみ れば小 さな規模 の ものが多数 を 占

め てお り*7)、 その点で このGPCFの 事例 は一般性 を有 している と思 われ る。

1.GPCFの 歴史 と概 要

アメ リカ東海岸北 部のニ ューイング ラン ド地方の ニューハ ンプシャー州(人 口llO万 人

余)を 対象エ リア とす るコ ミュニティ財 団 と して、1962年 、ニューハ ン プシャー ・チ ャ

リタブル ・ファウンデ ーシ ョン(NewHampsh加ChadtableFoundanon。 以下NHCF)が 設

立 された。

GPCFは 、 このNHCFの3つ の地方 支部の うちの一 つ と して、1983年 に設立 された もの

である。設立当初 はグ レイタ ー ・ポー ツマ ス ・コミュニ テ ィ ・ファウン デーシ ョンと呼

ばれ、人 口約3万 人 のポーツ マスを中心 に、その周辺 のハ ンプ トン、 グ リーンラン ド、

ニ ューキャッス ル、 ニューイ ン トン、 ライ、エ リオ ッ ト、 さらには州境 となるピスキ ャ

タカ川 をはさんで 隣のメイ ン州のキタ リー 、 ヨー クを含 む 、大西洋沿岸9地 域 を対 象 エ

リアとしていた。 他 の コミュニティ財団 では適切 な運営 のため に必要 な対象エ リア 内

の人口は25万 人以上 が目安 とされて いるが、 設立当初 のGPCFで はその115の 約5万 人 で

あ った。1990年 以 降、 エ リアが拡張 され、周 辺のエクセ ター、バー ウイ ックなどの12地

域 も含 まれ る ように なったが(図 表11-2)、 総 人口は おそ ら く10万 人程度 と思わ れる。

なお、現在 の名称 に変更 されたのは1991年 からの こ とであ る。

設立当初 は資産額70万 ドル、年 間助成額ll万4千 ドル、基金数21件 であ った。5年 間 で

資産 を7倍 の500万 ドル に増 やす ことを目標 に掲げ、 実際 に1987年 には それ をこえ る600

万余 ドルに達 した。10年 後 の1993年 現在、資産額 は当初の約20倍 の1,310万 ドル、年 間助
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→ 図 表11-2

GPCF、NHCFと 他 の2つ の

地 方 支 部 財 団 の 対 象 エ リ ア

(NHCF1992AnnualReportに よ る)

or抽 嘗mN智 柚P

shireF鴫tim

メ砂州

日3R町i叩i-

tablεF1川 曲tlor1

NHCF

ニュー'ハンフ'シセー州
蜷 一ホ'噺

大西洋

マ聾ユヰリツ州 ポストジ

13

1ユ

11

10

9

8

7

6

5

4

3

ユ

1

0

19831984198519861987198819891990199119921993

↑図 表11-3 GPCFの 財 産 額 の 推 移(GPCF1991-1992AnnualReportに よ る)
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成 額46万6千 ドル(4倍)、 基金数160件(8倍)へ と成 長 をとげてい る(図 表11-3)。

人 口10万 人程 度 に資産額1,310万 ドル とい うことは、平均 す ると一人当 り約130ド ルの寄

付 があ ったこ とにな る。

コ ミュニ ティ財 団の 中には設立時 に失敗 した もの、つぶれ て しまった もの、有名無 実

になって しまった もの も少 な くないが*8)、 このGPCFは 運営 に成 功 してい る例 とい える

で あろ う。

なお、GPCFの 対 象エ リアが含 まれる、ボス トン大都市圏域 を対象 とす るコ ミュニ ティ

財 団 として、 ボス トン ・フ ァウ ンデーシ ョンがあ る。 これ は、1915年 の 設立、資産規模

2億8千 万 ドル(コ ミュニテ ィ財 団 と して は全米第5位 に相当)、 ス タ ッフ24名 と、歴

史 も古 く、規模 も大 きい。 このボス トン ・フ ァウンデ ーシ ョンや本部のNHCFと 対 象 エ

リアが 重 な りなが らも、そ れ ら とは独 立 して、 人口規 模の 小 さ い、 限定 された 地域 で

GPCFの ような小 規模の コ ミュニテ ィ財 団が成立 してい る ところに、 アメ リカの フィラン

ソロ ピーの層の厚 さをみる思 いがする。

2.GPCFの 運営

(1)運 営形態

主 な 運 営 組 織 は 運 営 委 員 会(ExecudveCommittee)と ス タ ッ フ か ら な る 。

運営委員会 の役割 は、運営 方針 の決定、助成先 の決定 、運営 の監督 な どであるが、 と

くに重 要なのは財 団を発展 させ ること(Development)で ある。メ ンバーは1993年 現 在15

人で、寄付者、 地域 コミュニ テ ィの メンバ ー、弁護士 、財 政 ア ドバ イザ ー等 で構成 され

てい る。報酬 はない。

ス タッフは助成事業プログ ラムの作成 、助成 申請の受付 、運 営委員 会の仕事 の コーディ

ネー ト等 を担 う。1993年 現在 、事務局長(Director)1名 とプ ログ ラム ・アシスタ ン ト1

名の計2名 であ る。事務 局長 は プログラム と運営 にかかわ るデ ィレクター と して、財 団

の実質的 な舵取 役 と して重要 な役割 を担 ってい る。事務 局 長は常勤 、有 給 であ り、報 酬

は4万 ドル/年 であ る。 現在 はアンジェラ ・マ シ ューズ(AngelaPreteMatthews)さ ん と

い う女性がつ とめている。 また、 プログラ ム ・アシス タン トはパー トタ イム、有給9ド

ル/1時 間であ る。事務所 はポーツマス市の ダウンタウンにあ る。

なお、基金の 運用 について は ファン ド ・マ ネージ ャー(信 託 銀行 等)が お こなって い

る。

(2)基 金の設立 とその種類

各基金 は、 その ほ とん どが 個人 の寄付 に よってい るが、 中 にはロータ リー クラブな ど

の団体 か らの寄付や、他団体 か らの資産譲渡 に よって設立 された もの もあ る。

基金設立 にあたって は、寄付金 に加 え、GPCFChallengeFundか ら一定の割合で金額 を

上乗せ しておこな うものがあ る(matchingcontnbunonあ るい はmatchinggrantと よばれ、

全体 の1!3程 度 が多 い)。 こ うい う例 は半数 ほど もあ り、GPCFで は一一般的 な方法 にな っ

ている ようである。

各基金 の規模 は大小 さまざまである。1992年 の実績で は、全体 で142件 の基金の うち 、

1万 ドル以下 の比較的小 口の ものが12件 、10万 ドル以上の ものが30件 であった。
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また基金 に は、必 ず固有 の名 前 がつ け られている(後 の図表11-6参 照)。 その名前 は

寄付者 自身であ った り、寄付 者 にゆか りの あ る人(家 族 や友 人な ど)の 死 を しの んで そ

の人の名前 であ った り、助成 目的 や助成対 象 をあ らわす もの等 、多様 で ある。 この名 前

を残せ る ことと、寄付金 に対 して税 が優 遇 されることは、 寄付者 の大 き なインセ ンテ ィ

ブになってい る。

基金 には、助成 目的等 に よって、以 下の6種 類がある。

① 自由基金(umes㎞cted):助 成先 の選定 な どに対 して寄付 者 の制 限が な く、財 団の運営 委

員会が助成先 を決定 する もの 。地域 の最 も差 し迫った問題 や ニーズ の変化 に対応 して助

成 で きる とい うメ リッ トがあ る(1992年 現在29件)。 特徴的 な事例 と して 、当財 団運 営

その ものの資金 を生 み出すGPCFAdmini諏aUveFund力 弍あ る。

②特定基金(五eldofimeres【):寄 付者が、財 団が決 めたい くつかの テーマ を含 む、特定 の活

動や地域 に助成 先 を指定 した もの(17件)。 まちづ くりに関連す る もの と して、 ポー ツ

マス市の 低 中所 得者層 のハ ウ ジング を目的 と したPortsmouthHousingTrustFund等 が あ

る。

③ 指名基金(design砲d):寄 付者 が、あ らか じめ助成先 となる組織 を指 名 し、 そこに助成 し

てい る もの(41件)。1万 ドル以上 の基金 に適用で きる。 指名基金 の性 格 を反映 して 、

基金 に助成 目的 や助成対象 を示す名 前を冠 す る ものが多 い。 まちづ くりに関連する もの

と して、ポー ツマス市 にはス トロベ リー ・バ ンク博物 館 とい う1695年 か らの植民地時代

の建物35軒 を復 元 した野外博物 館 があ るが、 その運営(歴 史 的建築 物の復 元、修理等)

を支援 す る基金 が7つ もあるのが特徴 的であ る(図 表11-4)。

図 表11-4 ポー ツマス市のス トロベ リー ・バ ンク博物館

GPCFに は この博物館 の運営 を支援す る指名基金 が7つ あ る

叫 ゜
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④奨学基金(scholarship)。54件 。

⑤学 生ロー ン基金(studentloan)。1件 。

⑥指 名基金 を除 くそれぞれについて、毎年、寄付者 が財 団 と相談 して助成 テーマ を決め

る 「関与基 金(advisedf血nds)」 がい くつ かある(30件)。2万5千 ドル以上の基金 に適用で

きる。

自由基金、特定基金、指名基金、関与基金の4つ は、基金設定 にあた り、助成先 に対

して寄付者 がい ろいろの形で関与で きる ものであ り、寄 付者 の意志 が きめ細 かに反映で

きる仕組 みにな っている。

(3)助 成事業

助成事業 は芸術 ・文化、教 育、環境 、健 康、社会 ・コ ミュニテ ィサー ビス、それに奨

学金 の6つ の分野 を対象 としている(図 表ll-5)。

受益対象 者は、地域の民 間非営利 団体(NPO)、 学校 、行政、学生であ る。

助成応募 は年2回 あ り、1回 あた り60件 の申請 が よせ られ、その う ち45～50件 に助 成

してい る。

助成額 は1件 あた り最低500ド ル、最 高5,000ド ル、 平均2,500ド ル を基 準 に している。

審査 にあたっ ては、運営委 員会 の中 にサ ブの小委員会 をつ くり、 そこ が2度 にわた り

申請者 に会 って事前審査 をお こない、運営委員会 に推薦す る という方法 を とってい る。

図表11-5GPCFの 助成実績(1992年)

助 成 対 象 分 野 助成件数 助成総額

芸術 ・文 化
教 育
環 境
健 康

社会 ・コ ミュニテ ィサ ー ビス
奨学 金

21件

9

3

9

21
50

80,225ド ル

40,170

1,733

44,709

148,644

61,000

3.GPCFと まちづ くり活動

GPCFの ま ちづ く り活動 への 助成 は具体 的 に どの よう にな ってい るのか。 図表11-6は

1992年 の助成実績の 中で、活動 内容 がまちづ くりに関連す る ものだ けを選 び出 した もの

で、活動 団体、 活動の具体 的 な内容、助成 供給源 となった 基金 とその種 類 、助成額 が一一一

覧で きる。 そこからい くつかの特色 が読 み取れ る。
一つ は、多数 の各地域の団体 による幅広 い内容のまちづ くり活動の展 開 と、それ を支

援す るGPCFの 助成 プログラムの多様性 であ る。バ レエ ・演劇 ・コンサ ー ト ・写真展 な ど

の文化活動 、貧 しい人 々 ・高 齢者 ・子 ども ・ハ ンデ ィキ ャ ップ者 ・ホー ム レス者な どの

社会 的弱者へ の ソ フ ト ・ハー ドにかか わる支援活動、壁画 プロジェク ト ・公 園のデザ イ

ンコ ンペ ・ハ ンディキ ャップ者のための公 園整備 などの物 的環境整備 に直接 かかわる活
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図表11-6ま ちづ くり活動 に対 す るGPCFの 助成実績一一一1992年 その1

分
野

芸

術

●

文

化

教

育

受 益 団 体 、 組 織
(地 域)

佃er1㎝1⌒ 題㏄ 伽細 伽tεr)

8alletNe甘 罰㎎1㎜d(Portsロ 【mω

Chlldr日n'5甑s"!■of㎞ 抽R㎝ 曲(Port5■ ㎝曲)

取 回erH16torlcalS㏄1ety(E悲ter)

臼1螂of曲e}阯slc血11(Port5■ ㎝ω

1㎞pt㎝Histori【alSOClety(1㎞pton)

Ml80sines8C㎝ ■1tt㏄fort」)eArt5(Concord)

相川isttrlcalSoclety(f㎞corの

冊lSy■phorWOrdhestr白(㎞che5ter)

Ml愉iter5`Pub115hersProj㏄t(Ports■ ㎝t」1)

01dYork}IIstorl聞lSoclety(1「ork)

Port騙 ㎝ ㎞Athena㎜(Portsmuω

Port5■【朗ぴHi5t㏄1㎝lS㏄1ety(Por㎞ 田th)

CityofP【Tt領 ㎝1血(Ports■ouω

P「e5cottp4『kArUFestlva1(Ports■ou吐1)

50acoastReperloryTh畷ltre(Port5■ouU、)

緬 ㎝st冒 耐 ㎞5剛e(Por㎞ ㎝U、)

5tra吻ryB8nke(Port5■ 側tl1)

Ψery卸 ㏄ialArBNe冒1㎞p曲1re(㎞ooゆ

W㎝t冒orl」1Coolid‖ ζe〔㎞15si㎝(Por1冶 ■oul』1)

り㎝tworth伽dner&Tobia5㎞Hooses

A55㏄i8t1㎝(PO「ts■ 皿m)

Coast』lRi【㎏eEI田enOrySchool

Rm剛SchoolDel咀 幽 ㎝t(Klttery)

PortsmUlhSchoolOe町t皿 ㎝t(Port5阻ouω

SeabrodkEle■entarySdhoo1(Seabrook)

Wlnna㎜etIIi区hSchoo1(1㎞pton)

助成を受 けた まちづ くり
活 動の内容

地囎 育プログ弘の支援

3っ の新しい11「匠作品の上演

在留ギリヲ7人の支援

n'一}阿鵬 の設立

ダンス研1姓 による地域ハ胴 制作
1牌 運営の支援

アラィストの11'フォ≒ン入の支援

カ,ログ収集のボランティアの己ll蝋、監督

組織運営の麦扱

組織運営の支援
資源がイト'ーの印刷

4皿織運営の支根

学問業績撹の01搬

ユーPグランドの女性追の瑚Hに よ
る写真展の開催

小冊子の出版を通した広報の支援
コのション・古プメントのソ升ウェアの取得

6軒 の歴史的住宅を巡るキャンドルライ
トヴア⇔ 』、冊子出版

4}隅uσ)デザイン・コンへ'

世界 櫟 のコンサートのi綬
11ンディ㌔ップ者のγクセスへの嘉1応

組織運営の支援

演劇作品7マデ ウλの上演

演劇作品ll'イハ'イn㌔デ ィの上演

マ→ティングと開発に閲する部局に対
して

コン'一}の支援

博物館内建物 の環境学習の指導
コレクシ9ン・マWル}励 フトウェγの取15

公共の 棚 プロシ'五郎の実施

敷地分析の指導と庭回訓画の発掘

電子セキュリティシ入アムの設置

1、2年 生による新聞の出版

住み込みの海員に対して
TraipAαld㎝y艀 問活動の支援

ハ㌧け一としての父母の支援

肪'イ キ朽フ'のある刊t連 に対す る
夏の乗馬プログラム

コンヒ'ユー,の応 用による教室内での

ll万'イキ"プ ・'ク畝の創造

抜荷的な教育フ'ログ弘の創造

助 成 供 給 源 の 基 金
{種 卵

利

ChrlstosP叩outsyArtΨent山 ㊥5M(?㈹

ぴr15t《漏Pap㎝tsyO1ば1tほbleM(自 由、関与)

阯askerr㎞dforthe虹ts㎜dII[8nltles(特 定)
冒ln曲a週1画ndforOlmral画 －hvlr㎝enω1

1nlt18t1Ψ8(特 定)

棚
臨 町P1抽&HlloP1輪1㎞ ㎝5tp血d(白 血 関 与)

Rl岬A,Hor㎞ 加0由entforTheatre-b7一 曲e－

舳 鮨 名)

棚

Chr15105Pa剛ts7α ぬr11坤lehmd(自 由、関 与)

Ellzabem叫 白rterrlmd(自 由 、関与)
£11zabethB.【 辿rterM(自 由 、関与)

棚

1苫lristosP囮4POutsyArtIFenlureslη 咀nd(!}{『元i≡)

⑭15杣1㎞eyrorbosHロorlo11＼nd(特 辺

Wlneb8通1伽1d「orCu11ぱ 邑1加dDwirり 冊m血1

1nitlatlve5(特 定)

Ou・1stosPapoutsyArtΨentures刊nd(特 定)
Yo【kCOto■unityInltlat1Ψe5剛(‡{「 定、1関1与)

EIlzab飢hO.(hr【err皿1(自 由 、関与)

珊

珊

ぴri5【咋P叩outsy付tVe仙ure5M(特 定)

0「}ristosPa畑t5yqh轟rlt丘bleFLmd(自 由 、関与)

3珊

PerlnyPitou`HiloP1輪S㎝coastF㌔nd(白 山、関与)

RichardA.Hort㎝Ihd酬 爬吐forThoatre-by-the-

Sea(指 名)

Pennypit皿&HiloP1輪Seac田st㎞nd(白 血 関 与)

【hri5to5P町 制tsy愈tVent山r6『u㎡(特 別

㎞yPltou&HiloPlke{㎞co85tr＼nd(自 由、関 与)

Kr85kerhＬndfortheArtsardl【u■anitle5(ネ 寺葦≡三)

胃indbau巳 丁皿dfor《Xlt世 巳1田 ㎡b"r伽 ■田伍I

Inlt品ti柁s(特 定)
6囲F6㎝eralr㎞d(自 由)

【コlrlstogP轟poutsyATtV㎝tulresF㎞ 」(特 定)

Ellzabe曲8.(hrterr＼nd(自 由、関与)

輪ld㎏ckF皿d(自 由)

珊
P8trlcla600d甘in冒arfo【dFUn己(特 定)

6㎜Cen蝋lFmd(自 由)

mlzobem8.(泊rterf㎞d(自 由、関与)

Chr15t㎝Pa叩utsyC㎞rぬbleNnd(自 由 、関与)

PenrwPltou&HiloPikeSe8constFord(自 由、関与)

CreaterPorL5■outhRd18blliIAtlonC㎝ter1㎞d

(特定 、関 与)

【raske『 『undfo『 廿)eArts㎜dllu■anlLlos(特1ヒ)

ElizabethO,Carter『und〈 自由、関 与)

日lzabethB.【hr【errUnd(自 由、関 与)

lbrryWinebal屯Reader3Dmd㎜en【F皿d(特 定 、関 与)

Rei山S.Ma鵬H田or181田11caU㎝lnmd(特 定)

Kol【hS.ハdn■gHo■orlalEducat1㎝ 巨lnlnd(†{}五 ヒ)

}1arr7Wndba遁Rcader5Dnd端 ㎝trOlld(特 定 、関 与)

不明

1三r《!atorPort5■out▲ 、Re}、abili㎞ti㎝Center『ur"コ

(特 定 、 関 与)

lle1㎝RellyTru5t(特 定)

抱 ㎞urst-Richh1て1sr8■iIyF㎞1d(特 定)

助 成菰
(}'b)

5.ooo

3.加0

6.ooo

500

1.500

5』00

2.ooo

2.000

900

Looo

250
1.ooo

500

750

LOOO
LOOO

1.000

LOOO

L925
1.500

5.ooo

5.000
500

500

1.500

500

2.000

1.500

200

3⑲o

400

1,000

3.000

1.500

2.000

500

2,000

1.ooo

1,000

500

2.000

1.000

4.ooo

5,000

500

5』00

6.000

1,982

3.500

2.238

4.500

コ.ooo
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図表11-6ま ちづ くり活動 に対 す るGPCFの 助成実績一一一1992年 その2

分
野

環

境

社

会

コ

ミ

ユ

テ

イ

サ

1

ビ

ス

受 益 団 体 、 組 織
《地 域)

旭eric㎜ 旭5㏄iaU㎝ofUniver51ty冒 凹en

αork)

Kittery〔 ㎞serΨatior、 〔㎞ ■1s910n(Kittery)

Socletyfort丘1eIうrotect1㎝ofNH『ore5t

(㎜c㎝ の

㎞ 鵠llo■四雄erg肱 ロell臼lmAldeSer吐ce

(Port5■㎝th)

Por15邑ou1』1RegiOl1ロ1VNA(Port5■oul」1)

R㏄ki㎎ ㌔■Visiti㎎NurseAssociati㎝

(廊eter)

S㎝coastH㎝ 晦lIloa1U1(Port5■ ㎝肋)

Vlslt1㎎ ㎞5eSe性1ceofS田them}胞1ne

αork)

A品fePhce(Ports■ 皿th)

ひ【古6r由dgH㎝se(Por㎞ ㎝th)

『■11yServlceA53㏄1atl㎝

Ml1£galふ515㎞ce(Ports■ 凶ω

NorthH■pt㎝ ㎞itgd伽 πdlofOぽ15t

(NorthHa叩tm)

To禰of脾 ㏄出}b叩 ㎞(N㏄thI㎞P㎞)

OdysseyH㎝3e『ou[冨 』atl㎝,Inc.・(Portg■outh)

Ports■㎝thII㎝si㎎ 加thorlty(P㏄ ㎞ 側ω

CiヒyofPort5■outh(Port5■outh)

Rocki㎎h⑳ ■CountyAdultTutorlalPro8ra■

(輪ter)

R㏄M㎎h皿CountyC㎝lunltyacu㎝

(Por【5■【mω

助成 を受 けた まちづ くり
活動の内容

高校生に対する蹴 教育の指導

学生による水質のモニ,リングウ'ロジェ
外の支援

4田轍国富の支援

㎞lnb頂 帆rbent5の 夜間スタ
ヅフの支援

組織運営の支援

1じディキ刊プ設備の廣付n'刀の0咽2

貧しいお年寄りの女性に対する薬
物の胴入

消費者のフィッ撤 ・四 王ーション、nンディ
キャ,プ・7,セス、経営事業について

消費者の情神上の健康に関する妨
ターの活動に対して

職標し中の蜆に対する剥 切7の
僧 舎

暴力に閲する教育指導

貧しい家族の支援

貧しい人々への直継 りな援助

ルディキ竹プ・アクセスに対して

教会の蹴 出と㎜

250周年に対して

声ム以の若者に関する研究と啓発

老人に対する社命的、コミェケー油ン
的能力の使川と維持の奨励

抵当流れの恐れのある住宅所有者
への緊鍵 田11住宅の供給

ルディ4"プ者が7弛スしやすい公園
の整備

新しい青年読者層に対する出版7'
醇'エケH1}支援

おルス者へ□}8文書・・読み書きプロジ,
エ外の継続

家族に対する読み書きプロシ'土野

S白acoa5tNet甘orklngSupport
6r頂1ρの可嚇 所の設置

nンディキ曽フ'のある貧しい人々に対

する緊急捌b
地域支援の高揚とコミュゴィイメーシ'の
改善の初期活動貧
しい女性遠の交通問題への取り
組み

助 成 供 給 源 の 基 金
(種 鋤

AlexShu1㎜ 肋vlr㎝"ntolF㎞d(特 定)

A1朕Shul㎜ 肋vlr㎝ 恥nt811㎞d(特 定)

Winebau8FundforthＬlturalロuldEnvlronロon血1
1nmatlves(特 定)

EUZ8bethB.(hrteTPund(自 由、関与)

Patrlci8600duln血rlo【d和nd(特 定)

利

6rea【erPorts■outhRehabilltationCenter㎞d
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動 、印刷 ・出版 ・広報活動 、 まちづ くり団体 自体 の一般 的 な運営等々 、64件 の活 動 テ ー

マ、45団 体 に助 成が おこなわ れている。受益 団体 の多 くは各地域のNPOで あるが、一 部

に教育分野 にお ける学校 や、市町の行政、他の財団 も含 まれ ている。

二 つは、受益 団体 が活発 に活動 で きる ような、 フレキシ ブルな助成の しくみであ る。

1つ の活動 テーマ に対 しては1つ の基金か ら助成 され るの が一般的 と思 われが ちであ る

が、2つ 以上の 数 と種類 の基 金 か ら助成金 が交付 され てい るもの もある。最 も多 い例 と

して、芸術 ・文化 分野の壁 画プロジ ェク トの場合、7つ の基金 か ら、 しか も自由、特 定、

関与 の3種 類 の 基金 か ら各500～2.000ド ル、総額9,000ド ル の助成 を受 け てい る。受益 団

体 に とっては1つ の基金 か らの助成 は少額 であ るが、 それ を寄 せ集め る こ とに よって活

動 に見合 う助成 費用 が提供 さ れ るので、実効性 のあ る活動 が展 開できる。 また、芸術 ・

文化分野の受益 団体 であ るSeaooastRep斑olyThea悟 において4つ の活 動 テーマ に対 して

8つ の基金か ら総額6,900ド ルの助成金 を得 てい る例 な どの ように、1つ の受益 団体が 掲

げた多数の活動 テーマ に対 して助成 されて い るもの もあ り、団体が多様 な活 動 を展 開 で

きる ようになってい る。

4.特 徴 的なまちづ くり活動の事例

GPCFの 中核 をなす ポーツ マス市 を対象 に、 い くつかの特 徴的 なまちづ くり活動 の事 例

を とりあげ る。

GPCFの1992年 の助成 実績の 中で、助成事業が実 際の物的環境整備へ と発展 した事例 と

して、公 園のデザイ ン ・コンペがあ る。 これはポーツマス市行政が受益者 とな りGPCFか

ら助成 を受 け(5,000ド ル)、 市 はそのお金 で建 築家、 ラン ドスケープ ・デザ イナー等 の

参加 を得 て、 コンペ をお こな った ものであ る。その成果 に よる提案が事 業化 され、ダ ウ

ンタウン内 の公 園整 備 の実施 へ と展 開 した(図 表11-7。 なお、整 備事業費 は市が 出 した

もの と思われる)。

図表11-7GPCFの 助成 に よるデザ イン ・コンペ の提 案 に基づ いて実現 した公 園

(ポー ツマス市)
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また、ポー ツマス市 は1623年 に開拓 され たかつ ての州都 であ り、1905年 には 日露戦 争

後 の講和 条約が 調 印 された地 と して有名 な歴史都市 である。 そのため歴 史遺産の保全 、

再生 に関す る活 動が活発 にお こなわれてい る。先述 のス トロベ リー ・バ ンク博物館 と、

1766年 創 建の ジ ョー ジア ン様 式の歴史的建築物 で あるウエン トワース ・ガ ー ドナー ・ハ

ウスの保存 団体 は、GPCFか らそれぞれの 保存活動 に対 して4,500ド ル、5,000ド ルの助 成

を受 けてい る。

ポーツマス市 に隣接す るニ ューキャ ッス ル には、 日露講 和条約の全 権 大使 ・小 村寿 太

郎 らが宿泊 したウェ ン トワース ・バイ ・ザ ・シー ・ホテル(WentworthByTheSeaHotel)

がある。FriendsoftheWentworthは 、 この 日本 に も馴染 み深い歴史的建築 物の保存運動 を

展 開 してい る 団体 で、NPOで は な く、 いわ ゆる任意 団体 で ある。1991年 末 に所有者 に よ

る取 り壊 しの 話が持 ち上 が ったの を契機 に、翌1992年 の春 か ら、ホテル と して保存 ・再

生するこ とを目標 に掲げ、荒れた建物外 観の修 復 のための募金、財産管理者 との話合 い、

再生案 の提示等 の活動 をお こなって きた。 今後 の活動展 開 として、国際 会議 の開催 や 日

米 露3国 に よるポーツマス条約 に関す る共同研 究 な どが計画 されてい る。

5.GPCFの 活動 のキー ワー ドーmakingadifference

GPCFの 活動 の最 も重 要な哲学 、理念 としてあ げ られているのが 「makingadif民rence」

である。 これは、現事務局 長 のア ンジェラ ・マ シューズ さ んに対 す るア ンケー トの回答

や、直接の ヒア リングの中で も しば しばで てきた言葉 であ り、 また、GPCFの1989年 の年

報 において、そ の表紙 や各 車の扉 を飾 るキャッチ フ レーズ に もなってい る。

1989年 報 の 中 で 、 当 時 の 事 務 局 長 、 テ ラ ・ベ イ ヤ ー さ ん は 「MAKINGA

DIFFERENCE。 この言葉 が、 コミュニティ財 団 とは何 かにつ いて、すべて を物語 ってい

ます。」 と巻頭言 を記 してい る。M却dngadif垣enceは 、GPCFの みな らず、 コミュニテ ィ

財 団全体 のキー ワー ドにな っているのであ る。

文字 どお り訳 せ ば、違 い を生 じる、差異 を生 じる とい うこ とであ る。 つま り、助成 活

動 によって、地 域 におけ る生 活 の質が向上 した とい う結果 、効果 を生み 出す ことがで き

る し、また実際 に生 み出すのだ、 とい う意味 と意志 が込 め られてい るもの と思われ る。

mコ ミュニティ財 団 と日本 のまちづ くり公益信 託

GPCFに み られ るとお り、 アメリカのコミュニテ ィ財 団は、地域 コ ミュニテ ィを対象 に、

多数の寄付者 の社 会のため に何 か役 に立 ち たい とい う志 と、社会ニ ーズ に対応 した住 民

のさまざまな活 動 要求 を受 け止める受 け皿 としての役割 と、両者 を とり結ぶ、つな ぎ と

しての役割 を果 た してい る。 さ らに、財団 自らが地域 の社 会 ニーズ を把 握 し、助成 プ ロ

グラム を示 す こ とに よって、 地域 コミュニ テ ィの生活 の質 の向上につ ながる よう、住 民

の活動要求 を発展 させ る、 カタ リス ト*9)(触 媒)と しての役割 をも果 た してい る。

寄付者の志 、住 民の活動要 求、財 団のカ タ リス トと して の役割、そ して助成結果 と し
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てのm却dngadif垣ence、 この4つ の関係が螺旋 を描 くように展開することによって、 こ

のシステムは有効 に機能する といえる。わが国のまちづ くり公益信託が成長、成熟す る

ためには、同様のことが必要になるであろう。

コミュニティ財団でそれを可能に している一つの要素は、小口のもの を含 む多数の、

多様な基金の集合 という構造 的な特質にある。わが国で これをそのまま適用 したのは大

阪コミュニテ ィ財団(1991年 設立、1992年 現在 資産額2億 円余)で あるが、公益信託方

式でこれと類似 した構造を もつのが公益信託アジア ・コミュニティ ・トラス ト(Acr)

である。ここは、1979年 に基本財産1,500万 円でスター トしたのであるが、1991年 現在 、

コミュニティ財 団の自由基金 、特定基金に相当する一般基金、特別基金の2種 類、10件

の基金 をもち、資産額も約2億 円に成長 している。また3名 の専従スタッフが毎年適切

な助成プログラムを作成 し、アクティブな活動が展開されている。

こういうタイ プは現在のまちづ くり公益信託にはみ られないが、今後 、とくに公益信

託函館色彩まちづ くり基金な どの小規模の基金では、多数の小口の基金 をたばねること

によって、共通の事務局の経費のねん出をはか り、継続的 な活動基盤をつくり、実効性

のある活動展開の可能性 を高 めることが考 えられてよい。その具体的な手法 としては、

Acrの ように公益信 託方式のままで多数の基金 を集合化するのと、新たにコミュニティ

財団を設立 し既存の基金 を財 団の一つの基金 として組み入れて しまう、2つ の道が考 え

られる。

[注記]

1)雨 宮孝子 「アメ リカの コミュニティ ・トラス トとまちづ くり一税制 とシビ ック ・トラ

ス トの視 野か ら」(AMR編 、(財)せ たがや トラス ト協 会監修 「まちづ くりとシ ビック ・

トラス ト」 ぎょうせ い、1991年7月 所収)

2)出 口正之 「フィランソ ロピー一一企業 と人の社会貢献」丸 善、1993年8月

3)大 阪商工会議所編 「コ ミュニ ティ財 団調査 団報告書」1990年11月

4)こ の歴 史 に関 しては、3)の 大 阪商工会議所編 「コ ミュニ ティ財団調査 団 報告書」

1990年11月 に よってい る。

5)3)に 同 じ。

6)1)に 同 じ。

7)1)に 同 じ。

8)1)に 同 じ。

9)ボ ス トン ・フ ァウ ンデーシ ョンでは自 らの こ とを 「CATALYSTFORCOMMUNITY」

とよび、あ らゆる印刷物(職 員の名刺 にまで)に 明記 している。

一193一



資料編

資料編

[資料1]
第 第 ② 第 第 第

コ 五 分 四 コ 僧 ル 有 線 三 ニ ヲ シ ー

ト 条 ヲ 条 ト 託 コ 価 ヲ 条 条 謂 他 条
ヲ 為 ヲ 財 ト 証 為 フ 人

食 待 兼 ス 受 得 産 ヲ 券 ス 登 信
ニ ス 成 コ 託 ス タ 表 二 二 記 託

云

三
教
正

年 ト 者者
ヲ ハ

'妄 信

禁 ス 託
治 行
産 為
者 £

準 ム
禁 ル治 所

産 二者 従

及 ヒ破 信

産 託
者 財

鍵 形
、託 冊
者 理
ト 又

為 ハ
ル 処

ル 示 付 非 又 ハ

旨 シ テ サ 八 過
ヲ 株 ハ レ 造 言

記 券 信 ハ 録 二載
及 託 之 ス 依

ス 社 ハ ヲ ヘ リ
ル 債 勅 以 キ テ
ニ 券 令 テ 財 之

非 ニ ノ 第 産 ヲ
サ 付 定 三 権 為
レ テ ム 者 ニ ス
八 八 ル ニ 付 コ

之 尚 所 対 テ ト
ヲ 株 二 抗 ハ ヲ
以 主 依 ス 信 得
テ 名 リ ル 託
第 鯨 証 コ ハ
三 又 券 ト 其
者 八 二 ヲ ノ
ニ 社1、i得(驚

対 依 託 ス 記
抗 原 財 又
ス 簿 産 ハ
ル ニ ナ 登

肢
帯
国

信 疏
ヲ 本 託 会
シ 法 法 ノ
テ 二
一 於

定 テ
ノ 信

目 託
的 ト
ニ 所

従 ス
ヒ ル

財 ハ産 財

ノ 産

管 権
理 ノ
又 移
ハ 転

処 其
分 ノ
ヲ 他

為 ノ
サ 処
シ 分
ム ヲ
ル 為

協賛

ヲ

経
タ
ノレ

信

○
信
託
法

詩ヲ 正
裁 一

2罐
芝 互整
ヲ ー 八 四

公 曇 ∫」1
布 伸 ・
セ 第 一1'

ζ 毒莚

② 第 第 第 第 ③ ② 第 第 第
益 影 前 十 ル 十 ヲ 十 シ 十 ヲ 九 フ 裁 上 信 キ 選 ハ 八 ノ 七 六
者 響 項 四 場 二 為 一 テ 条 以 条 ル 判 又 託 ハ 任 裁 条 利 条 条
カ ヲ ノ 条 合 条 ス 条 其 テ コ 所 ハ 笹 此 ス 判 益

其 及 規 第 ニ コ ノ 法 ス 受 ト ハ 裁 理 ノ ル 所 不 ヲ 信 信
ノ ホ 定 一 於 債 ト 信 権 令 ル 託 ヲ 事 判 人 限 コ ハ 特 享 託 託

利 サ ニ 項 テ 務 ヲ 託 利 ニ ヲ 者 得 情 外 ハ ニ ト 利 定 受 行 ノ
益 ス 依 ニ ハ 者 得 ハ ヲ 依 問 ハ
ヲ 但 リ 規 債 カ ス 訴 有 リ ハ 共

受 シ テ 定 権 其
ケ 受 為 ス 者 ノ
タ 益 シ ル ハ 債
ル 者 タ 取 受 権

当 ノ ル 消 託 者
時 債 取 権 者 ヲ

債 権 消 ヲ カ 害権
カ ハ 行 善 ス

者 弁 受 フ 意 ル
ヲ 済 益 コ ナ コ

害 期 者 ト ル ト
ス ニ カ ヲ ト ヲ
へ 到 既 得 キ 知

キ ラ_

事 サ 受

実 ル ケ
ヲ ト タ

知 キ ル
リ 又 利

タ ハ 益
ル 受 二

ト リ

難 テ
民 信
法 託
第 ヲ
四 為
百 シ
ニ タ

訟 ス 或 ス 同

行 ル 財 信 受

為 ト 産 託 益
ヲ 同 権 ノ 者

為 一一 ヲ 利 ノ
サ ノ 享 益 一

シ 利 有 ヲ 人

ム 益 ス 享 タ

ル ヲ ル 受 ル

コ 享 コ ス 場

ト 受 ト ル 合

ヲ ス ヲ コ ヲ

1三 ノレf!」}ト 除
タ コ サ ヲ ク

ル ト ル 御 ノ

目 ヲ 者 ス 外

的 得 ハ
ト ス 受
シ 益

テ 者
之 ト

何
人
ノ

名

ニ ノ 前 在 ヲ 害 ノ ス 為 引

依 行 項 ラ 得 関 受 但 二 受
リ 為 ノ ス 但 係 益 シ 依 ハ
信 ヲ 受
託 為 益
財 ス 者
産 権 ノ
中 限 為
ヨ ヲ 自

リ 有 己

相 ス ノ
当
ノ

報
酬
ヲ

儒
託
管
理

杏
写

名
ヲ

昼
ア

儒

託

関
ス
ノレ

裁
‡‖

シ 人 者 信 リ 営

信 ノ 又 託 受 業
託 請 ハ 行 益 ト
行 求 未 為 者 シ
為 ニ タ ニ ト テ
チ 因 存 別 シ 之

以 リ 在 段 テ ヲ
テ 又 セ ノ 指 為

信 ハ サ 定 定 ス
託 職 ル ア セ ト
瞥 権 受 ル ラ キ
理 ヲ 書8ト レ ハ
人 以 者 キ タ 之
ヲ テ ア ハ ル ヲ

指 信 ル 共 者 商
定 託 場 ノ ハ 行
シ 冊 合 定 当 為
タ 理 ニ ニ 然 ト
ル 人 於 従 信 ス
ト ヲ テ フ 託

一194.



資料編

第 第 ②
其 十 段 十
ノ 八 ヲ 七

目 条 為 条 ノ 第 ト シ ノ
的 ス 硲 規 三 ヲ テ 規
タ 信 コ 信 五 定 十 得 ハ 定
ル 託 ト 託 四 ヲ 八 此 委 二

財 財 ヲ 財 曇 準 条 ノ 託 反
産 産 得 産 ・ 用 及 場 者 シ
ヲ カ ス 二 王 ス 民 合'テ

取 所
得 有
ス 権

ル 以
モ 外

典 ノ
ノ 権

権 利
利 ナ
ハ ル

梶 場
同 合

因 於
リ テ
テ ハ

消 受
滅 託
ス 者
ル カ

属 歪
ス 九

ノレ ー

債 三
権 部
ト 敬

信 芭
託
財
産

属
セ
サ
ノレ

債
務
ト

ノへ

相

第 第 第 ② 第
五 号 ル ニ 前 程 対 託 十 十 受 十 価 前 ス 十 ラ ト

条 ロ コ 対 項 ス シ 事 六 五 託 四 証 項 三 ス キ

事 二 其 為保 於
ノ シ

全 テ 相 タ
法 ハ 続 ル
^民 人 強
平 事'制
戒 執 受 執
元 行 益 行
年 法 者'

法^及 仮律
昭 交 差

第 和 託 押
九 五 者'
十 十 ハ 仮
一 四 異 処

号 年 議 分　 法 ヲ 又

第 律 主 八
四 第 張 競

十 四 ス 売

強 務 条 条 者 条 券 ノ
制 ノ ノ ニ 規
執 処 信 信 御 宿 付 定
行 理 託 託 タ 託 之 ハ'

二 財 財 ル 財 ヲ 金

仮 付 産 産 財 産 準 銭

差 生 ニ ハ 産 ノ 用 具
押 シ 付 受 ハ 管 ス ノ
若 タ 信 託 情 理
ハ ル 託 者 託'

仮 権 前 ノ 財 処
処 利 ノ 相 産 分
分 二 原 続 二'
ヲ 基 因 財 属 滅

為 ク ニ 産 ス 失
シ 場 因 二'

又 合 リ 屈 穀
ハ ヲ テ セ 損

之 除 生 ス 其
ヲ ク シ ノ

競 ノ タ 他
売 外 ル ノ
ス 信 権 事
ル 託 利 由
コ 財 又 ニ

ト 産 八 田
ヲ ニ 信 リ

他
ノ

物
又
ノへ

有
価
証
券
ノ

給

付
ヲ

目
的
ト
ス
ノレ

有

条

受
託
者
ノ、

信
託
財
産
ノ
占
有

付
委
託
者
ノ
占
有
ノ
暇
疵
ヲ
承
継

若
ノ へ

重
大
ナ
ノレ

過
失

因

2
ア

之
ヲ

知

ラ

サ

リ
シ

ト

キ
ノ 、

此
ノ

限

在

② 第 ② 第 ② 第 第 第 第
シ 務 前 二 前 ニ キ 因 二 用 利 前 財 ヲ 有 ニ テ ニ 信 二 付 十 コ
テ ノ 項 十 項 請 バ リ 十 ス ヲ 項 産 得 財 十 之 十 託 十 テ 九 ト

為 処 ノ 四 ノ 求 委 信 三
シ 理 場 条 規 ス 託 託 条
タ 八 音 定 ル 者 財
ル 受 二 受 ハ コ'産 信

意 託 於 託 裁 ト 其 ノ 託思 者
テ 者 判 ヲ ノ 管 行

表 共 倍 数 所 得 相 理 為
示 同 託 人 ノ
ハ シ 行 ア 定

他 テ 為 ル メ
ノ 之 ニ ト タ

受 ヲ 別 キ ル
託 為 政 ハ 管
者 ス ノ 情 理
ニ コ 定 託 方

対 ト ア 財 法
シ ヲ ル 産 ニ
テ 要 場 ハ 付
モ ス 台 其 之

其 但 ヲ ノ ヲ
ノ シ 除 合 準

効 其 ク 有 用
力 ノ ノ ト ス
ヲ ー 外 ス

生 人 信
ス ニ 託

対 事

続 方 ノ
人 法 当'力 時

受 受 予
益 益 見
老 者 ス
又 ノ ル
ハ 利 コ

受 益 ト
託 ニ ヲ
者 適 得
ハ セ サ

其 サ リ
ノ ル シ

変 二 特
更 至 別
ヲ リ ノ

裁 タ 事
判 ル 情
所 ト ニ

承 ノ ト サ 産 ニ ヲ ー 事 条 ハ 条 ナ
継 規 為 ル ト 条 定 条 務 信 シ
ス 定 ス 事 為 ム ヲ 受 託 受
ル ハ ハ 由 シ 受
コ 受 此 ア 又 託

ト 託 ノ ル ハ 者
ヲ 者 限 場 之 ハ

妨 カ ニ 合 二 何
ケ 相 在 二 付 人
ス 続 ラ 於 権 ノ

此 其 ス テ 利 名
ノ ノ

場 他
合 包
二 括

於 名
テ 義
ノヘ ニ

第 因
十 リ
八 信

条 託
ノ 財

規 産
定 ニ
ヲ 付

準 権

裁 ヲ 義
判 取 ヲ
所 得 以
ノ ス テ

許 ル ス
可 コ ル
ヲ ト ヲ

受 ヲ 問
ケ 得 ハ

信 ス ス
託 但 信
財 シ 託
産 已 財
ヲ ム 産

固 コ ヲ
有 ト 固

信 処 託 財 託
託 理 者 産 老
財 ス ハ ノ カ
産 ル 信 限 信
ニ コ 託 度 託

属 ト ノ ニ 行
ス ヲ 本 於 為
ル 要 旨 テ ニ

金 ス ニ ノ 因
銭
ノ

管
理.
方
法

関
シ.

テ
ノ へ

勅

令
ヲ

以

従 ミ リ
ヒ 其 受

善 ノ 益
良 履 者
ナ 行 ニ
ル ノ 対

管 責 シ
理 ニ テ
者 任 負
ノ ス 担

注

意
ヲ

堅
ア

ス

ノレ

債

一195一



資料編

第 ② 第 第 第
三 ス シ 前 託 ニ ヲ 理 二 夫 委 メ ニ フ 受 信 前 務 コ

十 ル テ 項 財 十 明 ス 十 ノ 託 タ 十
条 二 曹 ノ 産 九 ニ ル 八 頃 者 ル 七

非 理 場 ヲ 条 ス コ 条 補'ト 条
信 サ ヲ 合 管 ル ト 又 其 キ
託 レ 為 二 理 第 ヲ ヲ 信 ハ ノ 又 受
財 ハ シ 於 シ ニ 以 要 託 信 相 ハ 託
産 不 タ テ タ 十 テ ス 財 託 続 信 者
二 可 ル 信 ル 七 足 但 産 財 人 託 力

付 抗 場 託 場 条 ル シ バ 産'ノ 管
附 力 合 財 合 ノ
合 ヲ ニ 産 二 親'理 於

二 之 定

混 由 テ 損 ヲ ハ
和 ト モ 失 準 受
又 シ 損 ヲ 用 託
ハ テ 失 生 ス 者

加 其 ヲ シ
工 責 生 タ
ア ヲ ス ル

リ 免 ヘ ト

タ ル カ キ
ル ル リ ハ

場 コ シ 受

合 ト コ 託
ニ ヲ ト 者

於 得 ヲ ハ
テ ス 証 分
ハ 明 別

五
肌
条
ノ

規定

違
反

ど
ア

信

信 固 ノ 受 本 理
託 有 復 益 旨 ノ
財 財 旧 者 二 失
産 産 ヲ 及 反 当
タ 及 請 他 シ ニ
ル 他 求 ノ テ 因

金 ノ ス 受 信 リ
銭 信 ル 託 託 テ
ニ 託 コ 者 財 信

付 財 ト ハ 産 託
テ 産 ヲ 其 ヲ 財
ハ ト 得 ノ 処 産

各 分 受 分 二
別 別 託 シ 損
ニ シ 者 タ 失

其 テ ニ ル ヲ
ノ 之 対 ト 生

計 ヲ シ キ セ算 管 損
ハ シ

③ ② 第 第
二 同 負 二

託 託 項 ヲ ト 十 シ 担 十
者 行 ノ 処 ヲ 六
二 為 場 理 得 条

代 二 合 セ サ
リ 依 ニ シ直ル 受
テ リ 於 ム 事 託

信 他 テ ル 由 者
託 人 ハ コ ア ハ
事 ヲ 受 ト ル 信
務 シ 託 ヲ 場 託
ヲ テ 者 得 合 行

処 信 ハ
理 託 選
ス 事 任

ル 務 及

者 ヲ 監
ハ 処 督

受 理 二
託 セ 付
者 シ テ
ト メ ノ
同 タ ミ
ー ル 其

ノ ト ノ

責 キ 責
任 亦 ニ
ヲ 同 任

負 シ ス

二 為

限 ニ
リ 別

他 段
人 ノ
ヲ 定
シ ア

テ ル

自 場
己 合
ニ ヲ

代 除
リ ク
テ ノ

信 外
託 已
事 ム

ス 五
ル 条

債
務 受
ハ 託

之 者
ヲ 数

連 人
帯7
ト ル
ス ト

信 キ
託 ハ
事 信
務 託
ノ 行

処 為
理 ニ
ニ 医

付 リ
負 受
担 益
ス 者
ノレ ニ

債 対
務 シ
亦 テ

② 第 第 第 第 第 第
又 受 利 損 他 三 特 三 シ 三 キ カ 三 リ 三 ラ 旨 サ 但 キ 三 第 各
ハ 託 ヲ 害 ノ 十 約 十 タ 十 ハ 取 十 テ 十 サ ニ ル シ バ 十 二 信

相 者 行 ノ 費 六 ア 五 ル 四 消 消 三 為 ニ リ 反 信 信 受 一 百 託
当 ハ ブ 補 用 条 ル 条 理 条 滅 ノ 条 シ 条 シ ス 託 託 益 条 四 財
ノ 受 コ 償 又 二 事 ス 原 タ ト ル 財 ノ 者 卜 産

担 益 ト ニ ハ 受 非 受 又 受 処 因 第 ル 受 キ コ 産 登 ハ 受 二 及
保 者 ヲ 付 信 託 サ 託 ハ 託 分 ア 三 取 益 ニ ト ニ 記 相 託 条 固
ヲ ニ 得 テ 託 者 レ 老 之 者 ノ ル 十 消 者 限 ヲ 付 若 手 者 乃 有

供 対
セ 三
シ 別
ム 項
ル ノ
コ 費

ト 川
ヲ 又

得 ハ
但 損
シ 害

受 二
益 付
者 其
カ ノ

不 補
特 償
定 ヲ
ナ 請
ル 求
ト シ

ハ 事 ハ ハ ハ ニ タ 時 コ ー ハ 数 ル 知 テ ハ 方 力 至 財

信 務 信 報 営 準 ル ヨ ト 条 他 人
託 ヲ 託 酬 業 ス 法 リ ヲ ニ ノ ア
財 処 財 ヲ ト へ 人 一 知 規 受 ル
産 理 産 受 シ キ カ 年 リ 定 益 場
ヲ ス ニ ク テ 者 其 ヲ タ ス 者 合

売 ル 関 ル 信 亦 ノ 経 ル ル ノ ニ
却 為 シ コ 託 連 任 過 時 取 為 於
シ 自 テ ト ノ 帯 務 シ ヨ 消 ニ テ

他 己 負 ヲ 引 シ ニ タ リ 権 其 其
ノ ニ 担 得 受 テ 背 ル ー ハ ノ ノ

権 過 シ ス ヲ 其 キ ト 月 受 効 一
利 失 タ
者 ナ ル
ニ ク 租

先 シ 税
チ テ 、
テ 受 公
其 ケ 課
ノ タ 其

権 ル ノ

為 ノ タ キ 内 益 力 人
ス 責 ル 亦 二 者 ヲ カ

場 ニ ト 同 之 又 生 前
合 任 キ シ ヲ ハ ス 条
ヲ ス ハ

除 之
ク ニ
ノ 干

外 与

行 信
ハ 託

サ 管
ル 理

ト 人

ノ

規
定

依

リ ハ 登 又 信 第 産
タ 相 録 ハ 託 ニ ハ
ル 手 ア 転 ノ 百 各

ト 方 リ 得 本 四 別
キ 及 タ 者 旨 十 ノ

若 転 ル ニ ニ 八 所
ハ 得 ト 対 反 条 布

重 者 キ シ シ ノ 者
大 二 又 其 テ 規 ニ
ナ 於 ハ ノ 信 定 属
ル テ 登 処 託 ヲ ス

過 其 記 分 財 適 ル
失 ノ 若 ヲ 産 川 モ
ニ 処 ハ 取 ヲ ス ノ

因 分 登 消 処
リ カ 録 ス 分
テ 信 ス コ シ

之 託 ヘ ト タ
ヲ ノ カ ヲ ル

知 本 ラ 得 ト

ト
若
倣
シ

民
法

一196一



資料編

条

第 ② 第 ② 第 ② 第 第 第 ③
四 ト ニ 裁 外 四 覧 委 ト 四 産 受 ヲ 三 復 力 三 場 合 三 ス 前 キ

十 ヲ 付 判 裁 十 ヲ 託 ヲ 十 目 託 明 十 旧 第 十 合 二 十 項 及
二 得 検 所 判 一 請 者 得 条 録 音 二 九 ノ 二 八 亦 其 七 ノ 未

受
託
者
力

死
亡
シ
タ
ル
ト

キ
又
ノ、

破
産

禁
治
産
若
ノへ

準

禁
治

査 ハ 所 条 求'
ヲ 利 ノ シ 其

為 害 監 信 且 ノ
シ 関 督 託 信 相

且 係 二 事 託 続
検 人 属 務 事 人
査 ノ ス ハ 務 及
役 請 営 ノ 受
ヲ 求 業 処 益

選 ニ ト 理 者任
因 シ ニ ハ

シ リ テ 付 信

其 又 信 説 託
ノ ハ 託 明 事

他 職 ノ ヲ 務
必 権 引 求 ノ
要 ヲ 受 ム 処
ナ 以 ヲ ル 理
ル テ 為 コ ニ

処 信 ス ト 関
分 託 場 ヲ ス
ヲ 事 合 得 ル

命 務 ヲ 書
ス ノ 除 類
ル 処 ク ノ
コ 理 ノ 閲

ヲ ハ ス 条 義 十 条 同 ノ 条

利 作 信 ル 務 七 シ 報
害 ル 託 コ 受 ヲ 条 第
関 コ 引 ト 託 履 又 三
係 ト 受 ヲ 者 行 ハ 十
人 ヲ ノ 要 ハ シ 第 六
ハ 要 時 ス 帳 タ ニ 条

何 ス 及
時 毎
二 年
ア ー

三 回
11η 一

条 定
ノ ノ

書 時

頚 期
ノ ニ

豊 ㌢
ヲ 各

請 信
求 託
ス ニ
ル 付
コ 財

簿 ル 十 又
ヲ 後 九 ハ

備 二 条 前
へ 非 ノ 条

各 サ 規 二
信 レ 定 規

託 ハ ニ 定
二 之 依 ス

付 ヲ ル ル
其 行 損 受
ノ ブ 失 託

事 コ ノ 者
務 ト 填 ノ
ノ ヲ 補 権

処 得 及 利
理 ス 信 ハ
及 託 受
計 財 託
算 産 老

酬 前
二 条

付 ノ
之 規
ヲ 定

準 ハ
用 受
ス 託

受 者
託 力
者 信
力 託

受 財
益 産
者 ヨ
ヨ リ

リ 報

報 酬
酬 ヲ
ヲ 受

受 ク
ク ヘ
ヘ キ

キ 場

規 タ定
存

ハ 在

受 セ益
サ

者 ル
カ ト

其 キ
ノ ハ

権 此
利 ノ
ヲ 限

抽 二棄
在

シ ラ

タ ス
ノレ

場
合

ノへ

之
ヲ

適
用
セ

託 ル ラ 四 ス 判 託 任 ム
者 処 レ 十 ル 所 者 務 コ
ノ 分 タ 六 コ ハ カ ヲ ト

任 ヲ ル 条 ト 委 其 辞 ヲ
務 命 ト 又 ヲ 託 ノ ス 得
終 ス キ ハ 得 者 任 ル サ

第 第 第 第 第 第 第 ②
四 其 シ 四 受 ア 四 可 四 利 新 四 其 四 者 四 シ ル コ 人 前 ル 産
十 ノ 又 十 託 ル 十 ヲ 十 義 受 十 ノ 十 及 十 タ 行 ト'項 法 ノ
九 他 ハ 八 者 ト 七 受 六 務 託 五 資 四 委 三 ル 為 ヲ 後 ノ 人 宣
条 必 解 条 ヲ キ 条 ケ 条 ヲ 者 条 格 条 託 条 法 ヲ 得 見 場 力 告

要 任 解 ハ 其 有 カ ヲ 者 人 為 ル 人 合 解 ヲ受
ナ セ 第 任 裁 受 ノ 已 ス 信 第 喪 信 ノ 受 又 ス ニ'二 散 受

了 ル ハ 前
ノ コ 裁 条

場 ト 判 ノ
台 ヲ 所 規
二 得 ハ 定

6
二
利
害
関
係

人
ノへ

新
受
託

信 二
託 依
財 リ
産 受
ノ 託

管 者
理 其
人 ノ
ヲ 任

選 務
任 ヲ
シ 辞

'務
コ ル

其 ニ ト 事
ノ 背 ヲ 由

相 キ 得 ア

続 タ
人 ル
又 ト
ハ キ

受 其
益 ノ
者 他
ノ 重

請 要
求 ナ
ニ ノレ

因 事
リ 由

ル

ト

キ
ノ 、

受
託
者
ノ 、

裁
判
所
ノ

許

託 四 失 託 承 託 ハ コ 至 保 於 シ ケ
事 十 シ 行 諾 者 合 ト ル 佐 テ タ タ
務 三 タ 為 ア ハ 併 ヲ 迄 人 ハ ル ル
ヲ 条 ル ニ ル 信 後 要 信 又 受 ト ト

処 又 ト 依 二 託 存 ス 託 ハ 託 キ キ
理 ハ キ リ 非 行 続 法 財 清 者 亦 ハ
ス 前 ハ 特 サ 為 ス 人 産 算 ノ 同 其
ル 条 其 定 レ ニ ル 台 ヲ 人 相 シ ノ
コ ノ ノ ノ ハ 別 法 併 保 ハ 続

ト 規 任 資 其 段 人 ノ 管 新 人
ヲ 定 務 格 ノ ノ 亦 場 シ 受'

得 ニ ハ ニ 任 定 同 合 且 託 其
ル 依 之 基 務 ア シ ニ 信 者 ノ
ニ リ ニ キ ヲ ル

至 任 因 受 辞 場
ル 務 リ 託 ス 合

迄 終 テ 者 ル ヲ防
了 終 ト コ 除

受 シ 了 為 ト ク
託 タ ス リ ヲ ノ
者 ル タ 得 外
ノ 者 ル ス 受

権 ハ 者 益

於 託 力 法
テ 事 信 定
合 務 託 代

併 ノ 事 理
二 引 務 人

囚 継 ヲ'
リ ニ 処 破
テ 必 理 産
設 要 ス 管
立 ナ ル 財

任

ノへ

之

因
2
ア

終
了
ス

受
託
者
タ

一197一



資料編

第 第 ③ ② 第 第 ② 第 ④ ③ ②
ヲ ニ ノ 五 又 五 者 信 前 託 五 亦 五 財 受 終 五 第 前 引 前 者

為 基 補 十 八 十 二 託 顔 行 十 之 十 度 託 了 十 八 二 受 項 ノ
シ キ 償 四 競 三 対 事 ノ 為 ニ ヲ ー ハ 者 ノ 条 条 項 ヲ ノ 選

璃 皇条聾 条縛 ㌔ 鱒 条隷 書受当 季竪
之 託 ク 前 四 続 信 モ 処 バ リ 受 コ 第 他 ア 於 託 項 定 ス ハ 裁
ヲ 者 ル 受 曇 ハ 託 亦 理 第 受 託 ト ニ ノ ル テ 者 ノ ハ 又 遺 判

競 二 権 託 ・ 新 財 之 二 五 益 者 ヲ 十 受 場 新 ノ 規 信 ハ 言 所
売 対 利 者 一 受 座 ヲ 付 十 者 ノ 得 七 託 合 受 更 定 託 之 ニ ニ

篇 顯 肇藷諸 諸 誌 舞 講 夢裏顯 警護
コ 託 第 三"
ト 財 三 十
ヲ 産 十 六

得 二 七 条
付 条 第
強 ニ ー
制 規 項
執 定 二
行 ス 規'ル 定

仮 報 ス
差 酬 ル
押 ヲ 費
若 受 用
バ ク 若

仮 ル ハ
処 権 損
分 利 害

ニ ス コ タ ニ シ ア

対 ル ト ル 項 テ リ
シ 強 ヲ 債 ノ 負 タ
テ 制 得 権 場 担 ル

之 執
ヲ 行

続'
行 仮
ス 差

ル 押
コ 若

ト ハ
ヲ 仮

得 処
分
ノ

執
行

ハ 合 シ ト

信 ニ タ キ託 之
ル ハ

財 ヲ 債 新産 準 務 受

ノ 用 ヲ 託

限 ス 承 者
度 継 ハ　
ニ ス 別

㌢ 義
新 者
受 力託

信

ハ 帰 テ ニ リ 託 ニ ス 受 ス

第 ス 其 譲 タ 者 別 コ 託 ル

十
九
条

規
定
ス
ル

権
利
ノ へ

新
受
託
者

ノ 渡 ル ニ 段 ト 者 コ
ー サ ト 付 ノ 能 ト ト

人 レ キ 之 定 ハ シ ヲ
ノ タ ハ ヲ ア サ テ 得

任 ル 信 準 ル ル 指
務 モ 託 用 ト 場 定
終 ノ 財 ス キ 合 セ
了 ト 産
シ 看 ハ

タ 倣 前
ル ス 受

ト 託
キ 者
ハ ノ

信 任
託 務

バ ニ ラ

之 之 レ
ヲ ヲ タ

適 準 ル
用 用 者
セ ス カ
ス 信

託
ノ

第 第 第 第 第 第 ② 第
ラ 六 六 託 五 ヲ 所 ル ス 五 二 者 五 ニ ノ 五 タ ノ 受 者 五
レ 十 十 行 十 得 ハ コ ル 十 於 又 十 囚 目 十 ル 其 益 又 十
タ ー 条 為 九
ル 条 二 条
ト 信 別
キ 第 託 段 第
ハ 五 ノ ノ 五

信 十 解 定 十
託 七 除 ア 七
財 条 ハ ル 条
産 又 将 ト 及
ハ ハ 来 キ 前

受 第 ニ ハ 条
益 五 向 其 ノ
者 十 テ ノ 蜆
二 八 ノ 定 定

帰 条 ミ ニ ニ
属 ノ 其 従 拘
ス 規 ノ フ ラ

定 効
二 力

依 ヲ
リ 生

信 ス
託
力

解
除
セ

ス

信
託
ノ

解
除

関
シ

信

③
凹1」
受

受 ト 場 八 テ ハ 七 リ 的 六 モ ノ 者 ハ 五 託
益 能 合 条 ハ 其 条 テ ヲ 条 ノ 受 又 信 条 碩 者

終 達 ト 益 ハ 託 五 ハ者 ハ ニ 民 ノ
又 サ 於 前 法 相 委 了 シ 信 看 者 信 管 受 四 前
ハ ル テ 条 第 続 託 ス 若 託 倣 二 託 理 託 豊 項

ハ 行 ス 対 管 人 者 ・ ノ利 ト 信 ノ 六 人 者

害 キ 託 場 百 バ カ

関 其 財 合 五 何 信係
ノ 産 ヲ 十 時 託

人 他 ヲ 除 一 二 利
ノ 巳 以 ク 条 テ 益

甜 ム テ ノ 第 モ ノ
求 コ ス 外 二 信 全
ニ ト ル 受 項 託 部

囚 ヲ ニ 益 ノ ヲ ヲ
リ 得 非 者 規 解 享
信 サ サ カ 定 除 受
託 ル レ 信 ヲ ス ス
ノ 事 ハ 託 準 ル ル

解 由 其 利 用 コ 場
除7ノ 益 ス ト 合
ヲ ル 債 ノ

命 ト 務 全
ス キ ヲ 部
ル ハ 完 ヲ
コ 裁 済 享

ト 判 ス 受

ヲ_

得 於
此 テ
ノ ハ

場 委
台 託

達 為 但 ス 理 ノ 更 一 権
ス ヲ シ ル 人 立 迭 護 利
ル 以 不 引 力 会 ノ 正 ヲ
コ テ 正 継 前 ヲ 場 口 行

ト 定 ノ ニ 項 以 合

能 メ 行 関 ノ テ ニ
ハ タ 為 ス 計 寸1於

サ'レ ア ル 算 務 テ

ノレ 事 リ 責 ヲ ノ ノ、
二 由 タ 任 承 引 信

至 発 ル ハ 認 継 託
リ 生 場 之 シ ヲ 事

タ シ 合 ニ タ 為 務

ル タ ハ 因 ル ス ノ

ト,ン 此 リ ト コ 計

キ ト ノ テ キ ト 算
ハ キ 限 解 ハ ヲ ヲ

信 又 二 除 前 要 為託
ハ 在 セ 受 ス シ

バ 信 ラ ラ 託 受

之 託 ス レ 者 益

フ

為

倍

託

財

産
ヲ

ス

ノレ
コ

ト
ヲ

得
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第 ② 第 第 第 第 第 第 第 第
別 七 ス 受 為 六 ク 六 六 ス ル 六 五 算 六 託 六 権 転 六 属 帰 六
ノ 十 ル 託 シ 十 ル 十 十

事 条 コ 者 且 九 コ 八 七
情 ト ハ 財 条 ト 条 条
ヲ 公 ヲ 毎 産 ヲ

生 益 要 年 ノ 主 要 公 公
シ 信 ス ー 供 務 ス 益 益

え誓
鴇
鵠
磐
鵠
顯
芦
きミ
騙
語
賭

回 託 官
一 其 庁

定 ノ ハ
ノ 他 何

時 必 時
期 要 ニ
ニ ナ テ

於 ル モ
テ 処 公
信 分 益

託 ヲ 信事
命 託

務 ス 事

及 ル 務財
コ ノ

産 ト 処
ノ ヲ 理

状 得 二
況 付
ヲ 検

公 査
告 ヲ

信 信
託 託
ノ ハ

引 主
受 務
二 官

付 庁
テ ノ
ハ 監

受 督
託 二者 属

ハ ス

主
務
官

庁
ノ

許
可
ヲ

受

信 十 条 ヲ 十 財 十 利 ス 十 ス 属 十
託 六 第 為 五 産 四 者 ル 三
ハ 条 ニ シ 条 力 条 ヲ 迄 条

之 項 受 受 受 ハ
ヲ 祭 ノ 益 信 益 第 益 伽 信

公 祀 規 者 託 者 五 者 信 託
益'定 ノ 終 其 十 ト 託 終
信 宗 ヲ 承 了 ノ 三 看 ハ 了
託 教 準 認 ノ 他 条 倣 存 ノ
ト'用 ヲ 場 ノ 及 ス 続 場
シ 慈 ス 得 合 者 第

其 善
ノ 、

監 学

督 術

付 技
テ 芸
ハ 其

後 ノ
六 他

条 公
ノ 益

規 ヲ定
目

ヲ 的

適 ト
用 ス

ル ニ ニ 五
コ 於 帰 十

ト テ 属 四
ヲ ハ シ 条

要 受 タ ノ
ス 託 ル 規

此 者 場 定
ノ ハ 合 ハ
場 信 二 信
合 託 之 託
二 事 ヲ ノ

於 務 準 終
テ ノ 用 了
ハ 最 ス ニ

第 終 因
五 ノ リ
十 計 信

ス 合

,レ ニ
モ 於
ノ テ

ト 信
看 託

倣 財
ス 産

此 カ
ノ 其

場 ノ
合 帰
二 属

於 権
テ 利
ハ 者

帰 二
属 移

権 二
利 条
者
ナ 信
キ 託
ト 終
キ 了
ハ ノ

其 場
ノ 合

信 二
託 於

財 テ
産 信
ハ 託

委 行
託 為
者 二
又 定
ハ メ

其 タ
ノ ル

相 信
続 託
人 財
二 産

帰 ノ

第
い 民 三 す 二
で 法 十 る 十

附 し の 条'
た 応

則 信 急 昭
託 的 和

爺 の 措 二
和 引 置 十
五 受 に 二

∵竺雑
旦 れ る 律

言巌縫
法 り 口 十

墓 消 施 四
五 す 行 号

ε こ 前^と
に 日

抄 が 妻 本
で が 国
き 夫 憲
な の 法
い 許 の
゜可 施

を 行
受 に
け 伴
な う

第 本 第 第 第 第
法 リ 七 継 ト 七 テ 主 一 七 限 七 信
施 其 十 続 キ 十 ハ 務 項 十 リ 十 託

九 附 行 附 ノ 四 セ ハ 三 職 官 但 二 主 一 ノ
条

則緬 貝ほ §条 鑛 条讐諸 条誓条委
こ 一 日
の 爾 年 ハ

法 和 勅 勅

竃;鶉
昭 二 ニ テ

和 皇 ‡ 之
二 二 大 ヲ

±藷彗
年 躯 牽

月 ≡ 旦

百 葺5
か 抄 盆
ら 行

、 ヘーノ

こ
れ
を
施
行

法 又 本 ル 官 公 以 属 第 公 庁 公 ノ

莞 ハ 法 コ 庁 益 テ ス 四 益 ノ 益 変
.一 ニ ト ハ 信 之 但 十 信 許 信 更
追 部 規 ヲ 其 託 ヲ シ 七 託 可 託 ヲ
些 ヲ 定 得 ノ 終 行 第 条 ニ ヲ ノ 為

行 ス
政 ル
庁 主
二 務

委 官
任 庁
ス ノ
ル 権
コ 限

ト ハ
ヲ 政

得 令
ノ

定
ム
ル

所

依

信 了 フ 四 乃 付 受 受 ス
託 ノ コ 十 至 テ ケ 託 コ
ノ 場 ト 七 第 ハ 其 者 ト
本 合 ヲ 条 四 第 ノ ハ ヲ

旨 二 得 及 十 八 任 已 得
二 於

従 テ
ヒ 信

類 託
似 財
ノ 産

目 ノ
的 帰
ノ 属
為 権
二 利

信 者
託 ナ
ヲ キ

第 九 条 務 ム
四 条 第 ヲ コ
十 ニ ー 辞 ト
九 規 項 ス ヲ
条 定 第 ル 得
ニ ス 三 コ サ

規 ル 項 ト ル
定 裁'ヲ 事
ス 判 第 得 由
ル 所_

権 ノ 十
限 権 ニ
ニ 限 条

付 ハ 第

ア
ノレ

場

合
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第 第321
五 一 掲 一^に 一^粗 け 行^日^

一 に か げ 条 施 お 条 施 則 る 前 及 こ 経 ^こ 施
年 附 第 ら る 行 附 い 行 附 の 費 項 び の 過 昭 の 行

鑓 曇 霞 諸 則設;響 則舗;雛 麟 鰭
四 え 八 か で は 法 口

業 な 条 ら'律
令 い か 策 略 そ は
節 節 ら 二

≡ 囲 第+
O内 十 一
号 に 三 条

‡ お 条 ま
成 い ま で
四 て で'

董 政 の 第
月 令 規 二

言差定 圭
か め 公 条

闘 詩　 日 鋼

か 三

ら 十
起 四
算 楽
し 並
て び

れ'
ぞ 公
れ 布
当 の
該 日
各 か
号 ら
に 施

定 行
め す
る る
日'
か た
ら だ
施 し

行'
す 次
る の'各

号
に

月 三 日 布
二 号 か の

百 草 ら 日
法 成 施 か

墾≡享皇
九 月 る 算

ε 一 ゜ し

二 令 法 口

草 叢 で 律
成 命 定 は
三 男 め'

董 天 る 公

日
か

抄 ら
施

重

三

卒
を
超
え
な
い

範
囲
内

る 額 件 の の 　 十 は 　

寧 と に に 事 施
成 こ つ 関 件 行
元 ろ い し に 前

垂 に て 執 つ に
二 よ は 行 い 申
月 る'官 て し

≡ °同 が は 立

夏

曇
空
旦

抄

項 受'て
の け な ら

規 る お れ
定 手 従 た
に 数 前 民

か 料 の 事
か 及 例 執
わ び に 行

ら 支 よ'
ず 払 る 企'又'業

最 は 担
高 償 保裁

還 権判
を の

所 受 実

五'

年 民十
事

月 執
一 行

日 法　
A

か 昭

ら 和
施 五
行 十
す 四
る 年㊨法

律
第
四

号口

の
施
行
の

第行
て 律 を 前 政 と 可 施^の 各 六^

為 は の 含 乗 車 い 等 行 以 そ 規 条 そ
又'施 む ま 務 う の の 下 れ 定 の
は 改 行 」 で を 」 申 際 こ ぞ ゜ こ 他

藷認 顯 ζ言甦 葉群 ㌶

藁難 藷鱗 ≧1

灘 纏ll
舗 設 舗 露語 舗 瓢
た 適 き 基 第 為 等 れ こ の 前 て
処 用'づ 二 に の て の 他 に は
分 に こ く 条 係 行 い 法 の 改'

等 つ の 命 か る 為 る 律 行 正 当
の い 法 令 ら 行 　 許 の 為 前 該
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[資料2]

2㌶ 婁露 里

第 第 の 属 六
二^こ 託 く 一^よ す 条 信
条 引 の 　 受 条 こ う る か 託

受 事 と 益 の に 公 ら 法
佐 け 拐 い の 建 妻 定 益 第^第

の 処 う 範 設 領 め 信 七 大
六 許 理 」 囲 大 の る 託 十 正

十 可 要 が 臣 適 ゜ の 三 十

規
定
に

基
つ

ミ

公
益
信
託
の

引
受
け
に
つ
い

て

め け の に

竃難
関 る て

㍊ 苦

難
国富

引 条 一
景 ま 年
け で 法
の の 律

許 規 第
可 定 六
及 を 十
び 実 二
監 施 号
督 す'
に る 以

関 た 下
す め 一・
る1法

認 と
雛;
要 の'ン
領 主 第
を 管 六
次 に 十

会
○ 護

事 の 建
務 引 設
処 受 大
理 け 臣
要 の の
領 許 主

可 管
及 に　

建昭 び 属

難
五五 関 益
+旱 す 信
八一 る 託

題

第2
^そ し 三^も 主 き 七 六 五 四 三 ニ ー 掲 建
公 の て 条 許 の た 者 前 書 託 げ 設
益 旨 三 可 と る が 項 そ 受 類 委 信 信 行 公 公 る 大
信 申 十 建'す 事 法 第 の 託^託 託 託 為 益 益 書 臣
託 請 日 設 不 る 務 人 五 他 者 以 者 事 さ 　 信 信 類 の
行 者 以 大 許
為 に 内 臣 可
等 通 に は の
の 知"決

完 す 引 策 定
了 る 受 二 の
報 も け 条 通
告 の の の 知
∨ と 許 申V

す 可 諮
る 又 喜゜ は を

不 受
許 理
可 し
の た
決 日
定 の
を 翌
L日
'か

文 ら
書 起
で 算

'所 で 号 建 と 下 と 務 れ と 託 託 を 許

及 あ 及 設 な 丁 な 計 る い の 設 添 可
び る び 太 る 覆 る 画 べ う 引 定 え を

当 場 第 臣 べ 歴 べ 及 き 」 受 趣 て 受
該 合 六 が き 書 き び 財
法 に 号 特 者 　 者 予 産
人 あ の に の と の 算 の
の つ 規 必 覆 い 住 の 種
主 て 定 喪 屋 う 所 概 類
た は に と 書 」'要 及
る お 認

業 法 い め
勝 人 て る
を の 委 書
記 名 託 類
載 称 者
し"
た 代 受
書 衰 耗
頬 者 者
を の と
添 氏 な
え 名 る
る'べ

氏

名

職
業
及
び
略
歴
を
記
載
し
た

び
そ
の
価
額
を
記
載
し
た
書
類

け 意'け
に 書,建 よ

係'設 う
る
信託

行
為
を
示
す書

類

9
下

芸
益
信

大 と
臣 す
に る

提 者
出 は
し'
な 許
け 呵
れ 申
ば 請

な 書
ら に
な 次
い の
'各

号
に
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第 第2第 第
ら に 別 七^告 達 信 六^は 務 る 五^二 一 に 四
な 次 の 条 信 を 設 託 条 信'受 計 期 条 信 次 条
い の 事 託 行 大 事 託 す 託 画 間 託 公 公 の
゜ 各 情 愛 条 わ 臣 務 受 事 み 著 書

^受 事 益 益 各 公
号 に 託 項 な に 状 託 務 や は 及 以 託 務 信 信 号 益
に よ 者 の け 提 況 者 状 か'び 下 着 計 託 託 に 信
摺 り は 変 れ 出 報 は 況 に 前 予 一・ は 画 材 行 掲 託
げ"更 ば す 告'等'項 算 年' 等 産 為 げ の
る 信 信 の な る 書 証 の こ の 書 度 毎 の の の る 受

書 託 託 申 ら と'年 報 れ 信 を 　 年 報 種 謄 書 託
類 集 行 詰 な と 決'告 を 託 建 と'告 類 本 類 者
を 項 為 手 い も 算 年 及 建 事 設 い 四 口 及
添 の の 続 ゜ に 書 度 び 設 務 大 Σ 月 び
え 変 当'ン
て 夏 時'を 予

建 し 見
設 よ す
大 う る
臣 と こ
に す と

提 る が
出 と で
し き き
な は な
け'か
れ 申 つ
ば 請 た
な 書 特

'及 終 公 大 計 臣
　 一

法 び 了 告 臣 画 に 開 日
第 当 後'」
六 該 三
十 年 月
九 度 以
条 朱 肉
第 に に
二 お'

頂 け 当
に る 該

規 財 年
定 座 度
す 目 に
る 録 係
公 を る

に 書 提 始 に
提 及 出 前 始

蕪!
霞 酷 二
ら 更 な 係 十
な し い る 一
い た ゜ 信 日゜ と 託 に

き 事 終

佃i
額
並
び

そ

L
を
証
す
る
書
類

を は

建'
設 当大

該
臣 公
に 益
報 信
告 託
し の
な 引
け 受
れ 許
ば 可
な 後
ら 一
な 月
い 以゜ 内

第 第 第2
十^二 一 な 次 理 九^二 一 を よ 八^び る 二 一
条 利 い の 由 条 受 建 う 条 受 予 と 前4害 新 解 ゜ 各 に 託 信 辞 設 と 託 算 き 顔 変 信

利 関 受 任
害 係 託 の
関 人 者 理
係 に の 由
人 よ 選 を
は る 任 記'新 に 載

量 受 関 し
託 託 す た
者 者 る 書
が の 意 類

任 速 見
務 任 を
終 の 記
了 請 載
等 求 し
の 口 た
理
由
に

よ
り
欠
け

看

書
類

号 よ 委 者 託 任 大 す 受 著 書 は の 更 託
に り 託 の 塾 し 臣 る 託 の を'信 の 条

掲'者 解 務 よ に と 者 辞 添 前 託 理 項
げ 受'任 及 う 提 ぎ は 住 え 項 条 由 の
る 託 そ の び と 出 は'　 な の 項 を 変
害 者 の 請 宿 す し'法
類 の 相 求 託 る な 次 第
を 解 読 　 財 埋 け の 七
添 任 人
え を 又
て 請 は'求 受

建 し 雑
談 よ 著
大 う は
臣 と'
に す 任

提 る 移
出 と 達
し き 反
な は そ
け'の
れ 申 他
ぽ 請 重
な 書 要
ら に な

産 由 れ 各 十
の を ば 号 一

現 記 な に 条
況 載 ら 掲 の
を し な げ 規
記 た い る 定

載 書 ゜ 書 に
し 類
た

書
類

類 よ
を り

添"
え 辞
て 任'の

許 許
可 可
申 を
甜 受書

け

け 書 の 記 理
れ 類 変 載 案
ば の 更 し を
な ほ が た 記
ら か 信 書 載
な'託 類 し
い そ 事
'の 務

変 の
更 内
に 容

係 の
る 変

信 更
託 に
事 係
移 る計

も
画 の
普 で
及 あ

た

書
類

一202一



資料編

第2第 第
十^の を 告 に 十^ニ 一 大 う 十^二 一 な は と
三 信 職 達 し 又 よ 二 業 臣 と 一 信 け'と

条 託 員 設 て は り 条 務 信 信 に す 条 託 新 曇 れ 申 な
財 に 大 公 資'の 託 託 提 る 管 受 託 ば 詰 る

受 産 別 臣 桂 科 受 建 監 管 管 出 と 公 理 託 者 な 書 場
託 を 記 は 信 を 託 設 管 理 理 し き 益 人 者 が ら に 合
者 固 様'託 提 著 大 　 人 人 な は 信 の の 欠 な 次 に
は 有 武 前 芽 出 に 臣1財 の 要 務 さ 対 は

や 産 証 の の せ し'
む と 票 規 処 若'法
を す を 定 理 し 公 第
得 る 携 に に く 益 六
な 拐 帯 よ つ は 信 十
い 合 さ り い'託 七

理 の せ'て 必 事 条
由 手 な 検 校 要 務 及
に 続 け 在 在 と 及 び
よ 　 れ す さ 認 び 第
り

信
託
財
産
を
そ
の

者
の

ば る せ め 財 六
な 賜 る る 産 十
ら 合 こ と の 九

な に と き 状 集
い お が は 況 第

り も

い で に 一
て き そ 関 頭
は る の す の
'° 織 る 規

そ 員 報 定

と の け 託 退 避 け い の お

な 選 れ 申 の 任 任 る'各 い
る 任 ば 講 和 の に こ
べ を な 吉 書 甜 関 と

き 諦 ら に 関 求 す と
老 来 な 次 係 　 る な
の し い の 人
履 よ ゜ 各 は
歴 う 号'
書 と に 信
及 す 掲 託
び る げ 管

就 理 る 理
任 由 書 人
承 を 類 の
諾 記 を 選
書 載 添 任

し え を
た て 請
書'求
類 建 し

設 よ

怠 る
見 理
を 由
記 を
載 記
し 載
た し
書 た
類 書

類

号 て
に'

掲 新
げ 受
る 託
害 者
顛 の
を 選
添 任
え を
て 請'求

抄 し設
よ

大 う

臣 と
に す

提 る
出 と
し き

第
二 ー 掲 よ 十^一 一:一 書 固

げ り 四 公 明 頚 有
信 宿 る'条 益 細 田 固 を 助
語 託 書 信 信 を 有 有 添 産
経 絡 類 託 受 託 記 財 財 え と
了 了 を が 託 の 戦 塵 産 て し
時 の 添 終 者 終 し と と'よ
に 理 え 了 は 了 た し し 違 う
お 山 て し'＼ ノ 書 て よ 設 と

け を よ 法
る 記 建 う 第
財 載 設 と 五
産 し 大 す 十
の た 臣 る 六

種 書 に と 条
顛 類 報 き に'告 は 定

価
額
及
び
帰
属
に
関
す
る
書
類

し め
な あ る
け ら 理
れ か 由
ば じ が
な め 発
ら'生
な 次 し
い の た
゜ 各 こ

号 と
に に

類 取 う 大 す

得 と 臣 る
し す に と
よ る 提 ぎ

う 理 出 は
と 由 し'
す を な 許
る 記 け 可

財 載 れ 申
産 し ば 請
の た な 書

価 書 ら に
額 類 な 次
の

計
算
に

関
す
る

い の
但 各

号
に

掲
げ
る
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曝

別記様式

(規格は 、B列8番 とする。)

表

第 号

官職 氏名

建設大臣 の主管 に属す る公益信託の引受けの許可及び監督に関す る事務

処理要領第12条 第2項 の規定に よる証票

昭和 年 月 日交付

建設大臣 回

裏

信託法抜すい

第67条 公益信託ハ主務官庁 ノ監督 二属 ス

第69条 主務官 庁ハ何時 ニテモ公益 信託 事務 ノ処理 二付検査 ヲ為シ且財

産 ノ供託其 ノ他必 要ナル処分 ヲ命 スル コ トヲ得

建設大臣の主管に属する公益信託の引受けの許可及び監督

に関する事務処理要領抜すい

第12条 建設大 臣は、法第67条 及び第69条 第1項 の規定に より、受託 者

に対 し、公益信託事務及 び財産 の状 況に関する報告又は資料 を提 出 さ

せ若 しくは、必要 と認 める ときは、その職員を して公益信託 事務 の処

理について検査 させ るこ とがで きる。

2建 設大臣は、前項 の規定 に よ り、検査する場合 においては、その職

員に別記様式の証票 を携帯 させなければならない。

口
8

1



○
自

治

大

臣

の
所

管

に
属

す

る
公

益

信

託

の
引

受

け

の
許

可

及

び

監
督

に
関

す

る
規

則

(昭
和
六
十
年
一月
三
十
日

自
治
省
令
第
三
号
〕

最
近
改
正

平
成
四
年
五
月

一
九
日
自
治
省
令
招

一
五
号

信
託

法

(大
正
十

一
年
法
律
第
六
十

二
号
)
第

六
十

六
条
か
ら
第
七
十
三
条

ま
で
の
規
定

を
実
施
す

る
た
め
、
自
治
大
臣

の
所
管

に
属
す
る
公
益
信
託

の
引

受
け

の
許
可
及
び
監
督

に
関
す

る
規
則
を
次

の
よ
う

に
定

め
る
。

自
治
大
臣

の
所
管

に
属
す

る
公
益
信
託

の
引
受

け

の
許
可
及
び
監
督

に

関
す

る
規
則

(趣

旨
)

第

一
条

こ
の
省
令

は
、
自
治
大
臣

の
所
管

に
属
す

る
公
益
信
託

(
公
益
信
託

に
係

る
主
務
官
庁

の
権
限

の
委
任

に
関
す
る
政
令

(
平
成

四
年
政
令
第
百
六

十

二
号
)
第

一
条
第

一
項

に
基
づ
き
都
道
府
県
知
事

に
委

任
さ
れ
た
も

の
を

除

く
.)

の
引
受
け

の
許
可
及
び
監
督

に
つ
い
て
必
要

な

事
項

を
定

め

る
も

の
と
す

る
。

(平
四
白
省
令
一
五
・
一
部
改
正
)

(引
受
け

の
許

可
の
申
請
)

第

二
条

信
託
法

(
以
下

「
法
」
と

い
う
。
)
第
六
十

八
条
の
規
定

に
よ
り
公
益

信
託

の
引
受

け

の
許
可
を
受

け
よ
う
と
す
る
者
は
、

次
に
掲
げ

る
書
類

を
添

え
た
申
請
書

を
自

治
大

臣
に
提

出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
.

一

設
定
趣
意
書

二

信
託
行
為

の
内
容

を
示
す
書
類

三

信
託
財
産

と
な
る
べ
き
も

の
の
種
類

及
び
総
額

を
記
載

し
た
書
類
並
び

に
そ

の
財
産

の
権
利
及
び
価
格
を
証
す

る
書
類

四

委
託
者
と

な
る
べ
き
者
及
び
受
託
者

と
な

る
べ
き
者

の
氏
名

、
住
所
及

び
略
歴

(委
託
者
と
な

る
べ
き
音

叉
は
受
託
者
と
な

る
べ
き
者

が
法
人

で

あ
る
場
合

に
あ

つ
て
は
、
当
該
法
人

の
名
称
、
代
表
者

の
氏
名

、
主
た
る

事
務
所

の
所
在

地
及
び
定
款

又
は
寄
附
行
為
)
を
記
載
し

た
書
類

五

信
託
管
理
人

を
指
定
す

る
場
合

に
あ

つ
て
は
、
信
託
管
理

人
と
な

る
べ

き
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
略
歴

(信
託
管
理
人
と
な

る
べ
き
者

が
法

人
で

あ
る
場
台

に
あ

つ
て
は
、
当
該
法
人

の
名
称
、
代
表
者

の
氏
名

、
主
た
る

事
務
所

の
所
在
地
及
び
定
款

又
は
寄
附
行
為
)
を
記
載
し

た
書

類
並
び

に

そ
の
就
任

の
承
諾
を
証
す

る
書
類

六

運
営
委
員
会

そ
の
他
当
該
公
益
信
託

を
適
正

に
運
営
す

る
た
め
に
必
要

な
機
関

(以
下

「運
営
委
員
会
等
」
と

い
う
。
)
を
設
置
す

る
場
合
に
あ

つ

て
は
、
当
該
運
営
委
員
会
等

の
名
称

及
び
構
成
員

の
数
並
び

に
構
成
員

と

な
る
べ
き
者

の
氏
名
、
住
所

及
び
略

歴
を
記
載
し

た
書
類
並

び
に
そ
の
就

任

の
承
諾

を
証
す

る
書
類

七

引
受
け
当
初

の
事
業
年
度

及
び
翌
事

業
年
度

(事
業
年
度

の
定
め
が
な

い
信
託

に
あ

つ
て
は
、
引
受
け
後

二
年
間
)

の
事
業
計
画
書

及
び
収

支
予
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算
L
口

八

そ

の
他
自
治
大
臣
が
必
要
と
認

め
る
書
類

(
財
産

の
移
転

の
報
告
)

第

三
条

公
益
信
託

の
引
受
け

を
許

可
さ

れ
た
受
託

者
は
、
遅
滞
な
く
前
条
第

三
号

の
財
産

の
移
転
を
受
け
、

そ
の
移
転
を
終
了

し
た
後

一
月
以
内

に
、
こ

れ
を
証
す

る
書
類
を
添
え
て
、

そ
の
旨

を
自
治
大

臣
に
報
告

し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

(
事
業
計
画
書
及
び
収
支

予
算
書

の
提
出
)

第

四
条

受
託
者
は
、
毎
事
業
年
度

(事
業
年
度

の
定

め
の
な

い
信
託

に
あ

つ

て
は
、
毎
年
四
月

一
日
か
ら
翌
年

三
月

三
十

一
日
ま

で
と
す

る
。

以
下

同

じ
。
)
開
始
前

に
、
当
該
事

業
年
度

の
事
業
計
画
書

及
び

収
支

予

算
書

を
自

治

大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ぽ

な
ら
な

い
。

2

受
託
者

は
、
前
項

の
事
業

計
画
書

及
び

収
支

予
算

書

を
変

更

し
た
と
き

は
、
速
や
か

に
こ
れ
を
自
治
大

臣
に
届

け
出
な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。

(
事
業
状
況
報
告
書
等

の
提

出
)

第
五
条

受
託
者
は
、
毎
事

業
年
度
終

了
後

三
月
以

内
に
、
次

に
掲
げ

る
書
類

を
自
治
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ぽ

な
ら
な

い
,

一

当
該
事
業
年
度

の
事

業
状

況
報
告
書

二

当
該
事
業
年
度

の
収
支
決
算
書

三

当
該
事
業
年
度
末

の
財
産

目
録

(
公
告
)

第
六
条

受
託
者
は
、
前
条
の
書

類
を
提
出
し

た
後

遅
滞
な
く
前
事
業
年
度
の

信

託
事
務
及
び
財
産

の
状
況

を
公
告

し
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

(信
託
条
項

の
変
更

の
認

可

の
巾
甜
)

第
七
条

受
託
者

は
、
信
託
行

為

の
当
時
予
見
す

る
こ
と
の
で
き
な

か
つ
た
特

別
の
事
情
が
生
じ

た
と
認

め
る
場
合
に
お

い
て
信
託
条
項
の
変
更

に
つ
い
て

認
可
を
受
け

よ
う
と
す

る
と
き
は
、
次

に
掲
げ

る
書
類
を
添

え
た
申
請
書
を

自
治
大
臣

に
提
出
し
な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。

一

信
託
条
項

の
変
更
案

及
び
新
旧
対
照
表

二

信
託
条
項

の
変
更
を

必
要
と
す
る
理
由
を
記
載
し
た
書
類

2

前
項
の
信
託
条
項

の
変
更

が
当
該
公
益
信
託

の
事
業
内
容

の
変
更

に
係
る

も
の
で
あ
る
場
合

に
あ

つ
て
は
、
同
項
各
号

の
書
類

の
ほ
か
、
変
更
後
の
事

業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
吉

を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

(受
託
者
の
辞
任

の
許

可
の
申

請
)

第
八
条

受
託
者

は
、
法
第

七
十

一
条
の
規
定

に
よ
り
辞
任
の
許

可
を
受
け
よ

う
と
す
る
と
き

は
、
次

に
掲

げ
る
書
類
を
添
え
た
申
請
書
を
自
治
大
臣
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一

辞
任
し
よ
う
と
す

る
理
由
を
記
載
し
た
書
類

二

信
託
事
務
及
び
財
産

の
現
況
を
記
載
し
た
書
類

三

新
受
託
者

の
選
任

に
関

す
る
意
見
を
記
載

し
た
書
類

(受
託
者
の
解
任

の
請
求
)

第
九
条

委
託
者
若

し
く
は
そ

の
相
続
人
又

は
信
託
管
理
人
は
、
法
弟

四
十
七

条
及
び
第
七
十

二
条

の
規
定

に
よ
り
受
託
者

の
解
任
を
請
求

し
よ
う
と
す
る

と
き
は
、
次

に
掲
げ

る
書
類

を
添
え
た
申
請
書
を
自
治
大
臣
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な

い
。

一

解
任
を
請
求
す

る
理
由

を
記
載
し
た
書
類
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三

新
受
託

老
の
選
任

に
僕
干
ろ
意
見

を
記
載
L
た
書
類

(新

受
託

者
の
選
任

の
請
求

)

第
十
条

利
害
関
係
人

は
、
法
第

四
十
九
条
第

一
項
及
び
第
七
十

二
条

の
規
定

に
よ
り
新
受
託
者

の
選
任

を
請
求

し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
次

に
掲
げ

る
書

類

を
添
え
た
申
請
書
を
自
治
大
臣

に
提
出

し
な

け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一

受
託
者

の
任
務
終
了

の
班
実

又
は
理
由

を
記
載

し
た
書

類

三

新
受
託
者
と
な
る
べ
き
者

に
係

る
第

二
条
第

四
号
に
掲
げ

る
書
類

及
び

そ
の
就
任

の
承
諾
を
証
す

る
書
類

(信
託
管
理
人

の
選
任

の
請
求
)

第
十

一
条

利
害
関
係
人
は
、
法
弟

八
条
第

一
項

及
び
第

七
十

二
条

の
規
定

に

よ
り
信
託
管
理
人

の
選
任
を
請
求

し
よ
う
と
す

る
と
き

は
、
次

に
掲
げ

る
書

類
を
添
え
た
申
請
書
を
自
治
大
臣

に
提
出

し
な
け

れ
ぽ
な
ら
な

い
。

　

選
任
を
請
求
す
る
理
由
を
記
載

し
た
書
類

二

信
託
管
理
人
と
な
る
べ
き
者

に
係

る
第

二
条
第

五
号

に
掲
げ

る
書
類

(受
託
者

の
信
託
財
産
の
取
得

の
許

可
の
申
請
)

第
十

二
条

受
託
者
は
、
法
第

二
卜

二
条
第

一
項

た
だ

し
書
及
び
第
七
十

二
条

の
規
定

に
よ
る
許
可
を
受
け
よ
う
と
す

る
と
き

は
、

次
に
掲
げ

る
書
類
を
添

え
た
申
請
書

を
自
治
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

一

信
託
財
産

を
固
有
財

産
と
し

よ
う
と
す

る
理
由

を
記
載
し
た
書
類

二

固
有
財
産

と
な
る
べ
き
も

の
の
種
類
及
び
総
額

を
記
載
し
た
書
類

三

固
有
財
産

と
な
る
べ
き
も

の
の
価
格
を
証
す

る
書
類

(諸
届
出
)

第
十
三
条

受
託

者
は
、
こ

の
省
令

で
定

め
る
も

の
の
ほ
か
、
次

に
掲
げ

る
事

項

に
変
更
が
あ

つ
た
と
き
は
、
遅
滞
な

く
そ
O
旨
を
自

治
大

臣

に
届
け
出
な

け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一

受
託
者

の
氏
名
、
住
所
又
は
職
業

(法

人
に
あ

つ
て
は
、

そ
の
名
称
、

代
表
者

の
氏
名
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

又
は
主

た
る
業
務
)

二

信
託
管
理
人
又
は
運
営
委
員

会
等

の
構
成
員

の
氏
名
、
住
所

又
は
職
業

(信
託
管
理
人
が
法

人
で
あ
る
場
合

に
あ

つ
て
は
、
そ

の
名
称
、
代
表
者

の
氏
名
、
主
た
る
事
務
所

の
所
在

地
又

は
主
た

る
業
務
)

2

前
項
第

二
号
の
規
定

に
よ
る
届

出
が

、
新
た

に
就
任
す

る
信
託
管
理
人
又

は
運
営
委
員
会
等

の
構
成
員

に
係

る
も

の
で
あ

る
と
き

は
、
第

二
条
第
五
号

又
は
第

六
号
の
書

類
を
添
え

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。

(書
類
及
び
帳
簿

の
備
付
け
)

第
十
四
条

受
託
者

は
、
そ

の
信
託
事
務

を
行
う
11
務
所

に
、
次

に
掲
げ
る
書

類
及
び
帳
簿
を
備

え
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

一

信
託
行
為

及
び

こ
れ

に
附
属
す

る
書

類

二

委
託
者
又
は
そ
の
相
続
人
、
受
託

者
、
信
託
管
理
人
及
び
運
営
委
員
会

等

の
構
成
員

の
名
簿
及
び
略
歴

(
こ
れ
ら

の
者
が
法
人

で
あ

る
場
合

に
あ

つ
て
は
、
そ
の
定
款

又
は
寄
附
行
為
)

を
記
載
し
た
書
類

三

許
可
、
届
出
等

に
関
す

る
書
類

四

収
入
及
び
支
出

に
関
す

る
帳
簿

及
び
証

拠
書
類

五

資
産
及
び
負
債

の
状
況

を
示
す
書

類

六

運
営
委
員
会
等

の
議
事

に
関
す

る
書

類

(業
務

の
監
督
)

第
十
五
条

自
治
大
臣

は
、
法
弟

六
十
七
条

及
び
第
六
十
九
条
第

一
項

の
規
定
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に
よ
り
、
受
託
者

に
対
し
報
告

若
し
く
は
資

料

の
提
出
を
求

め
、
又
は
そ

の

職
員

に
信
託
事
務
及
び
財
産

の
状

況
を
検
査

さ
せ

る
こ
と
が

で
き

る
。

2

曲00
項

の
規
定

に
よ
り
検
査

を
す

る
職
員

は
、
そ

の
身
分
を

示
す
証

明
書
を

携
帯
し
、
関
係
人

に
提
示

し
な

け
れ
ば
な

ら
な

い
。

(公
益
信
託
終
了

の
報
告
)

第
十

六
条

受
託
者
は
、
信
託
が
終
了

し
た
と
き

は
、
終
了
後

一
月
以
内
に
、

次

に
掲
げ

る
書
類
を
添

え
た
報
告
書
を
自
治
大

臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な

い
。

一

信
託
終
了
の
事
由

を
記
載

し
た
書
類

二

信
託
終
了

の
日
の
属
す

る
事
業
年
度

の
事
業

状
況
報
告
書
及
び
収
支
決

算
書

三

信
託
終
了
時
に
お
け

る
財
産
目
録

四

残
余
財
産

の
処
分

に
関
す

る
書
類

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布

の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則

(平
成
四
年
五
旦

九
日
自
治
省
令
弟
三

号
)

こ

の
省
令
は
、
平
成

四
年

五
月

二
十

日
か
ら
施
行

す
る
。
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○
文
部
大
臣
の
所
管
に
属
す
る
公
益

信
託
の
引
受
け
の
許
可
及
び
監
督

に
関
す
る
規
程

(
昭
和
五
十

二
年
六
月

一
日

文

部

省

令

第

二
十

七

号
)

最
近
改
正

平
成
四
年
五
月
一
九
日
文
部
省
令
第
二
四
号

信
託
法

(大
正
十

一
年

法
律
第

六
十

二
号
)
第

六
十

六
条
か
ら
第
七
十

三
条

ま
で
の
規
定

を
実
施
す

る
た
め
、
文
部
大

臣
の
主
管

に
属
す

る
公
益
信
託

の
引

受
け

の
許

可
及
び
監
督

に
関
す

る
規

程
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

文
部
大
臣

の
所
管

に
属

す
る
公
益
信
託

の
引
受

け

の
許
可
及
び
監
督

に

関
す

る
規
程

(平
四
文
令
二
四
・
改
称
)

(趣
旨
)

第

一
条

文
部
大
臣

の
所

管
に
属
す

る
信
託
法

(大

正
十

一
年
法
律
第

六
十

二

号
)
第

六
十

六
条

に
規
定
す

る
公
益
信
託

(
公
益
信
託

に
係

る
主
務
官
庁

の

権
限

の
委
任

に
関
す

る
政
令

(
平
成

四
年
政
令
第

百
六
卜

二
号
)
第

一
条

の

規
定

に
よ
り
文
部
大
臣

の
同
条
第

一
項

に
規
定

す
る
権
限
が
都
道
府
県

の
知

事

又
は
都
道
府
県

の
教
育
委
員
会

に
委
任

さ
れ
た
も
の
を
除
く
.
以
下

「公

益
信
託
」
と

い
う
。
)

に
係

る
引
受

け
の
許

可
及
び
監

督

に
関
す

る
手

続

に

つ
い
て
は
、

こ
の
規

程
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

(乎
四
文
令
二
四
・
一
部
改
正
)

(引
受
け

の
許

可
の
申

請
手
続
)

第

二
条

公
益
信
託

の
引
受
け

を
し
よ
う
と
す

る
者
は
、
許
可
申
請
書

に
次

の

各
号
に
掲
げ
る
書

類
を
添
付

し
て
、
文
部
大

臣

に
申
請
し
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

一

設
定
趣
意
書

二

信
託
行
為

三

委
託
者
と
な
る
べ
き
者

の
履

歴
書

四

受
託
者
と
な
る
べ
き
者

の
履

歴
書
及
び
印

鑑
証

明
書

五

信
託
管
理
人
を
置

く
場
合

に
あ

つ
て
は
、
信
託

管
理
人
に
就
任
を
予
定

さ
れ
て
い
る
者

の
就
任
承
諾
書
、

履
歴
書
及

び
印

鑑
証

明
書

六

運
営
委
員
会
そ

の
他
当
該
公
益

信
託
を
適

正
に
運
営
す

る
た

め
に
必
要

な
機
関

(以
下

「運
営
委
員
会
等
」
と

い
う
。
)
を
設
置
す

る
場
合

に
あ

つ

て
は
、
そ
の
名
称
及
び
構
成
員

の
数
並
び

に
そ
の
構
成
員

に
就
任
を
予
定

さ
れ
て
い
る
者

の
就
任
承
諾
書
、

履
歴
書
及
び
印
鑑
証
明
書

七

財
産
目
録

八

預
金
、
有
価
証
券
等

の
財
産

の
権
利
及
び
価
格

を
証
す

る
書
類

九

引
受
け
後

二
年

の
事
業
計
画

及
び

こ
れ

に
伴
う
収
支
予
算
書

十

そ
の
他
文
部
大
臣
が
特

に
必
要

と
認
め

る
書
類

2

前
項
第

三
号
及
び
第

四
号

の
規
定

に
お

い
て
委
託
者

又
は
受
託
者
と
な
る

べ
き
者
が
法
人
で
あ
る
場
合

に
あ

つ

て

は
、

法

人

の
名

称
、

代
表

者

の
氏

名
、

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地
及
び

主
た
る
業
務
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付

す
る
も

の
と
す

る
.

(昭
六
〇
文
令
三
〇
・
一
部
改
正
)

(財
産

の
移
転

の
報
告
)

第
三
条

引
受
け
を
許
可
さ
れ
た
受
託
者

は
、
速
や

か
に
前
条
第

一
項
第

七
号

の
財
産
目
録
記
載

の
財
産
の
移
転
を
受

け
、
そ

の
移
転
を
終
わ

っ
た
後

一
月
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以
内
に
、

こ
れ
を
証
す
る
登
記
所
、
銀
行
等

の
証

明
書
類

及
び
信
託
行
為
の

謄
本

を
添
付
し

て
、
そ

の
旨

を
文
部
大
臣

に
報
告

し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

(事
業
計
画
等

の
届
出
)

第
四
条

受
託
者
は
、
年
度

(信
託
行
為

に
別
段

の
定

め
が
な

い
と
き
は
、
毎

年

四
月

一
日
に
始
ま
り
翌
年

三
月

三
十

一
日
に
終
わ

る
も

の
と
す
る
。
以
下

同
じ
。
)
開
始
前

に
、
翌
年
度

の
事
業
計
画
及
び

こ
れ

に
伴

う
収

支
予
算

を

文
部
大
臣

に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

2

受
託
者

は
、
前
項
の
事

業
計
画
及
び

こ
れ

に
伴
う
収
支
予
算
を
変
更
し
た

と
き

は
、
速
や
か
に
こ
れ
を
文
部
大
臣

に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

(事
業
報
告
)

第

五
条

受
託
者
は
、
年
度
終
了
後

三
月
以
内

に
、

そ
の
年
度
末
現
在

の
財
産

目
録

を
添
付
し
て
、
そ

の
年
度

に
お
け

る
次

の
各
号

に
掲
げ

る
事
項
を
文
部

大
臣

に
報
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

一

班
業

の
状
況

二

処
務

の
概
要

三

収
支
決
算

四

財
産
増
減

の
事
由

(公
告
)

第

六
条

受
託
者
は
、
前
条

の
報
告
を
し
た
後
遅
滞
な
く
前
年
度

の
事
業
及
び

財
産

の
状
況
を
公
告

し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

(信
託
条
項
の
変

更
の
認
可

の
申
請
手
続
)

第

七
条

受
託
者
は
、
信
託

行
為

の
当
時
予
見
す

る
こ
と

の
で
き
な
か

つ
た
特

別

の
事
情
に
よ
り
、
信
託

条
項

の
変
更

に
つ
い
て
、
信
託
行
為

の
定

め
る
と

こ
ろ

に
よ
り
文
部
大
臣

の
認

可
を
受
け

よ
う
と
す

る
と
き

は
、
認

可
申
請
書

に
次

の
各
号
に
掲
げ

る
書
類

を
添
付

し
て
、
文
部
大
臣

に
申
請

し
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

一

信
託

条
項

の
変
更
案

及
び
変
更

の
事
由
を
記
載

し
た
書
類

二

信
託
行
為

の
新

旧
の
比
較
対
照
表

2

08
項
の
信
託
条
項

の
変
更
が
、
当
該
公
益
信
託

の
事
業
内
容

の
変
更

に
係

る
も
の
で
あ

る
場
合

は
、
前
項
各
号

の
書
類

の
ほ
か
、

そ
の
変
更

に
係

る
第

二
条
第

一
項
第
七
号

か
ら
第
九
号

ま
で
の
書
類
を
添
付
し

な
け

れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
台

に
お

い
て
、
同
項
第
九
号
中

「引
受
け

後
」

と
あ

る

の
は
、

「信
託
条
項
変
更
後
」
と
読

み
替
え

る
も

の
と
す

る
.

(受
託
者

の
辞
任

の
許

可
の
申
請
手
続
)

第

八
条

受
託
者

は
、

や
む

を
得
な

い
事
由

に
よ
り
辞
任

し
よ
う
と
す

る
と
き

は
、
許
可
申
請
書

に
次

の
各
号

に
掲
げ

る
書
類

を
添
付

し
て
、
文
部
大
臣

に

申
請
し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

一

辞
任

し
よ
う
と
す

る
事
由
を
記
載

し
た
書
類

二

財
産

及
び
収
支

の
現
況
を
記
載
し

た
書
類

三

新
受
託
者

の
選
任

に
関
す

る
意
見

を
記
載

し
た
書
類

(受
託
者

の
解
任

の
申
請
手
続
)

第
九
条

委
託
者
、
そ

の
相
続
人
又

は
信
託
管
理
人

は
、
受
託
者

の
任
務
違
反

そ
の
他
重
要
な
事
由

に
よ
り
、
文
部
大
臣

に
対

し
受
託
者

の
解
任

を
請
求

し

よ
う
と
す

る
と
き

は
、
申
請
書

に
次

の
各
号

に
掲
げ

る
書

類
を
添
付

し
て
、

文
部
大
臣

に
申
請
し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

一

解
任

を
請
求
す

る
事
由
を
記
載
し

た
書
類
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二

新
受
託
者

の
選
任

に
関
す

る
意
見
を
記
載

し
た
書
類

(新
受
託
者
の
選
任

の
申
請
手
続
)

第
十
条

委
託
者
、
そ

の
相
続
人
、

信
託

管
理
人

又
は
運
営
委
員
会
等
の
構
成

員

(以
下

「利
害
関
係
人
」
と

い
う
。
)
は
、
受
託
者
が
欠
け

る
こ
と
と
な

る

場
合
に
お
い
て
、
文
部
大
臣

に
対

し
新
受
託

者

の
選
任
を
請
求
し
よ
う
と
す

る
と
き

は
、
申
請
書

に
第

二
条
第

一
項
第

四
号

に
掲
げ

る
書
類

の
ほ
か
財
産

及
び
収
支

の
現
況
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付

し

て
、
文
部
大
臣

に
申
請
し
な

け

れ
ば
な

ら
な

い
。

(信
託
管
理
人

の
選
任
の
申
請
手
続
)

第
十

一
条

利
害
関
係
人
は
、
文
部
大
臣

に
対

し
信

託
管
理
人
の
選
任
を
請
求

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
申
請
書

に
次

の
各

号

に
掲
げ

る
書
類

を
添
付

し

て
、
文
部
大
臣

に
申
請
し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

一

選
任
を
請
求
す
る
事
由
を
記
載
し

た
書

類

二

信
託
管
理
人
と
な
る
べ
き
者

の
就
任

承
諾
書

、
履
歴
書
及
び
印
鑑
証
明

書

(昭
六
〇
文
令
三
〇
・
一部
改
正
)

(諸
届
出
)

第
十

一
一条

受
託
者
は
、
第
三
条
、
第

四
条
及
び
第

五
条
に
定

め
る
も

の
の
ほ

か
、
次

の
各
号

の

一
に
該

当
す
る
と
き

は
、
速

や
か
に
書
面
を
も

つ
て
文
部

大
臣

に
届
け
出
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

一

委
託
者
が
死
亡
し
た
と
き

(
法
人

に
あ

つ
て
は
、
解
散
し
た
と
き
。
)
。

二

委
託
者

又
は
受
託
者

の
職

業
又
は
住
所

に
変

更
が
あ

つ
た
と
き

(法
人

に
あ

つ
て
は
、
そ
の
名

称
、
代
表

者

の
氏
名
、

主
た
る
事
務
所

の
所
在
地

又
は
主
た

る
業
務

に
変
更

が
あ

つ
た
と
き
。)
。

三

信
託
管
理
人

の
職

業
又
は
住
所

に
変
更
が
あ

つ
た
と
き
。

四

信
託
管
理
人

又
は
運
営
委
員

会
等

の
構
成
員

に
変
更
が
あ

つ
た
と
き
.

2

前
項
第
四
号

に
よ
る
届
出

の
場
合

は
、
第

二
条
第

一
項
第

五
号

又
は
第

六

号
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
.ぱ
な

ら
な

い
。

〔書
類
及
び
帳
簿

の
備
付
け
等
)

第
十

三
条

受
託
者
は
、
そ

の
事
務
所

に
、
次

の
各
号

に
掲
げ

る
書
類
及
び
帳

簿
を
備
え
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

た
だ

し
、
他

の
法
令
に
よ
り
、
こ
れ
ら

に

代
わ
る
書

類
及
び
帳
簿
を
備
え
た
と
き

は
、

こ
の
限
り
で
な

い
。

一

信
託
行
為

2

二三四五六七八類
は
永
年
、

な

い
(業
務

の
監
督
)

第
十
四
条

文
部
大

臣
は
、
信
託
法
第

六
十
七
条
及
び
第

六
十
九
条
第

一
項

の

規
定

に
よ
り
、
受
託
者

に
対
し
、
報
告
を
求
め
、

又
は
資

料
を
提
出

さ
せ
る

利
害
関
係
人
の
名
簿
及
び
履
歴
書

処
務
日
誌

運
営
委
員
会
等
の
議
事
に
関
す
る
書
類

収
入
支
出
に
関
す
る
帳
簿
及
び
証
拠
書
類

資
産
台
帳
及
び
負
債
台
帳

官
公
署
往
復
書
類

そ
の
他
必
要
な
書
類
及
び
帳
簿

前
項
第
三
号
及
び
第
七
号
の
書
類
及
び
帳
簿
は

一年
以
上
、
第
四
号
の
書

第
五
号
の
書
類
及
び
帳
簿
は
十
年
以
上
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら

●
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こ
と

が
で
き
、

ま
た
、

そ
の
職
員
を
し

て
公
益
信
託

の
業
務

の
処
理

に
つ
い

て
実
地

に
検
査
さ

せ
る
こ
と
が

で
き

る
。

2

文
部
大
臣

は
、
前
項

の
検
査

の
結
果
、
是
正
す

る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き

は
、
信
託
法
第

六
十
九
条
第

一
項

の
規
定

に
よ
り
、
受
託
者

に
対
し
、

財
産

の
供
託
そ

の
他
必
要
な
処
分
を
命
ず

る
こ
と
が

で
き

る
。

3

文
部
大
臣

は
、
信
託
法
第

六
十
七
条

の
規
定

に
よ
り
、
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き

は
、
事
業
計
画
及
び

こ
れ

に
伴
う
収
支
予
算

に

つ
い
て
変
更
を
命

じ
、

又
は
運
営
委
員
会
等

の
設
置
を
命
ず

る
こ
と
が

で
き

る
。

こ
の
場
合

に

お

い
て
、
受
託
者

に
対

し
て
意
見
を
述
べ

る
機
会
を
与
え

る
も
の
と
す

る
。

4

第

一
項

の
規
定

に
よ
り
、
職
員
が
実
地
検
査

を
す

る
場
合

に
お

い
て
は
、

そ
の
身
分

を
示
す
証

明
書
を
携
帯
し
、
関
係
人

に
こ
れ
を
提

示
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

(昭
六
〇
文
令
三
〇
・
}
部
改
正
)

(受
託
者

の
信
託
財
産

の
取
得

の
許
可

の
申
請
手
続
)

第
十
五
条

受
託
者

は
、

や
む
を
得
な

い
事
由

に
よ
り
信
託
財
産

を
そ
の
者

の

固
有
財
産
と
し

よ
う

と
す

る
と
き

は
、
許
可
申
請
書

に
次

の
各

号
に
掲
げ
る

書
類

を
添
付
し

て
、
文
部
大
臣

に
申
請
し
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

一

固
有
財
産
と

し
よ
う
と
す

る
事
由
を
記
載

し
た
書
類

二

固
有
財
産
と
な

る
べ
き
も

の
の
種
類
及
び
総
額
を
記
載

し
た
書
類

三

固
有
財
産
と
な

る
べ
き
も

の
の
価
格
を
証
す

る
書
類

(残
余
財
産
処
分

の
許

可
の
申
請
手
続
等
)

第
十
六
条

受
託
者

は
、
信
託

の
終
了
に
伴
う
残
余
財
産

の
処
分

に
つ
い
て
、

信
託
行
為

の
定

め
る
と

こ
ろ
に
よ

り
文
部
大
臣

の
許

可
を
受
け

よ
う
と
す
る

と
き
は
、
許
可
申

請
書

に
次
の
各
号

に
掲

げ
る
書
類
を
添
付

し
て
、
文
部
大

臣
に
申
請
し
な
け
れ
ば

な
ら
な

い
。

一

信
託
終
了
の
事
由

を
記
載

し
た
書
類

二

財
産
目
録

三

残
余
財
産

の
処
分
方
法

に
関

す

る
書
類

2

受
託
者
は
、
信
託

が
終

了
し
た
と
き

に
は
、
直

ち
に
前
項
各
号

の
書

類
を

添
付
し

て
、
そ
の
旨

を
文
部
大

臣

に
報

告

し
な

け
れ
ば

な

ら
な

い
。
た
だ

し
、
前
項

の
規
定

に
よ
り
許

可
を
申

請

し
た
場

合

に
は
、

こ
の
限

り

で
な

い
。

附

則

こ

の
省

令

は
、

附

則

こ

の
省

令

は
、

附

則

こ

の
省

令

は
、

公

布

の

日

か
ら

施

行

す

る
。

(昭
和
六
〇
年

一
=
月
三
AU
H
文
一鄙
省
令
誼
巴
一一〇
号
)

公

布

の

日
か

ら

施

行

す

る

。

(平
成
四
年
五
月

一
九
日
文
部
省
令
第
二
四
号
)

抄

平

成

四
年

五
月

二
十

日

か

ら

施

行

す

る

。
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資料編

[資料3]公 益信託 に係 る主務官庁の権限の委任に関する政令

第

第

(都道府県知事等への委任)

1条 信託法第66条 に規定する公益信託 《以下 「公益信託」という。)であ ってその受益

の範囲 が一の都道府県の区域内 に限 られる もの{次 項に掲 げるもの及び別表第1主

務官庁欄 に掲げ る主務官庁 の所管に係る公益信託であってそれぞれその目的が同表

事項欄 に定め る事項 に該 当するものを除 く。)に対する同法第67条 から第73条 までに

規定す る主務 官庁 の権限 は、当該 都道府県の知事に委任す る。

② 地方教育行政 の組織及 び運営に関する法律(昭 和31年 法律第162号)第23条 に規 定

する事務に関連 する事項 を目的 とする公益信託 であって その受益 の範囲が一の都道

府県の区域 内に限 られるものに対 する文部大臣の前項に規 定する権限 は、当該都道

府県の教育委員会 に委任す る。

(地方支分部局の長への委任)

2条 別 表第2主 務官庁欄 に掲げる主務官庁の前条第1項 に規定 する権限で、同表事項

欄 に定 める事項 を目的とし、かつ、その受益の範囲が同家区域欄 に定め る区域内 に

限 られ る公益信託 に対す るものは、それぞれ同表機関欄に定 める機関 に委任する。

附 則

この政令 は、平成4年5月20日 か ら施行 する。

別 表 第1(第1条 関係)

主務官庁

法 務 省

外 務 省

大 蔵 省

文 部 省

運 輸 省

郵 政 省

労 働 省

事 項

法務省の所掌事務に関連する事項

外務省 の所掌事務 に関連 する事項で特定あ国若 しくは本邦外の地域若 しくは都

市 又は特定 の国際機関を対象 とする もの

大蔵省 の所掌事務 に関連 する事項(当 該所掌事務に係 る大蔵大 臣の権限が他の

法令 の規定 により都道府 県知事 に委 任されているものを除 く。)

1大 学若 し くは高等専門学校の設置の準備若 しくは維持経営の後援又 はこれ

らの学校の職員及び学生 に対する研修の機会の提供

2社 会教育法(昭 和24年 法律第207号)第51条 の規定 により文部大臣が認定 す

る通信教育
3宗 教法人法1昭 和肺年法律第125号)第5条 第2項 の規定によ り文部大臣を

所轄庁 とする宗教法人の運路提携

運輸省の所掌事務に関連する事項

郵政省の所掌事務に関連する事項

都道府県労働基準局の所掌事務に関連する事項

別 表 第2{第2条 関係)

主務官庁

大 蔵 省

労 働 省

事 項

財務局の所掌事務に関連する
醐

税関の所掌事務に関連する事
項

国税局の所掌事務に関連する
事項

都道府県労働基準局の所掌事
務に関連する事項

区 域

一の財務局(九 州財務局 にあ

っては、福岡財務支局の管轄

区域 を除 く。)の管轄区域

福岡財務支局の管轄区域

一の税関の管轄区域

一 の国税局 の管轄区域

一の都道府県労働基準局の管

轄区域

機 関

財 務 局 長

福岡財務支局長

税 関 長

'国 税 局 長

都道府県労働基
準局長
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資料編

[資料4]

∠:已二・特定公益信託

特定公益信託とは、信託法第66条 に規定する公益信託であって、信託終了

時の信託財産が委託者に帰属しないこと及び信託事務の実施につき政令で定め

る要件を満たすものであることにつき、政令の規定により証明されたものをい

う.

「政令で定める要件」とは、次の事項である。

①次に掲げる事項(信 託行為要件)が 信託行為において明らかであること

1信 託終了時の残余財産の国若しくは地方公共団体への帰属又は類似目的
のための公益信託として継続

2信 託の解除の不能、かつ、信託条項の変更の場合における主務大臣の認
可の取得

3信 託財産として受け入れる資産は金銭に限定

4信 託財産の運用は、次に掲げる方法に限定

イ預金又は貯金
0国 債、地方債、特別の法律により法人の発行する債券又は貸付信託の

受益証券の取得
,、イ又はoに 準ずるものとして大蔵省令で定める方法(現 行では指定金

銭信託受益権(合 同運用一般口))

5信 託管理人の指定

6受 託者が信託財産の処分を行う場合において、当該公益信託の目的に関

し学識経験を有する者の意見の聴取を要すること

7信 託管理人及び前号の学識経験を有する者に対して信託財産から支払わ
れる報酬の額は、その任務の遂行のために通常必要な費用の額を超えな
いこと

8受 託者が信託財産から受ける報酬の額は、信託事務の処理に要する経費
として通常必要な費用の額を超えないこと

②受託者が信託会社(信 託業務を兼営する銀行を含む)で あること

「政令の規定により証明されたもの」とは、次の事項である.

①特定公益信託である旨の主務大臣の証明を受けたものであること

②主務大臣が証明 しようとするときは、大蔵大臣との協議を要すること

(所得税法78条3項 同施行令217条 の2同 施行規則40条 の82項
法人税法37条5項 同施行令77条 の2同 施行規則23条 の32項
租税特別措置法70条3項 及び4項 同施行令4,0条 の4同 施行規則23
条の52項)
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之 、

資料編

認定特定公益信託

認定特定公益信託とはこ前項の特定公益信託のうち、その目的が、教育又は

科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著 しく寄与す

るものとして政令で定めるものに該当していることにつき、政令の規定により

認定されたものをいう。

r政令で定めるもの」とは、次の事項である。

①次に掲げるもの(目 的事業要件)を その目的とすること

1科 学技術(自 然科学)に 関する試験研究を行う者に対する助成金の支給

2学 校教育に対する助成

3奨 学金の支給又は貸与

4芸 術の普及向上に関する助成金の支給

5文 化財の保存及び活用に関する助成金の支給

6開 発途上国に対する経済協力(技 術協力を含む)の ための資金の贈与

7野 生動植物の保護繁殖に関する業務を行うことを主たる目的とする法人
に対する助成金の支給

[法人1国 若 しくは地方公共団体の委託を受けているもの又はこれに準
じるものとして大蔵省令で定めるもの(そ の構成員に国、地方
公共団体又は特定の法人が含まれるか、国又は地方公共団体が
出資 しているか、又は環境庁長官がとくに認めたもの)]

8自 然環境の保全及び活用に関する助成金の支給

9国 土緑化事業の推進に関する助成金の支給

10社 会福祉事業に対する助成

②当該目的に関し相当と認められる業績が持続できること

「政令の規定により認定されたもの」とは、次の事項である。

①前記①及び②について主務大臣の認定を受けたものであること

②①の認定日の翌日から5年 を経過していないものであること

③主務大臣が認定しようとするときは、大蔵大臣との協議を要すること

(所得税法78条3項 同施行令217条 の2同 施行規則40条 の83項
法人税法37条5項 同施行令77条 の2同 施行規則23条 の33項
租税特別措置法70条3項 及び4項 同施行令40条 の4同 施行規則23
条の53項)
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3各 公益信託に係る税制上の措置

(イ)委託者(又 は支出者)が 支出した信託財産について

①委託者(又 は支出者)が 法人の場合

認 定 特 定 公 益 信 託

「みなし特定寄付金」(資 産か

ら分離)と して、一般寄付金損
金算入限度額とは別枠で、かつ
それと同額までを限度とする優
遇枠内での損金支出を認定

[法人税法37条5項 同施行令
77条の21項 ～4項]

特 定 公 益 信 託

「みなし寄付金」(資 産か

ら分離)と して、一般寄付
金損金算入限度額の枠内で
の損金支出を認定

[法人税法37条5項 同施
行令77条の21項 、2項
及び4項]

一般公益信託

委託者(又 は
支出者)が 信
託財産を所有
するものとみ
なされ、その
資産に計上

[法人税法12
条]

※ 一般 寄 付 金 損金 算 入 限 度 額=(資 本 金額X2.5!1000+所 得 金 額X2.5!100)Xl!2

②委託者(又 は支出者)が 個人の場合

生前支出
(設定)

相続財産
等よりの
支出(設
定)

認 定 特 定 公 益 信 託

「みなし特定寄付金」(資 産から

分離)と して、寄付金控除が適用

寄付金控除額
=寄 付金額(所 得の2眺 限度)

-1万 円

[所得税法78条3項 同施行令
217条 の21項 ～4項]

相続税課税価格計算基礎不算入

条件:
①金銭による支出
②申告書提出期限までに支出
③相続税負担が不当に減少する場
合不可

④受入公益信託が受入日から2年
以内に認定特定公益信託に該当
しなくなった場合は、改めて相
続税を課税

[租税特別措置法70条3項4項
同施行令40条 の41項 ～4項]

特定公益信託

「みなし寄付

金」(資 産か
ら分離)と さ
れるが、左記
優遇措置は適
用されず

左記優遇措置
は適用されず

既設定公益信託の委
託者につき相続の開
始があった場合

委託者の相続人が相続により取得した
財産として取り扱うが、その信託に関
する権利の価額は零とする。

[相続税法基本通達4-1]

一般公益信託

委託者(又 は
支出者)が 信
託財産を所有
するものとみ
なされ、その
資産に計上

[所得税法13
条]

左記優遇措置
は適用されず

個別認定(特
定公益信託の
要件を満たす
場合)
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(0)信 託財産の管理運用について

①委託者(又 は支出者)が 法人の場合

資産との関係

収入及び支出

信託財産にっ
き生 じる所得
(運用収益)

認定特定公益信託 特定公益信託

資産から分離

当該公益信託に帰属

一 般 公 益 信 託

資産として計上

委託者(又 は支出者)に
帰属)収 支の明確化要
収入→所得
支出→寄付金

法人税法に規定はないが、所得税法の規定を事実上準用して
非課税とされている。

②委託者(又 は支出者)が 個人の場合

資産との関係

収入及び支出

信託財産につ
き生 じる所得
(運用収益)

認定特定公益信託 特定公益信託

資産から分離

当該公益信託に帰属

一 般 公 益 信 託

通常、資産から分離と認
定※

通常、当該公益信託に帰
属するものと認定 収支
明確化不要※

非課税

[所得税法11条3項]

※公益信託への個人の寄付金については、次の理由から、例えその公益信託が

一般公益信託であっても、原則として、寄付金とみなされる。ただし、寄付

金控除の適用はない。

①当該公益信託の受益が社会公益 く不特定多数の利益)に 及ぶこと

②信託終了時の残余財産が個人に帰属しないこと

③個人を対象とする所得税法第11条 第3項(信 託財産につき生じる所得の

非課税)の 規定は、信託財産が{委託者個人に帰属するものではないことを

裏付けていること

従って、当該一般公益信託の委託者(又 は支出者)は 、個人から受け入れ

た寄付金の部分については、資産からの分離及び収支の明確化の処理は不要

である.
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(ハ)助成金の受給者について

①受給者が個人の場合

委託者

法 人

個 人

認 定特 定公益信 託 特定公益信託 一般公益信託

所得税:
一時所得として課税 ただし、奨学のための金品については非課税

[所得税法34条 同9条1項14号]

贈与税:
課税(60万 円までは非課税)

[相続税法第第1条 の2第21条 の2]

ただし、下記については非課税
①学術への貢献の表彰又は学術研究の奨励を行

うものとして大蔵大臣の指定の指定を受けた
特定公益信託からの助成金等で、大蔵大臣が
指定するもの

②奨学のための金品

[相続税法21条の31項4号]

左記ただし書の適
用なし

②受給者が法人の場合

受 給 者

公益法人又は一般の
人格のない社団等

普通法人又は収益事
業を営む人格のない
社団等

認定特定公益信託 特定公益信託 一般公益信託

法人税:収 益事業に対する支給以外は非課税

[法人税法7条]

法人税:課 税

[法人税法4条5条]
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[資料5]

公益信託要項(案) 平成○年○月○日 作成者:○ ○信託銀行 ○○

1.名 称

2.主 務 官庁

3.委 託 者

4.受 託 者

5.設 定主旨

及 び

信託目的

6.事 業 内容

公益信託○○市○○区OOま ちづ くり基金

○○○知事局(土 木部 都市開発局 都市整備課)

信託法弟68条 に基づ く引受け許可取得

○○市○○区○○まちづ くり基金設立協議会(委 員長 ○OOO氏)

所在地:○ ○市○○区OO区 役所内

○○市○○区○○地区のまちづ くり及び地区会館建設 ・運営に関す

る事業や活動を推進するために設立 された任意団体。○○市から資

金の交付 を受け、 「まちづ くり公益信託」制度 を活用 して、事業や

活動の実施又は助成を行う公益信託 を設定する。

下記受託者の共同受託方式 とする。

○○信託銀行株式会社[代 表受託]信 託事務担当一〇〇支店

株式会社○○銀行

○○信託銀行株式会社

OO信 託銀行株式会社

[契約構成]

①公益信託契約書(委 託者:共 同受託者)

②附属書類(事 業実施 ・助成規程及 び助成対象例示一覧表)

③共同受託に関する協定書(共 同受託者相互間)

○○市が同市○○区○○町財産区の財産処分金を原資 とする資金を

委託者に交付 し、委託者が同町を中心 とする○○市○○区の都市環

境整備の実施又は助成並びにまちづ くり活動の助成を行 う公益信託

を設定するもので、これにより地域住民の手による快適で文化的な

都市環境の創造を図り、 もって定住魅力あふれた地域社会の発展 と

振興 に寄与することを目的 とする。

(1)○ ○町地区(以 下 「地区」 という)を 中心 としたOO市 ○○

区内における次に掲げる事業若 しくは活動の実施又はこれら

に対する資金の助成。

イ.公 共の空間(公 園 ・道路 ・河川等)の 環境美化 ・保全

ロ.公 共の施設の整備充実

ハ.住 民が自主的に参加するまちづ くり活動

二.地 区会館の管理運営

(2)地 区会館の建設に係 る資金の助成

(3)そ の他の信託目的を達成するために必要な事業
一以上 別途 「事業実施 ・助成規程」を制定一

一219一



7.当 初信託

財 産

資料編

金銭○○億円(元 本)

[内訳]① 第1種 基金(ま ちづ くり事業基金)○ 億円(収 益活用型)

主 として事業内容(1)の 事業費 に充当

事業費は、原則 として、信託財産の運用収益(非 課税)の

範囲内でまかなう。ただ し、事業の運営上必要なときは、

運営委員会及び信託管理人の承認とOOO知 事の許可を条

件 を条件に、信託財産元本の取崩 しも可 とする。

②第2種 基金(地 区会館建設基金)○ 億円(元 本取崩型)

主として事業内容(2)の 事業費 に充当

事業費は、原則 として、信託財産元本 をその都度必要額取

崩 し、当該資金の範囲内でまかなう。運用収益(非 課税)

は元本に組み入れる。

(1)基 金は、貸付信託又は金銭信託により運用 し、有利で安定 し

た収益の確保を図る。

(2)発 足後、両基金 とも委託者による財産の追加信託可 篤志の

第三者による本信託への直接寄付 も受入可

(3)年 間の事業計画 ・収支予算は、代表受託者が共同受託者及び

信託関係者 と協議 して作成 し、運営委員会に諮問して決定す る。

[共同受託者間の信託財産管理]

受託銀行

○○信託銀行(代 表受託)

○○銀行

○○信託銀行

○○信託銀行

第1種 基金

○分の○

○分の○

○分の○

○分の○

第2種 基金

○分の○

8.信 託管理人

9.運 営委員会

1名(無 報酬)

職務一信託運営上の重要事項について受託者 に同意 ・承認を与え

報告を受ける。

候補者:○ ○ ○○氏(職 業勤務先)

若干名(無 報酬)任 期2年 再任可

職務一実施 ・助成等の対案の審査選考を行うほか、受託者の諮問

に応 じ、事業の執行運営について助言 ・勧告を行 う。

候補者:○ ○ ○○氏(職 業勤務先)

10.事 業の朝練 騨'

及び事務の処理

供荷受諄f者の馴

代表受託者(○ ○信託銀行)の ○○支店を信託運営上の事務局 と

し、共同受託者が分担協力 して次の職務を行う。(*印 は代表受

託者担当職務)
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11.事 業 年 度

12.信 託の終了等

13.信 託報酬

14.費 用

15.発 野 徒時期

(1)信 託事務運営

①事業計画 ・報告、収支予算 ・決算等の立案作成及び助成対

象候補案件の収集(*)

②共同受託者会における協議

③運営委員会における霜犠 のための書類整備及び舗崔準備(*)

④当 日運営及び議事録作成など

(2)信 託財産管理

①基金管理運用

②共同受託者間の資金調整(*)

③助成金交付事務(*)

④事務報告書の作成及び事業概況の公告(*)な ど

(3)そ の他必要な事務

毎年4月1日 から翌年3月31日 まで(ただし、初年度は隔謡繁 繍 日から)

本信託は、中途で解約で きない。次の場合には信託は終了 し、残

余財産があるときは、地方公共団体(○ ○市)又 は類似の目的を

もつ他の公益信託に寄附する。

(1)信 託目的が達成 されたとき又はその達成が不能となったとき

(2)信 託財産が消滅 した とき

各共同受託者ごとに、受託中の信託財産元本残高の総額に対 し、

信託報酬率年○分の○以内の割合で計算 した金額 を各基金の元本

残高で按分 し、当該基金の運用収益から差 し引 き収受する。ただ

し、共同受託者が信託財産を自社の貸付信託等に運用 している部

分に対する信託報酬率は、年○分の○とする。

[代表受託者(幹 事)報 酬]

代表受託者は、幹事報酬 として、他の共同受託者が収受すべ き信

託報酬の中から、次の金額の付替 を受ける。

①共同受託者が信託財産を自社の貸付信託等に運用 している場

合、当該信託報酬額の○%相 当額

② ①以外の場合、当該信託報酬額の○%相 当額

会議費、公告費、通信費、搬送費、印刷費、旅費交通費その他の

事務費及び信託管理人の承認を得た費用は、別途信託財産中より

支弁する。

平成O年 ○月予定

[資料6]

公益信託引受け許可申請書(表 紙)

(以下添付書類)
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1.設 定趣意書

2.信 託契約書(案)

3.委 託者となるべ き団体(法 人)の 名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地及

び主たる業務 を記載 した書類並びにその団体(法 人)の 規約(定 款)、(登 記簿謄本)

及び代表者の印鑑証明書

4.受 託者となるべ き法人の名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地及び主たる

業務を記載 した書類並びにその法人の定款、登記簿謄本及び代表者の印鑑証明書

5.信 託財産となるべきものの種類及び総額 を記載 した書類

6.信 託財産となるべきものの権利及び価格を証する書類

7.初 年度及び次年度の事務計画書及び収支予算書

8.信 託管理人となるべ き者の氏名、住所及び略歴 を記載 した書類並びにその就任承

諾書及び印鑑証明書

9.運 営委員会の名称、構成員の数並びにその構成員 となるべき者の氏名、住所及び

略歴を記載 した書類並びにその就任承諾書及び印鑑証明書

10.助 成規程(案)

11.そ の他(特 定又は認定特定公益信託 とする場合は、これに係 る申請書の案)

[資料7]

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

第7章

第8章

第9章

附 則

総 則(設 定趣旨)(名 称)(委 託者)(受 託者)

目的及び事業(目 的)(事 業)

信託財産及び信託期間(信 託財産)(事 業資金)(信 託期間)

信託管理人(信 託管理人)(信 託管理人の任務)

運営委員会(運 営委員会及び運営委員)(運 営委員会の任務)

(運営委員の任期)(運 営委員の解任)(運 営委員会の招集)

(運営委員会の定足数等)(議 事録)

事業の執行(事 業年度)(事 業計画及び収支予算)(事 業執行の方法)

(事業報告及び収支決算)(公 告)

信託財産の管理及び運用(信 託財産の運用)(借 入金)(信 託財産の

固有財産化)(費 用)(信 託報酬)(信 託の決算)

信託の終了等(信 託の終了等)(残 余財産の帰属)(最 終計算及び信託

財産の交付)(受 託者の辞任)(新 受託者の選任)

雑 則(信 託の解除)(信 託条項の変更)(書 類及び帳簿備付け

等)(関 連諸規程の制定及び改廃)(善 管注意義務)

(契約書の保有)

(当初の事業年度)(当 初の信託管理人)(当 初の運営委

員)
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執筆者

まちづ くり公益信託研究1994年 各車執筆者 プロフ ィール

序 ・第1章 ま ちづ くりにおけ る国家型 と信 託 ・財 団

篠塚 昭次(し のつか ・しょうじ)

1928年生まれ。早稲田大学法学部卒業。元ゲッチンゲン大学客員教授。現在、早稲田大

学法学部教授。法学博士。

「まちづ くり公益信託研究会」の代表 をつ とめる。

主な著書一 『借地借家法の基本問題』(日 本評論社)、 『都市の再生』(日 本放送出版

協会 ・NHKブ ックス)他 。

第2章 市民によるまちづ くり活動 と組織 ・団体

鎌野 邦樹(か まの ・くにき)

1953年東京都生まれ。早稲田大学大学院法学科後期課程中退。法学修士。千葉大学教養

部助教授を経て、1994年 より千葉大学法経学部助教授。

専門は民法、お よび土地 ・環境法。

主な著書一 『民商法概説』(共 著、成文堂)、 『要論民法総則』(共 著、青林書院)他 。

第3章 都市計画制度 とまちづ くりへの住民参加 ・住民自治

鈴木 庸夫(す ずき ・つねお)

千葉大学法経学部助教授、行政法専攻。

税務大学校講師、市町村アカデミー講師、千葉県同和問題協議会会長、神奈川県逗子市

都市憲章研究会委員などをつとめる。

主な著書一 『開発規制と条例 ・要綱』(自 治総研ブックレット)ほ か多数の論文、判例

研究がある。最近は行政手続法 と要綱行政について研究を進めている。

第4章 企業 のま ちつ くリへ の係わ り方

山岡 義典(や まおか ・よ しの り)

1941年 中国東北部生 まれ。東京大学建 築学科卒業 、大学院で都 市計 画 を専攻。㈱都市計

画設計研究所 を経 て、1977年 か ら15年 間、(財)ト ヨタ財団で助成活動 に従 事。 この間、

日本 の民 間非営利活動 の振興 について関心 を深 める。現在、 プランニ ング ・コンサル タ

ン ト、長谷工 コーポ レーシ ョン総合研 究所顧 問。

主な著書 一 『日本 の財 団』(共 著、 中公 新書)、 『フィランソロピー と社 会 一その 日本

的課題』(共 編著)他 。

第5章 まちづ くり公益信託の方法

岩田 恒男(い わた ・つねお)

1933年神奈川県小田原市生 まれ。東京大学経済学部経済学科卒業。1956年 住友信託銀行

入社、営業店並びに本部の業務部門、福祉信託室長を経て、1993年 同行理事 ・主管営業
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執筆者

推進役 を最後 に退職。公益信託実務16年 間で、公益信託の企画設計 ・主務官庁許可取得 ・

受託100件 以上にかかわる。現在公益信託コンサルタン ト、(財)公 益法人協会専門委員。

主な著書一 『公益信託の理論 と実務』(共 著、有斐閣)。 論文に 「特集公益信託 ・設定

段階における実務上ならびに法律上の諸問題」(「 信託」126号 所収、(社)信 託協会)。

第6章 まちづ くり公益信託の分類 と評価

佐谷 和江(さ たに ・かずえ)

千葉大学工学部建築学科卒業。同大学院修士課程修了。1986年 ㈱計画技術研究所に入所、

現在、同所取締役。

まちづ くり公益信託に関するプロジェク トとして、 「世田谷まちづ くりファンド設立に

向けての調査」(世 田谷区1987～92年 度)、 「全国のまちづ くり公益信託の実態調査
一パー トナーシップ型まちづ くりシステムの研究の一環として」(建 設省1992～93年

度)を 手がける。

主な著書一 『21世 紀の都市づ くり一地区の都市計画一』(共 著、第一法規出版)。

第7章 まちづ くり公{益信託の誕生と展開

第9章 まちづ くり公益信託への提案

第11章 アメ リカの コミュニ ティ財 団 とまちづ くり

森下 満(も りした ・みつる)

1952年北海道芽室町生まれ。北海道大学工学部建築学科卒業。現在、同大学助手。

専門は歴史的環境の保全再生計画、住環境計画など。小樽や函館などの歴史的景観の保

存、再生 をめざす市民主体のまちづ くり活動にかかわる。

主 な著書一 『町並み色彩学1一 港町 ・函館 における色彩文化の研究』(共 著、元町倶楽

部 ・函館の色彩文化を考える会)、 『北海道の住宅と住様式』(共 著、北海道大学図書

刊行会)ほ か。

第7章 まちづ くり公益信託の誕生と展開

第9章 まちづ くり公益信託への提案

第11章 アメ リカの コミュニ ティ財 団 とまちづ くり

柳田 良造(や なぎだ ・りょうぞう)

1950年徳島生まれ。1975年 北海道大学建築工学科卒業、1981年 早稲田大学大学院博士課

程終了。1983年 柳田石塚建築計画事務所設立。CGを 活用 した横浜、川越、函館、京都

などの都市デザインや、米国ボス トン周辺の歴史的都市における町並みの研究を行って

いる。昨年誕生 した公益信託函館色彩まちづ くり基金では事務局 を担っている。

主な著書一 『町並み色彩学1一 港町 ・函館における色彩文化の研究』(編 著 ・発行)、

『トランプシティとニューヨーク情報』(編 著 ・発行)ほ か。

第8章 公益信 託 「世 田谷 まちづ くりファン ド」 をベース に したまちづ くりの 組み

卯 月 盛夫(う づ き ・もりお)
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1953年 東京生 まれ。早稲 田大学理工学部建 築学科大学院修士課程修 了。西 ドイツ ・シュ

ツ ッ トガル ト大学留学。その 間ハ ノーバ ー市、シュツッ トガル ト市都市計 画局 に勤務。

1982年 か ら世 田谷区都市 デザ イン室 を経 て、1992年 よ り世田谷 まちづ くりセ ンター所長。

1989年 か ら早稲 田大学非常勤講師。

主 な著書 一 『景観行 政のすすめ』(共 著、 日本都市セ ンター)、 『ノイ フェル ト建築設

計大事典』(共 訳、彰国社)ほ か。

第8章 公益信託 「世田谷まちづ くりファン ド をベースに したまちづ くりの仕組み

浅海義治(あ さのうみ ・よ しはる)

福岡県生 まれ。北海道大学農学部農学科卒業。カリフォルニア大学バークレー校大学院、

都市計画学科およびランドスケープ ・アーキテクチャー学科、修士課程修了。カリフォ

ルニア大学卒業後は住民参加のコンサルタン ト 「MIG」 に勤務。帰国後、柳田石塚建

築計画事務所 を経て、現在、世田谷 まちづ くりセンター勤務。世田谷区内を舞台として、

様々な住民参加型、住民主体型のまちづ くりに取 り組んでいる。

主な著書 一 『参加型のデザイン道具箱』 『アメリカの都市における市民主体のまちづ く

り』(共 著、ともに世田谷まちづ くりセンター)

第9章 まちづ くり公益信託への提案

稲垣幸直(い ながき ・ゆきなお)

1969年大阪府生まれ。北海道大学工学部建築工学科卒業。同大学院修士課税修了。住居

地計画学講座 ・足達研究室において都市景観 ・都市計画を専攻。修士論文 『公益信託に

よる市民のまちづ くり活動の展開に関する研究一佐倉市をはじめとする典型事例の分析

をとおして一』で佐倉、横浜野毛、世田谷、函館でのまちづ くり活動について調査研究

を行い、住民主体のまちづ くりの新 しい方向性を探る。1994年 より札幌市役所勤務。

第10章 イギリスにおけるボランティア活動の歴史と概要

西村 幸夫(に しむら・ゆきお)

1952年福 岡市生まれ。東京大学都市工学科卒、同大学院修了、工学博士。明治大学助手、

東京大学都市工学科助教授 を経て、1991年 より東京大学先端科学技術研究センター助教

授。この間アジア工科大学(バ ンコク)助 教授、マサチューセッツ工科大学客員研究員。

専門は都市の保全再生計画、都市景観計画、第三世界の都市計画など。 日本国内および

アジア各地の都市調査 をおこなっている。

日本都市計画学会学術委員会委員、ICOMOS(国 際遺跡記念物会議)日 本委員会理

事、自治省、建設省の研究会委員などを歴任。

主な著書一 『歴史を生か したまちづ くり』(古 今書院)、 『まちづ くりとシビック ・ト

ラス ト』(ぎ ょうせい)ほ か。
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